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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示す

とおり，屋外排水路逆止弁が地震後の繰返しの襲来を想定した津波荷重及び余震を考慮し

た荷重に対し，構造部材の構造健全性を保持することを確認するものである。また，屋外

排水路逆止弁が設置される集水桝は耐震重要度分類Ｓクラスの間接支持構造物としての機

能が要求されることから，津波荷重及び余震を考慮した荷重に対して，構成する部材がお

おむね弾性範囲にとどまることを確認するため，構造部材の健全性評価及び支持性能評価

を行う。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

屋外排水路逆止弁の設置位置図を図 2－1 に，設置状況一覧を表 2－1 に，構造概要

図を図 2－2～図 2－11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 屋外排水路逆止弁の設置位置 
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表 2－1 屋外排水路逆止弁の設置状況一覧 

設備名称 構造 
逆止弁の 

設置状況 

集水桝の 

支持機構 

屋外排水路逆止弁① 

鋼製 

防波壁の敷地側の

集水桝（地中）内

に設置 

防波壁が支持 

屋外排水路逆止弁② 

屋外排水路逆止弁③ 

屋外排水路逆止弁④ 

屋外排水路逆止弁⑤ 

屋外排水路逆止弁⑥ 

屋外排水路逆止弁⑦ 防波壁の海側の集

水桝（地中）内に

設置 
屋外排水路逆止弁⑧-1 

屋外排水路逆止弁⑧-2 

防波壁の敷地側の

集水桝（地中）内

に設置 

屋外排水路逆止弁⑨ 
防波壁の海側の集

水桝（地中）内に

設置 

改良地盤が 

支持 

屋外排水路逆止弁⑩ 

防波壁が支持 

屋外排水路逆止弁⑪ 

屋外排水路逆止弁⑫ 

屋外排水路逆止弁⑬ 

防波壁の敷地側の

集水桝（地中）内

に設置 
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図 2－2(1) 屋外排水路逆止弁①断面図 

 

 

図 2－2（2） 屋外排水路逆止弁①の構造概要図  
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図 2－3(1) 屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥断面図 

 

 

図 2－3（2） 屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥の構造概要図 
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図 2－4(1) 屋外排水路逆止弁⑦断面図 

 

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.00 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－4（2） 屋外排水路逆止弁⑦の構造概要図  
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図 2－5（1） 屋外排水路逆止弁⑧-1 断面図 

 

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.00 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－5（2） 屋外排水路逆止弁⑧-1 の構造概要図  
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図 2－6（1） 屋外排水路逆止弁⑧-2 断面図 

 

 

 注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.00 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－6（2） 屋外排水路逆止弁⑧-2 の構造概要図 
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図 2－7（1） 屋外排水路逆止弁⑨断面図 

 

 

図 2－7（2） 屋外排水路逆止弁⑨の構造概要図  
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図 2－8（1） 屋外排水路逆止弁⑩断面図 

 

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.40 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－8（2） 屋外排水路逆止弁⑩の構造概要図 
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図 2－9（1） 屋外排水路逆止弁⑪断面図 

 

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.40 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－9（2） 屋外排水路逆止弁⑪の構造概要図 
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図 2－10（1） 屋外排水路逆止弁⑫断面図 

 

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.40 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－10（2） 屋外排水路逆止弁⑫の構造概要図  
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図 2－11（1） 屋外排水路逆止弁⑬断面図 

 

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため側方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 2－11（2） 屋外排水路逆止弁⑬の構造概要図  
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2.2 構造計画 

屋外排水路逆止弁の構造は，鋼製の扉体（スキンプレート，吊り金具及び吊りピ

ン），固定部（吊り金具，吊りピン，戸当り，集水桝（戸当り部コンクリート）及び

アンカーボルト），及びそれらを接続する吊り手で構成される。屋外排水路逆止弁

は，アンカーボルトで鉄筋コンクリート造の集水桝に固定し，屋外排水路を経路とし

た津波の流入を防止する。 

なお，屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥，⑨及び⑬については，スキンプ

レートを主桁及び補助縦桁で補強する構造とする。 

屋外排水路逆止弁の構造計画を表 2－2 に示す。 
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表 2－2(1) 構造計画（屋外排水路逆止弁①） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。なお，スキ

ンプレートは，

主桁及び補助縦

桁で補強する。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

  

（単位:mm） 

吊りピン 

吊りピン 

主桁 

スキンプレート 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

アンカーボルト 
φ＝24 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

主桁 

スキンプレート 

補助縦桁 



 

16 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

表 2－2(2) 構造計画（屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。なお，スキ

ンプレートは，

主桁及び補助縦

桁で補強する。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

  

（単位:mm） 

吊りピン 

吊りピン 

主桁 

スキンプレート 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

主桁 

スキンプレート 

補助縦桁 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

吊り手 

アンカーボルト 
φ＝24 
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表 2－2(3) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑦） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

 

 

  

スキンプレート 

吊りピン 

吊りピン 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

戸当り 

（単位:mm） 

アンカーボルト 
φ＝16 
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表 2－2(4) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑧-1） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

 

 

 

 

 

 

 

  

スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

戸当り 

スキンプレート 

吊りピン 

吊りピン 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

（単位:mm） 

アンカーボルト 
φ＝12 
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表 2－2(5) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

 

 

 

 

 

 

  

（単位:mm） 

スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

戸当り 

スキンプレート 

吊りピン 

吊りピン 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

アンカーボルト 
φ＝16 
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表 2－2(6) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑨） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。なお，スキ

ンプレートは，

主桁及び補助縦

桁で補強する。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

（単位:mm） 

吊りピン 

吊りピン 

主桁 
戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

主桁 

スキンプレート 

補助縦桁 

アンカーボルト 
φ＝24 
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表 2－2(7) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑩，⑪，⑫） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側面図 

 

  

スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体側） 

戸当り 

（単位:mm） 

スキンプレート 

吊りピン 

吊りピン 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

アンカーボルト 
φ＝16 
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表 2－2(8) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑬） 

構造の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。なお，スキ

ンプレートは，

主桁及び補助縦

桁で補強する。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

 

 

  

（単位:mm） 

吊りピン 

吊りピン 

主桁 

スキンプレート 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

主桁 

吊り金具（扉体側） 

1
7
0
0
 スキンプレート 

補助縦桁 

1850 

アンカーボルト 
φ＝24 
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2.3 評価方針 

屋外排水路逆止弁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の基本方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ

て，屋外排水路逆止弁の評価部位に作用する応力が許容限界以下であることを「4. 

構造強度評価」に示す方法により，「4.5 計算条件」に示す計算条件を用いて評価

し，「5. 評価結果」にて確認する。 

屋外排水路逆止弁の強度評価フローを図 2－12 に示す。屋外排水路逆止弁の強度評

価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に伴う荷重の作用方向及び伝達過程

を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，津

波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う荷重と余震に伴う荷

重の作用時を考慮し，最大荷重を設定する。 

島根原子力発電所の耐津波設計においては，日本海東縁部を波源とする基準津波に

ついては，波源が敷地から遠く，余震の影響が明らかに小さいことから，津波荷重と

地震荷重の組合せを考慮する必要はないこととしており，海域活断層を波源とする津

波については，津波荷重と地震荷重の組合せを考慮する。 

強度評価に用いる津波荷重としては，日本海東縁部による設計津波水位（EL 

12.6m）の津波荷重が，海域活断層による設計津波水位（EL 4.9m）の津波荷重と余震

との重畳を考慮した荷重を包含することから，最大荷重となる日本海東縁部の入力津

波高さによる津波荷重を考慮した評価を実施する。 
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図 2－12 屋外排水路逆止弁の強度評価フロー 

 

 

  

屋外排水路逆止弁の設計 

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の

組合せの設定 

評価式による 

応力等の計算 

評価対象部位の応力評価 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

(1) 日本工業規格ＪＩＳ Ｇ４０５３－2008 機械構造用合金鋼鋼材 

(2) ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（（社）ダ

ム・堰施設技術協会，平成 28 年 3 月） 

(3) コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

(4) 機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

(5) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年 11 月） 
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2.5 記号の説明 

屋外排水路逆止弁の応力評価に用いる記号を表 2－3 に示す。 

 

表 2－3 屋外排水路逆止弁の応力評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

σmax N/mm2 スキンプレートの最大応力度 

Ｐ N/mm2 作用単位荷重 

Ｄ mm スキンプレートの受水径 

ｔ mm スキンプレートの板厚 

σ N/mm2 戸当りの支圧応力度 

Ｐ１ N 戸当りへ作用する荷重 

ｂｗ mm 戸当りの幅 

σｃ N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

ｂｆ mm コンクリート支圧幅 

τｃ N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

Ｌ１ mm 屋外排水路内径より戸当りアンカー板端面までの距離 

σs N/mm2 スキンプレートの応力度 

ａ mm スキンプレートの区画の短辺 

ｂ mm スキンプレートの区画の長辺 

ｋ － ｂ/ａによる形状係数 

ｐ N/mm2 作用水圧荷重 

ｔs ㎜ スキンプレートの板厚 

α － 応力の補正係数 

ＭG N・mm 主桁に作用する曲げモーメント 

ＳG N 主桁に作用するせん断力 

Ｗ kN/m 主桁の分担荷重 

Ｌ ㎜ 主桁の支点間隔 

Ｂ mm 扉体の受圧幅 

σG N/mm2 主桁の曲げ応力度 

Ｚg mm3 主桁の断面係数 

τG N/mm2 主桁のせん断応力度 

Ａｇ mm2 主桁のウェブ断面積 

σg N/mm2 主桁の合成応力度 

 

 

 

 



 

27 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

表 2－3 屋外排水路逆止弁の応力評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

ＭI N・mm 補助縦桁に作用する曲げモーメント 

Ｌi ㎜ 主桁間隔 

ｂi ㎜ 補助縦桁間隔 

ＳI N 補助縦桁に作用するせん断力 

σIx N/mm2 補助縦桁の曲げ応力度（引張） 

ＺIx mm3 補助縦桁の断面係数（引張） 

σIy N/mm2 補助縦桁の曲げ応力度（圧縮） 

ＺIy mm3 補助縦桁の断面係数（圧縮） 

τI N/mm2 補助縦桁のせん断応力度 

Ａi mm2 補助縦桁のウェブ断面積 

σi N/mm2 補助縦桁の合成応力度 

σI N/mm2 補助縦桁の曲げ応力度（引張と圧縮）の最大値 

ｐ1 N/mm2 扉体最下部作用荷重 

bk ㎜ 底面フランジの幅 

Ｌℓ1 ㎜ コンクリート面より底面フランジ端面までの深さ 

Ｌℓ2 ㎜ 堰柱側面より底面フランジ端面までの深さ 
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3. 評価対象部位 

屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥，⑨，⑬は，鋼製の扉体（スキンプレー

ト，主桁，補助縦桁，吊り手，吊りピン及び吊り金具），固定部（吊り手，吊りピン，

吊り金具，戸当り及びアンカーボルト）で，屋外排水路逆止弁⑦，⑧-1，⑧-2，⑩，

⑪，⑫は，鋼製の扉体（スキンプレート，吊り金具及び吊りピン），固定部（吊り金

具，吊りピン，戸当り，集水桝（戸当り部コンクリート）及びアンカーボルト），及び

それらを接続する吊り手で構成される。 

津波による荷重の作用時には屋外排水路逆止弁は外水圧により閉じる構造となってお

り，吊り金具，吊り手，吊りピン，及びアンカーボルトには津波荷重による引張荷重は

作用しない。 

上記を踏まえ，屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥，⑨，⑬の強度評価におい

ては，スキンプレート，集水桝（戸当り部コンクリート），主桁及び補助縦桁を評価対

象部位に選定する。屋外排水路逆止弁⑦，⑧-1，⑧-2，⑩，⑪，⑫の強度評価において

は，スキンプレート，戸当り，集水桝（戸当り部コンクリート）を評価対象部位に選定

する。 

屋外排水路逆止弁の評価対象部位を図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

図 3－1(1) 屋外排水路逆止弁の評価対象部位（①，②，③，④，⑤，⑥，⑨，⑬） 

主桁 

吊りピン 

戸当り 

吊り金具 

吊り手 

吊り金具 

スキンプレート 

集水桝 

（戸当り部コンクリート） 

吊り手 

吊りピン 

主桁 

補助縦桁 

アンカーボルト 

スキンプレート 

吊り金具 

：評価対象部位 
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図 3－1(2) 屋外排水路逆止弁の評価対象部位（⑦，⑧-1，⑧-2，⑩，⑪，⑫） 

 

 

  

：評価対象部位 

吊り金具（固定部側） 吊り手 

吊り金具（扉体側） 

戸当り 

スキンプレート 

アンカーボルト 

吊りピン 

スキンプレート 

集水桝 

（戸当り部コンクリート） 

戸当り 

吊り手 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

屋外排水路逆止弁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の基本方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて

「3. 評価対象部位」にて設定する評価部位に作用する応力等が「4.3 許容限界」に

て示す許容限界以下であることを確認する。 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及

び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

4.2.1 荷重の設定 

屋外排水路逆止弁の強度評価において考慮する荷重を以下に示す。その構造及

び設置位置から風荷重及び積雪荷重の影響は考慮しない。 

また，屋外排水路から流下する排水による水圧作用方向は扉体への作用荷重を

打ち消す方向に作用するため考慮しないこととする。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，扉体自重を考慮する。 

 

(2) 津波荷重（Ｐｈ） 

津波荷重として，屋外排水路逆止弁の設置位置における設置高さ及び浸水深さ

を考慮して静水圧荷重を算定する。 

 

4.2.2 荷重の組合せ 

屋外排水路逆止弁の設計に考慮する荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1(1) 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐｈ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｈ ：津波荷重 
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表 4－1(2) 荷重の組合せ（詳細） 

種別 荷重 算定方法 

永久

荷重 

常時考

慮荷重 

逆止弁自重 ○ 
設計図書に基づいて，逆止弁の体積に材料の密

度を乗じて設定する。 

機器・配管自重 － 
対象構造物に作用する機器・配管はないため考

慮しない。 

土被り荷重 － 土被りはないため考慮しない。 

積載荷重 － 積載荷重は考慮しない。 

静止土圧 － 静止土圧は考慮しない。 

外水圧 － 外水圧は考慮しない。 

内水圧 － 内水はないため考慮しない。 

積雪荷重 － 積雪荷重は考慮しない。 

風荷重 － 風荷重は考慮しない。 

偶発

荷重 

静水圧 ○ 津波時の浸水深さによる静水圧を考慮する。 

衝突荷重 － 漂流物の衝突は考慮しない。 
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4.3 許容限界 

屋外排水路逆止弁の各評価対象部位の許容限界は，評価対象部位毎に「ダム・堰施

設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（（社）ダム・堰施設技術協会

，平成 28 年 3 月）」に規定される短期許容応力度を用いる。 

屋外排水路逆止弁の許容限界を表 4－2 に示す。 

なお，津波後の再使用性を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して浸水防護機

能として十分な余裕を有するよう，評価対象部位が弾性域内に収まることを基本とす

る。 

 

表 4－2(1) 屋外排水路逆止弁の許容限界 

（屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥，⑨，⑬） 

評価対象部位 材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ 

σab
＊1 

引張 

σat
＊1 

せん断 

τa
＊1 

圧縮 

σas
＊1 

合成 

スキンプレート SUS316L 135 - - - - 

主桁 SUS316L 135 - 75 - 148.5 

補助縦桁＊2 

［屋外排水路逆止弁

（①，⑨）］ 

SUS316L 135 135 75 

117.5 

148.5 補助縦桁＊2 

［屋外排水路逆止弁

（②，③，④，⑤，

⑥，⑬）］ 

116.1 

集水桝（戸当り部

コンクリート） 
コンクリート - - 0.6 8.8 - 

注記＊1：σ ab：短期許容曲げ応力度，σ at：短期許容引張応力度，τ a：短期許容せん断応力度， 

σ as：短期許容支圧応力度を示す。 

＊2：主桁及び補助縦桁に用いる構造用鋼材の許容曲げ圧縮応力度は「ダム・堰施設技術基準

（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（（社）ダム・堰施設技術協会，平成 28

年 3 月）」に基づき，許容曲げ応力度横倒れ座屈に対する配慮として許容応力の低減を

考慮する。 
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表 4－2(2) 屋外排水路逆止弁の許容限界 

（屋外排水路逆止弁⑦，⑧-1，⑧-2，⑩，⑪，⑫） 

評価対象部位 材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ 

σab
＊ 

引張 

σat
＊ 

せん断 

τa
＊ 

支圧 

σas
＊ 

スキンプレート SUS316L 135 - - - 

戸当り SUS316L - - - 202.5 

集水桝（戸当り部

コンクリート） 
コンクリート - - 0.6 8.8 

注記＊：σ ab：短期許容曲げ応力度，σ at：短期許容引張応力度，τ a：短期許容せん断応力度， 

     σas：短期許容支圧応力度を示す。 
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4.4 計算方法 

各評価対象部位に加わる応力等の算出式を以下にまとめる。 

4.4.1 屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥，⑨，⑬ 

(1) スキンプレート 

スキンプレートに発生する曲げモーメントは，４辺を固定支持された平板とし

てモデル化し，曲げ応力を算定する。 

スキンプレートのモデル図を図 4－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 スキンプレートのモデル図 

 

スキンプレートの最大応力度算定式を以下に示す。 

σ
ୱ
＝

1

100
∙k∙a2∙

p

ts
2
∙α 

 

σs ：スキンプレートの応力度 (N/mm2) 

ｋ ：ｂ/ａによる形状係数 

ａ ：スキンプレートの区画の短辺 (mm) 

ｂ ：スキンプレートの区間の長辺 (mm) 

ｐ ：作用水圧荷重 (N/mm2) 

ｔs ：スキンプレートの板厚 (mm) 

α   ：応力の補正係数  

 

σ1

σ4

σ3

σ2

ａ

ｂ

（正面図） 
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(2) 主桁 

主桁は，部材の発生断面力に対して保守的な評価となるよう，支圧板の設置位

置を支点とする両端をピン支点の単純梁によりモデル化する。また，合成応力に

対しても許容限界以下であることを確認する。 

主桁のモデル図を図 4－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 主桁のモデル図 

 

  

荷重p

受圧幅B

主桁の支点間隔L

（正面図） （断面図） 

（平面図） 

Ｌ 

Ｂ 



 

36 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

主桁の最大応力度算定式を以下に示す。 

Ｍ
ୋ
＝

Ｗ・Ｂ・(2∙Ｌ-Ｂ)

8
 

Ｓ
ୋ
＝

Ｗ・Ｂ

2
 

σ
ୋ
＝

Ｍ
G

Ｚ
g

 

τ
ୋ
＝

Ｓ
G

Ａ
g

 

σ

＝ටσ

G

2
+3τ

G

2
 

 

ＭG ：主桁に作用する曲げモーメント (N･mm) 

ＳG ：主桁に作用するせん断力 (N) 

Ｗ ：主桁の分担荷重 (kN/m) 

Ｌ ：主桁の支点間隔(㎜) 

Ｂ ：扉体の受圧幅(㎜) 

σG ：主桁の曲げ応力度 (N/mm2) 

Ｚg ：主桁の断面係数(mm3) 

τG ：主桁のせん断応力度 (N/mm2) 

Ａg ：主桁のウェブ断面積(mm2) 

σｇ ：主桁の合成応力度(N/mm2) 
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(3) 補助縦桁 

補助縦桁については，主桁によって支持された単純支持梁とし，荷重は平均水

圧が菱形に作用したものとして，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（（社）ダム・堰施設技術協会 平成 28 年 3 月）」に基

づき，曲げ応力及びせん断応力を算定する。また，合成応力に対しても許容限界

以下であることを確認する。 

補助縦桁のモデル図を図 4－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 補助縦桁のモデル図 

  

（平面図） 

（正面図） 

（断面図） 

補助縦桁 

bi bi

L i
L i

L i

bi
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補助縦桁の最大応力度算定式を以下に示す。 

 

Ｌi＞ｂi の場合 

Ｍ
୍
＝

ｐ・ｂ
୧

24
ቀ3・Ｌ

୧

ଶ
− ｂ

୧

ଶ
ቁ 

Ｓ
୍
＝

ｐ・ｂ
୧

2
൭Ｌ

୧
−
ｂ

୧

2
൱ 

 

Ｌi≦ｂi の場合 

Ｍ
୍
＝

ｐ・Ｌ
୧

ଷ

12
 

Ｓ
୍
＝

ｐ・Ｌ
୧

ଶ

4
 

 

σ
୍୶
＝

Ｍ
୍

Ｚ
୧୶

 

σ
୍୷
＝

Ｍ
୍

Ｚ
୧୷

 

τ
୍
＝

Ｓ
୧

Ａ
୧

 

σ
୧
＝ටσ

୍

ଶ
+ 3τ

୍

ଶ
 

 

ＭI ：補助縦桁に作用する曲げモーメント (N･mm) 

ｐ ：作用水圧荷重 (N/mm2) 

Ｌi ：主桁間隔 (mm) 

ｂi ：補助縦桁間隔 (mm) 

ＳI ：補助縦桁に作用するせん断力 (N) 

σIx ：補助縦桁の曲げ応力度（引張）(N/mm2) 

Ｚix ：補助縦桁の断面係数（引張）(mm3) 

σIy ：補助縦桁の曲げ応力度（圧縮）(N/mm2) 

Ｚiy ：補助縦桁の断面係数（圧縮）(mm3) 

τI ：補助縦桁のせん断応力度(N/mm2) 

Ａi   ：補助縦桁のウェブ断面積（N/mm2） 

σi ：補助縦桁の合成応力度（N/mm2） 

σI ：補助縦桁の曲げ応力度（引張と圧縮）の最大値(N/mm2) 
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(4) 集水桝(戸当り部コンクリート) 

集水桝（戸当り部コンクリート）は，コンクリートに加わる支圧を戸当りで支

持するものとして，コンクリートに発生する支圧応力度及びせん断応力度が許容

限界以下であることを確認する。 

集水桝（戸当り部コンクリート）のモデル図を図 4－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 集水桝（戸当り部コンクリート）のモデル図 

 

集水桝（戸当り部コンクリート）の最大応力度算定式を以下に示す。 

 

σ
ୡ
＝

ｐ
1
∙Ｂ

2bk
 

τ

＝

ｐ
1
∙Ｂ

2(Ｌ
ℓ1
+2Ｌ

ℓ2
)
 

 

σc ：コンクリートの支圧応力度 (N/mm2) 

ｐ1 ：扉体最下部作用荷重(N/mm2) 

Ｂ ：扉体の受圧幅（mm） 

ｂk ：底面フランジ幅（mm） 

τL ：コンクリートのせん断応力度 (N/mm2) 

Ｌℓ1 ：コンクリート面より底面フランジ端面までの深さ（mm） 

Ｌℓ2 ：堰柱側面より底面フランジ端面までの深さ（mm） 

  

集水桝(戸当り部コンクリート) 

Ｌℓ2 

Ｌℓ1 

ｂk 
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4.4.2 屋外排水路逆止弁⑦，⑧-1，⑧-2，⑩，⑪，⑫ 

(1) スキンプレート 

スキンプレートの曲げ応力は円盤周辺単純支持等分布荷重による最大曲げ応力

が許容限界以下であることを確認する。 

スキンプレートのモデル図を図 4－5 に示す。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 スキンプレートのモデル図 

 

スキンプレートの最大応力度算定式を以下に示す。 

σ
max

=1.24∙
Ｐ∙൫Ｄ/2൯

2

t2
 

σmax：スキンプレートの最大応力度（N/mm2） 

Ｐ ：作用単位荷重（N/mm2） 

Ｄ ：スキンプレートの受水径（mm） 

ｔ ：スキンプレートの板厚（mm） 

 

  

スキンプレート 

評価対象部位 



 

41 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

(2) 戸当り 

戸当りは，等分布荷重を受ける支圧材として，発生する支圧応力度が許容限界

以下であることを確認する。 

戸当りのモデル図を図 4－6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－6 戸当りのモデル図 

 

戸当りの最大応力度算定式を以下に示す。 

σ＝
Ｐ

１

bw・Ｄ・π
 

σ ：戸当りの支圧応力度（N/mm2） 

Ｐ１ ：戸当りへ作用する荷重（N） 

ｂw ：戸当りの幅（mm） 

Ｄ  ：スキンプレートの受水径（mm） 

 

   

評価対象部位 

（戸当り） 

集水桝 

(戸当り部 

コンクリート) 

ｂw 

評価対象部位 
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(3) 集水桝(戸当り部コンクリート) 

集水桝（戸当り部コンクリート）は，コンクリートに加わる支圧を戸当り全周

で支持するものとして，コンクリートに発生する支圧応力度及びせん断応力度が

許容限界以下であることを確認する。 

集水桝(戸当り部コンクリート)のモデル図を図 4－7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 集水桝(戸当り部コンクリート)のモデル図 

 

集水桝（戸当り部コンクリート）の最大応力度算定式を以下に示す。 

σ
ｃ
＝

Ｐ
1

bf・Ｄ・π
 

τ
ୡ
 ＝

Ｐ
1

2・Ｌ
1
・Ｄ・π

 

 

σc ：コンクリートの支圧応力度（N/mm2） 

Ｐ１ ：戸当りへ作用する荷重（N） 

ｂf ：コンクリート支圧幅（mm） 

Ｄ  ：スキンプレートの受水径（mm） 

τc ：コンクリートのせん断応力度（N/mm2） 

Ｌ1 ：屋外排水路内径より戸当りアンカー板端面までの距離（mm） 

  

 

戸当り 

4
5°

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ

45
°

　
受

圧
幅

φ 

コンクリート

支圧幅 

45° 

45° 

集水桝（戸当り部 

コンクリート） 

bf 

Ｌ1 

Ｐ1 

屋外排水路 
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4.5 計算条件 

屋外排水路逆止弁の応力計算に用いる計算条件を表 4－3 に示す。 

なお，屋外排水路逆止弁⑩，⑪及び⑫については，同一の構造であり，設置深さが

最も深い⑪を代表として計算を行う。 

 

表 4－3(1) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁①） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

スキン 
プレート 

k － ｂ/ａによる形状係数 45.0 

a mm スキンプレートの区画の短辺 375 

b mm スキンプレートの区画の長辺 550 

ｐ N/mm2 作用水圧荷重 0.1028 

ｔs mm スキンプレートの板厚 12 

α － 応力の補正係数 0.8 

主桁 

Ｗ kN/m 主桁の分担荷重 54.955 

Ｌ mm 主桁の支点間隔 2250 

Ｂ mm 扉体の受圧幅 2200 

Ｚg mm3 主桁の断面係数 688100 

Ａg mm2 主桁のウェブ断面積 3216 

補助縦桁 

Ｌi ㎜ 主桁間隔 550 

ｂi ㎜ 補助縦桁間隔 375 

Ｚix mm3 補助縦桁の断面係数（引張） 161976 

Ｚiy mm3 補助縦桁の断面係数（圧縮） 204734 

Ａi mm2 補助縦桁のウェブ断面積 2619 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｐ1 N/mm2 扉体最下部作用荷重 0.106 

bk mm 底面フランジの幅 60 

Ｌℓ1 mm 
コンクリート面より底面フランジ端面まで
の深さ 

133 

Ｌℓ2 mm 堰柱側面より底面フランジ端面までの深さ 155 
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表 4－3(2) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

スキン 
プレート 

k － ｂ/ａによる形状係数 48.0 

a mm スキンプレートの区画の短辺 350 

b mm スキンプレートの区画の長辺 600 

ｐ N/mm2 作用水圧荷重 0.1010 

ｔs mm スキンプレートの板厚 12 

α － 応力の補正係数 0.8 

主桁 

Ｗ kN/m 主桁の分担荷重 56.430 

Ｌ mm 主桁の支点間隔 1750 

Ｂ mm 扉体の受圧幅 1700 

Ｚg mm3 主桁の断面係数 433900 

Ａg mm2 主桁のウェブ断面積 2616 

補助縦桁 

Ｌi ㎜ 主桁間隔 600 

ｂi ㎜ 補助縦桁間隔 350 

Ｚix mm3 補助縦桁の断面係数（引張） 114964 

Ｚiy mm3 補助縦桁の断面係数（圧縮） 151107 

Ａi mm2 補助縦桁のウェブ断面積 2169 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｐ1 N/mm2 扉体最下部作用荷重 0.104 

bk mm 底面フランジの幅 60 

Ｌℓ1 mm 
コンクリート面より底面フランジ端面まで
の深さ 

133 

Ｌℓ2 mm 堰柱側面より底面フランジ端面までの深さ 155 

 

表 4－3(3) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑦） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 
Ｄ ㎜ スキンプレートの受水径 740 

ｔ ㎜ スキンプレートの板厚 22 

スキン 
プレート 

Ｐ N/mm2 作用単位荷重 0.065 

戸当り 
Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 27883.2 

ｂw mm 戸当りの幅 25 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｂf mm コンクリート支圧幅 57 

Ｌ1 mm 
有効径内径より戸当りアンカー板端面まで
の距離 

120 
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表 4－3(4) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑧-1） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 
Ｄ mm スキンプレートの受水径 530 

ｔ mm スキンプレートの板厚 16 

スキン 
プレート 

Ｐ N/mm2 作用単位荷重 0.066 

戸当り 
Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 14501.4 

ｂw mm 戸当りの幅 19 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｂf mm コンクリート支圧幅 37 

Ｌ1 mm 
有効径内径より戸当りアンカー板端面まで
の距離 

110 

 

表 4－3(5) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 
Ｄ ㎜ スキンプレートの受水径 840 

ｔ ㎜ スキンプレートの板厚 25 

スキン 
プレート 

Ｐ N/mm2 作用単位荷重 0.072 

戸当り 
Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 39684.1 

ｂw mm 戸当りの幅 25 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｂf mm コンクリート支圧幅 57 

Ｌ1 mm 
有効径内径より戸当りアンカー板端面まで
の距離 

120 
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表 4－3(6) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑨） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

スキン 
プレート 

k － ｂ/ａによる形状係数 45.0 

a mm スキンプレートの区画の短辺 375 

b mm スキンプレートの区画の長辺 550 

ｐ N/mm2 作用水圧荷重 0.1058 

ｔs mm スキンプレートの板厚 12 

α － 応力の補正係数 0.8 

主桁 

Ｗ kN/m 主桁の分担荷重 56.661 

Ｌ mm 主桁の支点間隔 2250 

Ｂ mm 扉体の受圧幅 2200 

Ｚg mm3 主桁の断面係数 688100 

Ａg mm2 主桁のウェブ断面積 3216 

補助縦桁 

Ｌi ㎜ 主桁間隔 550 

ｂi ㎜ 補助縦桁間隔 375 

Ｚix mm3 補助縦桁の断面係数（引張） 161976 

Ｚiy mm3 補助縦桁の断面係数（圧縮） 204734 

Ａi mm2 補助縦桁のウェブ断面積 2619 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｐ1 N/mm2 扉体最下部作用荷重 0.109 

bk mm 底面フランジの幅 60 

Ｌℓ1 mm 
コンクリート面より底面フランジ端面まで
の深さ 

133 

Ｌℓ2 mm 堰柱側面より底面フランジ端面までの深さ 155 

 

表 4－3(7) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁 代表⑪（⑩,⑫を含む）） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 
Ｄ mm スキンプレートの受水径 840 

ｔ mm スキンプレートの板厚 25 

スキン 
プレート 

Ｐ N/mm2 作用単位荷重 0.066 

戸当り 
Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 36493.7 

ｂw mm 戸当りの幅 25 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｂf mm コンクリート支圧幅 57 

Ｌ1 mm 
有効径内径より戸当りアンカー板端面まで
の距離 

120 
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表 4－3(8) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑬） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

スキン 
プレート 

k － ｂ/ａによる形状係数 48.0 

a mm スキンプレートの区画の短辺 350 

b mm スキンプレートの区画の長辺 600 

ｐ N/mm2 作用水圧荷重 0.0869 

ｔs mm スキンプレートの板厚 12 

α － 応力の補正係数 0.8 

主桁 

Ｗ kN/m 主桁の分担荷重 48.299 

Ｌ mm 主桁の支点間隔 1750 

Ｂ mm 扉体の受圧幅 1700 

Ｚg mm3 主桁の断面係数 433900 

Ａg mm2 主桁のウェブ断面積 2616 

補助縦桁 

Ｌi ㎜ 主桁間隔 600 

ｂi ㎜ 補助縦桁間隔 350 

Ｚix mm3 補助縦桁の断面係数（引張） 114964 

Ｚiy mm3 補助縦桁の断面係数（圧縮） 151107 

Ａi mm2 補助縦桁のウェブ断面積 2169 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｐ1 N/mm2 扉体最下部作用荷重 0.090 

bk mm 底面フランジの幅 60 

Ｌℓ1 mm 
コンクリート面より底面フランジ端面まで
の深さ 

133 

Ｌℓ2 mm 堰柱側面より底面フランジ端面までの深さ 155 
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5. 評価結果 

屋外排水路逆止弁の津波時における評価対象部位の強度評価結果を表 5－1 に示す。 

発生応力度が許容限界以下であることから，構造部材が十分な構造健全性を有するこ

とを確認した。 

 

表 5－1(1) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁①） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 36.1 135.0 0.27 

主桁 

曲げ応力度(N/mm2) 50.6 135.0 0.38 

せん断応力度(N/mm2) 18.8 75.0 0.26 

合成応力度 (N/mm2) 60.2 148.5 0.41 

補助縦桁 

曲げ応力度（引張）

(N/mm2) 
7.6 135.0 0.06 

曲げ応力度（圧縮）

(N/mm2) 
6.0 117.5 0.06 

せん断応力度 

(N/mm2) 
2.7 75.0 0.04 

合成応力度 (N/mm2) 10.75 148.5 0.08 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 1.94 8.8 0.23 

せん断応力度(N/mm2) 0.26 0.6 0.44 
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表 5－1(2) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 33.0 135.0 0.25 

主桁 

曲げ応力度(N/mm2) 49.7 135.0 0.37 

せん断応力度(N/mm2) 18.3 75.0 0.25 

合成応力度 (N/mm2) 58.9 148.5 0.40 

補助縦桁 

曲げ応力度（引張）

(N/mm2) 
12.3 135.0 0.10 

曲げ応力度（圧縮）

(N/mm2) 
9.3 116.1 0.09 

せん断応力度 

(N/mm2) 
3.5 75.0 0.05 

合成応力度 (N/mm2) 16.57 148.5 0.12 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 1.47 8.8 0.17 

せん断応力度(N/mm2) 0.20 0.6 0.34 

 

表 5－1(3) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁⑦） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 22.80 135.0 0.17 

戸当り 支圧応力度(N/mm2) 0.48 202.5 0.01 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 0.21 8.8 0.03 

せん断応力度(N/mm2) 0.05 0.6 0.09 

 

表 5－1(4) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁⑧-1） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 22.45 135.0 0.17 

戸当り 支圧応力度(N/mm2) 0.46 202.5 0.01 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 0.24 8.8 0.03 

せん断応力度(N/mm2) 0.04 0.6 0.07 
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表 5－1(5) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 25.20 135.0 0.19 

戸当り 支圧応力度(N/mm2) 0.60 202.5 0.01 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 0.26 8.8 0.03 

せん断応力度(N/mm2) 0.06 0.6 0.10 

 

表 5－1(6) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁⑨） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 37.2 135.0 0.28 

主桁 

曲げ応力度(N/mm2) 52.1 135.0 0.39 

せん断応力度(N/mm2) 19.4 75.0 0.26 

合成応力度 (N/mm2) 62.0 148.5 0.42 

補助縦桁 

曲げ応力度（引張）

(N/mm2) 
7.8 135.0 0.06 

曲げ応力度（圧縮）

(N/mm2) 
6.2 117.5 0.06 

せん断応力度 

(N/mm2) 
2.7 75.0 0.04 

合成応力度 (N/mm2) 11.01 148.5 0.08 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 2.00 8.8 0.23 

せん断応力度(N/mm2) 0.27 0.6 0.45 

 

  



 

51 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

表 5－1(7) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁 代表⑪（⑩,⑫を含む）） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 23.10 135.0 0.18 

戸当り 支圧応力度(N/mm2) 0.55 202.5 0.01 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 0.24 8.8 0.03 

せん断応力度(N/mm2) 0.06 0.6 0.10 

 

表 5－1(8) 強度評価結果（屋外排水路逆止弁⑬） 

評価部位 評価応力 

発生 

応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 28.4 135.0 0.22 

主桁 

曲げ応力度(N/mm2) 42.6 135.0 0.32 

せん断応力度(N/mm2) 15.7 75.0 0.21 

合成応力度 (N/mm2) 50.5 148.5 0.35 

補助縦桁 

曲げ応力度（引張）

(N/mm2) 
10.6 135.0 0.08 

曲げ応力度（圧縮）

(N/mm2) 
8.0 116.1 0.07 

せん断応力度 

(N/mm2) 
3.0 75.0 0.04 

合成応力度 (N/mm2) 14.26 148.5 0.10 

集水桝（戸当り部コンクリ

ート） 

支圧応力度(N/mm2) 1.28 8.8 0.15 

せん断応力度(N/mm2) 0.17 0.6 0.29 
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6. 集水桝の強度評価 

6.1 集水桝の構造概要 

集水桝は，底版と３面又は４面の壁からなる鉄筋コンクリート構造物であり，支持

形式の違いにより，防波壁（波返重力式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）にアンカー筋により固定するもの（以下「集水桝（防波壁部）」と

いう。）と十分な支持性能を有する改良地盤に設置するもの（以下「集水桝（改良地

盤部）」という。）に区分される。 

集水桝に要求される機能維持の確認として，構造部材の健全性評価，支持性能評価

（集水桝（防波壁部）が対象）及び基礎地盤の支持性能評価（集水桝（改良地盤部）

が対象）を行う。 

集水桝の位置図を図 6－1 に，構造図を図 6－2 に，蓋の材料一覧を表 6－1 に示す。 

 

図 6－1 集水桝位置図 

  

集
水
桝
⑬ 

集
水
桝
⑫ 

集
水
桝
⑪ 

集
水
桝
⑩ 

集
水
桝
④ 

集
水
桝
③ 

集
水
桝
② 

集
水
桝
① 

集水桝⑦

集
水
桝
⑥ 

集
水
桝
⑤ 

集水桝⑧-1

集水桝⑧-2 

集水桝⑨ 

PN

【凡例】 

  ：集水桝（防波壁部） 

  ：集水桝（改良地盤部） 
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図 6－2(1) 集水桝（防波壁部，屋外排水路逆止弁①)構造図 

（単位:mm） 
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図 6－2(2) 集水桝（防波壁部，屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥)構造図 

（単位:mm） 
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注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.00 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(3) 集水桝（防波壁部，屋外排水路逆止弁⑦)構造図 

  

（単位:mm） 
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注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.00 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(4)  集水桝(防波壁部，屋外排水路逆止弁⑧-1)構造図 

   

  

（単位:mm） 
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注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.00 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(5)  集水桝(防波壁部，屋外排水路逆止弁⑧-2)構造図 

  

（単位:mm） 
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図 6－2（6） 集水桝(改良地盤部，屋外排水路逆止弁⑨)構造図 

  

（単位:mm） 
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注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.40 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(7)  集水桝(防波壁部，屋外排水路逆止弁⑩)構造図 

  

（単位:mm） 
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注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.40 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(8)  集水桝(防波壁部，屋外排水路逆止弁⑪)構造図 

（単位:mm） 



 

61 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

  

 

注：集水桝のアンカー筋固定のため EL 8.40 より下方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(9)  集水桝(防波壁部，屋外排水路逆止弁⑫)構造図 

 

 

（単位:mm） 
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注：集水桝のアンカー筋固定のため側方に防波壁の躯体コンクリートを打ち増し 

図 6－2(10)  集水桝(防波壁部，屋外排水路逆止弁⑬)構造図 

  

（単位:mm） 

防波壁 
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平 面 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側 面 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－2(11)  集水桝蓋 構造図 

  

補強梁 

 

b 

アンカーボルト 

リブプレート 鋼板 

a 

開口部分 

 

アンカーボルト 
鋼板 

リブプレート 
補強梁 

【a（mm）×b（mm），補強梁本数】 

・3400×3300，7 本：① 

・3100×3100，6 本：⑬ 

・2900×2800，6 本：②,③,④,⑤,⑥ 

・1900×1550，4 本：⑧-2,⑩,⑪,⑫ 

・1800×1450，4 本：⑦ 

・1600×1300，3 本：⑧-1 

【a（mm）×b（mm），補強梁本数】 

・3400×3600，7 本：⑨ 

 

 

アンカーボルト 
鋼板 

リブプレート 
補強梁 

補強梁 

 

アンカーボルト 

鋼板 リブプレート 

a 
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表 6－1 集水桝蓋材料 

設置名称 材料 
a 

(mm) 

b 

(mm) 

補強梁 

(本) 

リブプレート 

(本) 

集水桝（屋外排水

路逆止弁①） 
SS400 3400 3300 7 5 

集水桝（屋外排水

路逆止弁②，③，

④，⑤，⑥） 

SS400 2900 2800 6 4 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑦） 
SS400 1800 1450 4 2 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－1） 
SS400 1600 1300 3 1 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－2） 
SS400 1900 1550 4 2 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑨） 
SS400 3400 3600 7 5 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑩,⑪,⑫） 
SS400 1900 1550 4 2 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑬） 
SS400 3100 3100 6 4 
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6.2 評価方針 

集水桝の強度評価は，「7. 集水桝の強度評価方法」に示す方法により，「8. 集

水桝の強度評価結果」から，集水桝の評価対象部位の発生応力が許容限界以下である

ことを確認する。 

集水桝の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波荷重の作用方向や伝達過程

を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，

「津波時」を考慮し，評価される最大荷重を設定する。 

 

6.2.1 集水桝（防波壁部） 

集水桝の強度評価は，表 6－2 の集水桝の評価項目に示すとおり，構造部材の健

全性評価及び支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び集水桝の支持性能評価を実施することで，集水桝が

構造強度を有すること及び屋外排水路逆止弁を支持する機能を損なわないことを

確認する。 

構造部材のうち集水桝（底版，側壁）及び集水桝蓋の健全性評価については，

発生する応力が許容限界以下であることを確認する。また，アンカーボルト（集

水桝蓋）については，発生する引張力が許容限界以下であることを確認する。な

お，集水桝蓋については，津波の流入経路となる敷地側に設置している箇所を対

象に評価する。 

集水桝の支持性能評価については，集水桝が防波壁とアンカー筋により固定す

ることから，防波壁と接合するアンカー筋又は接合鉄筋にに発生する引張力及び

せん断力が許容限界以下であることを確認する。 

集水桝（防波壁部）の強度評価フローを図 6－3 に示す。 
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表 6－2(1) 集水桝（防波壁部）の評価項目 

（集水桝①，②，③，④，⑤，⑥，⑦，⑧-1，⑧-2，⑩，⑪，⑫） 

評価方針 評価項目 評価対象部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有

すること 

構造部材の

健全性 

集水桝 

（底版，側壁） 
発生する応力が許

容限界を下回るこ

とを確認 

短期許容応力度 

集水桝蓋 ＊ 

アンカーボルト

（集水桝蓋）＊ 

発生する引張力が

許容限界を下回る

ことを確認 

許容引張力 

止水性を損な

わないこと 

構造部材の

支持性能 
アンカー筋 

発生する引張力及

びせん断力が許容

限界を下回ること

を確認 

許容引張力及び許容せん

断力 

注記＊：屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥及び⑧-2 が対象 

 

表 6－2(2) 集水桝（防波壁部）の評価項目（集水桝⑬） 

評価方針 評価項目 評価対象部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有

すること 

構造部材の

健全性 

集水桝 

（底版，側壁） 
発生する応力が許

容限界を下回るこ

とを確認 

短期許容応力度 

集水桝蓋 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 

発生する引張力が

許容限界を下回る

ことを確認 

許容引張力 

止水性を損な

わないこと 

構造部材の

支持性能 
接合鉄筋 

発生する引張応力

が許容限界を下回

ることを確認 

短期許容応力度 
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   注記＊：屋外排水路逆止弁①，②，③，④，⑤，⑥，⑧-2 及び⑬が対象 

 

図 6－3 集水桝（防波壁部）の強度評価フロー 

 

  

評価対象部位の設定 

・集水桝（底版，側壁） 

・アンカー筋 

・接合鉄筋 

・集水桝蓋＊ 

・アンカーボルト（集水桝蓋）＊ 

静的解析による評価 

構造部材の健全性評価 構造部材の支持性能評価 

荷重及び荷重組合せの設定 

・津波事象（津波時） 

評価終了 

評価開始 
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6.2.2 集水桝（改良地盤部） 

集水桝の強度評価は，表 6－3 の集水桝の評価項目に示すとおり，構造部材の健

全性評価及び支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び集水桝の支持性能評価を実施することで，集水桝が

構造強度を有すること及び屋外排水路逆止弁を支持する機能を損なわないことを

確認する。 

構造部材のうち集水桝（底版，側壁）の健全性評価については，発生する応力

が許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き,発生する応力（接地圧）が許容限界以下であることを確認する。 

集水桝（改良地盤部）の強度評価フローを図 6－4 に示す。 

 

表 6－3 集水桝（改良地盤部）の評価項目 

（集水桝⑨） 

評価方針 評価項目 評価対象部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有

すること 

構造部材の

健全性 

集水桝 

（底版，側壁） 

発生する応力が許容限界を下

回ることを確認 
短期許容応力度 

止水性を損な

わないこと 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

 注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

  



 

69 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－4 集水桝（改良地盤部）の強度評価フロー 

（集水桝⑨） 

  

評価対象部位の設定 

・集水桝（底版，側壁） 

静的解析による評価 

構造部材の健全性評価 基礎地盤の支持性能評価 

荷重及び荷重組合せの設定 

・津波事象（津波時） 

評価終了 

評価開始 
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6.3 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

(1) コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

(2) 耐津波設計に係る工認審査ガイド（原子力規制委員会，平成 25 年 6 月制定） 

(3) 道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平

成 14 年 3 月） 

(4) 道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編（（社）日本道路協会，平成 24 年 3

月） 

(5) 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土

木学会原子力土木委員会，2005 年 6 月） 

(6) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年 11 月） 
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7. 集水桝の強度評価方法 

7.1 評価対象部位 

7.1.1 集水桝（防波壁部） 

構造部材の健全性評価対象部位は，集水桝の底版と側壁，集水桝蓋及び集水桝

と集水桝蓋を接合するアンカーボルトとする。集水桝の支持性能の評価対象部位

は，集水桝を防波壁に固定するアンカー筋及び接合鉄筋とする。 

 

7.1.2 集水桝（改良地盤部） 

構造部材の健全性評価対象部位は，集水桝の底版と側壁，集水桝蓋及び集水桝

と集水桝蓋を接合するアンカーボルトとする。基礎地盤の評価対象地盤は，集水

桝（改良地盤部）を支持する改良地盤とする。 

 

7.2 荷重及び荷重の組合せ 

7.2.1 荷重 

集水桝の強度評価には，以下の荷重を用いる。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，屋外排水路逆止弁及び集水桝蓋の荷重を考慮する。 

 

(3)  津波荷重（Ｐｈ） 

津波荷重として，集水桝の設置位置における設置高さ及び浸水深さを考慮して

静水圧荷重を算定する。 

 

7.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 7－1 に示す。 

 

表 7－1(1) 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｈ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｐｈ：津波荷重 
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表 7－1(2) 荷重の組合せ（詳細） 

種別 荷重 算定方法 

永久

荷重 

常時考

慮荷重 

躯体自重 ○ 
設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料

の密度を乗じて設定する。 

機器・配管自重 ○ 
屋外排水路逆止弁及び集水桝蓋の荷重を考慮す

る。 

土被り荷重 － 土被りはないため考慮しない。 

積載荷重 － 積載荷重は考慮しない。 

静止土圧 － 
津波による静水圧と反対方向の荷重のため考慮

しない。 

外水圧 － 外水圧は考慮しない。 

内水圧 － 内水はないため考慮しない。 

積雪荷重 － 
集水桝蓋に作用する水圧と反対方向の荷重のた

め考慮しない。 

風荷重 － 風荷重は考慮しない。 

偶発

荷重 

静水圧 ○ 津波時の浸水深さによる静水圧を考慮する。 

衝突荷重 － 漂流物の衝突は考慮しない。 
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7.3 許容限界 

7.3.1 集水桝 

集水桝（底版，側壁）の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査

編]（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 7－2 に示す短期許容応力度

とする。 

 

表 7－2 鉄筋コンクリートの許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

コンクリート 

(ｆ’ck＝24 N/mm2) 

短期許容曲げ圧縮応力度 σｃａ 13.5＊ 

短期許容せん断応力度 τａ１ 0.675＊ 

鉄筋 

（SD345） 
短期許容曲げ引張応力度 σｓａ２ 294＊ 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 

 

7.3.2 アンカー筋 

集水桝のアンカー筋の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）

日本建築学会，2010 年 11 月）」及びアンカーメーカにて実施した試験を踏まえた

耐力評価式に基づき，表 7－3 に示す許容引張力及び許容せん断力とする。 

 

表 7－3 アンカー筋の許容限界 

設備名称 アンカー径 

許容 

引張力 

（kN/本） 

許容 

せん断力 

（kN/本） 

評価式 

集水桝（屋外排水路逆止弁①） 

D29 

88.80 

155.10 
アンカー 

メーカ式 集水桝（屋外排水路逆止弁②，③，

④，⑤，⑥） 
91.80 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑦） 

D25 105.40 98.10 

各種合成構造

設計指針・同

解説（（社）日

本建築学会，

2010 年 11 月） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-1） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑩） 

D29 108.80 95.50 
アンカー 

メーカ式 
集水桝（屋外排水路逆止弁⑪） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑫） 
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7.3.3 接合鉄筋 

集水桝の接合鉄筋の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]

（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 7－4 に示す短期許容応力度とす

る。 

 

表 7－4 接合鉄筋の許容限界 

設備名称 鉄筋径 

短期許容

応力度

（N/mm2） 

適用規格 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑬） D22 294.0 

コンクリート

標 準 示 方 書

[構造性能照

査編]（（社）

土 木 学 会 ，

2002 年制定） 

 

7.3.4 基礎地盤の支持性能 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能

に係る基本方針」に基づき，改良地盤の極限支持力度とする。 

改良地盤の許容限界を表 7－5 に示す。 

 

表 7－5 基礎地盤の許容限界 

設備名称 評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

集水桝 

（屋外排水路逆止弁⑨） 
極限支持力度 改良地盤⑤ 2.5 
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7.3.5 集水桝蓋 

集水桝に設置する集水桝蓋の許容限界は，「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・

Ⅱ鋼橋編（（社）日本道路協会，平成 24 年 3 月）」に基づき，表 7－6 に示す曲

げ応力度及びせん断応力度とする。 

 

表 7－6 集水桝蓋（鋼板）の許容限界 

設備名称 
曲げ応力度 

（N/mm2） 

せん断応力度 

（N/mm2） 

集水桝（屋外排水路逆止弁①） 

210 120 

集水桝（屋外排水路逆止弁②） 

集水桝（屋外排水路逆止弁③） 

集水桝（屋外排水路逆止弁④） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑤） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑥） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑬） 

 

7.3.6 アンカーボルト（集水桝蓋） 

集水桝と集水桝蓋を接合するアンカーボルト（集水桝蓋）の許容限界は，「各

種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年 11 月）」に基づき，

表 7－7 に示す許容引張力とする。 

 

表 7－7 アンカーボルト（集水桝蓋）の許容限界 

設備名称 
許容引張力 

（kN/本） 

集水桝（屋外排水路逆止弁①） 

82.95 

集水桝（屋外排水路逆止弁②） 

集水桝（屋外排水路逆止弁③） 

集水桝（屋外排水路逆止弁④） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑤） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑥） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-2） 
57.57 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑬） 
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7.4 評価方法 

7.4.1 集水桝（防波壁部） 

(1) 底版の評価 

集水桝の底版については，法線方向及び法線直交方向の側壁との結合部を固定端

とする四辺固定スラブとして鉄筋コンクリート部材の構造健全性を確認する。底版

に生じる曲げモーメント及びせん断力によって底版のみを有効断面として応力度

を算出し許容限界以下であることを確認する。四辺固定版モデル概要図を図 7－1

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－1 四辺固定版モデル概要図 

 

(2) 側壁の評価 

集水桝の側壁については，底版及び法線直交方向の側壁との結合部を固定端，開

口面となる上面を自由端とする三辺固定一辺自由スラブとして曲げモーメント及

びせん断力を算出し，鉄筋コンクリートの構造健全性を確認する。側壁に生じる曲

げモーメント及びせん断力によって側壁のみを有効断面として応力度を算出し許

容限界以下であることを確認する。三辺固定版モデルの概要図を図 7－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－2 三辺固定版モデル概要図 

  

側壁 

底版 
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(3) アンカー筋の評価 

アンカー筋の支持性能評価においては，集水桝に働く作用力及びその方向と支点

との関係によりアンカー筋に作用する引張力及びせん断力を算出し，許容限界以下

であることを確認する。 

 

(4) 接合鉄筋の評価 

接合鉄筋の支持性能評価においては，接合鉄筋に働く引張応力を算出し，鉄筋の

健全性を確認する。接合部に働く曲げモーメントによる接合鉄筋の引張応力を算出

し許容限界以下であることを確認する。 
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7.4.2 集水桝（改良地盤部） 

(1) 底版の評価 

集水桝の底版については，法線方向及び法線直交方向の側壁との結合部を固定端

とする四辺固定スラブとして鉄筋コンクリート部材の構造健全性を確認する。底版

に生じる曲げモーメント及びせん断力によって底版のみを有効断面として応力度

を算出し許容限界以下であることを確認する。四辺固定版モデル概要図を図 7－3

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－3 四辺固定版モデル概要図 

 

(2) 側壁の評価 

集水桝の側壁については，底版及び法線直交方向の側壁との結合部を固定端，開

口面となる上面を自由端とする三辺固定一辺自由スラブとして曲げモーメント及

びせん断力を算出し，鉄筋コンクリートの構造健全性を確認する。側壁に生じる曲

げモーメント及びせん断力によって側壁のみを有効断面として応力度を算出し許

容限界以下であることを確認する。三辺固定版モデルの概要図を図 7－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－4 三辺固定版モデル概要図 

 

(3) 基礎地盤の支持性能の評価 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力度

に基づく許容限界以下であることを確認する。 

側壁 

底版 
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7.4.3 集水桝蓋の評価 

集水桝蓋の構造健全性評価においては，保守的に補強梁及びリブプレートを考

慮せず，集水桝蓋（鋼板）の長辺方向を単純支持梁モデルにより，作用する曲げ

応力及びせん断応力が許容限界以下であることを確認する。集水桝蓋（鋼板）の

モデル概要図を図 7－5 に示す。 

 

 

 

 

 

図 7－5 集水桝蓋（鋼板）のモデル概要図 
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7.4.4 アンカーボルト（集水桝蓋）の評価 

アンカーボルト（集水桝蓋）の構造健全性評価においては，集水桝内からの浮

き上がりに対し，蓋を固定するアンカーボルトに作用する引張力を算定し，許容

限界以下であることを確認する。アンカーボルトのモデル概要図を図 7－6 に示

す。 

 

 

図 7－6 アンカーボルトのモデル概要図 

 

  

津波荷重（静水圧） 
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7.5 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 7－8 に，材料の物性値を表 7－9 に示す。 

 

表 7－8 使用材料 

諸元 

集水桝 

鉄筋 

SD345（D13） 

SD345（D16） 

SD345（D19） 

SD345（D22） 

SD345（D25） 

SD345（D29） 

SD345（D32） 

SD345（D35） 

コンクリート 設計基準強度 24 N/mm2 

アンカー筋 
SD345（D25） 

SD345（D29） 

接合鉄筋 SD345（D22） 

集水桝蓋 

鋼板 SS400（PL25） 

アンカーボルト

（集水桝蓋） 

ABR400（M20） 

SS400（M24） 

 

表 7－9 材料の物性値 

材料 
設計基準強度 

（N/mm2） 

単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24 24.5 2.50×104 0.2 
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8. 集水桝の強度評価結果 

8.1 集水桝の曲げ軸力評価結果 

集水桝の概略配筋図を図 8－1 に，曲げ軸力に対する照査結果を表 8－1 に示す。 

集水桝（底版，側壁）のコンクリートに発生する曲げ圧縮応力及び鉄筋に発生する

曲げ引張応力が許容限界以下であることを確認した。なお，発生応力は各部材におい

て最大となる値を示している。 
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図 8－1(1) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁①）） 

（単位:mm） 
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図 8－1(2) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁②，③，④，⑤，⑥）） 

  

（単位:mm） 
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図 8－1(3) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑦）） 

（単位:mm） 
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図 8－1(4) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-1）） 

（単位:mm） 



 

87 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

 

図 8－1(5) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑧－2）） 

（単位:mm） 
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図 8－1(6) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑨）） 

（単位:mm） 
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図 8－1(7) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑩）） 

（単位:mm） 



 

90 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

 

図 8－1(8) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑪）） 

（単位:mm） 



 

91 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
1
 

 

図 8－1(9) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑫）） 

（単位:mm） 
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図 8－1(10) 概略配筋図（集水桝（屋外排水路逆止弁⑬）） 

（単位:mm） 
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表 8－1(1) 曲げ軸力に対する照査結果（津波時：底版） 

設備名称 
底版寸法 

(mm) 

曲げ 

モーメント＊ 

（kN・m） 

曲げ 

圧縮応力 

（N/mm2） 

曲げ 

引張応力 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
曲げ 

圧縮応力 

照査値 

曲げ 

引張応力 

照査値 
曲げ 

圧縮 

曲げ 

引張 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 
4600×3900 

234.23 

110.37 
3.35 195.90 13.5 294 0.25 0.67 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

3900×3300 167.39 3.67 180.38 13.5 294 0.28 0.62 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑦） 
2200×2150 18.51 1.00 44.11 13.5 294 0.08 0.16 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-1） 
2000×2000 16.38 0.88 39.04 13.5 294 0.07 0.14 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-2） 
2300×2250 25.08 1.21 44.79 13.5 294 0.09 0.16 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑨） 
3800×4000 116.20 6.26 276.88 13.5 294 0.47 0.95 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑩） 
2300×2250 18.35 1.14 62.25 13.5 294 0.09 0.22 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑪） 
2300×2250 19.99 1.24 67.78 13.5 294 0.10 0.24 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑫） 
2300×2250 17.82 1.11 60.44 13.5 294 0.09 0.21 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑬） 
3700×3900 70.95 2.82 112.06 13.5 294 0.21 0.39 

注記＊：集水桝（屋外排水路逆止弁①）については，上段は曲げ圧縮応力算定時の曲げ

モーメント，下段は曲げ引張応力算定時の曲げモーメントを示す。なお，その

他の集水桝については，曲げ圧縮応力及び曲げ引張応力算定時の曲げモーメン

トは同値となる。 
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表 8－1(2) 曲げ軸力に対する照査結果（津波時：側壁） 

設備名称 
側壁寸法 

(mm) 

曲げ 

モーメント＊ 

（kN・m） 

曲げ 

圧縮応力 

（N/mm2） 

曲げ 

引張応力 

（N/mm2） 

許容限界

（N/mm2） 
曲げ 

圧縮応力 

照査値 

曲げ 

引張応力 

照査値 
曲げ 

圧縮 

曲げ 

引張 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 
5250×4600 

85.19 

34.91 
1.22 61.97 13.5 294 0.10 0.22 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

5000×3900 66.77 1.32 55.55 13.5 294 0.10 0.19 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑦） 
3200×2200 13.57 0.73 32.34 13.5 294 0.06 0.11 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-1） 
3200×2000 10.72 0.58 25.55 13.5 294 0.05 0.09 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-2） 
3900×2300 16.61 0.80 29.65 13.5 294 0.06 0.11 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑨） 
6350×3800 83.49 3.14 203.82 13.5 294 0.24 0.70 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑩） 
2750×2300 14.26 0.89 48.36 13.5 294 0.07 0.17 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑪） 
3050×2300 14.84 0.92 50.32 13.5 294 0.07 0.18 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑫） 
2650×2300 11.77 0.73 39.92 13.5 294 0.06 0.14 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑬） 
5400×3700 53.85 2.14 85.05 13.5 294 0.16 0.29 

注記＊：集水桝（屋外排水路逆止弁①）については，上段は曲げ圧縮応力算定時の曲げ

モーメント，下段は曲げ引張応力算定時の曲げモーメントを示す。なお，その

他の集水桝については，曲げ圧縮応力及び曲げ引張応力算定時の曲げモーメン

トは同値となる。 
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8.2 集水桝のせん断力評価結果 

集水桝のせん断力に対する照査結果を表 8－2 に示す。 

集水桝（底版，側壁）に発生するせん断応力が許容限界以下であることを確認し

た。なお，発生応力は各照査断面において最大となる値を示している。 

 

表 8－2(1) せん断力に対する照査結果（津波時：底版） 

設備名称 
設計基準強度 

（N/mm2） 
せん断補強筋 

発生せん断 

応力度＊ 

（N/mm2） 

許容限界＊ 

（N/mm2） 
照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 
24 SD345 0.54 0.675 0.80 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

24 SD345 0.53 0.675 0.79 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑦） 
24 SD345 0.24 0.675 0.36 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-1） 
24 SD345 0.23 0.675 0.35 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-2） 
24 SD345 0.30 0.675 0.45 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑨） 
24 SD345 241.25 294 0.83 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑩） 
24 SD345 0.22 0.675 0.33 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑪） 
24 SD345 0.24 0.675 0.36 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑫） 
24 SD345 0.21 0.675 0.32 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑬） 
24 SD345 0.43 0.675 0.64 

注記＊：集水桝（屋外排水路逆止弁⑨）については，せん断補強筋で負担する発生せん断 

応力度及びそれに対する許容限界を示す。なお，その他の集水桝については，コ 

ンクリートで評価する。 
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表 8－2(2) せん断力に対する照査結果（津波時：側壁） 

設備名称 
設計基準強度 

（N/mm2） 

発生せん断力 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 
24 0.20 0.675 0.30 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

24 0.21 0.675 0.32 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑦） 
24 0.13 0.675 0.20 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-1） 
24 0.11 0.675 0.17 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-2） 
24 0.15 0.675 0.23 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑨） 
24 0.27 0.675 0.40 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑩） 
24 0.13 0.675 0.20 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑪） 
24 0.13 0.675 0.20 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑫） 
24 0.11 0.675 0.17 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑬） 
24 0.25 0.675 0.38 
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8.3 アンカー筋の支持性能評価結果 

集水桝のアンカー筋に作用する引張力及びせん断力について，アンカー筋の許容引

張力及び許容せん断力に対する照査結果を表 8－3 に示す。照査を行った結果，作用力

が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 8－3(1) アンカー筋の引張力に対する照査結果 

設備名称 
作用 

引張力 
（kN/本） 

許容限界 
（kN/本） 

照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①）  
45.39 88.80 0.52 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

31.95 91.80 0.35 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑦）  
9.31 105.40 0.09 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-1） 
8.59 105.40 0.09 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 
20.91 105.40 0.20 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑩） 
10.30 108.80 0.10 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑪） 
11.02 108.80 0.11 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑫） 
10.08 108.80 0.10 
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表 8－3(2) アンカー筋のせん断力に対する照査結果 

設備名称 
作用 

せん断力 
（kN/本） 

許容限界 
（kN/本） 

照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①）  
46.57 155.10 0.31 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

34.00 155.10 0.22 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑦）  
10.76 98.10 0.11 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧-1） 
10.14 98.10 0.11 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 
10.33 98.10 0.11 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑩） 
12.13 95.50 0.13 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑪） 
13.21 95.50 0.14 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑫） 
11.77 95.50 0.13 
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8.4 接合鉄筋の支持性能評価結果 

集水桝の接合鉄筋の引張応力について，接合鉄筋の短期許容応力度に対する照査結

果を表 8－4 に示す。照査を行った結果，引張応力が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 8－4 接合鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
引張応力 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
引張応力 

照査値 

引張 

集水桝 

（屋外排水路

逆止弁⑬） 

接合鉄筋 

(D22) 
118.23 294 0.41 

 

8.5 基礎地盤の支持性能評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果を表 8－5 に示す。 

基礎地盤の支持力に対する照査を行った結果，最大接地圧が極限支持力度以下である

ことを確認した。 

 

表 8－5 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析ケース 
最大接地圧 

（N/mm2） 

極限支持力度 

（N/mm2） 
支持力照査値 

津波時 

（設計津波水位：

EL 12.6m） 

（屋外排水路 

逆止弁⑨） 

0.19 2.5 0.08 
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8.6 集水桝蓋の応力評価結果 

集水桝蓋（鋼板）の曲げ応力度及びせん断応力度に対する照査結果を表 8－6 に示

す。照査を行った結果，許容限界以下であることを確認した。 

 

表 8－6(1)  集水桝蓋の曲げ応力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
曲げ応力度 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
20.13 210 0.10 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
20.13 210 0.10 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
13.46 210 0.07 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑬） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
13.46 210 0.07 

 

表 8－6(2)  集水桝蓋のせん断応力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
せん断応力度 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
0.65 120 0.01 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
0.65 120 0.01 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
0.44 120 0.01 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑬） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
0.44 120 0.01 
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8.7 アンカーボルト（集水桝蓋）の引張力評価結果 

集水桝蓋のアンカーボルトの許容引張力に対する照査結果を表 8－7 に示す。照査を

行った結果，作用力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 8－7 アンカーボルト（集水桝蓋）の引張力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
発生引張力 

（kN/本） 

許容限界 

（kN/本） 
照査値 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁①） 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 
58.59 82.95 0.71 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁②，③，④， 

⑤，⑥） 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 
39.91 82.95 0.49 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 
13.69 57.57 0.24 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑬） 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 
21.82 57.57 0.38 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づ

き，浸水防止設備であるタービン建物復水器エリア防水壁及び取水槽除じん機エリア防

水壁（以下「防水壁」という。）が，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸

水に伴う津波荷重及び余震による荷重又は地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの

津波の流入に伴う津波荷重及び風による荷重に対して，十分な構造健全性及び止水性を

有していることを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

防水壁の一覧及び設置位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

1 タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁 

2 タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁 

3 タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁 

4 タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁 

図 2－1(1) 防水壁の設置位置図（タービン建物復水器エリア） 
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取水槽除じん機エリア EL 8800 

 

5 取水槽除じん機エリア防水壁 

図 2－1(2) 防水壁の設置位置図（取水槽除じん機エリア） 
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2.2 構造計画 

2.2.1 タービン建物復水器エリア防水壁 

タービン建物復水器エリア防水壁は鋼板，柱，はり，胴縁，根太，斜材，ブレ

ース及びアンカーボルトにより構成され，アンカーボルトにより建物躯体と接合

する構造とする。タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱 及 び 胴 縁

で 補 強 し た

鋼 板 を 建 物

床 及 び 壁 面

にアンカーボ

ル ト に て 固

定する。  

鋼板，胴縁，

柱 及 び ア ン

カーボルトに

よ り 構 成 す

る。 

 

 

 

 

平面図 
 

 

 

  

A－A 正面図 B－B 断面図 

  
 

 

  

胴縁 

アンカーボルト 

鋼板 

柱 

Ａ Ａ

Ｂ
Ｂ
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表 2－1(2) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱，はり及

び胴縁で補

強した鋼板

を建物床及

び壁面にア

ンカーボル

トにて固定

する。  

鋼板，柱，は

り，胴縁及

びアンカー

ボルトによ

り 構 成 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（はり伏図）      平面図（一般部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 

 
 

  

柱 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

鋼板 

柱 

胴縁 

はり 

アンカーボルト 

(状 d 名) 
A A 

はり 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

A A 
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表 2－1(3) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱，はり，水

平 ブ レ ー ス

及 び 胴 縁 で

補 強 し た 鋼

板 を 建 物 床

及 び 壁 面 に

アンカーボル

ト に て 固 定

する。  

鋼板，柱，は

り，水平ブレ

ース，胴縁及

びアンカーボ

ルトにより構

成する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（一般部）    平面図（はり（中段）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 
 

  

N

はり(上段) 

鋼板 

柱 

胴縁 

はり(中段) 

水平ブレース 

はり(上段) 

(状 d 名) 
柱 

(状 d 名) 胴縁 

(状 d 名) 

はり(中段) 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

A A A A 

A A 

平面図（はり（上段）） 
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表 2－1(4) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱，はり，胴

縁，根太及び

斜 材 で 補 強

し た 鋼 板 を

建 物 壁 面 に

アンカーボル

ト に て 固 定

する。  

鋼板，柱，は

り，胴縁，根

太，斜材及び

アンカーボル

ト に よ り 構

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（床はり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 
 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

根太 

(状 d 名) 鋼板 

(状 d 名) 
はり 

(状 d 名) 

斜材 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 斜材 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

A A 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

平面図（壁頂部） 

(状 d 名) 

平面図（一般部） 

(状 d 名) 
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2.2.2 取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア防水壁は，鋼板，はり，柱及びアンカーボルトにより構

成され，アンカーボルトにより取水槽躯体と接合する構造とする。 

取水槽除じん機エリア防水壁の構造計画を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 取水槽除じん機エリア防水壁の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で

補強した鋼

板を取水槽

にアンカー

ボルトにて

固定する。 

 

 

 

 

 

鋼板，柱， 

はり，アン

カーボルト

により構成

する。 

 

 

正面図 

  

断面図 

 

注記＊：入力津波高さを踏まえ，EL 10.80m～EL 11.30m

において嵩上げする。 

アンカーボルト 

柱 

鋼板 

(状 d 名) はり 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

柱 

鋼板 

(状 d 名) 

＊  

取水槽外側 取水槽内側 
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2.3 評価方針 

防水壁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，防水壁の評価対

象部位に作用する応力等が許容限界内に収まることを，各設備の「3.1 強度評価方法」

「4.1 強度評価方法」「5.1 強度評価方法」「6.1 強度評価方法」「7.1 強度評

価方法」に示す方法により，「3.1.6 評価条件」「4.1.6 評価条件」「5.1.6 評価

条件」「6.1.6 評価条件」「7.1.6 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，応

力評価の確認事項を「8. 評価結果」にて確認する。 

防水壁の強度評価フローを図 2－2 に示す。防水壁の強度評価においては，その構造

を踏まえ，静水圧荷重，余震に伴う荷重及び風荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，

評価対象部位を設定する。 

  



 

10 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

 

 

図 2－2 防水壁の強度評価フロー 

 

  

解析モデル設定 

設計震度の設定＊ 

荷重及び荷重の 

組合せの設定 

評価式による計算 

応力の計算 

鋼板，柱，はり，胴縁，根太， 

斜材，ブレース及びアンカーボルトの 

応力評価 

・曲げ 

・せん断 

・引張 

・組合せ 

Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：タービン建物復水器

エリア防水壁のみ考

慮する。 

防水壁の設計 

入力地震動の設定 

余震 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版（（社）日本水道協会） 
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3. タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁 

3.1 強度評価方法 

3.1.1 記号の説明 

タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁の評価に用いる記号を表 3－1 に示

す。 

 

表 3－1 タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁の強度評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ρo t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 浸水深さ 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｐ kN/m2 動水圧荷重 

β － 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数(1.0) 

αＨ － 水平方向の余震震度 

Ｓｄ kN/m 余震による地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σ１ N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗ2 kN/m 胴縁に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σ2 N/mm2 胴縁に生じる曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m 胴縁の曲げモーメント 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 

Ｌ2 mm 胴縁の支持スパン 

τ2 N/mm2 胴縁に生じるせん断応力度 

Ｑ2 kN 胴縁のせん断力 

ＡＳ 2 mm2 胴縁のせん断断面積 
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表 3－1 タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁の強度評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗ3 kN/m 柱に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 

σ3 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍ3 kN・m 柱の曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 柱の断面係数 

Ｌ3 mm 柱全長 

τ3 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｑ3 kN 柱のせん断力 

ＡＳ 3 mm2 柱のせん断断面積 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

Ｑｄ kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑ4 kN 柱に生じるせん断力 

ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの本数 

 

  



 

14 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

3.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏まえ選

定する。 

当該防水壁に生じる静水圧及び余震に伴う荷重は鋼板，胴縁及び柱に伝わり，

柱を固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達されることから，評価対象部位

を鋼板，胴縁，柱及びアンカーボルトとする。評価対象部位を図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

  

  

A－A 正面図 B－B 断面図 

 

図 3－1 評価対象部位 

  

胴縁 

アンカーボルト 

鋼板 

柱 

Ａ Ａ

Ｂ
Ｂ
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3.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋ＫＳｄ 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 

ＫＳｄ ：余震荷重 

 

(2) 荷重の設定 

a. 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水の

密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出す

る。この時，当該防水壁下端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全

側に評価する。静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 3－2

に示す。 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2） 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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b. 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び動水圧を考慮する。

評価に用いる余震震度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。また，余震震度は防水壁設置階と上階の最大値とし，水平震度

はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の余震震度を表 3－3 に

示す。 

動水圧荷重は「水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版（（社）日本水道協

会）」（以下「水道施設耐震工法指針・解説」という。）に基づき，各部位に

作用する動水圧を次式により算出する。この時，当該防水壁下端の最大動水圧

が等分布に作用するものとして安全側に評価する。動水圧荷重の算定に用いる

浸水深さ及び水圧作用高さを表 3－2 に，動水圧荷重の算出結果は表 3－4 に示

す。 

 

g -6
Ｈ ｏＰ β 7 / 8 ρ Ｈ ｈ 10          

 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

β ：浸水エリアの幅と水深の比による補正係数(1.0) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：浸水深さ(mm) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 

 

表 3－2 浸水深さ，水圧作用高さ及び水の密度 

浸水深さ 

Ｈ(mm) 

水圧作用高さ 

ｈ（mm） 

水の密度 

ρo（t/m3） 

3300 3300 1.03 

 

表 3－3 余震震度 

建物 設置場所 

弾性設計用地震動Ｓｄの 

余震震度＊ 

水平αＨ 

タービン建物 EL 2.0m 0.60 

注記＊：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。 
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表 3－4 動水圧荷重の算出結果 

部位 
動水圧荷重 

Ｐ(kN/m2) 

防水壁 17.50 

 

3.1.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱及びアンカーボルトの使用材料を表 3－5

に示す。 

 

表 3－5 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-16 

胴縁 SS400 [-200×90×8×13.5 

柱 SS400 H-300×300×10×15 

アンカーボルト SS400 M24 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，2005 年改定）」（以下「Ｓ規準」という。）を踏まえて表 3－6 の値と

する。 

 

表 3－6 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本

建築学会，2010 年改定）」（以下「各種合成構造設計指針・同解説」という。）

を踏まえて表 3－7 の値とする。 

なお，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルト

のせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコ

ーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－7 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

せん断 

SS400(M24) 58 
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3.1.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱及びアンカーボルトに発生する応力より

算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，鋼

板の短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 3

－2 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重  

ｗ１＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 1＋Ｓｄ 

 

ｗ１  ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ1 ：鋼板の幅（単位幅：1.0m） 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重 (kN/m) 

    （ｔ・10-3・αＨ・ρｓ・g） 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σ１＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

 

σ１ ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ１ ：鋼板の短辺長さ（mm） 
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         断面概念図              正面図 

図 3－2 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，胴

縁の短期許容曲げ応力度以下であることを確認する。胴縁に作用する荷重の例を

図 3－3 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重  

ｗ2＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 2・10-3＋Ｓｄ 

 

ｗ2 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

  

Ｌ１  

Ｌ
1
 ｗ 1 

鋼板 
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b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

Ｍ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σ2 ：胴縁に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：胴縁の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：胴縁の断面係数（mm3） 

Ｌ2 ：胴縁の支持スパン（mm） 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／ＡＳ2 

Ｑ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τ2 ：胴縁に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：胴縁のせん断力（kN） 

ＡＳ 2 ：胴縁のせん断断面積（mm2） 

Ｌ2 ：胴縁の支持スパン(mm) 

 

d. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に

基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

2 2
2 2 s ｔ23 ≦　f     

 

σ2 ：胴縁に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：胴縁に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

  

 

 

 

 

 

 

 

        断面概念図                 正面図 

図 3－3 胴縁に作用する荷重の例 

ｂ2 
Ｌ

2
 

ｗ2 

Ｌ2 

胴縁 



 

22 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

(3) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，柱の短

期許容応力度以下であることを確認する。柱に作用する荷重の例を図 3－4 に示

す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗ3＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 3・10-3＋Ｓｄ 

 

ｗ3 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ3・ｔ・10-6＋ｍ2・Ｌ 2／ｂ 2・10-3＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

Ｌ2 ：胴縁の支持スパン(mm) 

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ3 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σ3＝（Ｍ 3・106）／Ｚ3 

Ｍ3＝ｗ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σ3 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3 ：柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3 ：柱の断面係数（mm3） 

Ｌ3 ：柱全長（mm） 
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c. 柱に生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｑ 3・103）／ＡＳ3 

Ｑ3＝ｗ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τ3 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：柱のせん断力（kN） 

ＡＳ 3 ：柱のせん断断面積（mm2） 

Ｌ3 ：柱全長（mm） 

 

d. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に基

づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

2 2
3 3 s ｔ33 ≦　f     

 

σ3 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ3 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         断面概念図          正面図 

図 3－4 柱に作用する荷重の例 

 

  

ｂ3 

 Ｌ
3
 ｗ3 Ｌ

3
 柱 
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力は次式より算出し，アンカーボルト

の短期許容荷重以下であることを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図

3－5 に示す。 

Ｑｄ＝Ｑ4／ｎ 

 

Ｑｄ ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力（kN） 

Ｑ4 ：柱に生じるせん断力（kN） 

ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの本数（本） 

 

 

 

 

図 3－5 アンカーボルトに生じる荷重の例 

  

Ｑ
４
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3.1.6 評価条件 

「3.1.5 評価方法」に用いる入力値を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 強度評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ｈ mm 水圧作用高さ 3300 

Ｈ mm 浸水深さ 3300 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の余震震度 0.60 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比 

による補正係数 
1.0 

鋼板 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 16 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 42.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 620 

胴縁 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 606 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 51.0 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 249×103 

Ｌ2 mm 胴縁の全長 1500 

ＡＳ 2 mm2 胴縁のせん断断面積 1384 

柱 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1500 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 153.0 

Ｚ3 mm3 柱の断面係数 1350×103 

Ｌ3 mm 柱全長 2816 

ＡＳ 3 mm2 柱のせん断断面積 2700 

アンカーボルト ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの本数 6 
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4. タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁 

4.1 強度評価方法 

4.1.1 記号の説明 

タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の評価に用いる記号を表 4－1 に

示す。 

 

表 4－1 タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の強度評価に用いる記号(1/3) 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ρo t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 浸水深さ 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｐ kN/m2 動水圧荷重 

β － 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数（1.0） 

αＨ － 水平方向の余震震度 

αＶ － 鉛直方向の余震震度 

Ｓｄ kN/m 余震による水平地震荷重 

ＳｄＶ kN/m 余震による鉛直地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σb1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗｘ 2 kN/m 胴縁に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 2 kN/m 胴縁に作用する余震を考慮した荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σｂｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 2 kN・m 胴縁に生じる強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 2 kN・m 胴縁に生じる弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 



 

27 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

表 4－1 タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の強度評価に用いる記号(2/3) 

記号 単位 定義 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 

Ｌ2 mm 胴縁の全長 

τｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 2 kN 胴縁の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 2 kN 胴縁の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗｘ 3 kN/m 柱の強軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 3 kN/m 柱の弱軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 

σｂｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

Ｌ3 mm 柱全長 

τｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

Ｎ3 kN 柱の軸力 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 
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表 4－1 タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の強度評価に用いる記号(3/3) 

記号 単位 定義 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｗｘ 4 kN/m はりに作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 4 kN/m はりに作用する余震を考慮した荷重 

ｂ4 mm はりに作用する荷重の負担幅 

σｂｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

Ｌ4 mm はり全長 

τｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

Ｔ5 kN 柱又ははりに生じる引張力 

ｎ5 本 柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔｄ 5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｑ5 kN 柱又ははりに生じるせん断力 

Ｑｄ 5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 
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4.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏まえ選

定する。 

当該防水壁に生じる静水圧及び余震に伴う荷重は鋼板，胴縁，柱及びはりに伝

わり，柱及びはりを固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達されることから，

評価対象部位を鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトとする。評価対象部位

を図 4－1 に示す。 
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図 4－1 評価対象部位 

  

平面図 

平面図（はり伏図） 正面図（南面） 

正面図（東面） 
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(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 
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(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 
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(状 d
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4.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋ＫＳｄ 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 

ＫＳｄ ：余震荷重 

 

(2) 荷重の設定 

a. 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水の

密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出す

る。この時，鋼板，胴縁及び柱においては当該防水壁下端の最大静水圧が等分

布に作用するものとして安全側に評価する。また，はりにおいては荷重負担幅

下端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。静水圧荷

重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 4－2 に，防水壁の水圧作用高

さの概念図を図 4－2 に示す。 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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b. 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び動水圧を考慮する。

評価に用いる余震震度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定し，設計用床応答スペクトルに基づき設定する場合に適用する減衰定

数は 2％とする。また，余震震度は防水壁設置階と上階の最大値とし，水平震度

はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の余震震度を表 4－3 に

示す。 

動水圧荷重は「水道施設耐震工法指針・解説」に基づき，各部位に作用する

動水圧を次式により算出する。この時，鋼板，胴縁及び柱においては当該防水

壁下端の最大動水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。また，

はりにおいてははりの荷重負担幅下端の最大動水圧が等分布に作用するものと

して安全側に評価する。防水壁の水圧作用高さの概念図を図 4－2 に，動水圧荷

重の算定に用いる浸水深さ及び水圧作用高さを表 4－2 に，動水圧荷重の算出結

果を表 4－4 に示す。 

 

g -6
Ｈ ｏＰ β 7 / 8 ρ Ｈ ｈ 10        

 

 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

β ：浸水エリアの幅と水深の比による補正係数(1.0) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：浸水深さ(mm) 

ｈ ：防水壁の水圧作用高さ(mm) 

 

  



 

33 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

 

図 4－2 防水壁の水圧作用高さの断面概念図 

 

表 4－2 浸水深さ，水圧作用高さ及び水の密度 

浸水深さ 

Ｈ(mm) 

水圧作用高さ 

水の密度 

ρo(t/m3) 

ｈ1(mm) ｈ2(mm) 

鋼板，胴縁，

柱 
はり 

5050 5050 145 1.03 

 

表 4－3 余震震度 

設置場所 タービン建物 EL 0.25m 

固有周期(s) ＮＳ方向：0.0506 ＥＷ方向：0.0329 鉛直：0.0181 

減衰定数(%) ＮＳ方向：2.0 ＥＷ方向：－ 鉛直：－ 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード 
固有周期 

(s) 

水平震度 
鉛直震度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 次 0.0506 1.72＊ 1 － － 

動的地震力＊ 2 － 0.60 0.32 

注記＊1：設計用床応答スペクトルⅠ（Ｓｄ）に基づき設定した震度 

  ＊2：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。 

 

  

ｈ1 

ｈ2 

Ｐｈ又はＰ 

Ｈ 

   ：静水圧荷重を示す 

   ：動水圧荷重を示す 
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表 4－4 動水圧荷重の算出結果 

部位 
動水圧荷重 

Ｐ(kN/m2) 

鋼板，胴縁，柱 76.77 

はり 13.01 

 

  



 

35 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

4.1.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトの使用材料を

表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-22 

柱 SN490B 
BH-600×600×28×40 

BH-600×940×40×40 

はり SN490B 
BH-400×400×36×40 

BH-400×500×28×40 

胴縁 SS400 2-[-380×100×10.5×16 

アンカーボルト SS400 M24 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 4－6 の値とする。 

 

表 4－6 鋼材の許容限界 

材質 
部材厚さ 

(mm) 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 2 曲げ＊ 2 せん断 

SS400 
ｔ≦40＊1 235 235 235 135 

40＜ｔ≦100＊ 1 215 215 215 124 

SN490B 
ｔ≦40＊1 325 325 325 187 

40＜ｔ≦100＊ 1 295 295 295 171 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 4－7 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力を比較して，いずれか小さい値を採用する。

また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトの

せん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 4－7 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SS400(M24) 76 58 
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4.1.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応

力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，鋼

板の短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 4

－3 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗ１＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 1＋Ｓｄ 

 

ｗ１  ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2)  

ｂ1 ：鋼板の幅（単位幅：1.0m） 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重（ｔ・10-3・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σb1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

  

σb1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ１  ：鋼板の短辺長さ（mm） 
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          断面概念図              正面図 

図 4－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，胴

縁の短期許容応力度以下であることを確認する。胴縁に作用する荷重の例を図 4

－4 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 2＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 2・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 2＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 2 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 2 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：胴縁に生じる余震による水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ＳｄＶ  ：胴縁に生じる余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

Ｌ１ 

Ｌ
1
 ｗ 1 

 

鋼板 
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αＶ  ：鉛直方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 2＝（ＭＸ 2・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 2＝（ＭＹ 2・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｍｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 2，Ｍｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 2，Ｚｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ2 ：胴縁全長（mm） 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τｘ 2＝（Ｑｘ 2・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 2＝（Ｑｙ 2・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

Ｑｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τｘ 2，τｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 2，Ｑｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 2,ＡＳｙ 2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2）  

Ｌ2 ：胴縁全長(mm) 

 

d. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に

基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 
2 2

bｘ2 bｙ2 2 s ｔ23 ≦　f       

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

τ2 ：胴縁に生じるせん断応力度 max（τｘ2，τｙ2）(N/mm2) 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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 断面概念図                正面図 

図 4－4 胴縁に作用する荷重の例 

 

(3) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，柱の短

期許容応力度以下であることを確認する。柱に作用する荷重の例を図 4－5 に示

す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重  

ｗｘ 3＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 3・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 3＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 3・10-3＋Ｓｄ 

 

ｗｘ 3 ：強軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 3 ：弱軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ3・ｔ・10-6＋ｍ2・Ｌ 2／ｂ 2・10-3＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

Ｌ2 ：胴縁全長(mm) 

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ3 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の余震震度 

ｂ2 
Ｌ

2
 

ｗ2 
胴縁 

Ｌ2 
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g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

Ｍｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

Ｍｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3，Ｍｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3，Ｚｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ3 ：柱全長（mm） 

 

 

c. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

Ｑｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τｘ 3，τｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3，Ｑｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3，ＡＳｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

 

d. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3 

Ｎｃ（ｔ） 3＝Ｎ3・（１±αＶ） 

 

σｃ（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ） 3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3 ：柱の断面積（mm2） 

Ｎ3 ：柱の軸力（kN） 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 
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e. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により算

出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3/ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ3/ｓｆｂｙ 3 ＋  σc（ｔ） 3/ｓｆc（ｔ） 3≦1.0 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 3，ｓｆｂｙ 3 ：柱の強軸及び回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 3 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度

は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

   

 

 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

τ3 ：柱に生じるせん断応力度 max（τｘ3，τｙ 3）(N/mm2) 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          断面概念図           正面図 

図 4－5 柱に作用する荷重の例 

 

  

ｂ3 

Ｌ
3
 ｗ 3  

柱 

Ｌ
3
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(4) はり 

はりに生じる応力は，はりを両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，は

りの短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 4－

6 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 4＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 4・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 4＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 4 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 4 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2)  

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ4 ：はりに作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

ＳｄＶ  ：余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

 

b. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

Ｍｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8 

Ｍｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4，Ｍｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4，Ｚｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ4 ：はり全長（mm） 
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c. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

Ｑｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）／2 

Ｑｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ 4・10-3）／2 

 

τｘ 4，τｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4，Ｑｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4，ＡＳｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

 

d. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

 

σｃ（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ） 4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4  ：はりの断面積（mm2） 

 

e. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 4，ｓｆｂｙ 4 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 4 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 
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はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

τ4 ：はりに生じるせん断応力度 max（τｘ4，τｙ4）(N/mm2) 

ｓｆｔ 4 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        断面概念図               正面図 

図 4－6 はりに作用する荷重の例 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 4－7 に示す。 

 

（Ｔｄ 5／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 5／Ｑa） 2≦1 

 

Ｔｄ 5＝Ｔ 5／ｎ 5 

Ｔｄ 5／Ｔ a ≦ 1.0 

Ｔ5 ：柱又ははりに生じる引張力(kN) 

ｎ5 ：柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数（本） 

Ｔｄ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ 5＝Ｑ 5／ｎ 5 

Ｑｄ 5／Ｑ a ≦ 1.0 

Ｑ5 ：柱又ははりに生じるせん断力(kN) 

Ｑｄ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

 

図 4－7 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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4.1.6 評価条件 

「4.1.5 評価方法」に用いる評価条件に用いる入力値を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 強度評価に用いる入力値(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｈ mm 浸水深さ 5050 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の余震震度 1.72 

αＶ － 鉛直方向の余震震度 0.32 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比 

による補正係数 
1.0 

鋼板 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 22 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 750 

胴縁 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 725 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 214.1 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 1526×103 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 141×103 

Ｌ2 mm 胴縁全長 2300 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 7308 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 6400 

柱 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1800 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 601.6 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 13659×103 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 4803×103 

Ｌ3 mm 柱全長 5280 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 14560 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 48000 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 62560 
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表 4－8 強度評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

ｈ mm 水圧作用高さ 145 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 5697×103 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 2140×103 

ｂ4 mm はりに作用する荷重の負担幅 575 

Ｌ4 mm はり全長 3600 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 11520 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 32000 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 43520 

アンカーボルト ｎ5 本 
柱又ははりに取り付くアンカーボルト

の本数 
16 
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5. タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁 

5.1 強度評価方法 

5.1.1 記号の説明 

タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の評価に用いる記号を表 5－1 に示

す。 

 

表 5－1 タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の強度評価に用いる記号(1/3) 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ρo t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 浸水深さ 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｐ kN/m2 動水圧荷重 

β － 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数（1.0） 

αＨ － 水平方向の余震震度 

αＶ － 鉛直方向の余震震度 

Ｓｄ kN/m 余震による水平地震荷重 

ＳｄＶ kN/m 余震による鉛直地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σb1 N/mm2 鋼板に作用する曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗｘ 2 kN/m 胴縁に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 2 kN/m 胴縁に作用する余震を考慮した荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σｂｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 2 kN・m 胴縁に生じる強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 2 kN・m 胴縁に生じる弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 
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表 5－1 タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の強度評価に用いる記号(2/3) 

記号 単位 定義 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 

Ｌ2 mm 胴縁全長 

τｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 2 kN 胴縁の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 2 kN 胴縁の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗｘ 3 kN/m 柱の強軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 3 kN/m 柱の弱軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 

σｂｘ 3 N/mm2 柱に作用する強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱に作用する弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

Ｌ3 mm 柱全長 

τｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

Ｎ3 kN 柱の軸力 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 



 

51 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

表 5－1 タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の強度評価に用いる記号(3/3) 

記号 単位 定義 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｗｘ 4 kN/m はりに作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 4 kN/m はりに作用する余震を考慮した荷重 

ｂ4 mm はりに作用する荷重の負担幅 

σｂｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｘｂ4 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｙｂ4 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

σｃ（ｔ）5 N/mm2 水平ブレースに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）5 kN 水平ブレースの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 5 mm2 水平ブレースの断面積 

Ｔ6 kN 柱又ははりに生じる引張力 

ｎ6 本 柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔｄ 6 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｑ6 kN 柱又ははりに生じるせん断力 

Ｑｄ 6 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 
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5.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏まえ選

定する。 

当該防水壁に生じる静水圧及び余震に伴う荷重は鋼板，胴縁，柱，はり及び水

平ブレースに伝わり，柱及びはりを固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達

されることから，評価対象部位を鋼板，胴縁，柱，はり，水平ブレース及びアン

カーボルトとする。評価対象部位を図 5－1 に示す。 
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A-A 正面図 

 

図 5－1 評価対象部位 
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5.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋ＫＳｄ 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 

ＫＳｄ ：余震荷重 

 

(2) 荷重の設定 

a. 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水の

密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出す

る。この時，鋼板，胴縁，柱，はり及び水平ブレースにおいては当該防水壁下

端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。なお，はり

（上段）においてははりの荷重負担幅下端の最大静水圧が等分布に作用するも

のとして安全側に評価する。静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の

密度を表 5－2 に，防水壁の水圧作用高さの概念図を図 5－2 に示す。 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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b. 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び動水圧を考慮する。

評価に用いる余震震度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定し，設計用床応答スペクトルに基づき設定する場合に適用する減衰定

数は２％とする。また，余震震度は防水壁設置階と上階の最大値とし，水平震

度はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の余震震度を表 5－3

に示す。 

動水圧荷重は「水道施設耐震工法指針・解説」に基づき，各部位に作用する

動水圧を次式により算出する。この時，鋼板，胴縁，柱，はり及び水平ブレー

スにおいては当該防水壁下端の最大動水圧が等分布に作用するものとして安全

側に評価する。なお，はり（上段）においてははりの荷重負担幅下端の最大動

水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。防水壁の水圧作用高さ

の概念図を図 5－2 に，動水圧荷重の算定に用いる浸水深さ及び水圧作用高さを

表 5－2 に，動水圧荷重の算出結果を表 5－4 に示す。 

 

g -6
Ｈ ｏＰ β 7 / 8 ρ Ｈ ｈ 10        

 

 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

β ：浸水エリアの幅と水深の比による補正係数(1.0) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：浸水高さ(mm) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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図 5－2 防水壁の水圧作用高さの断面概念図 

 

表 5－2 浸水深さ，水圧作用高さ及び水の密度 

浸水深さ 

Ｈ(mm) 

水圧作用高さ 

水の密度 

ρo(t/m3) 

ｈ1(mm) ｈ2(mm) 

鋼板，胴縁， 

柱，水平ブレー

ス，はり（中段） 

はり（上段） 

5050 5050 810 1.03 

 

表 5－3 余震震度 

設置場所 タービン建物 EL 0.25m 

固有周期(s) ＮＳ方向：0.0154 ＥＷ方向：0.0207 鉛直：0.0593 

減衰定数(%) ＮＳ方向：－ ＥＷ方向：－ 鉛直：2.0 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード 
固有周期 

(s) 

水平震度 
鉛直震度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 次 0.0593 － － 1.44＊ 1 

動的地震力＊ 2 0.56 0.60 － 

注記＊1：設計用床応答スペクトルⅠ（Ｓｄ）に基づき設定した震度 

       ＊2：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。 

 

  

ｈ1 

ｈ2 

Ｐｈ又はＰ 

Ｈ 

   ：静水圧荷重を示す 

   ：動水圧荷重を示す 
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表 5－4 動水圧荷重の算出結果 

部位 
動水圧荷重 

Ｐ(kN/m2) 

鋼板，胴縁，柱，はり（中段） 26.78 

はり（上段） 10.73 

 

5.1.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり，水平ブレース及びアンカーボルトの

使用材料を表 5－5 に示す。 

 

表 5－5 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-22 

柱 SN490B BH-500×500×22×32 

はり SN490B BH-500×500×19×22 

水平ブレース SS400 2-[-380×100×10.5×16 

胴縁 SS400 2-[-380×100×10.5×16 

アンカーボルト SS400 M24 
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(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 5－6 の値とする。 

 

表 5－6 鋼材の許容限界 

材質 
部材厚さ 

(mm) 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 2 曲げ＊ 2 せん断 

SS400 
ｔ≦40＊1 235 235 235 135 

40＜ｔ≦100＊ 1 215 215 215 124 

SN490B 
ｔ≦40＊1 325 325 325 187 

40＜ｔ≦100＊ 1 295 295 295 171 

    注記＊1：ｔは板厚を示す。 

            ＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

 

b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 5－7 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力を比較して，いずれか小さい値を採用する。

また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトの

せん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 5－7 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SS400(M24) 83 58 
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5.1.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり，水平ブレース及びアンカーボル

トに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，鋼

板の短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 5

－3 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗ１＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 1＋Ｓｄ 

 

ｗ１  ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ1 ：鋼板の幅（単位幅：1.0m） 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重（ｔ・10-3・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σb1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

 

σb1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ１  ：鋼板の短辺長さ（mm） 

 

  



 

60 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          断面概念図            正面図 

図 5－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，胴

縁の短期許容応力度以下であることを確認する。胴縁に作用する荷重の例を図 5

－4 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 2＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 2・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 2＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 2 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 2 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：胴縁に生じる余震による水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ＳｄＶ  ：胴縁に生じる余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

Ｌ１ 

Ｌ
1
 ｗ 1 

 

鋼板 
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αＨ  ：水平方向の余震震度 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 2＝（Ｍｘ 2・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 2＝（Ｍｙ 2・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｍｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ 2，Ｍｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 2，Ｚｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ2 ：胴縁全長(mm) 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τｘ 2＝（Ｑｘ 2・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 2＝（Ｑｙ 2・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

Ｑｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τｘ 2，τｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 2，Ｑｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 2，ＡＳｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

Ｌ2 ：胴縁全長(mm) 
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d. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に

基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 
2 2

bｘ2 bｙ2 2 s ｔ23 ≦　f       

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

τ2 ：胴縁に生じるせん断応力度 max（τｘ2，τｙ2）(N/mm2) 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図            正面図 

図 5－4 胴縁に作用する荷重の例 
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2
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(3) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，柱の短

期許容応力度以下であることを確認する。柱に作用する荷重の例を図 5－5 に示

す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 3＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 3・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 3＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 3・10-3＋Ｓｄ 

 

ｗｘ 3 ：強軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 3 ：弱軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ3・ｔ・10-6＋ｍ2・Ｌ 2／ｂ 2・10-3＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

Ｌ2 ：胴縁全長(mm)  

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ3 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

Ｍｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

Ｍｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3，Ｍｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3，Ｚｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ3 ：柱全長（mm） 
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c. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

Ｑｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τｘ 3，τｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3，Ｑｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3，ＡＳｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

Ｌ3 ：柱全長(mm) 

 

d. 柱に作用する軸応力度 

σｃ（ｔ） 3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3 

Ｎｃ（ｔ） 3＝Ｎ3・（１±αＶ） 

 

σｃ（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ） 3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3 ：柱の断面積（mm2） 

Ｎ3 ：柱の軸力（kN） 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 
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e. 柱に作用する組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により算

出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3/ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ3/ｓｆｂｙ 3 ＋  σc（ｔ） 3/ｓｆc（ｔ） 3≦1.0 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 3，ｓｆｂｙ 3 ：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 3 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度

は，次式により算出し，短期引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

τ3 ：柱に生じるせん断応力度 max（τｘ3，τｙ 3）(N/mm2) 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            断面概略図            正面図 

図 5－5 柱に作用する荷重の例  

ｂ3 

Ｌ
3
 ｗ3 

 

柱 

Ｌ
3
 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f       
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(4) はり及び水平ブレース 

はり及び水平ブレースは，2 次元フレームモデルにモデル化し，はり及び水平ブ

レースに生じる応力がはり及び水平ブレースの短期許容応力度以下であることを

確認する。 

 

a. 解析モデル 

はり及び水平ブレースは，はり要素にモデル化し，2 次元フレーム解析により

応力を算定する。検討スパンは，接合部の現況を考慮した有効長さとして評価

する。解析に使用するコードは，「ＳＤ」である。なお，解析コードの検証及

び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の

概要」に示す。解析モデル図を図 5－6 に，はりに作用する荷重の例を図 5－7

に示す。解析に用いる物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝2.05×105(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝0.79×105(N/mm2) 

 

87
0

24
80

16
10

870 1110 870

5350

1250 1250

2500

 

 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

 

はり（上段） 

図 5－6(1) はり解析モデル図 

  

（単位：mm） 
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87
0

24
80

16
10

870 1110 870

2850  

 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

 

はり（中段） 

図 5－6(2) はり及び水平ブレース解析モデル図 

 

b. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 4＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 4・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 4＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 4 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 4 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2)  

ｂ4 ：はりに作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

ＳｄＶ  ：余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

 

  

（単位：mm） 
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c. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4，Ｍｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4，Ｚｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

d. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

 

τｘ 4，τｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4，Ｑｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4，ＡＳｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

 

e. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

 

σｃ（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ） 4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4 ：はりの断面積（mm2） 

 

f. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 4，ｓｆｂｙ 4 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 4 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 
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はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

τ4 ：はりに生じるせん断応力度 max（τｘ4，τｙ4）(N/mm2) 

ｓｆｔ 4 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      はり（上段） 

       平面図                    正面図 

図 5－7 はりに作用する荷重の例 

 

g. 水平ブレースに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 5＝（Ｎｃ（ｔ）5・103）／Ａｇ5 

 

σｃ（ｔ） 5 ：水平ブレースに生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ） 5 ：水平ブレースの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 5 ：水平ブレースの断面積（mm2） 

  

b4 

b4 

 

 

◎ 

◎ ◎ ◎ 

◎ 

はり（上段） 

W4 

W4 

W4 
◎：柱反力入力位置を示す。 

W4 

W4 

はり（中段） 

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f       
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 5－8 に示す。 

 

（Ｔｄ 6／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 6／Ｑa） 2≦1 

 

Ｔｄ 6＝Ｔ 6／ｎ 6 

Ｔｄ 6／Ｔ a ≦ 1.0 

 

Ｔ6 ：柱又ははりに生じる引張力(kN) 

ｎ6 ：柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数（本） 

Ｔｄ 6 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ 6＝Ｑ 6／ｎ 6 

Ｑｄ 6／Ｑ a ≦ 1.0 

 

Ｑ6 ：柱又ははりに生じるせん断力(kN) 

Ｑｄ 6 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 アンカーボルトに生じる荷重の例 

  

Ｑ
6
 

Ｔ
6
 



 

71 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

5.1.6 評価条件 

「5.1.5 評価方法」に用いる評価条件を表 5－8 に示す。 

 

表 5－8 強度評価に用いる入力値(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｈ mm 浸水深さ 5050 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の余震震度 0.60 

αＶ － 鉛直方向の余震震度 1.44 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比 

による補正係数 
1.0 

鋼板 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 22 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 850 

胴縁 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 700 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 265.1 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 1526×103 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 141×103 

Ｌ2 mm 胴縁の全長 1610 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 7308 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 6400 

柱 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 2040 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 428.3 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 7627×103 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 2668×103 

Ｌ3 mm 柱全長 2850 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 9592 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 32000 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 41592 
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表 5－8 強度評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

ｂ4 mm はりに作用する荷重の負担幅 810 

ｈ mm 水圧作用高さ 
5050 

(810＊） 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 89.7 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 3.18 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 5631×103 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 1834×103 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 87.7 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 9.86 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 8664 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 22000 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 318.64 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 30664 

水平ブレース 
Ｎｃ（ｔ）5 kN 水平ブレースの圧縮又は引張軸力 298.33 

Ａｇ 5 mm2 水平ブレースの断面積 13880 

アンカーボルト ｎ6 本 
柱又ははりに取り付くアンカーボ

ルトの本数 
16 

 注記＊：はり（上段）の水圧作用高さを示す。 
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6. タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁 

6.1 強度評価方法 

6.1.1 記号の説明 

タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の評価に用いる記号を表 6－1 に

示す。 

 

表 6－1 タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の強度評価に用いる記号(1/5) 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ρo t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 浸水深さ 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｐ kN/m2 動水圧荷重 

β － 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数(1.0) 

αＨ － 水平方向の余震震度 

Ｓｄ kN/m 余震による水平地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σb1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗｘ 2 kN/m 胴縁に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 2 kN/m 胴縁に作用する余震を考慮した荷重 

ＳｄＶ kN/m 余震による鉛直地震荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

αＶ － 鉛直方向の余震震度 

σｂｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 2 kN・m 胴縁に生じる強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 2 kN・m 胴縁に生じる弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 
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表 6－1 タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の強度評価に用いる記号(2/5) 

記号 単位 定義 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 

Ｌ2 mm 胴縁全長 

τｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 2 kN 胴縁の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 2 kN 胴縁の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）2 N/mm2 胴縁に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）2 kN 胴縁の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 2 mm2 胴縁の断面積 

Ｎ2 kN 胴縁の軸力 

ｓｆｂｘ2 N/mm2 胴縁の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ2 N/mm2 胴縁の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 2 N/mm2 胴縁の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗｘ 3 kN/m 根太に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 3 kN/m 根太に作用する余震を考慮した荷重 

ｂ3 mm 根太に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 根太の質量分布 

σｂｘ 3 N/mm2 根太に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 根太に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 根太に生じる強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 根太に生じる弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 根太の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 根太の弱軸回りの断面係数 

Ｌ3 mm 根太全長 

τｘ 3 N/mm2 根太に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 根太に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 根太の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 根太の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 根太の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 根太の弱軸方向のせん断断面積 
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表 6－1 タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の強度評価に用いる記号(3/5) 

記号 単位 定義 

ｓｆｔ 3 N/mm2 根太の短期許容引張応力度 

ｗｘ 4 kN/m 柱の強軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 4 kN/m 柱の弱軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｂ4 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

σｂｘ 4 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

Ｌ4 mm 柱全長 

τｘ 4 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 

Ｎ4 kN 柱の軸力 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 柱の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 柱の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｗｘ 5 kN/m はりに作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 5 kN/m はりに作用する余震を考慮した荷重 

ｂ5 mm はりに作用する荷重の負担幅 

σｂｘ 5 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 5 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 5 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 5 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 5 mm3 はりの強軸回りの断面係数 
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表 6－1 タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の強度評価に用いる記号(4/5) 

記号 単位 定義 

Ｚｙ 5 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

Ｌ5 mm はり全長 

τｘ 5 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 5 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 5 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 5 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 5 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 5 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）5 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）5 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 5 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ5 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ5 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 5 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 5 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

ｗｘ 6 kN/m 斜材に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重 

ｗｙ 6 kN/m 余震を考慮した荷重 

ｂ6 mm 斜材に作用する荷重の負担幅 

σｂｘ 6 N/mm2 斜材に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 6 N/mm2 斜材に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 6 kN・m 斜材の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 6 kN・m 斜材の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 6 mm3 斜材の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 6 mm3 斜材の弱軸回りの断面係数 

Ｌ6 mm 斜材全長 

τｘ 6 N/mm2 斜材に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 6 N/mm2 斜材に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 6 kN 斜材の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 6 kN 斜材の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 6 mm2 斜材の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 6 mm2 斜材の弱軸方向のせん断断面積 
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表 6－1 タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の強度評価に用いる記号(5/5) 

記号 単位 定義 

σｃ（ｔ）6 N/mm2 斜材に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）6 kN 斜材の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 6 mm2 斜材の断面積 

ｓｆｂｘ6 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ6 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 6 N/mm2 斜材の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 6 N/mm2 斜材の短期許容引張応力度 

Ｔ7 kN 斜材に発生する引張力 

ｎ7 本 斜材に取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔｄ 7 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｑ7 kN 斜材に生じるせん断力 

Ｑｄ 7 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 
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6.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す防水壁の構造上の特性を

踏まえ選定する。 

当該防水壁に生じる静水圧及び余震に伴う荷重は鋼板，胴縁，根太，柱，はり

及び斜材に伝わり，はり及び斜材を固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達

されることから，評価対象部位を鋼板，胴縁，根太，柱，はり，斜材及びアンカ

ーボルトとする。評価対象部位を図 6－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（壁頂部） 

 

平面図（床はり） 

 

 

 

 

 

 

平面図（一般部）  

図 6－1 評価対象部位(1/2) 

  

アンカーボルト 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

根太 

(状 d 名) 鋼板 

(状 d 名) 
はり 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 
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正面図 東側正面図 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

西側正面図 

 

図 6－1 評価対象部位(2/2) 

  

斜材 

(状 d 名) 柱 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 斜材 

(状 d 名) 
アンカーボルト 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

斜材 

(状 d 名) 
はり 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 鋼板 

(状 d 名) 

斜材 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 
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6.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋ＫＳｄ 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 

ＫＳｄ ：余震荷重 

 

(2) 荷重の設定 

a. 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水の

密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出す

る。この時，鋼板，はり，胴縁，根太及び柱においては当該防水壁下端の最大

静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。また，斜材において

は斜材のフランジ下端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評

価する。静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 6－2 に，防

水壁の水圧作用高さの概念図を図 6－2 に示す。 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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b. 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び動水圧を考慮する。

評価に用いる余震震度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。また，余震震度は防水壁設置階と上階の最大値とし，水平震度

はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の余震震度を表 6－3 に

示す。 

動水圧荷重は「水道施設耐震工法指針・解説」に基づき，各部位に作用する

動水圧は次式により算出する。この時，鋼板，はり，胴縁，根太及び柱におい

ては当該防水壁下端の最大動水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価

する。また，斜材においては，斜材のフランジ下端の最大動水圧が等分布に作

用するものとして安全側に評価する。防水壁の水圧作用高さの概念図を図 6－2

に，動水圧荷重の算定に用いる浸水深さ及び水圧作用高さを表 6－2 に，動水圧

荷重の算出結果は表 6－4 に示す。 

 

g -6
Ｈ ｏＰ β 7 / 8 ρ Ｈ ｈ 10        

 

 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

β ：浸水エリアの幅と水深の比による補正係数(1.0)  

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρo ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：浸水深さ(mm) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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図 6－2 防水壁の水圧作用高さの断面概念図 

 

表 6－2 浸水深さ，水圧作用高さ及び水の密度 

浸水深さ 

Ｈ(mm) 

水圧作用高さ 

水の密度 

ρo(t/m3) 

ｈ1(mm) ｈ2(mm) 

鋼板，胴縁， 

根太，柱，はり 
斜材 

5050 1494 3550 1.03 

 

表 6－3 余震震度 

建物 設置場所 

弾性設計用地震動Ｓｄの 

余震震度＊ 

水平αＨ 鉛直αＶ 

タービン建物 EL 0.250m 0.60 0.32 

注記＊：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。 

 

表 6－4 動水圧荷重の算出結果 

部位 
動水圧荷重 

Ｐ(kN/m2) 

鋼板，胴縁，根太，柱，はり 14.57 

斜材 22.45 

  

ｈ1 

ｈ2 

Ｐｈ又はＰ 

Ｈ 

 

   ：静水圧を示す 

   ：動水圧を示す 
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6.1.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，根太，柱，はり，斜材及びアンカーボルト

の使用材料を表 6－5 に示す。 

 

表 6－5 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-22 

胴縁，根太 SS400 [-300×90×10×15.5 

柱，はり，斜材 SS400 H-300×300×10×15 

アンカーボルト SS400 M22 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 6－6 の値とする。 

 

表 6－6 鋼材の許容限界 

材質 
部材厚さ 

(mm) 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 2 曲げ＊ 2 せん断 

SS400 
ｔ≦40＊1 235 235 235 135 

40＜ｔ≦100＊ 1 215 215 215 124 

    注釈＊1：ｔは板厚を示す。 

            ＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 6－7 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力を比較して，いずれか小さい値を採用する。

また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトの

せん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 6－7 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SS400 71 49 
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6.1.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，根太，柱，はり，斜材及びアンカーボルト

に発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，鋼

板の短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 6

－3 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗ１＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 1＋Ｓｄ 

 

ｗ１  ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ1 ：鋼板の幅（単位幅：1.0m） 

Ｓｄ  ：鋼板に生じる余震による地震荷重（ｔ・10-3・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σb1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

 

σb1 ：鋼板に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数(mm3) 

Ｌ１  ：鋼板の短辺長さ(mm） 
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         断面概念図              正面図 

図 6－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，胴

縁の短期許容応力度以下であることを確認する。胴縁に作用する荷重の例を図 6

－4 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 2＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 2・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 2＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 2 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 2 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：胴縁に生じる余震による水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ＳｄＶ  ：胴縁に生じる余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

Ｌ１ Ｌ
1
 

ｗ 1  

鋼板 
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αＨ  ：水平方向の余震震度 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

 σｂｘ 2＝（Ｍｘ 2・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 2＝（Ｍｙ 2・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｍｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ 2，Ｍｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 2，Ｚｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ2 ：胴縁全長(mm) 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τｘ 2＝（Ｑｘ 2・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 2＝（Ｑｙ 2・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

Ｑｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τｘ 2，τｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 2，Ｑｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 2，ＡＳｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ2 ：胴縁全長(mm) 

 

d. 胴縁に作用する軸応力度 

σｃ（ｔ） 2＝（Ｎｃ（ｔ）2・103）／Ａｇ2 

Ｎｃ（ｔ） 2＝Ｎ2・（１±αＶ） 

 

σｃ（ｔ） 2 ：胴縁に生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ） 2 ：胴縁の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 2 ：胴縁の断面積（mm2） 

Ｎ2 ：胴縁の軸力（kN） 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 
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e. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 2/ｓｆｂｘ2 ＋σｂｙ2/ｓｆｂｙ 2 ＋  σc（ｔ） 2/ｓｆc（ｔ） 2≦1.0 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 2，ｓｆｂｙ 2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 2 ：胴縁に生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 2 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

胴縁に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σc（ｔ） 2 ：胴縁に生じる軸応力度（N/mm2） 

τ2 ：胴縁に生じるせん断応力度 max（τｘ2，τｙ2）(N/mm2) 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図              正面図 

図 6－4 胴縁に作用する荷重の例 

 

  

Ｌ
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胴縁 

Ｌ
2
 

 
2 2

bｘ2 bｙ2 ｃ（ｔ）2 2 s ｔ23 ≦　f       
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(3) 根太 

根太に生じる応力は，根太を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，根

太の短期許容応力度以下であることを確認する。根太に作用する荷重の例を図 6

－5 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 3＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 3・10-3＋ＳｄＶ 

ｗｙ 3＝Ｓｄ  

 

ｗｘ 3 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 3 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ3 ：根太に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：根太に生じる余震による水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 3・ｔ・10-6＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ＳｄＶ  ：根太に生じる余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 3・ｔ・10-6＋ｍ3・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3)  

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ3 ：根太の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 根太に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

Ｍｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：根太に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3，Ｍｙ3 ：根太の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 3，Ｚｙ3 ：根太の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ3 ：根太全長(mm) 
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c. 根太に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τｘ 3，τｙ3 ：根太に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 3，Ｑｙ3 ：根太の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 3，ＡＳｙ3 ：根太の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ3 ：根太全長(mm) 

 

d. 根太に生じる組合せ応力度 

根太に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に

基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 3 s ｔ33 ≦　f       

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：根太に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

τ3 ：根太に生じるせん断応力度 max（τｘ3，τｙ3）(N/mm2) 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図              平面図 

図 6－5 根太に作用する荷重の例 
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(4) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，柱の短

期許容応力度以下であることを確認する。柱に作用する荷重の例を図 6－6 に示

す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 4＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 4・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 4＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 4・10-3＋Ｓｄ 

 

ｗｘ 4 ：強軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 4 ：弱軸方向に作用する静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 (kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ4 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

Ｍｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8 

Ｍｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2) 

Ｍｘ 4，Ｍｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 4，Ｚｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ4 ：柱全長(mm) 

 

c. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

Ｑｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）／2 

Ｑｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ 4・10-3）／2 

 

τｘ 4，τｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 4，Ｑｙ4 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 4，ＡＳｙ4 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 
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Ｌ4 ：柱全長(mm) 

 

d. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

Ｎｃ（ｔ） 4＝Ｎ4・（１±αＶ）  

 

σｃ（ｔ） 4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ） 4 ：柱の圧縮又は引張軸力(kN) 

Ａｇ 4 ：柱の断面積(mm2) 

Ｎ4 ：柱の軸力(kN) 

αＶ  ：鉛直方向の余震震度 

 

e. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により算

出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2) 

ｓｆｂｘ 4，ｓｆｂｙ 4 ：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ） 4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 4 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度(N/mm2) 

 

柱に生じる曲げ断応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2) 

σｃ（ｔ） 4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

τ4 ：柱に生じるせん断応力度 max（τｘ4，τｙ 4） (N/mm2) 

ｓｆｔ 4 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

 

  

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f       
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          断面概念図             正面図 

図 6－6 柱に作用する荷重の例 

 

(5) はり 

はりに生じる応力は，はりを両端ピンの単純ばりとして次式により算出し，は

りの短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 6

－7 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 5＝（Ｐｈ＋Ｐ）・ｂ 5・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 5＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 5 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 5 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ5 ：はりに作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

ＳｄＶ  ：余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

 

b. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 5＝（Ｍｘ 5・106）／Ｚｘ 5 

σｂｙ 5＝（Ｍｙ 5・106）／Ｚｙ 5 

Ｍｘ 5＝ｗｘ 5・（Ｌ 5・10-3）2／8 

ｂ4 

 Ｌ
4 

ｗ 4 

柱 

Ｌ
4 
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Ｍｙ 5＝ｗｙ 5・（Ｌ 5・10-3）2／8 

 

σｂｘ 5，σｂｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 5，Ｍｙ5 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 5，，Ｚｙ5 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ5 ：はり全長(mm) 

 

c. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 5＝（Ｑｘ 5・103）／ＡＳｘ 5 

τｙ 5＝（Ｑｙ 5・103）／ＡＳｙ 5 

Ｑｘ 5＝ｗｘ 5・（Ｌ 5・10-3）／2 

Ｑｙ 5＝ｗｙ 5・（Ｌ 5・10-3）／2 

 

τｘ 5，τｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 5，Ｑｙ5 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力(kN)  

ＡＳｘ 5，ＡＳｙ5 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ5 ：はり全長(mm) 

 

d. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 5＝（Ｎｃ（ｔ）5・103）／Ａｇ5 

 

σｃ（ｔ） 5 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ） 5 ：はりの圧縮又は引張軸力(kN) 

Ａｇ 5 ：はりの断面積(mm2) 

 

e. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 5/ｓｆｂｘ5 ＋σｂｙ5/ｓｆｂｙ 5 ＋  σc（ｔ） 5/ｓｆc（ｔ） 5≦1.0 

 

σｂｘ 5，σｂｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 5，ｓｆｂｙ 5 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ） 5 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 5 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度(N/mm2) 
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はりに生じる曲げ断応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応

力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 5，σｂｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｃ（ｔ） 5 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

τ5 ：はりに生じるせん断応力度 max（τｘ5，τｙ5） (N/mm2) 

ｓｆｔ 5 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         断面概念図              正面図 

図 6－7 はりに作用する荷重の例 
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2 2

bｘ5 bｙ5 ｃ（ｔ）5 5 s ｔ53 ≦　f       



 

96 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

(6) 斜材 

斜材に生じる応力は，斜材を一端ピン他端固定の単純ばりとして次式により算

出し，斜材の短期許容応力度以下であることを確認する。斜材に作用する荷重の

例を図 6－8 に示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重 

ｗｘ 6＝（Ｐｈ 6＋Ｐ 6）・ｂ 6・10-3＋Ｓｄ 

ｗｙ 6＝ＳｄＶ  

 

ｗｘ 6 ：静水圧荷重及び余震を考慮した荷重(kN/m) 

ｗｙ 6 ：余震を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 (kN/m2)  

Ｐ ：動水圧荷重(kN/m2) 

ｂ6 ：斜材に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｓｄ  ：余震による地震荷重(kN/m) 

ＳｄＶ  ：余震による鉛直地震荷重(kN/m) 

 

 

b. 斜材に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 6＝（Ｍｘ 6・106）／Ｚｘ 6 

σｂｙ 6＝（Ｍｙ 6・106）／Ｚｙ 6 

Ｍｘ 6＝ｗｘ 6・（Ｌ 6・10-3）2／8 

Ｍｙ 6＝ｗｙ 6・（Ｌ 6・10-3）2／8 

 

σｂｘ 6，σｂｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 6，Ｍｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 6，Ｚｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ6 ：斜材全長(mm) 

 

c. 斜材に生じるせん断応力度 

τｘ 6＝（Ｑｘ 6・103）／ＡＳｘ 6 

τｙ 6＝（Ｑｙ 6・103）／ＡＳｙ 6 

Ｑｘ 6＝ｗｘ 6・（Ｌ 6・10-3）・5／8 

Ｑｙ 6＝ｗｙ 6・（Ｌ 6・10-3）・5／8 

 

τｘ 6，τｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 
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Ｑｘ 6，Ｑｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 6，ＡＳｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ6 ：斜材全長(mm) 

 

d. 斜材に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 6＝（Ｎｃ（ｔ）6・103）／Ａｇ6 

 

σｃ（ｔ） 6 ：斜材に生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ） 6 ：斜材の圧縮又は引張軸力(kN) 

Ａｇ 6 ：斜材の断面積(mm2) 

 

 

e. 斜材に生じる組合せ応力度 

斜材に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 6/ｓｆｂｘ6 ＋σｂｙ6/ｓｆｂｙ 6 ＋  σc（ｔ） 6/ｓｆc（ｔ） 6≦1.0 

 

σｂｘ 6，σｂｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ 6，ｓｆｂｙ 6 ：斜材の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ） 6 ：斜材に生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 6 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度(N/mm2) 

 

斜材に生じる曲げ断応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応

力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

 

 

σｂｘ 6，σｂｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

τ6 ：斜材に生じるせん断応力度 max（τｘ6，τｙ6）(N/mm2) 

ｓｆｔ 6 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ） 6 ：斜材に生じる軸応力度(N/mm2) 

  

 
2 2

bｘ6 bｙ6 ｃ（ｔ）6 6 s ｔ63 ≦　f       
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断面概念図              正面図 

 

図 6－8 斜材に作用する荷重の例 

 

  

Ｌ6 

斜材 
Ｌ

6
 

ｗ 6 
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(7) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 6－9 に示す。 

 

（Ｔｄ 7／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 7／Ｑa） 2≦1 

 

Ｔｄ 7＝Ｔ 7／ｎ 7 

Ｔｄ 7／Ｔ a ≦ 1.0 

Ｔ7 ：斜材に発生する引張力(kN)  

ｎ7 ：斜材に取り付くアンカーボルトの本数（本） 

Ｔｄ 7 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ 7＝Ｑ 7／ｎ 7 

Ｑｄ 67／Ｑa ≦ 1.0 

Ｑ7 ：斜材に発生するせん断力(kN) 

Ｑｄ 7 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

図 6－9 アンカーボルトに生じる荷重の例  

Ｑ
7
 

Ｔ
7
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6.1.6 評価条件 

「6.1.5 評価方法」に用いる評価条件を表 6－8 に示す。 

 

表 6－8 強度評価に用いる条件(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｈ mm 浸水深さ 5050 

αＨ － 水平方向の余震震度 0.60 

αＶ － 鉛直方向の余震震度 0.32 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比 

による補正係数 
1.0 

鋼板 

ｈ mm 水圧作用高さ 1494 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 22 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 825 

胴縁 

ｈ mm 水圧作用高さ 1494 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 713 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 122.4 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 988×103 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 108.2×103 

Ｌ2 mm 胴縁の全長 1150 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 5380 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 5580 

根太 

ｈ mm 水圧作用高さ 1494 

ｂ3 mm 根太に作用する荷重の負担幅 488 

ｍ3 kg/m 根太の質量分布 122.4 

Ｚｘ 3 mm3 根太の強軸回りの断面係数 988×103 

Ｚｙ 3 mm3 根太の弱軸回りの断面係数 108.2×103 

Ｌ3 mm 根太の全長 2100 

ＡＳｘ 3 mm2 根太の強軸方向のせん断断面積 5380 

ＡＳｙ 3 mm2 根太の弱軸方向のせん断断面積 5580 

 

  



 

101 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

表 6－8 強度評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 

ｈ mm 水圧作用高さ 1494 

ｂ4 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1094 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 1350×103 

Ｚｙ 4 mm 柱の弱軸回りの断面係数 450×103 

Ｌ4 mm 柱全長 1150 

ＡＳｘ 4 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 4 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 11800 

はり 

ｈ mm 水圧作用高さ 1494 

Ｚｘ 5 mm3 はりの強軸回りの断面係数 1350×103 

Ｚｙ 5 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 450×103 

ｂ5 mm はりに作用する荷重の負担幅 735 

Ｌ5 mm はり全長 2700 

ＡＳｘ 5 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 5 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ａｇ 5 mm2 はりの断面積 11800 

斜材 

ｈ mm 水圧作用高さ 3550 

Ｚｘ 6 mm3 斜材の強軸回りの断面係数 1350×103 

Ｚｙ 6 mm3 斜材の弱軸回りの断面係数 450×103 

ｂ6 mm 斜材に作用する荷重の負担幅 300 

Ｌ6 mm 斜材全長 3000 

ＡＳｘ 6 mm2 斜材の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 6 mm2 斜材の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ａｇ 6 mm2 斜材の断面積 11800 

アンカーボルト ｎ6 本 
柱又ははりに取り付くアンカーボルト

の本数 
4 
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7. 取水槽除じん機エリア防水壁 

7.1 強度評価方法 

7.1.1 記号の説明 

取水槽除じん機エリア防水壁の評価に用いる記号を表 7－1 に示す。 

 

表 7－1 取水槽除じん機エリア防水壁の強度評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

ρo t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈp mm 水圧作用高さ 

ｗ kN/m2 風圧力 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する静水圧荷重及び風荷重を考慮した荷重 

Ｐｈ 1 kN/m2 鋼板に作用する静水圧荷重 

ｂ１ mm 鋼板に作用する荷重の負担幅 

Ｐｋ kN/m 風荷重 

σ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗ2 kN/m はりに作用する静水圧荷重及び風荷重を考慮した荷重 

Ｐｈ 2 kN/m2 はりに作用する静水圧荷重 

ｂ2 mm はりに作用する荷重の負担幅 

σ2 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m はりの曲げモーメント 

Ｚ2 mm3 はりの断面係数 

Ｌ2 mm はりの支持スパン 

τ2 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｑ2 kN はりのせん断力 

ＡＳ 2 mm2 はりのせん断断面積 

Ｐ3 kN/m 柱に作用する静水圧荷重 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

Ｐｋ 3 kN/m 柱に作用する風荷重 

σ3 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 



 

103 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

表 7－1 取水槽除じん機エリア防水壁の強度評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

ＭP3 kN・m 柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

Ｍk3 kN・m 柱の風荷重による曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 柱の断面係数 

Ｌ3 mm 柱全長 

Ｌk1 mm 風荷重作用高さ 

Ｌk2 mm 風荷重を集中荷重にした時の作用位置 

τ3 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

ＱP3 kN 柱の静水圧荷重によるせん断力 

Ｑk3 kN 柱の風荷重によるせん断力 

ＡＳ 3 mm2 柱のせん断断面積 

ｆｔ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

Ｐ kN アンカーボルト 1 本あたりの引張力 

Ｖ kN 最大鉛直荷重 

Ｎ 本 アンカーボルト全本数 

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント 

Ｘi m 偏心距離 

Σｎ・Ｘⅰ
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本あたりのせん断力 

Ｑ4 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ｐa kN アンカーボルトの許容引張力 

Ｑａ kN アンカーボルトの許容せん断力 
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7.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏まえ選

定する。 

当該防水壁に生じる静水圧荷重及び風荷重は鋼板，はり及び柱に伝わり，柱を

固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼

板，はり，柱及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 7－1 に示す。 

 

 

 

正面図 

 

  

断面図 

 

図 7－1 評価対象部位 

  

アンカーボルト 

柱 

鋼板 

(状 d 名) はり 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

柱 

鋼板 

(状 d 名) 

取水槽外側 取水槽内側 
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7.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋Ｐｋ 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 

Ｐｋ：風荷重 

 

(2) 荷重の設定 

a. 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水の

密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出す

る。この時，実際に作用する静水圧荷重は，台形分布若しくは三角形分布であ

るが，柱においては，三角形分布に，鋼板及びはりにおいては，防水壁下端の

支配幅中心の静水圧が等分布に作用するものとして評価する。静水圧荷重の算

定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 7－2 に示す。 

 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈＰ・10-3 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重（kN/m2） 

ρo ：水の密度（t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈＰ ：水圧作用高さ（mm） 
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表 7－2 水圧作用高さ及び水の密度 

水圧作用高さ＊ 

ｈＰ（mm） 

水の密度 

ρo（t/m3） 

2500 1.03 

注記＊：柱に作用する最大静水圧の作用高さ 

 

b. 風荷重（Ｐｋ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風荷重作用高さを乗じた次式により算出する。当該防水壁は壁天端

まで浸水を考慮するため，風荷重を考慮しない。風荷重の算定に用いる風荷重

作用高さ及び風圧力を表 7－3 に示す。 

 

Ｐｋ＝ｗ・ｈｋ・10-3 

 

Ｐｋ：風荷重（kN/m） 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

ｈｋ ：風荷重作用高さ(mm) 

 

表 7－3 風荷重作用高さ及び風圧力 

風荷重作用高さ  

ｈｋ（mm） 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 

0 1.71 
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7.1.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，はり，柱及びアンカーボルトの使用材料を表 7－4

に示す。 

 

表 7－4 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-9 

はり SS400 L-65×65×8 

柱 SS400 H-200×200×8×12 

アンカーボルト SUS304 M20 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 7－5 の値とする。 

 

表 7－5 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 7－6 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 7－6 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SUS304（M20） 51 35 
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7.1.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，はり，柱及びアンカーボルトに発生する応力より

算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 7－2 に

示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重  

ｗ1＝Ｐｈ 1・ｂ 1・10-3＋Ｐｋ 

 

ｗ1 ：鋼板に作用する静水圧荷重及び風荷重を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ 1 ：鋼板に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

ｂ1 ：鋼板に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｐｋ  ：風荷重(kN/m) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ1＝ｗ 1・（Ｌ 1・10-3）2／8 

 

σ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ1 ：鋼板の短辺長さ（mm） 
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 平面図               正面図 

図 7－2 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) はり 

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 7－3 に

示す。 

 

a. 単位長さあたりの等分布荷重  

ｗ2＝Ｐｈ 2・ｂ 2・10-3＋Ｐｋ 

 

ｗ2 ：はりに作用する静水圧荷重及び風荷重を考慮した荷重(kN/m) 

Ｐｈ 2 ：はりに作用する静水圧荷重(kN/m2) 

ｂ2 ：はりに作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｐｋ ：風荷重(kN/m) 

 

b. はりに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

Ｍ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σ2 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：はりの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：はりの断面係数（mm3） 

Ｌ2 ：はりの支持スパン（mm） 

  

Ｌ１ 

ｗ1 
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c. はりに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／ＡＳ2 

Ｑ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τ2 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：はりのせん断力（kN） 

ＡＳ 2 ：はりのせん断断面積（mm2） 

Ｌ2 ：はりの支持スパン(mm)  

 

 

 

図 7－3 はりに作用する荷重の例 

 

(3) 柱 

柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとして次式により算出し，

柱の短期許容応力度以下であることを確認する。なお静水圧荷重は，柱の支配幅

（＝間隔）を乗じた荷重が三角形分布に作用するものとし，風荷重は，柱の支配

幅（＝間隔）を乗じた荷重が等分布に作用するものとして安全側に評価する。柱

に作用する荷重の例を図 7－4 に示す。 

 

a. 柱に作用する荷重（静水圧荷重，風荷重） 

Ｐ3＝Ｐｈ・ｂ3・10-3 

Ｐk3＝ｗ・ｂ 3・10-3 

 

Ｐ3 ：柱に作用する静水圧荷重(kN/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ｂ3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

Ｐk3 ：柱に作用する風荷重(kN/m) 

ｗ   ：風圧力（kN/m2） 

  

Ｌ2 

ｗ2 
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b. 柱に生じる曲げ応力度 

σ3＝（Ｍ P3＋Ｍk3）・106／Ｚ 3 

ＭP3＝Ｐ3・Ｌ3
2・10-3／6 

Ｍk3＝Ｐk3・Ｌ k1・Ｌk2・10-3 

 

σ3 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ＭP3 ：柱の静水圧荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｍk3  ：柱の風荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3 ：柱の断面係数（mm3） 

Ｐ3 ：柱に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ3 ：柱全長（mm） 

Ｐk3  ：柱に作用する風荷重（kN/m） 

Ｌk1  ：風荷重作用高さ（mm） 

Ｌk2  ：風荷重を集中荷重にした時の作用位置（mm） 

 

 

c. 柱に生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｑ P3＋Ｑk3・103）／ＡＳ3 

ＱP3＝Ｐ3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑk3＝Ｐk3・Ｌ k1・10-3
 

 

τ3 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ＱP3 ：柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 

Ｑk3 ：柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｐ3 ：柱に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

ＡS3 ：柱のせん断断面積（mm2） 

Ｌ3 ：柱全長（mm） 

Ｐk3  ：柱に作用する風荷重（kN/m） 

Ｌk1  ：風荷重作用高さ（mm） 
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d. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に基

づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

√σ3
2+3∙τ3

2 ≤ ft 

 

σ3 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ3 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

 

  

  平面図               正面図 

 

図 7－4 柱に作用する荷重の例 

 

  

ｗ3 
Ｌ3 



 

114 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
5 
R1
 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針・同解説」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認

する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 7－5 に示す。 

 

Ｐ＝Ⅴ/Ｎ-Ｍ・Ｘi/Σn・Ｘi2 

 

Ｐ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（kN） 

Ｖ：最大鉛直荷重（kN） 

Ｎ：アンカーボルト全本数（本） 

Ｍ：最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｘi：偏心距離（m） 

∑n・Ｘi
2：2 次モーメントの合計値（m2） 

 

Ｑ＝Ｑ4/Ｎ 

 

Ｑ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力（kN） 

Ｑ4：柱に生じる最大せん断力(kN) 

Ｎ：アンカーボルト全本数（本） 

 

さらに，照査においては以下を確認する。 

 

(Ｐ/Ｐa)2+(Ｑ/Ｑa)2≦1 

 

Ｐ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（kN） 

Ｑ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力（kN） 

Ｐa：アンカーボルトの許容引張力（kN） 

Ｑa：アンカーボルトの許容せん断力（kN） 

 

図 7－5 アンカーボルトに生じる荷重の例 

  

Ｑ
ｄ 4
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7.1.6 評価条件 

「7.1.5 評価方法」に用いる入力値を表 7－7 に示す。 

 

表 7－7 強度評価に用いる入力値(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ρo t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈp mm 水圧作用高さ 2500 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 0 

鋼板 

Ｐｈ 1 kN/m2 鋼板に作用する静水圧荷重 18.43 

ｂ１ mm 鋼板に作用する荷重の負担幅 1000 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 0.37 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 400 

はり 

Ｐｈ 2 kN/m2 はりに作用する静水圧荷重 19.95 

ｂ2 mm はりに作用する荷重の負担幅 300 

Ｍ2 kN・m はりの曲げモーメント 1.26 

Ｚ2 mm3 はりの断面係数 7.96×103 

Ｌ2 mm はりの支持スパン 1300 

Ｑ2 kN はりのせん断力 3.89 

ＡＳ 2 mm2 はりのせん断断面積 2700 

柱 

Ｐh kN/m2 静水圧荷重 25.25 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1500 

Ｐｋ 3 kN/m 柱に作用する風荷重 2.57 

ＭP3 kN・m 柱の静水圧荷重による曲げモーメント 39.46 

Ｍk3 kN・m 柱の風荷重による曲げモーメント 0 

Ｚ3 mm3 柱の断面係数 4.72×105 

Ｌ3 mm 柱全長 2500 

Ｌk1 mm 風荷重作用高さ 0 

Ｌk2 mm 風荷重を集中荷重にした時の作用位置 2500 

ＱP3 kN 柱の静水圧荷重によるせん断力 47.35 

Ｑk3 kN 柱の風荷重によるせん断力 0 

ＡＳ 3 mm2 柱のせん断断面積 1408 

ｆｔ N/mm2 短期許容曲げ応力度 235 
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表 7－7 強度評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

アンカー 

ボルト 

Ｐ kN アンカーボルト 1 本あたりの引張力 38.72 

Ｖ kN 最大鉛直荷重 0 

Ｎ 本 アンカーボルト全本数 8 

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント 39.46 

Ｘi m 偏心距離 0.105 

Σｎ・Ｘⅰ
2 m2 2 次モーメントの合計値 0.107 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本あたりのせん断力 5.92 

Ｑ4 kN 柱に生じる最大せん断力 47.35 

Ｐa kN アンカーボルトの許容引張力 51 

Ｑａ kN アンカーボルトの許容せん断力 35 
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8. 評価結果 

防水壁の強度評価結果を表 8－1～表 8－5 に示す。防水壁の各部材の断面検定を行っ

た結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，防水壁が構造健全性を有

することを確認した。 

 

表 8－1 強度評価結果（タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 59 N/mm2 235 N/mm2 0.26 

胴縁 

曲げ 36 N/mm2 229 N/mm2 0.16 

せん断 18 N/mm2 135 N/mm2 0.14 

組合せ 48 N/mm2 235 N/mm2 0.21 

柱 

曲げ 59 N/mm2 223 N/mm2 0.27 

せん断 42 N/mm2 135 N/mm2 0.32 

組合せ 94 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

アンカー

ボルト 
せん断 19 kN 58 kN 0.33 
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表 8－2 強度評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 115 N/mm2 235 N/mm2 0.49 

胴縁 

曲げ（強軸） 43 N/mm2 178 N/mm2 0.25 

曲げ（弱軸） 18 N/mm2 235 N/mm2 0.08 

せん断 16 N/mm2 135 N/mm2 0.12 

組合せ 67 N/mm2 235 N/mm2 0.29 

柱 

曲げ（強軸） 66 N/mm2 304 N/mm2 0.22 

曲げ（弱軸） 8 N/mm2 325 N/mm2 0.03 

せん断 47 N/mm2 187 N/mm2 0.26 

圧縮 2 N/mm2 217 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.26 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

112 N/mm2 325 N/mm2 0.35 

はり 

曲げ（強軸） 109 N/mm2 310 N/mm2 0.36 

曲げ（弱軸） 2 N/mm2 325 N/mm2 0.01 

せん断 34 N/mm2 187 N/mm2 0.19 

圧縮 6 N/mm2 210 N/mm2 0.03 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.40 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

131 N/mm2 325 N/mm2 0.41 

アンカー

ボルト 

引張 31 kN 76 kN 0.41 

せん断 24 kN 58 kN 0.42 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.34 
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表 8－3 強度評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 89 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

胴縁 

曲げ（強軸） 12 N/mm2 202 N/mm2 0.06 

曲げ（弱軸） 22 N/mm2 235 N/mm2 0.10 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05 

組合せ 36 N/mm2 235 N/mm2 0.16 

柱 

曲げ（強軸） 15 N/mm2 318 N/mm2 0.05 

曲げ（弱軸） 23 N/mm2 325 N/mm2 0.08 

せん断 16 N/mm2 187 N/mm2 0.09 

圧縮 2 N/mm2 268 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.14 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

49 N/mm2 325 N/mm2 0.16 

はり 

曲げ（強軸） 16 N/mm2 322 N/mm2 0.05 

曲げ（弱軸） 2 N/mm2 325 N/mm2 0.01 

せん断 11 N/mm2 187 N/mm2 0.06 

圧縮 11 N/mm2 306 N/mm2 0.04 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.10 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

35 N/mm2 325 N/mm2 0.11 

水平ブレー

ス 
圧縮 22 N/mm2 100 N/mm2 0.22 

アンカー 

ボルト 

引張 11 kN 83 kN 0.14 

せん断 16 kN 58 kN 0.28 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.10 
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表 8－4 強度評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁）(1/2) 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

胴縁 

曲げ（強軸） 4 N/mm2 217 N/mm2 0.02 

曲げ（弱軸） 1 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 3 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

圧縮 1 N/mm2 143 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.04 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

8 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

根太 

曲げ（強軸） 7 N/mm2 181 N/mm2 0.04 

曲げ（弱軸） 10 N/mm2 235 N/mm2 0.05 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

組合せ 18 N/mm2 235 N/mm2 0.08 

柱 

曲げ（強軸） 3 N/mm2 232 N/mm2 0.02 

曲げ（弱軸） 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 5 N/mm2 135 N/mm2 0.04 

圧縮 4 N/mm2 222 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.07 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

16 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

はり 

曲げ（強軸） 17 N/mm2 225 N/mm2 0.08 

曲げ（弱軸） 59 N/mm2 235 N/mm2 0.26 

せん断 13 N/mm2 135 N/mm2 0.10 

圧縮 4 N/mm2 172 N/mm2 0.03 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.37 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

84 N/mm2 235 N/mm2 0.36 
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表 8－4 強度評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁）(2/2) 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

斜材 

曲げ（強軸） 12 N/mm2 220 N/mm2 0.06 

曲げ（弱軸） 36 N/mm2 235 N/mm2 0.16 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

圧縮 6 N/mm2 160 N/mm2 0.04 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.26 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

57 N/mm2 235 N/mm2 0.25 

アンカー

ボルト 

引張 20 kN 71 kN 0.29 

せん断 7 kN 49 kN 0.15 

組合せ 

（引張＋せん断） 
― ― ― ― 0.10 
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表 8－5 強度評価結果（取水槽除じん機エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 
曲げ 28 N/mm2 235 N/mm2 0.12 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

はり 
曲げ 159 N/mm2 235 N/mm2 0.68 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

柱 

曲げ 84 N/mm2 235 N/mm2 0.36 

せん断 34 N/mm2 135 N/mm2 0.26 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 
102 N/mm2 235 N/mm2 0.44 

アンカーボルト 

引張 39 kN 51 kN 0.77 

せん断 6 kN 35 kN 0.18 

組合せ  

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.61 

 

 



 

 

 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

 

 

Ⅵ-3-別添 3-2-6 水密扉の強度計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

目  次 

 

1. 概要 ····································································· 1 

2. 一般事項 ································································· 2 

2.1 検討対象水密扉一覧 ···················································· 2 

2.2 配置概要 ······························································ 3 

2.3 構造計画 ······························································ 5 

2.4 評価方針 ······························································ 9 

2.5 適用規格・基準等 ····················································· 13 

2.6 記号の説明 ··························································· 14 

3. 強度評価方法 ···························································· 24 

3.1 タービン建物地下 1 階水密扉（水密扉 No.1，No.2，No.3，No.4） ·········· 24 

3.1.1 評価対象部位 ····················································· 24 

3.1.2 荷重及び荷重の組合せ ············································· 28 

3.1.3 許容限界 ························································· 32 

3.1.4 評価方法 ························································· 36 

3.1.5 評価条件 ························································· 53 

3.2 取水槽除じん機エリア水密扉（東）,（西）（水密扉 No.5，No.6） ········· 58 

3.2.1 評価対象部位 ····················································· 58 

3.2.2 荷重及び荷重の組合せ ············································· 60 

3.2.3 許容限界 ························································· 62 

3.2.4 評価方法 ························································· 64 

3.2.5 評価条件 ························································· 79 

3.3 取水槽除じん機エリア水密扉（北）（水密扉 No.7） ······················ 85 

3.3.1 評価対象部位 ····················································· 85 

3.3.2 荷重及び荷重の組合せ ············································· 87 

3.3.3 許容限界 ························································· 89 

3.3.4 評価方法 ························································· 91 

3.3.5 評価条件 ························································· 97 

4. 評価結果 ································································ 99 

 

 



 

1 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づ

き，浸水防止設備であるタービン建物復水器エリア水密扉及び取水槽除じん機エリア水

密扉（以下「水密扉」という。）が，地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸

水に伴う津波荷重及び余震による荷重又は地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの

津波の流入に伴う津波荷重及び風を考慮した荷重に対して，十分な構造健全性及び止水

性を有していることを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 検討対象水密扉一覧 

検討対象の水密扉を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 検討対象水密扉一覧 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL(m) 

1 タービン建物地下 1 階 復水系配管室北側水密扉  2.0 

2 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南側水密扉 2.0 

3 タービン建物地下 1 階 封水回収ポンプ室北側水密扉 0.25 

4 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南東側水密扉 2.0 

5 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 8.8 

6 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 8.8 

7 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 8.8 
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2.2 配置概要 

水密扉の設置位置図を図 2－1 及び図 2－2 に示す。 

PN

2

1 3

4
 

 

1 タービン建物地下 1 階 復水系配管室北側水密扉 

2 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南側水密扉 

3 タービン建物地下 1 階 封水回収ポンプ室北側水密扉 

4 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南東側水密扉 

図 2－1 水密扉の設置位置図（タービン建物地下 1 階） 

  

タービン建物 EL 2000 
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5 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

6 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 

7 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 

図 2－2 水密扉の設置位置図（取水槽除じん機エリア） 

  

取水槽除じん機エリア EL 8800 

7 

6 5 
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2.3 構造計画 

水密扉の構造計画を表 2－2～表 2－5 に示す。 

 

表 2－2 水密扉の構造計画（水密扉 No.1，No.2，No.4） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（差込形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

扉枠 カンヌキ 

ヒンジ 

床面 

扉板 
芯材 

建物 
（躯体） 

建物 
（躯体） 

扉板 

アンカー 
ボルト 

アンカー 
ボルト 
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表 2－3 水密扉の構造計画（水密扉 No.3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（差込形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はパネル部

へ接合される構

造 と す る 。 ま

た，パネル部は

アンカーボルト

により躯体へ固

定する構造とす

る 

扉部と躯体との

間にパネル部を

有 す る 構 造 と

し，扉部とパネ

ル部により構成

する。扉部は片

開型の鋼製扉と

し，鋼製の扉板

に 芯 材 を 取 付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉とパネ

ル部の接続はヒ

ンジを介する構

造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

扉枠 カンヌキ 

ヒンジ 
アンカー 
ボルト 

床面 

建物 
（躯体） 

扉板 

扉板 

芯材 

アンカー
ボルト 

アンカー
ボルト 

はり 

はり 
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表 2－4 水密扉の構造計画（水密扉 No.5，No.6） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時及び扉

閉止時ともに，

水密扉戸当り用

支柱，外部縦柱

及び上下レール

により扉板と防

水壁とを一体化

させる構造とす

る。 

上下レールは水

密扉戸当り用支

柱及び外部縦柱

に支えられてお

り，水密扉戸当

り用支柱及び外

部縦柱はアンカ

ーボルトにより

躯体へ固定する

構造とする。 

 

スライド式の鋼

製扉とし，鋼製

の扉板に芯材を

取付け，外部縦

柱に設置された

締付ボルトによ

り扉と一体化さ

せ る 構 造 と す

る。 

なお，扉には車

輪を装備し，レ

ール上を移動す

る構造とする。 

 

 

 

  

外部縦柱 

アンカーボルト 

外部縦柱 

扉板 

芯材 

水 密 扉 戸 当 り

用支柱 

アンカーボルト 

芯材 

取水槽（躯体） 

取水槽（躯体） 

扉板 

外部縦柱 

防水壁 

（取水槽側） （外側） 

締付ボルト 

締付ボルト 

固定プレート 

固定プレート 

外部縦柱 

固定ボルト 

外部縦柱固定ボルト 
車輪 レール 

レール 

車輪 
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表 2－5 水密扉の構造計画（水密扉 No.7） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（差込形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠は水密扉戸

当り用支柱を介

してアンカーボ

ルトにより躯体

へ固定する構造

とする。 

片開型の鋼製扉

とし，扉板に厚

みを持たせた一

枚板の構造とす

る。 

扉に設置された

カンヌキ（差込

形）を鋼製の扉

枠に差込み，扉

と扉枠を一体化

させる構造とす

る。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

扉枠 

扉板 

ヒンジ 取水槽 
（躯体） 

アンカーボルト 

水 密 扉 戸 当

り用支柱 

扉枠 

カンヌキ 

カンヌキ 
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2.4 評価方針 

水密扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，水密扉の評

価対象部位に作用する応力等が許容限界内に収まることを，各設備の「3. 強度評価

方法」に示す方法により，各設備の「3.1.5 評価条件」，「3.2.5 評価条件」及び

「3.3.5 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，応力評価の確認結果を「4． 

評価結果」にて確認する。 

水密扉の強度評価フローを図 2－3～図 2－5 に示す。水密扉の強度評価においては，

その構造を踏まえ，静水圧荷重，風荷重及び余震に伴う荷重の作用方向及び伝達経路

を考慮し，評価対象部位を設定する。 

 

(1) 水密扉 No.1，No.2，No.4 

水密扉 No.1，No.2，No.4 の強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的

解析により，扉板，芯材，カンヌキの発生応力及びアンカーボルトの発生荷重を算

定し，許容限界との比較を行う。 

 

(2) 水密扉 No.3 

水密扉 No.3 の強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析により，

扉部（扉板，芯材，カンヌキ）及びパネル部（パネル板，パネル芯材，柱，はり）

の発生応力並びにアンカーボルトの発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

(3) 水密扉 No.5，No.6 

水密扉 No.5，No.6 の強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析に

より，扉板，芯材，水密扉戸当り用支柱，外部縦柱，外部縦柱固定ボルト，締付ボ

ルト，固定プレート及びアンカーボルトの発生応力を算定し，許容限界との比較を

行う。 

 

(4) 水密扉 No.7 

水密扉 No.7 の強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析により，

扉板，水密扉戸当り用支柱及びアンカーボルトの発生応力を算定し，許容限界との

比較を行う。 
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図 2－3 水密扉（No.1，No.2，No.3，No.4）の強度評価フロー 

  

水密扉の設計 

解析モデル設定 入力地震動の設定 

余震 

設計震度
＊
の設定 

荷重及び荷重の 

組合せの設定 

評価式による計算 

応力の計算 

扉板，芯材，カンヌキ，パネル板，

パネル芯材，柱，はり及び 

アンカーボルトの応力評価 

・曲げ 

・せん断 

・引張 

・組合せ 

Ⅵ-2-2-7 

「タービン建物の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：材料物性の不確かさ

を考慮する。 
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図 2－4 水密扉（No.5，No.6）の強度評価フロー 

  

水密扉の設計 荷重及び荷重の 

組合せの設定 

評価式による計算 

応力の計算 

扉板，芯材，水密扉戸当り用支柱，外部

縦柱，外部縦柱固定ボルト，締付ボル

ト，固定プレート及びアンカーボルトの

応力評価 

・曲げ 

・せん断 

・引張 

・組合せ 
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図 2－5 水密扉（No.7）の強度評価フロー 

  

水密扉の設計 荷重及び荷重の 

組合せの設定 

評価式による計算 

応力の計算 

扉板，水密扉戸当り用支柱及びアンカー

ボルトの応力評価 

・曲げ 

・せん断 

・引張 

・組合せ 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

(4) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材 

(6) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

(7) ＪＩＳ Ｂ １０５４－１－2013 耐食ステンレス鋼製締結用部品の機械的性質 

(8) 水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版（公益社団法人 日本水道協会） 
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2.6 記号の説明 

水密扉の強度評価に用いる記号を表 2－6～表 2－9 に示す。 

 

表 2－6 強度評価に用いる記号（水密扉 No.1，No.2，No.3，No.4）(1/2) 

記号 単位 定義 

Ｈ mm 浸水深さ 

ｈ mm 水圧作用高さ 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

β － 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 

αＨ － 水平方向の設計震度 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 

Ｍ1 kN・m/m 扉板の曲げモーメント 

ｗ1 kN/m2 扉板に作用する等分布荷重 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 

Ｐｄ kN/m2 扉下端に作用する動水圧荷重 

Ｓｄ 1 kN/m2 扉板に生じる余震による地震荷重 

ｔ mm 扉板の厚さ 

ρｓ t/m3 扉板の密度 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 

Ｍ2 kN・m 芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN 芯材のせん断力 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 

ｗ2 kN/m 芯材に作用する等分布荷重 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 

Ｓｄ 2 kN/m 芯材に生じる余震による地震荷重 

ｍ2 kg/m 芯材の質量分布 

σ2 N/mm2 芯材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 

τ2 N/mm2 芯材のせん断応力度 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 

Ｒ3 kN/本 カンヌキに生じる静水圧荷重及び余震荷重に対する反力 

ＬＬ mm 躯体開口部の高さ 

ＬＳ mm 躯体開口部の幅 

ｎ3 本 カンヌキの本数 

Ｍ3 kN・m カンヌキの曲げモーメント 

Ｌ3 mm カンヌキの突出長さ 

Ｑ3 kN カンヌキのせん断力 

ｓｆｔ 3 N/mm2 カンヌキの短期許容引張応力度 

σｂ 3 N/mm2 カンヌキの曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 
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表 2－6 強度評価に用いる記号（水密扉 No.1，No.2，No.3，No.4）(2/2) 

記号 単位 定義 

τ3 N/mm2 カンヌキのせん断応力度 

Ａ3 mm2 カンヌキのせん断断面積 

Ｑ4 kN 
上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負担する

せん断力 

Ｑ4Ａ kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑ4Ｂ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 

Ｔ4 kN 
上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負担する

引張力 

Ｔ4Ａ kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔ4Ｂ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｒ4 kN アンカーボルトに生じる静水圧荷重及び余震荷重に対する反力 

ＷＤ kN 扉重量 

ＷＤＷ kN 扉枠重量 

ｎ41 本 せん断力を負担する 1 辺のアンカーボルトの本数 

ｎ42 本 引張力を負担する 1 辺のアンカーボルトの本数 
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表 2－7 パネル部の強度評価に用いる記号（水密扉 No.3）(1/2) 

記号 単位 定義 

Ｍ1 kN・m/m パネル板の曲げモーメント 

Ｇ1 kN/m2 パネル板の自重 

αＨ － 水平方向の設計震度 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 

Ｐｄ kN/m2 扉下端に作用する動水圧荷重 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 

σｂ 1 N/mm2 パネル板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 

Ｍ2 kN・m パネル芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN パネル芯材のせん断力 

Ｇ2 kN/m パネル芯材の自重 

Ｌ2 mm パネル芯材の長さ 

ｂ2 mm パネル芯材の支配幅 

σｂ 2 N/mm2 パネル芯材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 

τ2 N/mm2 パネル芯材のせん断応力度 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 

σｂｘ 3 N/mm2 柱の強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱の弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

τｘ 3 N/mm2 柱の強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱の弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱の軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

σｂｘ 4 N/mm2 はりの強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりの弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 
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表 2－7 パネル部の強度評価に用いる記号（水密扉 No.3）(2/2) 

記号 単位 定義 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 はりの強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりの弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりの軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

Ｑ5Ａ kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑ5Ｂ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 

Ｔ5Ａ kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔ5Ｂ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 
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表 2－8 強度評価に用いる記号（水密扉 No.5，No.6）(1/4) 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｗ kN/m2 風圧力 

ｈｈ mm 水圧作用高さ 

Ｐｋ kN/m 風荷重 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 

Ｍ１ kN・m 扉板の曲げモーメント 

Ｓ１ kN 扉板のせん断力 

Ｐ１ kN/m 静水圧荷重及び風荷重を考慮した荷重 

Ｐｈ１ kN/m 扉板に作用する静水圧荷重 

Ｐｋ１ kN/m 扉板に作用する風荷重 

Ｌ１ mm 扉板の長さ 

Ｍ２ kN・m 水密扉戸当り用支柱の風荷重による曲げモーメント 

Ｓ２ kN 水密扉戸当り用支柱の風荷重によるせん断力 

Ｐｋ２ kN/m 水密扉戸当り用支柱に作用する風荷重 

Ｌ２ mm 水密扉戸当り用支柱の風荷重作用高さ 

Ｌ３ mm 水密扉戸当り用支柱の風荷重を集中荷重にした時の作用位置 

Ｍ３ kN・m 水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

Ｓ３ kN 水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重によるせん断力 

Ｐｈ３ kN/m 水密扉戸当り用支柱に作用する静水圧荷重 

ｈｈ３ mm 水密扉戸当り用支柱の静水圧作用高さ 

Ｌ４ mm 水密扉戸当り用支柱の部材長 

Ｍ４ kN・m 水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント 

Ｓ４ kN 水密扉戸当り用支柱のせん断力 

Ｍ５ kN・m 芯材の曲げモーメント 

Ｓ５ kN 芯材のせん断力 

Ｐｈ５ kN/m 芯材に作用する静水圧荷重 

Ｌ５ mm 対象芯材の長さ 
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表 2－8 強度評価に用いる記号（水密扉 No.5，No.6）(2/4) 

記号 単位 定義 

Ｍ６ kN・m 外部縦柱の風荷重による曲げモーメント 

Ｓ６ kN 外部縦柱の風荷重によるせん断力 

Ｐｋ６ kN/m 外部縦柱に作用する風荷重 

Ｌ６ mm 外部縦柱の風荷重作用長 

Ｌ７ mm 外部縦柱の風荷重を集中荷重にした時の作用位置 

Ｍ７ kN・m 外部縦柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

Ｓ７ kN 外部縦柱の静水圧荷重によるせん断力 

Ｐｈ７ kN/m 外部縦柱に作用する静水圧荷重 

ｈｈ７ mm 外部縦柱の静水圧作用高さ 

Ｍ８ kN・m 外部縦柱の曲げモーメント 

Ｓ８ kN 外部縦柱のせん断力 

Ｆｎ１ kN/本 締付ボルト 1 本あたりの作用荷重 

ＦＡ kN 風荷重及び静水圧荷重による全体作用荷重 

ｎ１ 本 締付ボルト全本数 

Ｆ１ kN 風荷重 

Ｆ２ kN 静水圧荷重 

Ｌ８ m 風荷重作用長 

Ｌ９ m 外部縦柱スパン長 

Ｗ５ kN/m2 静水圧 

Ｌ１０ m 扉高さ 

Ｍ９ kN･mm 固定プレートの曲げモーメント 

Ｆｎ２ kN/枚 固定プレート 1 枚あたりに作用する荷重 

Ｌｐ ㎜ 固定プレート固定端から締付ボルトまでの距離 

Ｑ９ kN 固定プレートのせん断力 

ＴＡ１ kN/本 アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

ＱＡ１ kN/本 アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

ＶＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱下端の鉛直荷重 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 

ＭＡ１ kN・m 水密扉戸当り用支柱下端の水平力による曲げモーメント 

ｘｉＡ１ mm 偏心距離 

∑ｎ・ 

ｘｉＡ１
2 

mm2 2 次モーメントの合計値 

ＳＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱下端の水平力によるせん断力 
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表 2－8 強度評価に用いる記号（水密扉 No.5，No.6）(3/4) 

記号 単位 定義 

σ１ N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｚ１ mm3 扉板の断面係数 

τ１ N/mm2 扉板のせん断応力度 

ｈ１ mm 単位幅あたり高さ 

ｔ１ mm 扉板の厚さ 

σ４ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度 

Ｚ４ mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 

τ４ N/mm2 水密扉戸当り用支柱のせん断応力度 

ｈ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 

ｔ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

σ５ N/mm2 芯材の曲げ応力度 

Ｚ５ mm3 芯材の断面係数 

τ５ N/mm2 芯材のせん断応力度 

ｈ５ mm 荷重負担幅 

ｔ５ mm せん断抵抗部材の厚さ 

σ８ N/mm2 外部縦柱の曲げ応力度 

Ｚ８ mm3 外部縦柱の断面係数 

τ８ N/mm2 外部縦柱のせん断応力度 

ｈ８ mm 外部縦柱のウェブ高 

ｔ８ mm 外部縦柱のウェブ厚 

σ９ N/mm2 固定プレートの曲げ応力度 

Ｚ９ mm3 固定プレートの断面係数 

τ９ N/mm2 固定プレートのせん断応力度 

ｈ９ mm 固定プレートの長さ 

ｔ９ mm 固定プレートの厚さ 
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表 2－8 強度評価に用いる記号（水密扉 No.5，No.6）(4/4) 

記号 単位 定義 

σ１０ N/mm2 外部縦柱固定ボルトの引張応力度 

Ｐ１ N 外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作用する引張力 

Ａ１ mm2 外部縦柱固定ボルトの断面積 

Ｍ１０ kN･m 外部縦柱固定部の曲げモーメント 

Ｌ１１ m 固定端から内側のボルトまでの距離 

Ｌ１２ m 固定端から外側のボルトまでの距離 

τ１０ N/mm2 外部縦柱固定ボルトのせん断応力度 

Ｑ１０ N 外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作用するせん断力 

Ｎ１０ kN 外部縦柱固定部のせん断力 

ｎ１０ 本 外部縦柱固定ボルトの本数 

Ｔａ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 
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表 2－9 強度評価に用いる記号（水密扉 No.7）(1/2) 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ｈｈ mm 水圧作用高さ 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｐｋ kN/m 風荷重 

ｗ kN/m2 風圧力 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 

Ｍ１ kN・m 扉板の曲げモーメント 

Ｍｘ１ - 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｐｈ１ kN/m 扉板に作用する静水圧荷重 

Ｌ１ mm 短辺方向の長さ 

Ｍ２ kN・m 水密扉戸当り用支柱の風荷重による曲げモーメント 

Ｓ２ kN 水密扉戸当り用支柱の風荷重によるせん断力 

Ｐｋ２ kN/m 水密扉戸当り用支柱に作用する風荷重 

Ｌ２ mm 水密扉戸当り用支柱の風荷重作用高さ 

Ｌ３ mm 水密扉戸当り用支柱の風荷重を集中荷重にした時の作用位置 

Ｍ３ kN・m 水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

Ｓ３ kN 水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重によるせん断力 

Ｐｈ３ kN/m 水密扉戸当り用支柱に作用する静水圧荷重 

Ｌ４ mm 水密扉戸当り用支柱の静水圧作用高さ 

Ｍ４ kN・m 水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント 

Ｓ４ kN 水密扉戸当り用支柱のせん断力 

ＴＡ１ kN/本 アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

ＱＡ１ kN/本 アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

ＶＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱下端の鉛直荷重 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 

ＭＡ１ kN・m 水密扉戸当り用支柱下端の水平力による曲げモーメント 

ｘｉＡ１ mm 偏心距離 

∑ｎ・ 

ｘｉＡ１
2 

mm2 2 次モーメントの合計値 

ＳＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱下端の水平力によるせん断力 
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表 2－9 強度評価に用いる記号（水密扉 No.7）(2/2) 

記号 単位 定義 

σ１ N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｚ１ mm3 扉板の断面係数 

σ４ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度 

Ｚ４ mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 

τ４ N/mm2 水密扉戸当り用支柱のせん断応力度 

ｈ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 

ｔ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

Ｔａ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 
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3. 強度評価方法 

3.1 タービン建物地下 1 階水密扉（水密扉 No.1，No.2，No.3，No.4） 

3.1.1 評価対象部位 

水密扉及びパネル部の評価対象部位は，「2.2 構造計画」に示す構造上の特

徴を踏まえ選定する。 

 

(1) 水密扉 No.1，No.2，No.4 

水密扉を開く方向に外部から生じる静水圧荷重及び余震に伴う荷重（以下「負

圧」という。）は，扉板から芯材に伝わり，カンヌキに伝達され，扉枠を固定す

るアンカーボルトを介し，開口部周囲の躯体に伝達されることから，評価対象部

位は扉板，芯材，カンヌキ及びアンカーボルトとする。 

水密扉を閉める方向に外部から生じる静水圧荷重及び余震に伴う荷重（以下

「正圧」という。）は，扉板から芯材を介し扉枠に伝わり，扉枠を固定するアン

カーボルトを介し，開口部周囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉

板，芯材及びアンカーボルトとする。 

アンカーボルトについては，荷重を伝達する芯材の取付け方向又は扉板の辺長

比を踏まえ，水平方向に芯材を配置する構造若しくは扉板の短辺方向へ支配的に

荷重を伝達する構造である場合はヒンジ側及び扉開閉側のアンカーボルトを，鉛

直方向に芯材を配置する場合は扉上部側及び扉下部側のアンカーボルトを評価対

象部位として選定する。 

 

(2) 水密扉 No.3 

水密扉の評価対象部位は，「(1) 水密扉 No.1，No.2，No.4」と同様である。 

パネル部に生じる静水圧荷重及び余震に伴う荷重は，パネル板，パネル芯材，

柱及びはりに伝わり，柱及びはりを固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達

されることから，評価対象部位は，パネル板，パネル芯材，柱，はり及びアンカ

ーボルトとする。 

なお，ヒンジについては，余震（弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）に伴う

荷重の伝達経路となるが，Ⅵ-2-10-2-9「水密扉の耐震性についての計算書」の

検討に包絡されるため，本図書では評価対象外とする。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1 No.1，No.4 水密扉が開く方向に作用する荷重の作用図（負圧） 

  

   ：静水圧荷重及び余震に伴う荷重 

   ：評価対象部位に作用する荷重 

   ：評価対象部位 
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図 3－2 No.2 水密扉が閉まる方向に作用する荷重の作用図（正圧） 

  

   ：静水圧荷重及び余震に伴う荷重 

   ：評価対象部位に作用する荷重 

   ：評価対象部位 
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図 3－3 No.3 水密扉が開く方向に作用する荷重の作用図（負圧） 

   ：静水圧荷重及び余震に伴う荷重 

   ：評価対象部位に作用する荷重 

   ：評価対象部位 
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3.1.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.1.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水

の密度に当該部分の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算

出する。この時，扉下端に作用する静水圧荷重が等分布に作用するものとし

て，安全側に評価する。静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密

度を表 3－1 及び表 3－2 に示す。  

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ρｏ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 

 

 

表 3－1 水圧作用高さ及び水の密度（水密扉） 

水密扉

No. 

 

扉名称 

水圧作用 

高さ 

水の 

密度 

ｈ(mm) (t/m3) 

1 タービン建物地下 1 階 復水系配管室北側水密扉  3300 1.03 

2 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南側水密扉 3300 1.03 

3 タービン建物地下 1 階 封水回収ポンプ室北側水密扉 5050 1.03 

4 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南東側水密扉 3300 1.03 

 

  



 

29 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

表 3－2 水圧作用高さ及び水の密度（パネル部） 

水密扉

No. 
扉名称 部位 

水圧作用 

高さ 

水の 

密度 

ｈ(mm) (t/m3) 

3 
タービン建物地下 1 階 封水回収ポンプ

室北側水密扉 

鉛直部材 5050 1.03 

天井部材 2840 1.03 

 

(2) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び動水圧を考慮す

る。余震荷重は，水密扉の設置位置における水平方向の最大応答加速度から

設定する震度を用いて評価する。最大応答加速度を保守的に評価するために，

最大応答加速度の抽出位置は水密扉設置階と上階の最大値とする。 

強度評価に用いる震度は，材料物性の不確かさを考慮したものとしてⅣ-

2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」によることとし，水密扉の余震震

度を表 3－3 に示す。 

動水圧荷重は「水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版（公益社団法人 

日本水道協会）」（以下「水道施設耐震工法指針・解説」という。）に基づ

き，次式により算出する。この時，扉下端に作用する動水圧荷重が等分布に

作用するものとして，安全側に評価する。動水圧荷重の算出結果は表 3－4

及び表 3－5 に示す。 

 

-6
ｄ Ｈ ｏＰ β 7 / 8 α ρ Ｈ×ｈ×10     g  

 

Ｐｄ ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

β ：浸水エリアの幅と水深の比による補正係数（1.0） 

αＨ  ：水平方向の余震震度 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：浸水深さ(mm) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 
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表 3－3 余震震度 
 

建物 設置場所 
弾性設計用地震動 Sd の 

余震震度 

タービン建物 
EL 0.25m 

EL 2.0m 

水平αＨ 鉛直αＶ 

0.60 0.32 

 

表 3－4 動水圧荷重の算出結果（水密扉） 

水密

扉 No. 
扉名称 

浸水深さ 
水圧作用 

高さ 
動水圧荷重 

Ｈ(mm) ｈ(mm) (kN/m2) 

1 
タービン建物地下 1 階 復水系配管室

北側水密扉  
3300 3300 17.50 

2 
タービン建物地下 1 階 復水系配管室

南側水密扉 
3300 3300 17.50 

3 
タービン建物地下 1 階 封水回収ポン

プ室北側水密扉 
5050 5050 26.78 

4 
タービン建物地下 1 階 復水系配管室

南東側水密扉 
3300 3300 17.50 

 

表 3－5 動水圧荷重の算出結果（パネル部） 

水密

扉

No. 

扉名称 部位 
浸水深さ 

水圧作用 

高さ 
動水圧荷重 

Ｈ(mm) ｈ(mm) (kN/m2) 

3 
タービン建物地下 1 階 封水

回収ポンプ室北側水密扉 

鉛直 

部材 
5050 5050 26.78 

天井 

部材 
5050 2840 20.08 
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3.1.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋ＫＳｄ 

 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ＫＳｄ ：余震荷重（kN/m2） 
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3.1.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.1.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえ設定する。 
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3.1.3.1 使用材料 

水密扉を構成する，扉板，芯材，カンヌキ及びアンカーボルトの使用材料

を表 3－6 に示す。 

また，パネル部を構成するパネル板，柱，はり，パネル芯材及びアンカー

ボルトの使用材料を表 3－7 に示す。 

 

表 3－6 扉板，芯材，カンヌキ及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-16，PL-50 

芯材 SS400 
[-150×75×6.5×10 

[-250×90×11×14.5 

カンヌキ SUS304 80φ 

アンカーボルト SS400 M16，M20 

 

表 3－7 パネル板，柱，はり，パネル芯材及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

パネル板 SS400 PL-16 

柱 SS400 

BH-300×200×16×22 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり SS400 
H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

パネル芯材 SS400 [-300×90×9×13 

アンカーボルト SS400 M16，M24 
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3.1.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，2005 年改定）」（以下「Ｓ規準」という。）を踏まえて表 3－8

の値とする。 

 

表 3－8（1/2） 鋼材の許容限界（水密扉） 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 135 

SS400（40＜ｔ≦100）＊ 215 124 

SUS304 205 118 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

表 3－8（2/2） 鋼材の許容限界（パネル部） 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 2 曲げ＊ 2 せん断 

SS400（ｔ≦40）＊1 235 235 235 135 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.1.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」（以下「各種合成構造設計指

針・同解説」という。）に基づき算定した，表 3－9 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力および付着力により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボル

トがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により

決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコ

ーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

  



 

35 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

表 3－9 アンカーボルトの許容限界の算定値 

水密扉

No. 
扉名称 

許容耐力（kN/本） 

引張 せん断 

１ タービン建物地下 1 階 復水系配管室北側水密扉 29 25 

2 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南側水密扉 31 36 

3 タービン建物地下 1 階 封水回収ポンプ室北側水密扉 29 25 

4 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南東側水密扉 26 19 

  



 

36 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

3.1.4 評価方法 

水密扉及びパネル部の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.1.4.1 応力算定 

(1) 水密扉 

a. 扉板 

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける四辺固定の矩形版として算定

する。この時，扉下端に作用する静水圧荷重及び動水圧荷重が等分布に作

用するものとして，安全側に評価する。扉板に作用する荷重の例を図 3－

4 に示す。 

 

Ｍ1＝ｗ 1・Ｌ 11・10-3・（Ｌ 12・10-3） 2／12 

 

Ｍ1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

ｗ1＝Ｐｈ＋Ｐｄ＋Ｓｄ1 

ｗ1 ：扉板に作用する等分布荷重（kN/m2） 

Ｌ11 ：扉板の長辺長さ（mm） 

Ｌ12 ：扉板の短辺長さ（mm） 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｐｄ  ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

Ｓｄ 1＝ｔ・10-3・αＨ・ρｓ・g 

Ｓｄ 1 ：扉板に生じる余震による地震荷重（kN/m2） 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

ｔ ：扉板の厚さ（mm） 

ρｓ ：扉板の密度（t/m3） 

Ｌ12

Ｗ1

 

図 3－4 扉板に作用する荷重の例  
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b. 芯材 

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして次

式により算定する。なお，芯材の取付け方向は，水平・鉛直の 2 方向であ

り，両者とも扉下端に作用する動水圧荷重と静水圧荷重を加えた水圧に，

芯材の支配幅（＝間隔）を乗じた荷重及び余震による地震荷重が芯材に等

分布に作用するものとして安全側に評価する。芯材に作用する荷重の例を

図 3－5 に示す。 

 

Ｍ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3） 2／8 

Ｍ2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

 

ｗ2＝（Ｐｈ＋Ｐｄ）・ｂ 2・10-3＋Ｓｄ2 

Ｓｄ 2＝（ρｓ・ｂ2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g 

ｗ2 ：芯材に作用する等分布荷重（kN/m） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｐｄ ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

ｂ2 ：芯材に作用する荷重の負担幅（mm） 

Ｓｄ 2 ：芯材に生じる余震による地震荷重（kN/m） 

ρｓ ：扉板の密度（t/m3） 

ｔ ：扉板の厚さ（mm） 

ｍ2 ：芯材の質量分布（kg/m） 

αＨ ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度（m/s2） 

Ｌ2 ：芯材の支持スパン（mm） 

 

Ｌ２

Ｗ２

 

 

図 3－5 芯材に作用する荷重の例  
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c. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は次式により算定する。カンヌキは，静水圧荷重，

動水圧荷重及び扉重量による余震荷重を均等に負担するとして算定する。

カンヌキに作用する荷重の例を図 3－6 に示す。 

 

Ｒ3＝（（Ｐｈ＋Ｐｄ）・ＬＬ・ＬＳ・10-6＋ＷＤ・αＨ）／ｎ 3 

 

Ｒ３  ：カンヌキに生じる静水圧荷重及び余震荷重に対する反力 

（kN/本） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｐｄ  ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

ＬＬ  ：躯体開口部の高さ（mm） 

ＬＳ  ：躯体開口部の幅（mm） 

ＷＤ  ：扉重量（kN） 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

ｎ3 ：カンヌキの本数（本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 カンヌキに作用する荷重の例 

  

Ｒ3 
Ｐｈ＋Ｐｄ ＷＤ・αＨ 
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(a) カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，片持ちばりとして次式により算定する。カ

ンヌキに生じる荷重の例を図 3－7 に示す。 

 

Ｍ3 ＝Ｒ3・Ｌ 3・10-3 

 

Ｍ3 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｒ3 ：カンヌキに生じる静水圧荷重及び余震荷重に対する反力 

（kN/本） 

Ｌ3 ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

Ｑ3 ＝Ｒ3 

Ｑ3 ：カンヌキのせん断力（kN） 

 

 

 

 

 

 

図 3－7 カンヌキに生じる荷重の例 

 

  

Ｌ3 

 
Ｒ3 
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d. アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，静水圧荷重に余震荷重を加えた荷重を

左右もしくは上下に配置されたアンカーボルトに分配する。アンカーボル

トに生じる荷重の例を図 3－8 に示す。 

 

Ｑ4＝Ｔ 4＝Ｒ 4／2 

Ｑ4Ａ＝Ｑ 4／ｎ 41 

Ｔ4Ａ＝Ｔ 4／ｎ 42 

 

Ｑ4 ：上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負担する 

せん断力（kN） 

Ｑ4Ａ ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力（kN） 

Ｔ4 ：上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負担する 

引張力（kN） 

Ｔ4Ａ ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力（kN） 

Ｒ4＝（Ｐｈ＋Ｐｄ）・ＬＬ・ＬＳ・10-6＋（ＷＤ＋ＷＤＷ）・αＨ 

Ｒ4 ：アンカーボルトに生じる静水圧荷重及び余震荷重に対する反力 

（kN） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｐｄ  ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

ＬＬ  ：躯体開口部の高さ（mm） 

ＬＳ  ：躯体開口部の幅（mm） 

ＷＤ  ：扉重量（kN） 

ＷＤＷ  ：扉枠重量（kN） 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

ｎ41 ：せん断力を負担する 1 辺のアンカーボルトの本数（本） 

ｎ42 ：引張力を負担する 1 辺のアンカーボルトの本数（本） 

 

図 3－8 アンカーボルトに生じる荷重の例  

静水圧荷重及び余震荷重（Ｒ 4） 

T4 T4 
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(2) パネル部 

a. パネル板 

パネル板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとし

て次式により算定する。パネル板に作用する荷重の例を図 3－9 示す。 

 

Ｍ1＝（Ｇ 1・αＨ＋Ｐｈ＋Ｐｄ）・（Ｌ 1・10-3）2／8 

 

Ｍ1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｇ1 ：パネル板の自重（kN/m2） 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｐｄ  ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ1 ：パネル板の短辺長さ（mm） 

 

Ｌ１

Ｇ1・αＨ＋Ｐｈ＋Ｐｄ

 

図 3－9 パネル板に作用する荷重の例 
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b. パネル芯材 

パネル芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりと

して算定する。パネル芯材に作用する荷重の例を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ2＝{Ｇ 2・αＨ＋（Ｐｈ＋Ｐｄ）・ｂ 2・10-3}・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ2＝{Ｇ 2・αＨ＋（Ｐｈ＋Ｐｄ）・ｂ 2・10-3}・Ｌ 2・10-3／2 

 

Ｍ2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

Ｇ2 ：パネル芯材の自重（kN/m） 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｐｄ  ：扉下端に作用する動水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ2 ：パネル芯材の長さ（mm） 

ｂ2 ：パネル芯材の支配幅（mm） 

  

Ｌ2

Ｇ2・αＨ＋（Ｐｈ＋Ｐｄ）×ｂ2×10-3

 

 

図 3－10 パネル芯材に作用する荷重の例 
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c. 柱，はり及びアンカーボルト 

柱，はり及びアンカーボルトは，静水圧荷重及び余震に伴う荷重を受け

るはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定めた解析モデルに

置き換え，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応力を応力解析により

算定し，各許容限界との比較により強度評価を行う。解析に使用するコー

ドは，「ＫＡＮＳＡＳ２」である。なお，解析コードの検証及び妥当性の

確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。パネル部の評価モデルを図 3－11 に示す。 

解析に用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝205000(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝79000(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－11 パネル部の評価モデル 
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3.1.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値 

以下であることを確認する。 

 

(1) 水密扉 

a. 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であるこ

とを確認する。 

 

σ1 ＝（Ｍ1・106）／Ｚ 1 

 

σ1 ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ1 ：扉板の断面係数（mm3/m） 

 

b. 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

 

(a) 芯材に生じる曲げ応力度 

σ2 ＝（Ｍ2・106）／Ｚ 2 

 

σ2 ：芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：芯材の断面係数（mm3） 

 

(b) 芯材に生じるせん断応力度 

τ2 ＝（Ｑ2・103）／Ａ 2 

 

τ2 ：芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：芯材のせん断断面積（mm2） 
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c. カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキに生じる曲げ応力度 

σｂ 3＝（Ｍ 3・106）／Ｚ 3 

 

σｂ 3：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3 ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキに生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

 

τ3 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ａ3 ：カンヌキのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であること

を確認する。 

2 2
b 3 3 s t3σ 3 τ f    

σｂ 3 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τ3   ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

ｓｆｔ 3：カンヌキの短期許容引張応力度（N/mm2） 
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d. アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成

構造設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重

以下であることを確認する。 

 

Ｑ4Ａ／Ｑ 4Ｂ ≦1.0 

 

Ｑ4Ａ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力（kN） 

Ｑ4Ｂ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力（kN） 

 

Ｔ4Ａ／Ｔ 4Ｂ ≦1.0 

 

Ｔ4Ａ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力（kN） 

Ｔ4Ｂ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力（kN）  
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(2) パネル部 

a. パネル板 

パネル板に生じる曲げ応力度を算定し，パネル板の短期許容応力度以下

であることを確認する。 

 

σｂ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

 

σｂ 1 ：パネル板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ1 ：パネル板の断面係数（mm3/m） 

 

b. パネル芯材 

パネル芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，パネル芯材

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) パネル芯材に生じる曲げ応力度 

σｂ 2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

 

σｂ 2 ：パネル芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：パネル芯材の断面係数（mm3） 

 

(b) パネル芯材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

 

τ2 ：パネル芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：パネル芯材のせん断断面積（mm2） 
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c. 柱 

柱に生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度を算定し，柱の短期

許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

 

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3 ：柱の強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 3 ：柱の弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

(b) 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

 

τｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断断面積（mm2）  
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(c) 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）3＝（Ｎｃ（ｔ） 3・103）／Ａｇ3 

 

σｃ（ｔ）3 ：柱の軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3 ：柱の断面積（mm2） 

 

(d) 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式に

より算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3/ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ 3/ｓｆｂｙ 3 ＋  σc（ｔ） 3/ｓｆc（ｔ） 3≦1.0 

 

σｂｘ 3     ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ3   ：柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 3     ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ3   ：柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3  ：柱の軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 3：柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する

応力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確

認する。 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ3σ σ σ 3τ ≦　f    

 

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3 ：柱の軸応力度（N/mm2）  

τ3 ：柱のせん断応力度（max（τｘ 3，τｙ 3））（N/mm2）  

ｓｆｔ 3  ：柱の短期許容引張応力度（N/mm2） 
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d. はり 

はりに生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度を算定し，はりの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a)  はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

 

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4 ：はりの強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 4 ：はりの弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

(b)  はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

 

τｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断断面積（mm2） 
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(c) はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）4＝（Ｎｃ（ｔ） 4・103）／Ａｇ4 

 

σｃ（ｔ）4 ：はりの軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4 ：はりの断面積（mm2） 

 

(d) はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式

により算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ 4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ4 ：はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ4 ：はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4  ：はりの軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 4  ：はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

 

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対す

る応力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを

確認する。 

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ4σ σ σ 3τ ≦　f    

 

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4 ：はりの軸応力度（N/mm2）  

τ4 ：はりのせん断応力度（max（τｘ4，τｙ 4））（N/mm2）  

ｓｆｔ 4  ：はりの短期許容引張応力度（N/mm2） 
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e. アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力は，応力解析に

より求めた支点反力を用いて算定し，「各種合成構造設計指針・同解説」

に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であることを確認す

る。 

 

（Ｑ5Ａ／Ｑ 5Ｂ） 2＋（Ｔ 5Ａ／Ｔ5Ｂ）2≦1 

 

Ｑ5Ａ／Ｑ 5Ｂ ≦ 1.0 

 

Ｑ5Ａ ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力（kN） 

Ｑ5Ｂ  ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ5Ａ／Ｔ 5Ｂ ≦ 1.0 

 

Ｔ5Ａ ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力（kN） 

Ｔ5Ｂ  ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 
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3.1.5 評価条件 

「3.1.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3－10 及び表 3－11 に示す。 

 

表 3－10 強度評価に用いる条件（水密扉）(1/4) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

1 

共通 

ｈ mm 水圧作用高さ 3300 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 0.60 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 33.33 

Ｐｄ kN/m2 扉下端に作用する動水圧荷重 17.50 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 1871 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 1120 

Ｓｄ 1 kN/m2 扉板に生じる余震による地震荷重 2.309 

ｔ mm 扉の厚さ 50 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比による補

正係数 
1.0 

ρｓ t/m3 扉板の密度 7.85 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 779600 

芯材 

Ｓｄ 2 kN/m 芯材に生じる余震による地震荷重 1.530 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 560 

ｍ2 kg/m 芯材の質量分布 40.2 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 1871 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 374000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 2431 

カンヌキ 

ＬＬ mm 躯体開口部の高さ 2100 

ＬＳ mm 躯体開口部の幅 1000 

ＷＤ kN 扉重量 15.69 

ｎ3 本 カンヌキの本数 8 

Ｌ3 mm カンヌキの突出長さ 131 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 50270 

Ａ3 mm2 カンヌキのせん断断面積 5027 

アンカー 

ボルト 

ＷＤＷ kN 扉枠重量 6.938 

ｎ41 本 
せん断力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
－ 

ｎ42 本 
引張力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
12 
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表 3－10 強度評価に用いる条件（水密扉）(2/4) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

2 

共通 

ｈ mm 水圧作用高さ 3300 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 0.60 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 33.33 

Ｐｄ kN/m2 扉下端に作用する動水圧荷重 17.50 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 870 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 604 

Ｓｄ 1 kN/m2 扉板に生じる余震による地震荷重 0.7390 

ｔ mm 扉の厚さ 16 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比による補

正係数 
1.0 

ρｓ t/m3 扉板の密度 7.85 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 37120 

芯材 

Ｓｄ 2 kN/m 芯材に生じる余震による地震荷重 0.4934 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 519.5 

ｍ2 kg/m 芯材の質量分布 18.6 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 870 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 115000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 845 

カンヌキ 

ｎ3 本 カンヌキの本数 － 

Ｌ3 mm カンヌキの突出長さ － 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 － 

Ａ3 mm2 カンヌキのせん断断面積 － 

アンカー 

ボルト 

ＬＬ mm 躯体開口部の高さ 2250 

ＬＳ mm 躯体開口部の幅 1000 

ＷＤ kN 扉重量 7.355 

ＷＤＷ kN 扉枠重量 5.495 

ｎ41 本 
せん断力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
16 

ｎ42 本 
引張力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
－ 
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表 3－10 強度評価に用いる条件（水密扉）(3/4) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

3 

共通 

ｈ mm 水圧作用高さ 5050 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 0.60 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 51.01 

Ｐｄ kN/m2 扉下端に作用する動水圧荷重 26.78 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 2136 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 1320 

Ｓｄ 1 kN/m2 扉板に生じる余震による地震荷重 2.309 

ｔ mm 扉の厚さ 50 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比による補

正係数 
1.0 

ρｓ t/m3 扉板の密度 7.85 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 890000 

芯材 

Ｓｄ 2 kN/m 芯材に生じる余震による地震荷重 1.761 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 660 

ｍ2 kg/m 芯材の質量分布 40.2 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 2136 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 374000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 2431 

カンヌキ 

ＬＬ mm 躯体開口部の高さ 2136 

ＬＳ mm 躯体開口部の幅 1320 

ＷＤ kN 扉重量 17.65 

ｎ3 本 カンヌキの本数 8 

Ｌ3 mm カンヌキの突出長さ 131 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 50270 

Ａ3 mm2 カンヌキのせん断断面積 5027 

アンカー 

ボルト 

ＷＤＷ kN 扉枠重量 － 

ｎ41 本 
せん断力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
－ 

ｎ42 本 
引張力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
－ 
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表 3－10 強度評価に用いる条件（水密扉）(4/4) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

4 

共通 

ｈ mm 水圧作用高さ 3300 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 0.60 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 33.33 

Ｐｄ kN/m2 扉下端に作用する動水圧荷重 17.50 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 2121 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 1020 

Ｓｄ 1 kN/m2 扉板に生じる余震による地震荷重 2.309 

ｔ mm 扉の厚さ 50 

β － 
浸水エリアの幅と水深の比による補

正係数 
1.0 

ρｓ t/m3 扉板の密度 7.85 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 883800 

芯材 

Ｓｄ 2 kN/m 芯材に生じる余震による地震荷重 1.414 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 510 

ｍ2 kg/m 芯材の質量分布 40.2 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 2121 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 374000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 2431 

カンヌキ 

ｎ3 本 カンヌキの本数 8 

Ｌ3 mm カンヌキの突出長さ 131 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 50270 

Ａ3 mm2 カンヌキのせん断断面積 5027 

アンカー 

ボルト 

ＬＬ mm 躯体開口部の高さ 2121 

ＬＳ mm 躯体開口部の幅 1020 

ＷＤ kN 扉重量 15.69 

ＷＤＷ kN 扉枠重量 7.378 

ｎ41 本 
せん断力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
20 

ｎ42 本 
引張力を負担する 1 辺の 

アンカーボルトの本数 
20 
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表 3－11 強度評価に用いる条件（パネル部） 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

3 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 0.6 

パネル板 

Ｇ1 kN/m2 パネル板の自重 1.232 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 649 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 42670 

パネル 

芯材 

Ｇ2 kN/m パネル芯材の自重 0.944 

Ｌ2 mm パネル芯材の長さ 1253 

ｂ2 mm パネル芯材の支配幅 463 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 429000 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 2466 

柱 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 33.39 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 27.73 

Ｚx3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 1350000 

Ｚy3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 450000 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 33.26 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 27.62 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ｎｃ（ｔ） 3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 3.6 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 11800 

はり 

Ｍｘ 4 kN・m 
はりの強軸回りの曲げモーメン

ト 
15.82 

Ｍｙ 4 kN・m 
はりの弱軸回りの曲げモーメン

ト 
6.67 

Ｚx4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 1350000 

Ｚy4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 450000 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 95.59 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 36.90 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ｎｃ（ｔ） 4 kN はりの圧縮又は引張軸力 0.2 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 11800 

アンカー 

ボルト 

Ｑ5Ａ kN 
アンカーボルト 1 本あたりに生

じるせん断力 
10 

Ｔ5Ａ kN 
アンカーボルト 1 本あたりに生

じる引張力 
20 
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3.2 取水槽除じん機エリア水密扉（東）,（西）（水密扉 No.5，No.6） 

3.2.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏

まえ選定する。 

取水槽内側から生じる静水圧荷重に伴う荷重は，扉板から水密扉戸当り用支柱，

芯材及び外部縦柱に伝わり，水密扉戸当り用支柱を固定するアンカーボルトを介

し，取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板，水密扉戸当り用支

柱，芯材，外部縦柱，外部縦柱固定ボルト，締付ボルト，固定プレート及びアン

カーボルトとする。 

取水槽除じん機エリア水密扉(東)は取水槽除じん機エリア水密扉(西)と同様の

構造であるが，扉の横幅が広いことを踏まえ，取水槽除じん機エリア水密扉（東）

を代表として評価する。 

水密扉閉止時に水密扉に作用する荷重の例を図 3－12 に示す。 
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図 3－12 水密扉に作用する荷重の作用図 

 

 

 

   ：浸水に伴う荷重 

   ：評価対象部位に作用する荷重 

   ：評価対象部位 

扉板 

外部縦柱 
外部縦柱 

芯材 

扉板 

芯材 

（取水槽側） （外側） 

水密扉戸当り用支柱 

取水槽（躯体） 取水槽 

（躯体） アンカーボルト  
アンカーボルト  

正面図  断面図  

（外側） 

（取水槽側） 

平面図  

扉板 

外部縦柱 

水密扉戸当り用支柱 アンカーボルト  

締付ボルト 
固定プレート 

外部縦柱固定ボルト 

締付ボルト 

固定プレート 

外部縦柱固定ボルト 

締付ボルト 

固定プレート 

外部縦柱 
固定ボルト 
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3.2.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重の

組合せを踏まえて設定する。 

 

3.2.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，評価対象部位周辺の水

の密度に扉下端の浸水深さを考慮した水圧作用高さを乗じた次式により算出

する。静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 3－12 に示

す。 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈｈ・10-3 

 

Ｐｈ      ：静水圧荷重（kN/m2） 

ρｏ  ：水の密度(t/m3) 

g     ：重力加速度(m/s2) 

ｈｈ   ：水圧作用高さ(mm) 

 

表 3－12 水圧作用高さ及び水の密度 

水圧作用高さ 

ｈｈ（mm） 

水の密度 

ρｏ(t/m3) 

2500 1.03 

 

(2) 風荷重（Ｐｋ） 

風速 30m/s 時の風圧力の荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の

風圧力に当該部分の風荷重作用高さを乗じた次式により算出する。該当水密

扉は扉天端まで浸水を考慮するため，扉板及び水密扉戸当り用支柱は風荷重

を考慮しない。なお，外部縦柱天端は浸水しないため，風荷重を考慮する。 

風荷重の算定に用いる風荷重作用高さ及び風圧力を表 3－13 に示す。 

 

Ｐｋ＝ｗ・ｈｋ・10-3 

 

Ｐｋ  ：風荷重（kN/m） 
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ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

ｈｋ   ：風荷重作用高さ（mm） 

 

表 3－13 風荷重作用高さ及び風圧力 

設備名称 部位 
風荷重作用高さ  

ｈｋ（mm） 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 

取水槽除じん機エリア

水密扉（東） 

扉板 

水密扉戸当り用支柱 
0 

1.71 

外部縦柱 172 

 

3.2.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋Ｐｋ 

 

Ｐｈ  ：静水圧荷重 

Ｐｋ ：風荷重 
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3.2.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.2.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえ設定する。 

 

3.2.3.1 使用材料 

水密扉を構成する扉板，水密扉戸当り用支柱，芯材，外部縦柱，外部縦柱

固定ボルト，締付ボルト，固定プレート及びアンカーボルトの使用材料を表

3－14 に示す。 

 

表 3－14 水密扉の使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-9 

水密扉戸当り用支柱 SS400 H-200×200×8×12 

芯材 SS400 [-150×75×6.5×10 

外部縦柱 SS400 [-250×90×9×13 

外部縦柱固定ボルト SS400 M20 

締付ボルト SS400 M20 

固定プレート SS400 PL-25 

アンカーボルト SUS304 M24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

63 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
6 
R1
 

3.2.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3－15 の値とする。 

 

表 3－15 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 235 135 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.2.1 評価対象部位」に記載したアンカ

ーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解

説」に基づき算出した表 3－16 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－16 アンカーボルトの許容限界の算定値 

水密扉

No. 
扉名称 

許容耐力（kN/本） 

引張 せん断 

5 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 90 51 
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3.2.4 評価方法 

水密扉の強度評価式は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.2.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，芯材を支点とした単純支持はりとして算定する。こ

の時，実際に作用する静水圧荷重は台形分布であるが，扉板の支配幅中心の

静水圧が等分布に作用するものとして評価する。扉板の支配幅中心の静水圧

が等分布に作用する荷重の例を図 3－13 に示す。 

 

Ｍ１＝1／8・Ｐ１・(Ｌ１・10-3)2
 

Ｓ１＝1／2・Ｐ１・Ｌ１・10-3 

 

Ｍ１    ：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ１    ：扉板のせん断力（kN） 

Ｐ１＝Ｐｈ１＋Ｐｋ１  

Ｐ１    ：静水圧荷重及び風荷重を考慮した荷重（kN/m） 

Ｐｈ１   ：扉板に作用する静水圧荷重（kN/m） 

Ｐｋ１   ：扉板に作用する風荷重（kN/m） 

Ｌ１    ：扉板の長さ（mm） 
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図 3－13 扉板に生じる荷重の例 

 

(2) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとし

て計算する。なお静水圧荷重は三角形分布に作用するものとし，風荷重は等

分布に作用するものとして評価する。水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の

例を図 3－14 に示す。 

 

Ｍ２＝Ｐｋ２・Ｌ２・Ｌ３・10-6 

Ｓ２＝Ｐｋ２・Ｌ２・10-3
 

 

Ｍ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重による曲げモーメント 

（kN・m） 

Ｓ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｐｋ２   ：水密扉戸当り用支柱に作用する風荷重（kN/m） 

Ｌ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重作用高さ（mm） 

Ｌ３    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重を集中荷重にした時の作用位置 

（mm） 

  

Ｐ1 

Ｌ１ 

扉板中央静水圧が等分布に作用

するとして評価 

評価対象とする扉板 

除じん機エリア水密扉(西)
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Ｍ３＝1／6・Ｐｈ３・ｈｈ３
2・10-6 

Ｓ３＝1／2・Ｐｈ３・Ｌ４・10-3
 

 

Ｍ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

（kN・m） 

Ｓ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 

Ｐｈ３   ：水密扉戸当り用支柱に作用する静水圧荷重（kN/m） 

ｈｈ３   ：水密扉戸当り用支柱の静水圧作用高さ（mm） 

Ｌ４    ：水密扉戸当り用支柱の部材長（mm） 

 

Ｍ４＝Ｍ２＋Ｍ３  

Ｓ４＝Ｓ２＋Ｓ３ 

 

Ｍ４    ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ４    ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

Ｍ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｍ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

（kN・m） 

Ｓ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｓ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 

 

 

図 3－14 水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の例 

  

ｈｈ３ Ｐｈ３ 
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(3) 芯材 

芯材の引張側は，縦枠端部を支点とする単純ばりとして計算する。この時，

実際に作用する静水圧荷重は台形分布であるが，対象芯材位置の静水圧が等

分布に作用するとして評価する。水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の例を

図 3－15 に示す。 

 

Ｍ５＝1／8・Ｐｈ５・Ｌ５
2・10-6

 

Ｓ５＝1／2・Ｐｈ５・Ｌ５・10-3 

 

Ｍ５    ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ５    ：芯材のせん断力（kN） 

Ｐｈ５   ：芯材に作用する静水圧荷重（kN/m） 

Ｌ５    ：対象芯材の長さ（mm） 

 

 

 

図 3－15 水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の例 

 

 

 

対象芯材位置 

芯材中央静水圧が等分布に作用す

るとして評価 

Ｐｈ５ 

Ｌ５ 
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(4) 外部縦柱 

外部縦柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとして計算する。

なお，静水圧荷重は三角形分布に作用するものとし，風荷重は等分布に作用

するものとして評価する。外部縦柱に作用する荷重の例を図 3－16 に示す。 

 

Ｍ６＝Ｐｋ６・Ｌ６・Ｌ７・10-6 

Ｓ６＝Ｐｋ６・Ｌ６・10-3 

 

Ｍ６    ：外部縦柱の風荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ６    ：外部縦柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｐｋ６   ：外部縦柱に作用する風荷重（kN/m） 

Ｌ６    ：外部縦柱の風荷重作用長（mm） 

Ｌ７    ：外部縦柱の風荷重を集中荷重にした時の作用位置（mm） 

 

Ｍ７＝1／6・Ｐｈ７・ｈｈ７
2・10-6 

Ｓ７＝1／2・Ｐｈ７・ｈｈ７・10-3 

 

Ｍ７    ：外部縦柱の静水圧荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ７    ：外部縦柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 

Ｐｈ７   ：外部縦柱に作用する静水圧荷重（kN/m） 

ｈｈ７   ：外部縦柱の静水圧作用高さ（mm） 

 

Ｍ８＝Ｍ６＋Ｍ７  

Ｓ８＝Ｓ６＋Ｓ７ 

 

Ｍ８    ：外部縦柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ８    ：外部縦柱のせん断力（kN） 

Ｍ６    ：外部縦柱の風荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｍ７    ：外部縦柱の静水圧荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ６    ：外部縦柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｓ７    ：外部縦柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 
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図 3－16 外部縦柱に作用する荷重の例 

  

(5) 締付ボルト 

締付ボルトに生じる応力は，次式により算定する。締付ボルトに生じる荷

重の例を図 3－17 に示す。 

 

Ｆｎ１＝ＦＡ／ｎ１ 

ＦＡ＝Ｆ１＋Ｆ２ 

Ｆ１＝ｗ・Ｌ８・Ｌ９ 

Ｆ２＝Ｗ５・Ｌ１０・Ｌ９／2 

Ｗ５＝ρｏ・g・ｈｈ・10-3 

 

Ｆｎ１ ：締付ボルト 1 本あたりの作用荷重（kN/本） 

ＦＡ ：風荷重及び静水圧荷重による全体作用荷重（kN） 

ｎ１  ：締付ボルト全本数（本） 

Ｆ１  ：風荷重（kN） 

Ｆ２  ：静水圧荷重（kN） 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｌ８  ：風荷重作用長（m） 

Ｌ９  ：外部縦柱スパン長（m） 

Ｗ５  ：静水圧（kN/m2） 

Ｌ１０  ：扉高さ（m） 

ρｏ ：水の密度(t/m3) 

外部縦柱

締付ボルト

締付ボルト固定プレート

L1
L2

L3 Ｌ
７
 

Ｌ
６
 

ｈ
ｈ

７
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g ：重力加速度(m/s2) 

ｈｈ ：水圧作用高さ(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－17 締付ボルトに生じる荷重の例  

 

(6) 固定プレート 

固定プレートに生じる応力は，次式により算定する。固定プレートに生じ

る荷重の例を図 3－18 に示す。 

 

Ｍ９＝Ｆｎ２・Ｌｐ 

Ｆｎ２＝Ｆｎ１ 

 

Ｍ９ ：固定プレートの曲げモーメント（kN･mm） 

Ｆｎ２ ：固定プレート 1 枚あたりに作用する荷重（kN/枚） 

Ｌｐ ：固定プレート固定端から締付ボルトまでの距離（㎜） 

Ｆｎ１ ：締付ボルト 1 本あたりの作用荷重（kN/本） 

 

Ｑ９＝Ｆｎ２ 

 

Ｑ９ ：固定プレートのせん断力（kN） 

Ｆｎ２ ：固定プレート 1 枚あたりに作用する荷重（kN/枚） 

 

 

  

Ｆｎ 
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図 3－18 固定プレートに生じる荷重の例 

 

(7) 外部縦柱固定ボルト 

外部縦柱固定ボルトに生じる応力は，解析モデルを用いたフレーム解析及

び評価式により算定する。応力解析は以下の方針に基づき行う。外部縦柱の

部材に生じる力の断面概念図を図 3－19 に，解析モデル概要図を図 3－20 に

示す。解析モデルは，外部縦柱，水密扉戸当り用支柱及び扉をはり要素でモ

デル化し，各柱下端は固定支点，扉下端のレール部はヒンジ支点とする。 

 

a. モデルに作用する荷重及び荷重の組合せは，「3.2.2 荷重及び荷重の

組合せ」による。 

b. 応力解析に使用する解析コードは「ＦＲＥＭＩＮＧ」である。なお，解

析コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

  

Ｑ５ 
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図 3－19 外部縦柱に生じる力の断面概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－20 解析モデル概要図 

  

Ｐ
h
7
 

Ｐ
k
6
 

外部縦柱固定ボルト 

外部縦柱 

外部縦柱 

水密扉 

戸当り用支柱 

ヒンジ支点 

固定支点 

レール 

節点（剛結） 

外部縦柱 

固定ボルト 

締付ボルト 
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(8) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる力は，水密扉戸当り用支柱下端の断面力を基に算

出する。 

ＴＡ１＝ⅤＡ１／ＮＡ１＋ＭＡ１・ｘｉＡ１／Σｎ・ｘｉＡ１
2
 

ＱＡ１＝ＳＡ１／ＮＡ１  

 

ＴＡ１   ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力（kN/本） 

ＱＡ１   ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力（kN/本） 

ⅤＡ１   ：水密扉戸当り用支柱下端の鉛直荷重（kN） 

ＮＡ１   ：アンカーボルト全本数（本） 

ＭＡ１   ：水密扉戸当り用支柱下端の水平力による曲げモーメント 

    （kN・m） 

ｘｉＡ１  ：偏心距離（m） 

∑n・ｘｉＡ１
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

ＳＡ１   ：水密扉戸当り用支柱下端の水平力によるせん断力（kN） 

 

 

 

 

図 3－21 アンカーボルトに生じる荷重の例 

 

3.2.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，扉板の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 扉板に生じる曲げ応力度 

σ１＝（Ｍ１・106）／Ｚ１ 

 

σ１     ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１     ：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１    ：扉板の断面係数（mm3） 
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b. 扉板に生じるせん断応力度 

τ１＝（Ｓ１・103）／（ｈ１・ｔ１） 

 

τ１   ：扉板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ１   ：扉板のせん断力（kN） 

ｈ１   ：単位幅あたり高さ（mm） 

ｔ１   ：扉板の厚さ（mm） 

 

(2) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，水密

扉戸当り用支柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度 

σ４＝（Ｍ４・106）／Ｚ４  

 

σ４     ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ４   ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ４   ：水密扉戸当り用支柱の断面係数（mm3） 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度 

τ４＝（Ｓ４・103）／（ｈ４・ｔ４） 

 

τ４   ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ４     ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

ｈ４     ：水密扉戸当り用支柱のウェブ高（mm） 

ｔ４   ：水密扉戸当り用支柱のウェブ厚（mm） 

 

c. 水密扉戸当り用支柱に生じる組合せ応力度 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下である

ことを確認する。 

√σ4
2 + 3 ∙ τ4

2  ≤  ft 

 

σ４     ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ４   ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ     ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(3) 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 芯材に生じる曲げ応力度 

σ５＝（Ｍ５・106）／Ｚ５ 

 

σ５     ：芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ５   ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ５   ：芯材の断面係数（mm3） 

 

b. 芯材に生じるせん断応力度 

τ５＝（Ｓ５・103）／（ｈ５・ｔ５） 

 

τ５   ：芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ５   ：芯材のせん断力（kN） 

ｈ５   ：荷重負担幅（mm） 

ｔ５   ：せん断抵抗部材の厚さ（mm） 

 

(4) 外部縦柱 

外部縦柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，各短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 外部縦柱に生じる曲げ応力度 

σ８＝（Ｍ８・106）／Ｚ８ 

 

σ８     ：外部縦柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ８   ：外部縦柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ８   ：外部縦柱の断面係数（mm3） 

 

b. 外部縦柱に生じるせん断応力度 

τ８＝（Ｓ８・103）／（ｈ８・ｔ８） 

 

τ８   ：外部縦柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ８     ：外部縦柱のせん断力（kN） 

ｈ８     ：外部縦柱のウェブ高（mm） 
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ｔ８     ：外部縦柱のウェブ厚（mm） 

 

c. 外部縦柱に生じる組合せ応力度 

外部縦柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

√σ8
2+3∙τ8

2 ≤ ft 

 

σ８     ：外部縦柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ８   ：外部縦柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ     ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

(5) 締付ボルト 

締付ボルト 1 本あたりの作用荷重を算定し，許容荷重以下であることを確

認する。 

Ｆｎ１＝ＦＡ／ｎ１ 

 

Ｆｎ１ ：締付ボルト 1 本あたりの作用荷重（kN/本） 

ＦＡ ：風荷重及び静水圧荷重による全体作用荷重（kN） 

ｎ１  ：締付ボルト全本数（本） 

 

(6) 固定プレート 

固定プレートに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，固定プレー

トの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 固定プレートに生じる曲げ応力度 

σ９＝（Ｍ９・103）／Ｚ９ 

 

σ９  ：固定プレートの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ９ ：固定プレートの曲げモーメント（kN・mm） 

Ｚ９ ：固定プレートの断面係数（mm3） 

 

b. 固定プレートに生じるせん断応力度 

τ９＝（Ｑ９・103）／（ｈ９・ｔ９） 

 

τ９ ：固定プレートのせん断応力度（N/mm2） 
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Ｑ９ ：固定プレートのせん断力（kN） 

ｈ９ ：固定プレートの長さ（mm） 

ｔ９ ：固定プレートの厚さ（mm） 

 

(7) 外部縦柱固定ボルト 

外部縦柱固定ボルトに生じる引張応力度及びせん断応力度は応力解析によ

り算定し，外部縦柱固定ボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 外部縦柱固定ボルトに生じる引張応力度 

σ１０＝Ｐ１／Ａ１ 

Ｐ１＝（Ｍ１０・103）･｛Ｌ１１／（Ｌ１１
2＋Ｌ１２

2）｝ 

 

σ１０ ：外部縦柱固定ボルトの引張応力度（N/mm2） 

Ｐ１ ：外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作用する引張力（N） 

Ａ１ ：外部縦柱固定ボルトの断面積（mm2） 

Ｍ１０ ：外部縦柱固定部の曲げモーメント（kN･m） 

Ｌ１１ ：固定端から内側のボルトまでの距離（m） 

Ｌ１２ ：固定端から外側のボルトまでの距離（m） 

 

b. 外部縦柱固定ボルトに生じるせん断応力度 

τ１０＝Ｑ１０／Ａ１ 

Ｑ１０＝Ｎ１０・103 ／ｎ１０ 

 

τ１０ ：外部縦柱固定ボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ１０ ：外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作用するせん断力（N） 

Ａ１ ：外部縦柱固定ボルトの断面積（mm2） 

Ｎ１０ ：外部縦柱固定部のせん断力（kN） 

ｎ１０ ：外部縦柱固定ボルトの本数（本） 
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(8) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造

設計指針・同解説」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重以下である

ことを確認する。 

 

（ＴＡ１／Ｔa）2＋（ＱＡ１／Ｑ a） 2≦1 

ＴＡ１／Ｔa≦1.0 

ＱＡ１／Ｑa≦1.0 

 

ＴＡ１  ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔ a         ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

ＱＡ１  ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ a      ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 
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3.2.5 評価条件 

「3.2.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3－17 及び表 3－18 に示す。 

 

表 3－17 強度評価に用いる条件(1/3) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

5 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈｈ mm 水圧作用高さ 2500 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 0.00 

扉板 

Ｐｈ１ kN/m 扉板に作用する静水圧荷重 20.48 

Ｐｋ１ kN/m 扉板に作用する風荷重 0.00 

Ｌ１ mm 扉板の長さ 610 

Ｚ1 mm3 扉板の断面係数 1.35×104 

ｈ1 mm 単位幅あたり高さ 1000 

ｔ1 mm 扉板の厚さ 9 

水密扉 

戸当り用

支柱 

Ｐｋ２ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する風荷

重 
2.57 

Ｌ２ mm 
水密扉戸当り用支柱の風荷重作用高

さ 
0.00 

Ｌ３ mm 
水密扉戸当り用支柱の風荷重を集中

荷重にした時の作用位置 
2500 

Ｐｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する静水

圧荷重 
37.98 

ｈｈ３ mm 
水密扉戸当り用支柱の静水圧作用高

さ 
2500 

Ｌ４ mm 水密扉戸当り用支柱の部材長 2500 

Ｚ４ mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 4.72×105 

ｈ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 176 

ｔ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 8 
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表 3－17 強度評価に用いる条件(2/3) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

5 

芯材 

Ｐｈ５ kN/m 芯材に作用する静水圧荷重 10.61 

Ｌ５ mm 対象の芯材の長さ 1520 

Ｚ５ mm3 芯材の断面係数 1.15×105 

ｈ５ mm 荷重負担幅 610 

ｔ５ mm せん断抵抗部材の厚さ 9 

外部縦柱 

Ｐｋ６ kN/m 外部縦柱に作用する風荷重 1.30 

Ｌ６ mm 外部縦柱の風荷重作用長 172 

Ｌ７ mm 
外部縦柱の風荷重を集中荷重にした

時の作用位置 
2586 

Ｐｈ７ kN/m 外部縦柱に作用する静水圧荷重 19.19 

ｈｈ７ mm 外部縦柱の静水圧作用高さ 2500 

Ｚ８ mm3 外部縦柱の断面係数 3.34×105 

ｈ８ mm 外部縦柱のウェブ高 224 

ｔ８ mm 外部縦柱のウェブ厚 9 

締付 

ボルト 

Ｆｎ１ kN/本 締付ボルト 1 本あたりの作用荷重 8.07 

ＦＡ kN 
風荷重及び静水圧荷重による全体作

用荷重 
48.43 

ｎ１ 本 締付ボルト全本数 6 

Ｆ１ kN 風荷重 0.45 

Ｆ２ kN 静水圧荷重 47.98 

Ｌ８ m 風荷重作用長 0.172 

Ｌ９ m 外部縦柱スパン長 1.520 

Ｗ５ kN/m2 静水圧 25.25 

Ｌ１０ m 扉高さ 2.500 
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表 3－17 強度評価に用いる条件(3/3) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

5 

固定 

プレート 

Ｍ９ kN･mm 固定プレートの曲げモーメント 403.50 

Ｆｎ２ kN/枚 
固定プレート 1 枚あたりに作用する

荷重 
8.07 

Ｌｐ ㎜ 
固定プレート固定端から締付ボルト

までの距離 
50 

Ｑ９ kN 固定プレートのせん断力 8.07 

σ９ N/mm2 固定プレートの曲げ応力度 38.73 

Ｚ９ mm3 固定プレートの断面係数 10417 

τ９ N/mm2 固定プレートのせん断応力度 3.23 

ｈ９ mm 固定プレートの長さ 100 

ｔ９ mm 固定プレートの厚さ 25 

外部縦柱

固定 

ボルト 

σ１０ N/mm2 外部縦柱固定ボルトの引張応力度 153.56 

Ｐ１ N 
外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作

用する引張力 
37621 

Ａ１ mm2 外部縦柱固定ボルトの断面積 245 

Ｍ１０ kN･m 外部縦柱固定部の曲げモーメント 7.48 

Ｌ１１ m 固定端から内側のボルトまでの距離 0.170 

Ｌ１２ m 固定端から外側のボルトまでの距離 0.070 

τ１０ N/mm2 外部縦柱固定ボルトのせん断応力度 30.37 

Ｑ１０ N 
外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作

用するせん断力 
7440 

Ｎ１０ kN 外部縦柱固定部のせん断力 14.88 

ｎ１０ 本 外部縦柱固定ボルトの本数 2 

アンカー 

ボルト 

ＶＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱下端の鉛直荷重 0.00 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 4 

ＭＡ１ kN・m 
水密扉戸当り用支柱下端の水平力に

よる曲げモーメント 
39.56 

ｘｉＡ１ m 偏心距離 0.175 

∑ｎ 

・ｘｉＡ１
2 

m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

ＳＡ１ kN 
水密扉戸当り用支柱下端の水平力に

よるせん断力 
47.48 
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表 3－18 強度評価に用いる条件(1/3) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

6 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈｈ mm 水圧作用高さ 2500 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 0.00 

扉板 

Ｐｈ１ kN/m 扉板に作用する静水圧荷重 20.89 

Ｐｋ１ kN/m 扉板に作用する風荷重 0.00 

Ｌ１ mm 扉板の長さ 620 

Ｚ1 mm3 扉板の断面係数 1.35×104 

ｈ1 mm 単位幅あたり高さ 1000 

ｔ1 mm 扉板の厚さ 9 

水密扉 

戸当り用

支柱 

Ｐｋ２ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する風荷

重 
2.54 

Ｌ２ mm 
水密扉戸当り用支柱の風荷重作用高

さ 
0.00 

Ｌ３ mm 
水密扉戸当り用支柱の風荷重を集中

荷重にした時の作用位置 
2500 

Ｐｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する静水

圧荷重 
37.50 

ｈｈ３ mm 
水密扉戸当り用支柱の静水圧作用高

さ 
2500 

Ｌ４ mm 水密扉戸当り用支柱の部材長 2500 

Ｚ４ mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 4.72×105 

ｈ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 176 

ｔ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 8 
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表 3－18 強度評価に用いる条件(2/3) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

6 

芯材 

Ｐｈ５ kN/m 芯材に作用する静水圧荷重 11.01 

Ｌ５ mm 対象の芯材の長さ 1480 

Ｚ５ mm3 芯材の断面係数 1.15×105 

ｈ５ mm 荷重負担幅 620 

ｔ５ mm せん断抵抗部材の厚さ 9 

外部縦柱 

Ｐｋ６ kN/m 外部縦柱に作用する風荷重 1.27 

Ｌ６ mm 外部縦柱の風荷重作用長 172 

Ｌ７ mm 
外部縦柱の風荷重を集中荷重にした

時の作用位置 
2586 

Ｐｈ７ kN/m 外部縦柱に作用する静水圧荷重 18.69 

ｈｈ７ mm 外部縦柱の静水圧作用高さ 2500 

Ｚ８ mm3 外部縦柱の断面係数 3.34×105 

ｈ８ mm 外部縦柱のウェブ高 224 

ｔ８ mm 外部縦柱のウェブ厚 9 

締付 

ボルト 

Ｆｎ１ kN/本 締付ボルト 1 本あたりの作用荷重 7.86 

ＦＡ kN 
風荷重及び静水圧荷重による全体作

用荷重 
47.15 

ｎ１ 本 締付ボルト全本数 6 

Ｆ１ kN 風荷重 0.44 

Ｆ２ kN 静水圧荷重 46.71 

Ｌ８ m 風荷重作用長 0.172 

Ｌ９ m 外部縦柱スパン長 1.480 

Ｗ５ kN/m2 静水圧 25.25 

Ｌ１０ m 扉高さ 2.500 
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表 3－18 強度評価に用いる条件(3/3) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

6 

固定 

プレート 

Ｍ９ kN･mm 固定プレートの曲げモーメント 393.00 

Ｆｎ２ kN/枚 
固定プレート 1 枚あたりに作用する

荷重 
7.86 

Ｌｐ ㎜ 
固定プレート固定端から締付ボルト

までの距離 
50 

Ｑ９ kN 固定プレートのせん断力 7.86 

σ９ N/mm2 固定プレートの曲げ応力度 37.73 

Ｚ９ mm3 固定プレートの断面係数 10417 

τ９ N/mm2 固定プレートのせん断応力度 3.14 

ｈ９ mm 固定プレートの長さ 100 

ｔ９ mm 固定プレートの厚さ 25 

外部縦柱

固定 

ボルト 

σ１０ N/mm2 外部縦柱固定ボルトの引張応力度 156.43 

Ｐ１ N 
外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作

用する引張力 
38325 

Ａ１ mm2 外部縦柱固定ボルトの断面積 245 

Ｍ１０ kN･m 外部縦柱固定部の曲げモーメント 7.62 

Ｌ１１ m 固定端から内側のボルトまでの距離 0.170 

Ｌ１２ m 固定端から外側のボルトまでの距離 0.070 

τ１０ N/mm2 外部縦柱固定ボルトのせん断応力度 30.71 

Ｑ１０ N 
外部縦柱固定ボルト 1 本あたりに作

用するせん断力 
7525 

Ｎ１０ kN 外部縦柱固定部のせん断力 15.05 

ｎ１０ 本 外部縦柱固定ボルトの本数 2 

アンカー

ボルト 

ＶＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱下端の鉛直荷重 0.00 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 4 

ＭＡ１ kN・m 
水密扉戸当り用支柱下端の水平力に

よる曲げモーメント 
39.06 

ｘｉＡ１ m 偏心距離 0.175 

∑ｎ 

・ｘｉＡ１
2 

m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

ＳＡ１ kN 
水密扉戸当り用支柱下端の水平力に

よるせん断力 
46.88 
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3.3 取水槽除じん機エリア水密扉（北）（水密扉 No.7）  

3.3.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏

まえ選定する。 

水密扉を閉める方向に外部から生じる静水圧荷重に伴う荷重は，扉板から扉枠

に伝わり，扉枠を固定する防水壁（水密扉戸当り用支柱）を介し，躯体に伝達さ

れることから，評価対象部位は扉板，水密扉戸当り用支柱及びアンカーボルトと

する。 

水密扉閉止時に水密扉に作用する荷重の作用図を図 3－22 に示す。 
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図 3－22 水密扉に作用する荷重の作用図（水密扉閉止時） 

   ：浸水に伴う荷重 

   ：評価対象部位に作用する荷重 

   ：評価対象部位 

アンカーボルト 

扉枠 

扉板 

ヒンジ 

水密扉戸当り用

支柱 

水密扉戸当り用支柱 

扉板 

取水槽 

（躯体） 

取水槽 

（躯体） 

扉枠 

扉枠 

（内部） 

（外部） 

正面図 断面図 

平面図 

（外側） （取水槽側） 
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3.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重の

組合せを踏まえて設定する。 

 

3.3.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ） 

浸水に伴う奥行き 1.0m あたりの静水圧荷重を考慮する。静水圧荷重は，

評価対象部位周辺の水の密度に当該部分の浸水深さを考慮した静水圧作用高

さを乗じた次式により算出する。 

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈｈ・10-3 

 

Ｐｈ      ：静水圧荷重（kN/m2） 

ρｏ   ：水の密度(t/m3) 

g      ：重力加速度(m/s2) 

ｈｈ    ：水圧作用高さ(mm) 

 

静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 3－19 に示す。 

 

表 3－19 水圧作用高さ及び水の密度 

水圧作用高さ 

ｈｈ（mm） 

水の密度 

ρ０(t/m3) 

2500 1.03 

 

(2) 風荷重（Ｐｋ） 

風速 30m/s 時の風圧力の荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の

風圧力に当該部分の風荷重作用高さを乗じた次式により算出する。当該水密

扉は扉天端まで浸水を考慮するため，風荷重を考慮しない。 

風荷重の算定に用いる風荷重作用高さ及び風圧力を表 3－20 に示す。 

 

Ｐｋ＝ｗ・ｈｋ・10-3 

 

Ｐｋ  ：風荷重（kN/m） 
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ｗ   ：風圧力（kN/m2） 

ｈｋ  ：風荷重作用高さ（mm） 

 

表 3－20 風荷重作用高さ及び風圧力 

設備名称 
風荷重作用高さ 

ｈｋ（mm） 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 

取水槽除じん機エリア

水密扉（北） 
0 1.71 

 

3.3.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ＋Ｐｋ 

 

Ｐｈ    ：静水圧荷重 

Ｐｋ   ：風荷重 
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3.3.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえ設定する。 

 

3.3.3.1 使用材料 

水密扉を構成する扉板，水密扉戸当り用支柱及びアンカーボルトの使用材

料を表 3－21 に示す。 

 

表 3－21 扉板，水密扉戸当り用支柱，アンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-12 

水密扉戸当り用

支柱 
SS400 H-350×350×12×19 

アンカーボルト SUS304 M24 

 

 

3.3.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3－22 の値とする。 

 

表 3－22 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 235 135 

注記＊：ｔは板厚を示す。 
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(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.3.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 3－23 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－23 アンカーボルトの許容限界の算定値 

水密扉

No. 
扉名称 

許容耐力（kN/本） 

引張 せん断 

7 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 72 27 
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3.3.4 評価方法 

水密扉の強度評価式は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算書の方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.3.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける四辺固定の矩形板として算定す

る。この時，実際に作用する静水圧荷重は三角形分布であるが，最下端部の

扉板中央の静水圧が等分布に作用するとして評価する。扉板に作用する荷重

の例を図 3－23 に示す。 

 

Ｍ１＝Ｍｘ１・Ｐｈ１・(Ｌ１・10-3)2 

 

Ｍ１     ：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｘ１    ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｐｈ１   ：扉板に作用する静水圧荷重（kN/m） 

Ｌ１     ：短辺方向の長さ（mm） 

 

 

 

図 3－23 扉板に生じる荷重の例 

 

 

 

 

扉板の受圧範囲の例 

扉板 
Ｐｈ１ 
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(2) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとし

て計算する。なお静水圧荷重は三角形分布に作用するものとし，風荷重は等

分布に作用するものとして，安全側に評価する。水密扉戸当り用支柱に作用

する荷重の例を図 3－24 に示す。 

 

Ｍ２＝Ｐｋ２・Ｌ２・Ｌ３・10-6 

Ｓ２＝Ｐｋ２・Ｌ２・10-3
 

 

Ｍ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｐｋ２   ：水密扉戸当り用支柱に作用する風荷重（kN/m） 

Ｌ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重作用高さ（mm） 

Ｌ３    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重を集中荷重にした時の作用位置 

（mm） 

 

Ｍ３＝1／6・Ｐｈ３・Ｌ４
2・10-6 

Ｓ３＝1／2・Ｐｈ３・Ｌ４・10-3
 

 

Ｍ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

（kN・m） 

Ｓ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 

Ｐｈ３  ：水密扉戸当り用支柱に作用する静水圧荷重（kN/m） 

Ｌ４    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧作用高さ（mm） 

 

Ｍ４＝Ｍ２＋Ｍ３  

Ｓ４＝Ｓ２＋Ｓ３  

 

Ｍ４    ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ４    ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

Ｍ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｍ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重による曲げモーメント 

（kN・m） 

Ｓ２    ：水密扉戸当り用支柱の風荷重によるせん断力（kN） 

Ｓ３    ：水密扉戸当り用支柱の静水圧荷重によるせん断力（kN） 
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図 3－24 水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の例 

 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる力は，水密扉戸当り用支柱下端の断面力を基に算

出する。 

 

ＴＡ１＝ⅤＡ１／ＮＡ１＋ＭＡ１・ｘｉＡ１／Σｎ・ｘｉＡ１
2
 

ＱＡ１＝ＳＡ１／ＮＡ１  

 

ＴＡ１   ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力（kN/本） 

ＱＡ１   ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力（kN/本） 

ⅤＡ１   ：水密扉戸当り用支柱下端の鉛直荷重（kN） 

ＮＡ１   ：アンカーボルト全本数（本） 

ＭＡ１   ：水密扉戸当り用支柱下端の水平力による曲げモーメント 

    （kN・m） 

ｘｉＡ１  ：偏心距離（m） 

∑n・ｘｉＡ１
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

ＳＡ１   ：水密扉戸当り用支柱下端の水平力によるせん断力（kN） 

 

 

  

Ｌ４ Ｐｈ３ 
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3.3.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であること

を確認する。 

 

a. 扉板に生じる曲げ応力度 

σ１＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

 

σ１     ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１     ：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１   ：扉板の断面係数（mm3） 
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(2) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，水密

扉戸当り用支柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度 

σ４＝（Ｍ４・106）／Ｚ４ 

 

σ４     ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ４     ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ４   ：水密扉戸当り用支柱の断面係数（mm3） 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度 

τ４＝（Ｓ４・103）／（ｈ４・ｔ４） 

 

τ４   ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ４     ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

ｈ４     ：水密扉戸当り用支柱のウェブ高（mm） 

ｔ４   ：水密扉戸当り用支柱のウェブ厚（mm） 

 

c. 水密扉戸当り用支柱に生じる組合せ応力度 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下である

ことを確認する。 

√σ4
2+3∙τ4

2 ≤ ft 

 

σ４     ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ４   ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ     ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造

設計指針・同解説」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重以下である

ことを確認する。 

 

（ＴＡ１／Ｔa）2＋（ＱＡ１／Ｑ a） 2≦1 

ＴＡ１／Ｔa≦1.0 

ＱＡ１／Ｑa≦1.0 

 

ＴＡ１  ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔ a         ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

ＱＡ１  ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ a      ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 
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3.3.5 評価条件 

「3.3.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3－24 に示す。 

 

表 3－24 強度評価に用いる条件(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

7 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈｈ mm 水圧作用高さ 2500 

ｗ  kN/m2 風圧力 1.71 

ｈｋ mm 風荷重作用高さ 0 

扉板 

Ｍｘ１ - 
等分布荷重による曲げ応力算定

用の係数 
0.083 

Ｐｈ１ kN/m 扉板に作用する静水圧荷重 25.25 

Ｌ１ mm 短辺方向の長さ 920 

Ｚ１ mm3 扉板の断面係数 24000 

水密扉 

戸当り用 

支柱 

Ｐｋ２ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する

風荷重 
2.14 

Ｌ２ mm 
水密扉戸当り用支柱の風荷重作

用高さ 
0 

Ｌ３ mm 
水密扉戸当り用支柱の風荷重を

集中荷重にした時の作用位置 
2500 

Ｐｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する

静水圧荷重 
31.56 

Ｌ４ mm 
水密扉戸当り用支柱の静水圧作

用高さ 
2500 

Ｚ４ mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 2.28×106 

ｈ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 312 

ｔ４ mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 12 
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表 3－24 強度評価に用いる条件(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉 No. 

7 

アンカー 

ボルト 

ＶＡ１ kN 
水密扉戸当り用支柱下端の鉛直

荷重 
0.00 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 4 

ＭＡ１ kN・m 
水密扉戸当り用支柱下端の水平

力による曲げモーメント 
32.88 

ｘｉＡ１ m 偏心距離 0.175 

∑ｎ・

ｘｉＡ１
2 

m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

ＳＡ１ kN 
水密扉戸当り用支柱下端の水平

力によるせん断力 
39.45 
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4. 評価結果 

強度評価結果を表 4－1～表 4－2 に示す。水密扉及びパネル部の各部材の断面検定を

行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，水密扉が構造健全性

を有することを確認した。 

  図 4－1 にパネル部の各部材毎に検定比が最大となる代表部材を示す。 

 

表 4－1 水密扉の強度評価結果(1/3) 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

1 

扉板 曲げ 14 215 0.07 

芯材 
曲げ 36 235 0.16 

せん断 12 135 0.09 

カンヌキ 

曲げ 38 205 0.19 

せん断 3 118 0.03 

組合せ 39 205 0.20 

アンカー 

ボルト＊ 
引張 6 29 0.21 

2 

扉板 曲げ 37 235 0.16 

芯材 
曲げ 23 235 0.10 

せん断 14 135 0.11 

アンカー 

ボルト＊ 
せん断 4 36 0.12 

3 

扉板 曲げ 28 215 0.14 

芯材 
曲げ 81 235 0.35 

せん断 24 135 0.18 

カンヌキ 

曲げ 75 205 0.37 

せん断 6 118 0.06 

組合せ 76 205 0.38 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 4－1 水密扉の強度評価結果(2/3) 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

4 

扉板 曲げ 12 215 0.06 

芯材 
曲げ 42 235 0.18 

せん断 12 135 0.09 

カンヌキ 

曲げ 39 205 0.20 

せん断 3 118 0.03 

組合せ 40 205 0.20 

アンカー 

ボルト＊ 

引張 4 26 0.16 

せん断 4 19 0.22 

5 

扉板 
曲げ 71 235 0.31 

せん断 1 135 0.01 

水密扉戸当り用

支柱 

曲げ 84 235 0.36 

せん断 34 135 0.26 

組合せ 103 235 0.44 

芯材 
曲げ 27 235 0.12 

せん断 2 135 0.02 

外部縦柱 

曲げ 62 235 0.27 

せん断 13 135 0.10 

組合せ 66 235 0.29 

締付ボルト 圧縮 9 58 0.16 

固定プレート 

曲げ 39 235 0.17 

せん断 4 135 0.03 

組合せ 40 235 0.18 

外部縦柱固定 

ボルト 

引張 154 235 0.66 

せん断 31 135 0.23 

アンカー 

ボルト＊ 

引張 57 90 0.64 

せん断 12 51 0.24 

組合せ － － 0.45 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 4－1 水密扉の強度評価結果(3/3) 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

6 

扉板 
曲げ 75 235 0.32 

せん断 1 135 0.01 

水密扉戸当り用

支柱 

曲げ 83 235 0.36 

せん断 34 135 0.26 

組合せ 101 235 0.43 

芯材 
曲げ 27 235 0.12 

せん断 2 135 0.02 

外部縦柱 

曲げ 60 235 0.26 

せん断 12 135 0.09 

組合せ 64 235 0.28 

締付ボルト 圧縮 8 58 0.14 

固定プレート 

曲げ 38 235 0.17 

せん断 4 135 0.03 

組合せ 39 235 0.17 

外部縦柱固定 

ボルト 

引張 157 235 0.67 

せん断 31 135 0.23 

アンカー 

ボルト＊ 

引張 57 90 0.64 

せん断 12 51 0.24 

組合せ － － 0.44 

7 

扉板 曲げ 74 235 0.32 

水密扉戸当り用 

支柱 

曲げ 15 235 0.07 

せん断 11 135 0.09 

組合せ 24 235 0.11 

アンカー 

ボルト＊ 

引張 48 72 0.67 

せん断 10 27 0.38 

組合せ － － 0.56 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 4－2 パネル部の強度評価結果 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容 

限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

3 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 曲げ 97 235 0.42 

パネル 

芯材 

曲げ 17 235 0.08 

せん断 10 135 0.08 

柱 

曲げ（強軸） 25 229 0.11 

曲げ（弱軸） 62 229 0.28 

せん断 13 135 0.10 

軸力 1 235 0.01 

組合せ 

(曲げ＋軸力) 
－ － 0.40 

組合せ 

(曲げ＋せん断

＋軸力) 

91 235 0.39 

はり 

曲げ（強軸） 12 234 0.06 

曲げ（弱軸） 15 234 0.07 

せん断 36 135 0.27 

軸力 1 235 0.01 

組合せ 

(曲げ＋軸力) 
－ － 0.14 

組合せ 

(曲げ＋せん断

＋軸力) 

69 235 0.30 

アンカー 

ボルト＊  

せん断 10 25 0.40 

引張 20 29 0.69 

組合せ 

(せん断＋引張) 
－ － 0.64 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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図 4－1 検定比最大箇所（パネル部） 
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1. 概要 

  本資料は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設のうち床ドレン逆止弁が津波によって生じる突き上げ津波荷重及び余震を

考慮した荷重に対し，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

   強度評価の対象施設となる床ドレン逆止弁の配置計画は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3. 構造強度設計」にて示す。 
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 2.2 構造計画 

   床ドレン逆止弁は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「3. 構造強度設計」にて示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を決定する。床ド

レン逆止弁の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 基礎・支持構造 

80A 型 

（ボルト取付

式） 

弁座を含む弁

本体，弁体で

あるフロート

及びフロート

を弁座に導く

フロートガイ

ドで構成す

る。 

弁本体を基礎ボ

ルトで基礎に据

え付ける。 

 

300A 型 

（ボルト取付

式） 

 

80A 型 

（ねじ込み取

付式） 

配管の取付部に

直接ねじ込み固

定とする。 

 

  

フロートガイド  

フロート  

フロートガイド  

基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

弁本体  

弁座  

基礎ボルト（メカニカルアンカ） 

弁本体  

弁座  

弁本体  

フロート  

フロートガイド  
フロート  

弁座  
取付部  

配管  
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 2.3 評価方針 

   床ドレン逆止弁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，構造

強度評価及び機能維持評価により実施する。構造強度評価では，床ドレン逆止弁の評

価部位に作用する応力等が許容限界以下であることを「5.1 構造強度評価方法」に示

す方法により，「5.6 計算条件」に示す計算条件を用いて評価する。また，機能維持

評価を実施する評価部位については，評価部位に作用する圧力が許容限界以下である

ことを「5.1 構造強度評価方法」に示す方法により，「5.6 計算条件」に示す計算条

件を用いて評価する。構造強度評価及び機能維持評価の確認結果を「6. 評価結果」

にて確認する。 

   床ドレン逆止弁の強度評価フローを図 2－1 に示す。床ドレン逆止弁の強度評価に

おいては，その構造を踏まえ，突き上げ津波荷重及び余震荷重の作用方向及び伝達過

程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，突き

上げ津波荷重と余震荷重の作用時（以下「重畳時」という。）を考慮し，評価される最

大荷重を設定する。余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」に示す弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とする。余震荷重の設定にあた

っては，弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた設置床の最大応答加速度を考慮し

て設計震度を設定する。 
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図 2－1 強度評価フロー 

 

  

逆止弁の設計

計算モデル設定

応力の計算 圧力の計算 水圧試験に

よる評価

弁本体，フロートガイドの

応力評価

・圧 縮

・曲 げ

・組合せ

フロートの

機能維持評価

余震 荷重及び荷重の

組合せの設定

固有値算出 入力地震動の設定

設計震度の設定

理論式による計算

基礎ボルトの

応力評価

・引 張

・せん断

・組合せ

ねじ込み

取付部の

応力評価

・引 張

・曲 げ

・組合せ

取付部の 

応力評価 

・引 張 

・曲 げ 

・組合せ 

弁本体，フロートガイドの 

応力評価 

・圧 縮 

・曲 げ 

・組合せ 



 

5 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3
-2
-
7 

R1
 

 2.4 適用規格・基準等 

   本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

・機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

 

 2.5 記号の説明 

床ドレン逆止弁の固有周期の計算に用いる記号及び構造強度評価に用いる記号を表

2－2 及び表 2－3 に示す。 

 

表 2－2 床ドレン逆止弁の固有周期の計算に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａ モデル化に用いるフロートガイドの有効断面積 mm2 

ｄｍ モデル化に用いる弁本体の内径 mm 

Ｄｆｍ モデル化に用いるフロートガイドの直径 mm 

Ｄｍ モデル化に用いる弁本体の外径 mm 

Ｅ モデル化に用いるフロートガイドの縦弾性係数 MPa 

ｆ 床ドレン逆止弁の固有振動数 Hz 

Ｔ 床ドレン逆止弁の固有周期 s 

Ｉａ モデル化に用いるフロートガイド 1 本の断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ モデルの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ１ モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ２ モデル化に用いるフロートガイドの等価断面二次モーメント mm4 

ｋ モデルのばね定数 N/m 

ℓ１ モデル化に用いる弁本体の長さ mm 

ℓ２ モデル化に用いるフロートガイドの長さ mm 

ｍ モデル化に用いる弁の全質量 kg 

ｎｆ フロートガイドの本数 本 

ｙｇ フロートガイドの図心 G と X 軸の距離 mm 
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表 2－3 床ドレン逆止弁の構造強度評価に用いる記号（その１） 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨＳｄ 余震による水平方向の設計震度 － 

ＣＶＳｄ 余震による鉛直方向の設計震度 － 

Ａ１ 弁本体の断面積 mm2 

Ａ２ 重畳時に弁本体に作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ａ３ フロートガイドの最小断面積 mm2 

Ａ４ 重畳時にフロートガイドに作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ａ５ 基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａ６ 重畳時に基礎ボルトに作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ａ７ 配管の最小断面積 mm2 

Ａ８ 重畳時に取付部に作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ｃｄ 抗力係数 － 

Ｄ１ 弁本体の外径 mm 

Ｄ２ 重畳時に弁本体に作用する評価に用いる受圧面の直径 mm 

Ｄ３ フロートガイドの最小直径 mm 

Ｄ４ 重畳時にフロートガイドに作用する評価に用いる受圧面の直径 mm 

Ｄ５ 重畳時に基礎ボルトに作用する評価に用いる受圧面の直径 mm 

Ｄ６ 配管の外径 mm 

Ｄ７ 重畳時に取付部に作用する評価に用いる受圧面の直径 mm 

ｄ１ 弁本体の内径 mm 

ｄ２ 配管の内径（取付部の最小内径） mm 

ＤＰ 基礎ボルトの水平間距離 mm 

ｆｔ 設計・建設規格 SSB-3131(1)に定める値 MPa 

ｆｓ 設計・建設規格 SSB-3131.1(2)に定める値 MPa 

ＦＨ１ 弁本体の最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨ２ フロートガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＶ１ 弁本体に加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶ２ フロートガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

g 重力加速度 m/s2 

ｈ 突き上げ津波荷重の算出に用いる水頭 m 

Ｉ１ 弁本体の断面二次モーメント mm4 

Ｉ２  フロートガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｉ３ 配管の断面二次モーメント mm4 
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表 2－3 床ドレン逆止弁の構造強度評価に用いる記号（その２）  

記号 記号の説明 単位 

Ｌ１ 弁全体の長さ mm 

Ｌ２ フロートガイドの長さ mm 

Ｌ３ 取付部境界から弁下端までの長さ mm 

ｍ１ 弁の全質量 kg 

ｍ２ フロートガイド 1 本当たりの質量 kg 

Ｍ１ 弁本体に発生する曲げモーメント N･mm 

Ｍ２ フロートガイドに発生する曲げモーメント N･mm 

Ｍ３ 取付部境界の配管に発生する曲げモーメント N･mm 

ｎ 基礎ボルトの本数 本 

ｎf フロートガイドの本数 本 

Ｄ 固定荷重 N 

Ｐｔ  突き上げ津波荷重 MPa 

ＰＷ  フロートに発生する圧力 MPa 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値  MPa 

Ｕ 津波の最大流速（鉛直方向） m/s 

Ｗｄ１ 弁本体自重 N 

Ｗｄ２ フロートガイド自重 N 

ρＯ 海水の密度 kg/m3 

σＨ１ 弁本体に加わる曲げ応力 MPa 

σＨ２ フロートガイドの最小断面積に加わる曲げ応力 MPa 

σＨ３ 取付部境界の配管に加わる曲げ応力 MPa 

σＶ１ 弁本体に加わる圧縮応力（重畳時） MPa 

σＶ２ フロートガイドの最小断面積に加わる圧縮応力（重畳時） MPa 

σＶ３ 基礎ボルト１本当たりに加わる引張応力（重畳時） MPa 

σＶ４ モーメントにより基礎ボルト１本当たりに加わる引張応力（重畳

時） 
MPa 

σＶ５ 配管の最小断面積に加わる引張応力（重畳時） MPa 

τ３  基礎ボルト１本当たりに加わるせん断応力 MPa 

fｔｏ  引張力のみを受けるボルトの許容引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値） MPa 

fｔｓ  引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 
MPa 

τ ボルトに作用するせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－4 に示すとおりである。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示と 

する。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強 

さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨

て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

床ドレン逆止弁の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価部位を踏まえて，突き上げ津波荷重の

作用方向及び伝達過程を考慮して設定する。 

重畳時に床ドレン逆止弁下流からの突き上げ津波荷重及び鉛直方向の余震荷重が負荷

される場合は，弁本体及びフロートガイドに圧縮力が作用する。基礎ボルト取付式の場

合，基礎ボルトには引張力が作用し，ねじ込み取付式の場合，取付部には引張力が作用

する。また，床ドレン逆止弁下流からの突き上げ津波荷重によりフロートが弁座に密着

し閉弁状態となる際にフロートに圧縮力が作用する。一方，水平方向の余震荷重が負荷

される場合は，弁本体及びフロートガイドには曲げモーメントが作用する。基礎ボルト

取付式の場合，基礎ボルトにはせん断力及びモーメントによる引張力が作用し，ねじ込

み取付式の場合，取付部には曲げモーメントが作用する。 

このことから，強度評価においては，構造強度評価による評価部位として，弁本体，

フロートガイド，基礎ボルト及び取付部を選定し，機能維持評価による評価部位として

フロートを選定する。床ドレン逆止弁の評価部位について，表 2－1 の構造概略図に示

す。  
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

   床ドレン逆止弁の固有周期の計算方法を以下に示す。 

  (1) 計算モデル 

ａ. 一方の端を固定端，他方の端を自由端とした図 4－1 に示す 1 質点系振動モデ

ルとする。 

ｂ. 質量の不均一性を考慮して，自由端に弁の全質量が集中したモデルとする。 

ｃ. モデル化は，円筒状の弁本体及び円柱状のフロートガイドの異なる 2 つの断

面をもつ梁の組合せとして設定する。 

 

 

図 4－1 床ドレン逆止弁のモデル化の概略 

 

 

(2) 固有周期の計算 

    水平方向の固有周期Ｔを以下の式より算出する。なお，鉛直方向の固有周期につ

いては，床ドレン逆止弁の構造上，水平方向よりも鉛直方向の方が剛性が高いため，

水平方向の固有周期のみを確認する。 
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    モデルの等価断面二次モーメントＩｍの算出過程を以下に示す。 

   a. モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメント 

     モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメントＩｍｌは，以下の式より算出する。 

Ｉ
ｍ１

＝ (Ｄ
ｍ

4
－ｄ

ｍ

4
)∙

π

64
 

 

   b. モデル化に用いるフロートガイドの等価断面二次モーメント 

     平行軸の定理から，フロートガイドの図心Ｇと X 軸の距離ｙｇを用いて，モデ

ル化に用いるフロートガイドの等価断面二次モーメントＩｍ２は，以下の式より算

出する。フロートガイドの断面を図 4－2 に示す。 

Ｉ
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4
∙
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図 4－2 フロートガイドの断面（4 本の例） 

 

   c. モデルの等価断面二次モーメント 

     モデルの等価断面二次モーメントＩｍは，以下の式より算出する。 
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4.2 固有周期の計算条件 

床ドレン逆止弁の 80A 型（ボルト取付式），300A 型（ボルト取付式）及び 80A 型（ね

じ込み取付式）における固有周期の計算条件を表 4－1，表 4－2 及び表 4－3 に示す。 

 

表 4－1 80A 型（ボルト取付式）の固有周期の計算条件 

フロートガイドの

材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いる

弁本体の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用いる

弁本体の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用いる

フロートガイドの

直径 

Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS316L 5 72 38 7 

 

フロートガイドと 

図心Ｇと X 軸の 

距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

縦弾性係数＊ 

Ｅ 

(MPa) 

フロートガイド

の本数 

ｎｆ 

(本) 

30 37 102 1.94×105 4 

注記＊：「5.3 許容応力」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 

 

表 4－2 300A 型（ボルト取付式）の固有周期の計算条件 

フロートガイドの

材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いる

弁本体の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用いる

弁本体の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用いる

フロートガイドの

直径 

Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS316L 35 182 90 10 

 

フロートガイドと 

図心Ｇと X 軸の距

離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

縦弾性係数＊ 

Ｅ 

(MPa) 

フロートガイド

の本数 

ｎｆ 

(本) 

70.1 27 215 1.94×105 6 

注記＊：「5.3 許容応力」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。  
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表 4－3 80A 型（ねじ込み取付式）の固有周期の計算条件 

フロートガイドの

材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いる

弁本体の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用いる

弁本体の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用いる

フロートガイドの

直径 

Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS304 2.19 72 38 7 

 

フロートガイドと 

図心Ｇと X 軸の 

距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

縦弾性係数＊ 

Ｅ 

(MPa) 

フロートガイド

の本数 

ｎｆ 

(本) 

30 20 110 1.94×105 4 

注記＊：「5.3 許容応力」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－4 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05s 以下であり，

剛構造であることを確認した。 

 

表 4－4 固有周期の計算結果 

型式 
固有周期 

(s) 

80A 型（ボルト取付式） 0.002 

300A 型（ボルト取付式） 0.006 

80A 型（ねじ込み取付式） 0.002 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

床ドレン逆止弁の構造強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「5. 強度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を

実施する。 

床ドレン逆止弁の強度評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位に対し，「5.2 荷重

及び荷重の組合せ」及び「5.3 許容応力」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限
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界を踏まえ，「5.5 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

   強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合

せを用いる。 

 

5.2.1 荷重の設定 

   (1) 固定荷重（Ｄ） 

     常時作用する荷重として，弁本体の自重Ｗｄ１及びフロートガイドの自重Ｗｄ２

を以下の式より算出する。 

 

Ｗ
ｄ１

＝ｍ
１
∙g 

 

Ｗ
ｄ２

＝ｍ
２
∙g 

 

   (2) 突き上げ津波荷重（Ｐ
ｔ
） 

     突き上げ津波荷重は，基準津波による水位及び流速を考慮する。 

     突き上げ津波荷重は以下の式より算出する。 

 

Ｐ
ｔ
＝ρ

Ｏ
∙g∙ｈ＋

１

2
∙Ｃ

ｄ
∙ρ

Ｏ
∙Ｕ

２
 

 

   (3) 余震荷重（Ｓｄ） 

     余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に

示すとおり，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力とする。 

     余震による地震荷重ＦＨ１，ＦＨ２，ＦＶ１，ＦＶ２を以下の式より算出する。 

 

Ｆ
Ｈ１

＝ｍ
１
∙Ｃ

ＨＳｄ
∙g 

 

Ｆ
Ｈ２

＝ｍ
２
∙Ｃ

ＨＳｄ
∙g 

 

Ｆ
Ｖ１

＝ｍ
１
∙Ｃ

ＶＳｄ
∙g 

 

Ｆ
Ｖ２

＝ｍ
２
∙Ｃ

ＶＳｄ
∙g 
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5.2.2 荷重の組合せ 

    床ドレン逆止弁の強度計算にて考慮する荷重の組合せを表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 床ドレン逆止弁の強度評価にて考慮する荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ 

浸水防護施設 

(浸水防止設備) 
床ドレン逆止弁 Ｄ＋Ｐｔ＋Ｓｄ＊ 1，＊2 

注記＊1：Ｄは固定荷重，Ｐｔは突き上げ津波荷重，Ｓｄは余震荷重を示す。 

  ＊2：固定荷重（Ｄ）及び余震荷重（Ｓｄ）の組合せ荷重が，強度評価上，突き上げ津

波荷重（Ｐｔ）を緩和する方向に作用する場合，保守的にこれらを組み合わせな

い。 

 

 5.3 許容応力 

   床ドレン逆止弁の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界を踏まえ，「3. 評価部位」

にて設定している評価部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，弁本体，フロートガイ

ド，基礎ボルト及び取付部については，設計・建設規格に準じた供用状態Ｃの許容応

力を用いる。 

   フロートについては，水圧試験により確認した圧力を許容値として用いる。水圧試

験では，床ドレン逆止弁の閉状態に対して，静水圧 0.30MPa をフロートに負荷し，有

意な変形及び著しい漏えいがないことを確認した。 

   床ドレン逆止弁の弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の許容限界を表

5－2 に，許容応力評価条件を表 5－3 に，許容応力算出結果を表 5－4 にそれぞれ示

す。また，フロートの許容限界を表 5－5 に示す。 

 

表 5－2 弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の許容限界 

供用状態 

(許容応力状態) 

許容限界＊ 1 

(ボルト以外) 

許容限界＊2 

(ボルト) 

一次応力 一次応力 

圧縮／引張 曲 げ 組合せ＊3 引 張 せん断 組合せ＊4 

Ｃ 

（ⅢＡＳ）＊5 
1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ fｔｓ 

注記＊1：圧縮／引張及び曲げは，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 を準用し，「管」の許容限

界のうちクラス２，３配管に対する許容限界に準じて設定する。 

  ＊2：引張及びせん断は，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 を準用し，「その他の支持 

構造物」の許容限界を適用する。組合せは，設計・建設規格による。 
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  ＊3：圧縮／引張応力と曲げ応力の組合せである。 

  ＊4：せん断応力と引張応力の組合せ応力 

     せん断応力と引張応力を同時に受けるボルトの許容引張応力 fｔｓは，次のいず

れか小さい方の値 

     𝑓ｔｓ＝1.4∙𝑓ｔｏ－1.6∙τ 

     𝑓ｔｓ＝𝑓ｔｏ 

  ＊5：地震後の再使用性や津波による溢水の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の

変形力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有するよう，設備を構成する

材料が弾性域内に収まることを基本とする。 

 

表 5－3 弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の許容応力評価条件 

型式 評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

80A 型 

（ボルト取

付式） 

弁本体 SUS316L 40 111 － － － 

フロート 

ガイド 
SUS316L 40 111 － － － 

基礎ボルト SUS316L 40 － 175 480 175 

300A 型 

（ボルト取

付式） 

弁本体 SUS316L 40 111 － － － 

フロート 

ガイド 
SUS316L 40 111 － － － 

基礎ボルト SUS316L 40 － 175 480 175 

80A 型 

（ねじ込み

取付式） 

弁本体 SUS303＊ 40 129 － － － 

フロート 

ガイド 
SUS304 40 129 － － － 

取付部 SUS304TP 40 129 － － － 

注記＊：SUS304 相当 
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表 5－4 弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の許容応力算出結果 

供用状態 

(許容応力

状態) 

型式 評価部位 

許容限界 

(ボルト以外) 

許容限界 

(ボルト) 

一次応力 一次応力 

圧縮／

引張 

1.2・Ｓ 

(MPa) 

曲 げ 

1.2・Ｓ 

(MPa) 

組合せ 

1.2・Ｓ 

(MPa) 

引 張 

1.5・ｆｔ 

(MPa) 

せん断 

1.5・ｆｓ 

(MPa) 

組合せ 

fｔｓ  

(MPa) 

Ｃ 

（ⅢＡＳ） 

80A 型

（ボル

ト取付

式） 

弁本体 133 133 133 － － － 

フロート 

ガイド 
133 133 133 － － － 

基礎ボルト － － － 105 80 105 

300A 型 

（ボル

ト取付

式） 

弁本体 133 133 133 － － － 

フロート 

ガイド 
133 133 133 － － － 

基礎ボルト － － － 105 80 105 

80A 型

（ねじ

込み取

付式） 

弁本体 154 154 154 － － － 

フロート 

ガイド 
154 154 154 － － － 

取付部 154 154 154 － － － 

 

表 5－5 フロートの許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

フロート 0.3 
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5.4  設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力 

地震動 

据付場所及び 

床面高さ＊1 

(m) 

余震による設計震度＊ 2 

水平方向ＣＨ 鉛直方向ＣＶ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

取水槽 EL 1.1 
1.31＊ 3 0.99＊ 3 

タービン建物 EL 2.0 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：耐震計算に用いる設計震度は，床ドレン逆止弁が設置されている各基準床レベル

のうち，最大となる設計震度を設定した。 

＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 
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5.5 計算方法 

 (1) 弁本体 

   a. 圧縮 

     鉛直応答加速度による余震荷重及び突き上げ津波荷重により，弁本体に加わる

圧縮応力σＶ１を以下の式より算出する。また，突き上げ津波荷重が弁本体に作用

する評価に用いる受圧面積Ａ２は，弁本体のうち波圧を受ける面積が最も広い箇所

を適用し，突き上げ津波荷重が弁本体に作用する評価に用いる受圧面の直径Ｄ２か

ら求める。弁本体の断面積Ａ１は，図 5－1 に示すとおり，弁本体のうち最も肉厚

が薄い断面を適用する。ただし，弁本体自重Ｗｄ１と弁本体に加わる鉛直下向きの

地震荷重ＦＶ１は，圧縮応力σＶ１を緩和する方向に作用するため考慮しない。 

 

σ
Ｖ１

＝
Ｗ

ｄ１
＋Ｆ

Ｖ１
＋Ｐ

ｔ
∙Ａ

２

Ａ
１

 

 

図 5－1 床ドレン逆止弁本体の構造図（300A 型（ボルト取付式）の例） 

弁本体の外径Ｄ１  

重畳時に弁本体に作用する評価に用いる
受圧面の直径Ｄ２  

弁本体の内径ｄ１ 

弁本体の断面積Ａ１  

重畳時に弁本体に作用する評価に
用いる受圧面積Ａ２ 

Ａ
１
 Ａ

１
 

弁本体の  
長さＬ

１
 

Ａ
２
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    b. 曲げ 

      弁全体の最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度に

より，弁本体に加わる曲げ応力σＨ１を以下の式より算出する。弁全体の長さ

Ｌ１，弁本体の外径Ｄ１及び内径ｄ１について図 5－1 に示す。 

 

Ｍ
１
＝Ｆ

Ｈ１
∙Ｌ

１
 

Ｉ
１
＝ (Ｄ

１

４
－ｄ

１

４
) ∙

π

64
 

σ
Ｈ１

＝

Ｍ
１
∙(

Ｄ
１

２
)

Ｉ
１

 

 

   (2) フロートガイド 

    a. 圧縮 

      鉛直応答加速度による余震荷重及び突き上げ津波荷重により，フロートガイ

ドの最小断面積に加わる圧縮応力σＶ２を以下の式より算出する。また，突き上

げ津波荷重がフロートガイドに作用する評価に用いる受圧面積Ａ４は，突き上

げ津波荷重がフロートガイドに作用する評価に用いる受圧面の直径Ｄ４から求

める。フロートガイドの最小断面積Ａ３は，図 5－2 に示すとおり，フロートガ

イドのうち最も肉厚が薄い断面を適用する。ただし，フロートガイド自重Ｗｄ２

とフロートガイドに加わる鉛直下向きの地震荷重ＦＶ２は，圧縮応力σＶ２を緩

和する方向に作用するため考慮しない。 

 

σ
Ｖ２

＝
Ｗ

ｄ２
＋Ｆ

Ｖ２
＋Ｐ

ｔ
∙Ａ

４

Ａ
３
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図 5－2 フロートガイドの構造強度評価に用いる断面積 

（300A 型（ボルト取付式）の例） 

 

    b. 曲げ 

      フロートガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答

加速度により，フロートガイドに加わる曲げ応力σＨ２を以下の式より算出する。

フロートガイドの長さＬ２，フロートガイドの最小直径Ｄ３について図 5－2 に

示す。 

 

Ｍ
２
＝Ｆ

Ｈ２
∙Ｌ

２
 

Ｉ
２
＝Ｄ

３

４
∙
π

64
 

σ
Ｈ２

＝

Ｍ
２
∙(

Ｄ
３

 2 
)

Ｉ
２

 

最小直径Ｄ 3 
最小断面積Ａ 3 

重畳時のフロートガイドに作用する
評価に用いる受圧面の直径Ｄ

４
 

重畳時のフロートガイドに作用する
評価に用いる受圧面積Ａ

４
 

フロートガイド
の長さＬ

２
 

フロートガイド  
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   (3) 基礎ボルト 

    a. 引張 

      鉛直応答加速度による余震荷重及び突き上げ津波荷重により，基礎ボルト 1

本当たりに加わる引張応力σＶ３を以下の式より算出する。また，突き上げ津波

荷重が基礎ボルトに作用する評価に用いる受圧面積Ａ６は，図 5－3 に示すとお

り，突き上げ津波荷重が基礎ボルトに作用する評価に用いる受圧面の直径Ｄ５

から求める。ただし，弁本体自重Ｗｄ１と弁本体に加わる鉛直下向きの地震荷重

ＦＶ１は，圧縮応力σＶ３を緩和する方向に作用するため考慮しない。 

 

σ
Ｖ３

＝
Ｆ

Ｖ１
＋Ｐ

ｔ
∙Ａ

６
＋Ｗ

ｄ１

Ａ
５
∙ｎ

 

 

 

 

図 5－3 基礎ボルトに作用する評価に用いる受圧面積（300A 型（ボルト取付式）の例） 

  

Ｐ
ｔ
 

5 
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    b. モーメントによる引張応力 

      水平応答加速度により対角線上の基礎ボルトを 2 本支持したと仮定し，弁全

体の最下端に集中荷重が作用した場合において，水平方向地震荷重によるモー

メントにより基礎ボルト 1 本当たりに加わる引張応力σＶ４を以下の式より算

出する。図 5－4 にモーメントによる引張応力の作用イメージを示す。 

 

σ
Ｖ４

＝
Ｆ

Ｈ１
∙Ｌ

１

Ｄ
Ｐ
∙Ａ

５

 

 

 

図 5－4 モーメントによる引張応力の作用イメージ 

 

  

基礎ボルトの水平間距離ＤＰ 

モーメントにより基礎ボルト 1 本  
当たりに加わる引張応力σ V４ 

弁本体の最下端に加わる  
水平方向地震荷重ＦＨ １ 

弁全体の長さＬ
１
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    c. せん断 

      水平応答加速度により基礎ボルト 1 本当たりに加わるせん断応力τ３を以下

の式より算出する。 

τ
３
＝

Ｆ
Ｈ１

Ａ
５
∙ｎ

 

 

   (4) フロート 

     波圧によりフロートに発生する圧力ＰＷは以下の式より算出する。 

 

Ｐ
Ｗ
＝Ｐ

ｔ
 

 

   (5) 取付部 

    a. 引張 

     鉛直応答加速度による余震荷重及び突き上げ津波荷重により，配管の最小断

面積に加わる引張応力σｖ５を以下の式より算出する。また，突き上げ津波荷重

が取付部に作用する評価に用いる受圧面積Ａ８は，配管内径ｄ 2 から求める。配

管の最小断面積Ａ７は，ねじ山がかみ合うことにより荷重は分散されるが，図 5

－5 に示すとおり，保守的に最小断面積となる配管谷径ｄ２，配管外径Ｄ６を計

算に用いる。 

ただし，弁本体自重Ｗｄ１と弁本体に加わる鉛直下向きの地震荷重ＦＶ１は，圧

縮応力σＶ５を緩和する方向に作用するため考慮しない。 

 

σ
Ｖ５

＝

Ｗ
ｄ１

＋Ｆ
Ｖ１

＋Ｐ
ｔ

∙Ａ
８

Ａ
７

 

 

 

 

図 5－5 取付部の構造強度評価に用いる断面積  

取付部の構造強度評価に  

用いる配管外径Ｄ６  

取付部の構造強度評価に  

用いる配管谷径ｄ２  
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    b. 曲げ 

     弁全体の最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度に

より，取付部境界の配管に加わる曲げ応力σＨ３を以下の式より算出する。取付

部境界から弁下端までの長さＬ３について図 5－6 に示す。 

 

Ｍ
３
＝Ｆ

Ｈ１
∙Ｌ

３
 

Ｉ
３
＝ (Ｄ

６

４
－ｄ

２

４
) ∙

π

64
 

σ
Ｈ３

＝

Ｍ
３
∙(

Ｄ
６

 2 
)

Ｉ
３

 

 

図 5－6 取付部境界から弁全体の最下端までの長さ  

取付部境界  
取付部境界から  

弁全体の最下端までの長さＬ３  
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5.6  計算条件 

     床ドレン逆止弁の構造強度評価に用いる計算条件を表 5－7，表 5－8 及び表 5－9 に

示す。 

 

表 5－7 80A 型（ボルト取付式）の構造強度評価に用いる計算条件（その１） 

弁本体の材質 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

SUS316L 5 139 72 

 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

38 

 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

1 本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ３ 

(mm) 

SUS316L 0.05 102 6.6 

 

フロートガイドの本数 

ｎｆ 

(本) 

4 

 

基礎ボルトの材質 

基礎ボルトの 

断面積 

Ａ５ 

(mm2) 

基礎ボルトの本数 

ｎ 

(本) 

基礎ボルトの 

水平間距離 

ＤＰ 

(mm) 

SUS316L 113.1 2 260 
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表 5－7 80A 型（ボルト取付式）の構造強度評価に用いる計算条件（その２） 

重畳時に弁本体に作

用する評価に用いる

受圧面の直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重畳時にフロートガイ

ドに作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ４ 

(mm) 

重畳時に基礎ボルト

に作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ５ 

(mm) 

 

重力加速度 

 

g 

(m/s2) 

72 7 77 9.80665 

 

海水の密度 

ρＯ 

(kg/m3) 

突き上げ津波荷重の

算出に用いる水頭 

ｈ 

(m) 

抗力係数 

Ｃｄ  

(－) 

津波の最大流速＊ 

Ｕ 

(m/s) 

1030 10.2 2.01 1.0 

注記＊：取水槽における鉛直方向の津波の最大流速を示す。 
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表 5－8 300A 型（ボルト取付式）の構造強度評価に用いる計算条件（その１） 

弁本体の材質 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

SUS316L 35 242 182 

 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

90 

 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

1 本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ３ 

(mm) 

SUS316L 0.15 215 8.4 

 

フロートガイドの本数 

ｎｆ 

(本) 

6 

 

基礎ボルトの材質 

基礎ボルトの 

断面積 

Ａ５ 

(mm2) 

基礎ボルトの本数 

ｎ 

(本) 

基礎ボルトの 

水平間距離 

ＤＰ 

(mm) 

SUS316L 314.2 8 400 
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表 5－8 300A 型（ボルト取付式）の構造強度評価に用いる計算条件（その２） 

重畳時に弁本体に作

用する評価に用いる

受圧面の直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重畳時にフロートガイ

ドに作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ４ 

(mm) 

重畳時に基礎ボルト

に作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ５ 

(mm) 

 

重力加速度 

 

g 

(m/s2) 

182 10 285 9.80665 

 

海水の密度 

ρＯ 

(kg/m3) 

突き上げ津波荷重の

算出に用いる水頭 

ｈ 

(m) 

抗力係数 

Ｃｄ  

(－) 

津波の最大流速＊ 

Ｕ 

 (m/s) 

1030 10.2 2.01 1.0 

注記＊：取水槽における鉛直方向の津波の最大流速を示す。  
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表 5－9 80A 型（ねじ込み取付式）の構造強度評価に用いる計算条件（その１） 

弁本体の材質 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

SUS303 2.19 130 72 

 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

38 

 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

1 本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ３ 

(mm) 

SUS304 0.05 110 6.6 

 

フロートガイドの本数 

ｎｆ 

(本) 

4 

 

配管の材質 

 

配管の最小断面積 

 

Ａ７  

(mm2) 

取付部境界 

から弁下端までの 

長さ 

Ｌ３ 

(mm) 

 

配管の外径 

 

Ｄ６ 

(mm) 

SUS304TP 1.014×103 99 89.1 

 

配管の内径（取付部

の最小内径） 

ｄ２ 

(mm) 

81.5 
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表 5－9 80A 型（ねじ込み取付式）の構造強度評価に用いる計算条件（その２） 

重畳時に弁本体に作

用する評価に用いる

受圧面の直径 

 

Ｄ２ 

(mm) 

重畳時にフロートガイ

ドに作用する評価に用

いる受圧面の直径 

 

Ｄ４ 

(mm) 

重畳時に 

取付部に作用する 

評価に用いる受圧面 

の直径 

Ｄ７ 

(mm) 

 

重力加速度 

 

g 

(m/s2) 

72 7 78.1 9.80665 

 

海水の密度 

ρＯ 

(kg/m3) 

突き上げ津波荷重の

算出に用いる水頭 

ｈ 

(m) 

抗力係数 

Ｃｄ  

(－) 

津波の最大流速＊ 

Ｕ 

(m/s) 

1030 10.2 2.01 1.0 

注記＊：取水槽における鉛直方向の津波の最大流速を示す。 
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6. 評価結果 

6.1 構造強度評価結果 

   弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の構造強度評価結果を表 6－1 に示

す。発生応力が許容応力以下であることから構造部材が構造健全性を有することを確

認した。 

 

表 6－1 弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の 

構造強度評価結果（その１） 

（単位：MPa） 

型式 評価部位 評価応力 発生応力 許容応力 

80A 型 

（ボルト取付

式） 

弁本体 

圧 縮 1 133 

曲 げ 1 133 

組合せ＊1 1 133 

フロートガイド 

圧 縮 1 133 

曲 げ 3 133 

組合せ＊1 3 133 

基礎ボルト 
引 張＊2 4 105 

せん断 1 80 

300A 型 

（ボルト取付

式） 

弁本体 

圧 縮 1 133 

曲 げ 1 133 

組合せ＊1 1 133 

フロートガイド 

圧 縮 1 133 

曲 げ 8 133 

組合せ＊1 8 133 

基礎ボルト 
引 張＊2 4 105 

せん断 1 80 

注記＊1：圧縮／引張（σＶ）＋曲げ（σＨ）は，σＶ＋σＨ≦1.2Ｓで評価 

  ＊2：基礎ボルトの引張応力は，σⅤ３＋σＶ４の和
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表 6－1 弁本体，フロートガイド，基礎ボルト及び取付部の 

構造強度評価結果（その２） 

（単位：MPa） 

型式 評価部位 評価応力 発生応力 許容応力 

80A型 

（ねじ込み取付

式） 

弁本体 

圧 縮 1 154 

曲 げ 1 154 

組合せ＊ 1 154 

フロートガイド 

圧 縮 1 154 

曲 げ 3 154 

組合せ＊ 3 154 

取付部 

引 張 1 154 

曲 げ 1 154 

組合せ＊ 1 154 

注記＊：圧縮／引張（σＶ）＋曲げ（σＨ）は，σＶ＋σＨ≦1.2Ｓで評価 

 

6.2 機能維持評価結果 

   フロートの機能維持評価結果を表 6－2に示す。発生応力が，有意な変形及び著しい漏えい

がないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，評価部位であるフロートの機能維

持を確認した。 

 

表 6－2 フロートの機能維持評価結果 

評価部位 
発生圧力 

(MPa) 

水圧試験の圧力 

(MPa) 

フロート 圧縮 0.11 0.30 
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Ⅵ-3-別添 3-2-8 隔離弁，機器・配管の強度計算書 



目－1 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
2-
8 
R1

 

目  次 

1. 概要 ···································································· 1 

2. タービン補機海水ポンプ ·················································· 2 

2.1 概要  ·································································· 2 

2.2 一般事項 ······························································ 2 

2.2.1 配置概要 ···························································  2

2.2.2 構造計画 ···························································  3

2.2.3 評価方針 ···························································  5

2.2.4 適用規格・基準等 ···················································  6

2.2.5 記号の説明 ·························································  7

2.2.6 計算精度と数値の丸め方  ·············································· 9 

2.3 評価部位 ·····························································  10

2.4 固有周期 ·····························································  10

2.4.1 固有値解析方法 ···················································· 10 

2.4.2 解析モデル及び諸元 ················································· 10 

2.4.3 固有値解析結果 ···················································· 10 

2.5 構造強度評価 ·························································  12

2.5.1 構造強度評価方法 ·················································· 12 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力  ··········································· 12 

2.5.3 設計用地震力 ······················································ 16 

2.5.4 計算方法 ·························································· 17 

2.5.5 計算条件 ·························································· 20 

2.5.6 応力の評価 ························································ 20 

2.6 評価結果 ·····························································  21

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果  ··································· 21 



目－2 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
2-
8 
R1

 

3. 循環水ポンプ ······························································ 34 

3.1 概要  ·································································· 34 

3.2 一般事項 ······························································ 34 

3.2.1 配置概要 ···························································  34

3.2.2 構造計画 ···························································  35

3.2.3 評価方針 ···························································  37

3.2.4 適用規格・基準等 ···················································  38

3.2.5 記号の説明 ·························································  39

3.2.6 計算精度と数値の丸め方  ·············································· 41 

3.3 評価部位 ······························································ 42 

3.4 固有周期 ······························································ 42 

3.4.1 固有値解析方法 ·····················································  42

3.4.2 解析モデル及び諸元 ·················································· 42 

3.4.3 固有値解析結果 ·····················································  42

3.5 構造強度評価 ·························································· 47 

3.5.1 構造強度評価方法 ···················································  47

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力  ············································ 47 

3.5.3 設計用地震力 ·······················································  51

3.5.4 計算方法 ···························································  53

3.5.5 計算条件 ···························································  56

3.5.6 応力の評価 ·························································  56

3.6 評価結果 ······························································ 57 

3.6.1 設計基準対象施設としての評価結果  ···································· 57 

4. 配管及び隔離弁 ···························································  84

4.1 概要  ···································································  84

4.2 配置概要，概略系統図及び鳥瞰図  ·········································· 85 

4.2.1 配置概要 ···························································· 85 

4.2.2 概略系統図 ·························································· 86 

4.2.3 鳥瞰図 ······························································ 91 

4.3 計算条件 ·······························································  93

4.3.1 計算方法 ···························································· 93 

4.3.2 荷重の組合せ及び許容応力状態  ········································· 94 

4.3.3 設計条件 ···························································· 95 

4.3.4 材料及び許容応力 ····················································  101

4.3.5 設計用地震力 ························································  102

4.4 解析結果及び評価 ·······················································  103

4.4.1 固有周期及び設計震度 ················································  103

4.4.2 評価結果 ····························································  109



1 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
2-
8 
R1
 

1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸水

防止設備のうち津波の流入防止に係る津波バウンダリとなるポンプ，配管及び弁（以下「隔離

弁，機器・配管」という。）が津波荷重及び余震を考慮した荷重に対し，十分な構造健全性を有

していることを説明するものである。 

隔離弁，機器・配管の構成を表 1－1に示す。また，概要図を図 1－1に示す。 

表 1－1 隔離弁，機器・配管の構成 

図 1－1 隔離弁，機器・配管の概要図 

機器名称 据付場所 

隔離弁 

タービン補機海水ポンプ出口弁 取水槽 

タービン補機海水ポンプ第二出口弁 取水槽 

タービン補機海水系逆止弁 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽) 

液体廃棄物処理系逆止弁 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽) 

機器 
循環水ポンプ 取水槽 

タービン補機海水ポンプ 取水槽 

配管 

原子炉補機海水系配管 原子炉補機冷却系熱交換器～放水槽 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器～

原子炉補機海水系配管合流部 

循環水系配管 循環水ポンプ～取水槽 

タービン補機海水系配管 タービン補機海水ポンプ～タービン補機

海水ポンプ第二出口弁 

タービン補機海水系逆止弁～放水槽

液体廃棄物処理系配管 液体廃棄物処理系逆止弁～放水槽 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

T

R

R

R

R

H

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交換器

：液体廃棄物処理系配管

，

：浸水防止設備の範囲
：隔離弁（電動弁，逆止弁）
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管（ポンプ～熱交換器）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（ポンプ～熱交換器）

：原子炉補機海水系放水配管（熱交換器～）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（熱交換器～）
：タービン補機海水系配管
：循環水系配管

R

H

T

C

：原子炉補機海水ポンプ
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ
：タービン補機海水ポンプ
：循環水ポンプ

【凡例】



2 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R1
 

2. タービン補機海水ポンプ

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定してい

る強度評価に示すとおり，タービン補機海水ポンプが津波の流入に伴う津波荷重に対して，主

要な構造部材が構造健全性を有することを説明するものである。 

2.2 一般事項 

2.2.1 配置概要 

タービン補機海水ポンプの配置図を図2.2－1に示す。

図 2.2－1 タービン補機海水ポンプ配置図 

タービン補機海水ポンプ

ＰＮ 

ＰＮ 

取水槽 



3 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R1
 

2.2.2 構造計画 

タービン補機海水ポンプは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」で設定している荷重を踏まえ鋼製とし，基礎ボルトで基礎に据え付ける構造としてい

る。 

タービン補機海水ポンプの構造計画を表 2.2－1に示す。
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表 2.2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

原動機は原動機取付ボル

トでポンプに固定され，

ポンプはポンプ取付ボル

トでポンプベースに固定

され，ポンプベースは基

礎ボルトで基礎に据え付

ける。 

ターボ形

（ターボ形立形ポンプ

（海水ポンプ）） 

(単位：mm) 

原動機 

ポンプ 

ポンプベース 

基礎 

ロータ

原動機取付ボルト 

ディスチャージ 

ケーシング

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

コラムパイプ

軸受 

ベルマウス 
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2.2.3 評価方針 

タービン補機海水ポンプの強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，応力

評価を実施する。応力評価では，タービン補機海水ポンプの評価部位に作用する応力等が

許容限界以下であることを「2.5 構造強度評価」にて示す方法により，「2.5.5 計算条

件」に示す評価条件を用いて確認する。確認結果を「2.6 評価結果」に示す。 

タービン補機海水ポンプの強度評価フローを図 2.2－2に示す。

タービン補機海水ポンプの強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に伴

う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及

び荷重の組合せは，津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う荷

重と余震に伴う荷重の作用時（以下「重畳時」という。）を考慮し，評価される最大荷重

を設定する。重畳時における余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」に示す津波荷重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

とする。 

図 2.2－2 タービン補機海水ポンプの強度評価フロー

地震時及び津波時における応力 

ポンプの構造強度評価 

津波に伴う荷重 設計用地震力 

Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性

についての計算書作成の基本方針」 

（固有周期） 

評価部位の設定 

地震応答解析 
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2.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂａｓ 津波荷重を受ける面積  m2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＤ 抗力係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度（鉛直方向） ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｃｍｏ コラムパイプ外径 mm 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 MPa 

Ｆａ ポンプ据付部の反力 N 

Ｆｂ 地震による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂｔ 津波による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ＦＤ 水平津波荷重による単位長さ当たりの流体抗力 N/mm 

Ｆｕ 津波による静水圧荷重 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈ 津波最大到達レベル m 

Ｌ ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ mm 

Ｍａ ポンプ据付部の曲げモーメント N･mm 

Ｍｃｐ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向のポンプ振動による転

倒モーメント 

N･mm 

Ｍｄ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向地震によるモーメント 

N･mm 

ＭｄＣｐ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向のポンプ振動によるモーメント 

N･mm 

Ｍｆｂ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平津波荷重による転倒モーメ

ント

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｐｍ ディスチャージケーシングに作用する水平津波荷重によるモーメ

ント 

N･mm 

Ｍ0 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向地震による転倒モーメ

ント 

N･mm 

ｍ 据付面の運転時質量 kg 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｑｂ 水平方向地震及び水平方向のポンプ振動により基礎ボルトに作用

するせん断力 

N 

Ｑｂｔ 水平津波荷重による基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｖ 津波流速 m/s 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

ｚ 評価対象部位のレベル m 

π 円周率 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに生じる

水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケーシング

に生じる鉛直方向の応力 

MPa 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 

σｐｍ 水平津波荷重によりディスチャージケーシングに生じる曲げ応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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2.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2.2－2に示すとおりである。 

表 2.2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁未満となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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2.3 評価部位 

タービン補機海水ポンプは，浸水防止設備であるため，耐震評価上及び津波に伴う荷重評価

上で厳しくなる基礎ボルト及びディスチャージケーシングについて構造強度の評価を行う。 

2.4 固有周期 

2.4.1 固有値解析方法 

タービン補機海水ポンプの固有値解析方法は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成

の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」の「4.1 

固有値解析及び構造強度評価方法」による。 

2.4.2 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【タービン補

機海水ポンプの強度についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

2.4.3 固有値解析結果 

取水槽が満水状態の固有値解析の結果を表 2.4－1，振動モード図を図 2.4－1に示す。

固有周期は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2

次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 2.4－1 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.229 2.036 2.036 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 2.4－1 振動モード図（1次モード 水平方向 0.229s） 
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

(1) 地震力に対する構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき行う。 

(2) 津波荷重は，ポンプ据付部より下のディスチャージケーシング，コラムパイプ等に作用

するものとする。 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ 

タービン補機海水ポンプの強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添

3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」

に示す荷重及び荷重の組合せを用いる。タービン補機海水ポンプの荷重の組合せを表

2.5－1 に示す。 

2.5.2.2 許容応力 

タービン補機海水ポンプの許容応力は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「4.2許容限界」にて設定している許容応力に基づき表 2.5

－2及び表 2.5－3のとおりとする。 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機海水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 2.5－4に示す。 
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表 2.5－1 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

浸水防止設備 タービン補機海水ポンプ Ｓ その他のポンプ＊ Ｄ＋Ｐｔ＋Ｐｈ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

注記＊：その他のポンプの支持構造物を含む。 
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表 2.5－2 許容応力（浸水防止設備（ポンプ）） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方 

左欄の 1.5倍の値 

＊

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡

易弾塑性解析を用いる。 

表 2.5－3 許容応力（浸水防止設備（支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 2.5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

タービン補機

海水ポンプ 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 198 504 205 

ディスチャージケーシング 最高使用温度 30 ― 245 400 ― 

注記＊： 
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2.5.3 設計用地震力 

タービン補機海水ポンプの設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 2.5－5に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設

定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用い

る。 

表 2.5－5 タービン補機海水ポンプ 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.229＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

NS 方向 EW方向 

1 次 0.229 2.84 3.34 ―

動的震度＊5，＊6 0.80 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 津波荷重の計算方法 

(1) 津波による静水圧荷重

ポンプに作用する静水圧荷重の計算式は下式になる。

Ｆｕ = ρ・g・(ｈ－ｚ)・Ａｂａｓ 

(2) 津波による水平津波荷重

水平津波荷重によるポンプが受ける単位長さ当たりの流体抗力（等分布荷重）は下式に

なる。 

ＦＤ =
1

2
ＣＤ・ρ・Ｖ

2
・(

Ｄｃｍｏ

1000
)／1000 

この流体抗力によりポンプ据付部を固定端とする片持ちはりに等分布荷重が作用する

ので反力と曲げモーメントは下式となる。 

反力と曲げモーメント計算式 

Ｆａ=ＦＤ・Ｌ 

Ｍａ =
1

2
ＦＤ・Ｌ

2

2.5.4.2 基礎ボルトの応力計算方法 

(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳し

い条件として転倒支点から最も離れた基礎ボルトについて計算する。 

地震による引張力 

Ｆｂ=

√Ｍ02＋(Ｃｖ・ｍ・g・
Ｄ
2 )

2

＋Ｍｃｐ＋(Ｃｐ－1)・ｍ・g・
Ｄ
2

3
8・ｎｆ・Ｄ

ここで，Ｍ0及びＭｃｐは解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次

式で求める。 

Ｃｐ =

1
2・

Ｈｐ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000

津波による引張力 

Ｆｂｔ =
Ｍｆｂ＋

3
8Ｆｕ・Ｄ

3
8・ｎｆ・Ｄ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.1.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.3) 
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引張応力 

σｂ =
Ｆｂ＋Ｆｂｔ

Ａｂ
 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ =
π

4
・ｄ

2
 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，

基礎ボルトについては，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂ，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐ

及び水平津波荷重による反力を考慮して求める。 

せん断応力 

τｂ =
Ｑｂ＋2・Ｍｐ／Ⅾ＋Ｑｂｔ

ｎ・Ａｂ
 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

Ｍｐ = (
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

（1kW＝106N･mm/s） 

 

2.5.4.3 ディスチャージケーシングの応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシ

ングに生じる応力を次式で求める。 

(1) ポンプ振動による震度により生じる水平方向の応力 

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ
 

(2) 水平方向地震による応力 

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ
 

(3) 自重及びポンプ振動による震度により生じる鉛直方向の応力 

σｄＣＶ１＝
（1＋Ｃｐ）・ｍｄ・g

Ａｄ
 

(4) 鉛直方向地震による応力 

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ
 

 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.2.7) 
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(5) 内圧による応力

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ

(6) 水平津波荷重による応力

σｐｍ =
Ｍｐｍ

Ｚｄ

以上の(1)～(6)の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
2
＋(σｄＣＶ２)

2

＋σｐｍ＋σｄＺＰ，σｄθＰ) 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.8) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.4.3.7) 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ポンプの強度につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

2.5.4.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・√3
・1.5

2.5.6.2 ディスチャージケーシングの応力評価 

2.5.4.3 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。た

だし，Ｓｄａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については上記値と 1.2・Ｓとの大きい方とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.5.6.1.1) 
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2.6 評価結果 

2.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機海水ポンプの設計基準対象施設としての強度評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【タービン補機海水ポンプの強度についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ ポンプ振動 

による震度 

（鉛直方向） 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機

海水ポンプ
Ｓ 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.229 0.05以下 

ＣＨ＝0.95＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝0.63＊2 Ｃｐ＝0.04 30 0.54 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

1.2 機器要目 

(1) 基礎ボルト

注記＊：周囲環境温度で算出 

(2) ディスチャージケーシング

注記＊：最高使用温度で算出 

部材 
ｍ 

(kg) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｆ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

Ｆ

(MPa)

基礎ボルト 8 8 ― 198＊ 504＊ 205 205 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｄ 

(mm) 
ｔｄ 
(mm) 

ディスチャージ 

ケーシング
― 

245＊ 

(厚さ≦16mm) 

400＊ 

(厚さ≦16mm) 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 
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1.3 計算数値 

(1) 基礎ボルトに作用する力

部材 

Ｍ0(N･mm) 

ＭＣｐ(N･mm) 

Ｍｆｂ(N･mm) Ｆｂ(N) Ｆｂｔ(N) Ｑｂ(N) Ｑｂｔ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

津波に伴う荷重 

によるモーメント 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

(2) ディスチャージケーシングに作用する力 (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｄ 

ＭｄＣｐ 

Ｍｐｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

によるモーメント 

ディスチャージ 

ケーシング
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.229 

鉛直方向 0.05以下 

1.4.2 基礎ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張 σｂ＝ 55 ƒｔｓ＝ 153＊ 

せん断 τｂ＝ 14 ƒｓｂ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

すべて許容応力以下である。  

1.4.3 ディスチャージケーシングの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

ディスチャージ 

ケーシング

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
σｄ＝116 Ｓｄａ＝240 

すべて許容応力以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

1.5.1 津波関連 

項目 記号 単位 入力値 

抗力係数 ＣＤ ─ 1.2 

海水の密度 ρ kg/m3 1030 

津波流速 Ｖ m/s 2 

津波最大到達レベル ｈ m 11.3 

評価対象部位のレベル ｚ m 1.37 

コラムパイプ外径 Ｄｃｍｏ mm 558.8 

ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ Ｌ mm 5770 

津波荷重を受ける面積 Ａｂａｓ m2 1.131 
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1.5.2 耐震モデル関連 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 



27 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
2-
8 
R1
 

（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

46 

47 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 4.528×106 

4 4-5 1 4.528×106 

5 5-6 1 4.909×106 

6 6-7 1 4.909×106 

7 46-8 1 7.187×106 

8 8-9 1 7.187×106 

9 9-10 1 1.018×107 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 4.528×106 

12 12-13 1 4.528×106 

13 13-14 1 4.909×106 

14 14-15 1 4.909×106 

15 15-16 4 5.750×107 

16 16-17 6 3.221×106 

17 17-18 6 1.886×107 

18 18-19 6 1.886×107 

19 19-20 6 1.018×107 

20 21-22 1 2.195×109 

21 22-23 1 3.578×109 

22 23-24 1 3.578×109 

23 24-25 3 8.896×108 

24 25-26 3 8.896×108 

25 26-27 3 8.896×108 

26 27-28 3 8.896×108 

27 47-29 3 8.896×108 

28 29-30 3 8.896×108 

29 30-31 3 8.896×108 

30 31-32 3 8.896×108 

31 32-33 2 8.127×108 

32 33-34 2 8.127×108 

33 34-35 2 8.127×108 

34 44-36 4 5.075×1011 

35 36-37 2 9.799×109 

36 37-38 2 9.799×109 

37 38-39 2 9.799×109 

38 39-40 5 2.246×109 

39 40-41 5 2.246×109 

40 41-42 5 2.246×109 

41 42-43 5 9.684×108 

42 7-46 1 7.187×106 

43 28-47 3 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

2 23 

6 27 

10 31 

17 40 

19 42 

19 42 

33 36 

33 36 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

46 

47 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.02×105 0.3 

4 2.01×105 0.3 

5 －  2.00×105 0.3 

6 －  1.98×105 0.3 
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原動機 

原動機台 

ポンプベース 

ディスチャージ 

ケーシング

コラムパイプ

ロータ

Ｚ Ｘ 

Ｙ 

原動機取付ボルト 

基礎ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｄ１ 

Ａ Ａ 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 



34 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R1
 

3. 循環水ポンプ

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定してい

る強度評価に示すとおり，循環水ポンプが津波の流入に伴う津波荷重に対して，主要な構造部

材が構造健全性を有することを説明するものである。 

3.2 一般事項 

3.2.1 配置概要 

循環水ポンプの配置図を図3.2－1に示す。 

図 3.2－1 循環水ポンプ配置図 

循環水ポンプ 

ＰＮ 

ＰＮ 

取水槽 
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3.2.2 構造計画 

循環水ポンプは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」で設定

している荷重を踏まえ鋼製とし，基礎ボルトで基礎に据え付ける構造としている。 

循環水ポンプの構造計画を表 3.2－1に示す。
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表 3.2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプ取付ボル

トでポンプベースに固定

される。ポンプベースは

円筒形のリブを介して水

平方向の荷重を基礎に伝

達する構造とし，基礎ボ

ルトで基礎に据え付け

る。 

ディスチャージケーシン

グは短管に接続され，短

管は壁に支持される。 

ターボ形

（ターボ形立形ポンプ

（海水ポンプ）） 

基礎 

ボルト 

基礎 

（単位：mm） 

ポンプ取付ボルト 

ポンプ 

基礎ボルト 

コラムパイプ

ディスチャージ 
ケーシング

短管 

ポンプベース 

壁 

保護管 

ロータ

ポンプベース部拡大図 

ポンプベース 

リブ

基礎 

ベルマウス 
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3.2.3 評価方針 

循環水ポンプの強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，応力評価を実施

する。応力評価では，循環水ポンプの評価部位に作用する応力等が許容限界以下であるこ

とを「3.5 構造強度評価」にて示す方法により，「3.5.5 計算条件」に示す評価条件を

用いて確認する。確認結果を「3.6 評価結果」に示す。 

循環水ポンプの強度評価フローを図 3.2－2に示す。 

循環水ポンプの強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に伴う荷重の作

用方向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組

合せは，津波時及び重畳時を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時における余

震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示す津波荷

重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とする。 

図 3.2－2 循環水ポンプの強度評価フロー 

地震時及び津波時における応力 

ポンプの構造強度評価 

津波に伴う荷重 設計用地震力 

Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性

についての計算書作成の基本方針」 

（固有周期） 

評価部位の設定 

地震応答解析 
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3.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007） 
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3.2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂａｓ 津波荷重を受ける面積  m2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＤ 抗力係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度（鉛直方向） ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｃｍｏ コラムパイプ外径 mm 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

ＤＲ リブ外径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄＲ リブ内径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 MPa 

Ｆａ ポンプ据付部の反力 N 

Ｆｂ 地震による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂｔ 津波による基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ＦＤ 水平津波荷重による単位長さ当たりの流体抗力 N/mm 

Ｆｕ 津波による静水圧荷重 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈ 津波最大到達レベル m 

Ｌ ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ mm 

ＬＲ 溶接部のど厚 mm 

Ｍａ ポンプ据付部の曲げモーメント N･mm 

Ｍｃｐ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向のポンプ振動による転

倒モーメント 

N･mm 

Ｍｄ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向地震によるモーメント 

N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

ＭｄＣｐ 多質点解析より求められるディスチャージケーシングに作用する

水平方向のポンプ振動によるモーメント 

N･mm 

Ｍｆｂ 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平津波荷重による転倒モーメ

ント

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

Ｍｐｍ ディスチャージケーシングに作用する水平津波荷重によるモーメ

ント

N･mm 

Ｍ0 基礎ボルトの１箇所を支点とする水平方向地震による転倒モーメ

ント

N･mm 

ｍ 据付面の運転時質量 kg 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｑｂ 水平方向地震及び水平方向のポンプ振動により基礎ボルトに作用

するせん断力 

N 

Ｑｂｔ 水平津波荷重による基礎ボルトに作用するせん断力 N 

ＱＲ 溶接部に作用するせん断力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｖ 津波流速 m/s 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

ｚ 評価対象部位のレベル m 

π 円周率 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに生じる

水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケーシング

に生じる鉛直方向の応力 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応力 MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 

σｐｍ 水平津波荷重によりディスチャージケーシングに生じる曲げ応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τＲ 溶接部に作用するせん断応力 MPa 

 

 

3.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 3.2－2に示すとおりである。 

 

表 3.2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ―  整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁未満となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3.3 評価部位 

循環水ポンプは，浸水防止設備であるため，耐震評価上及び津波に伴う荷重評価上で厳しく

なる基礎ボルト及びディスチャージケーシングについて構造強度の評価を行う。 

3.4 固有周期 

3.4.1 固有値解析方法 

循環水ポンプの固有値解析方法は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」の「4.1 固有値解析

及び構造強度評価方法」による。 

3.4.2 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【循環水ポン

プの強度についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

3.4.3 固有値解析結果 

取水槽が満水状態の固有値解析のうち NS方向モデルの結果を表 3.4－1に，EW方向モ

デルの結果を表 3.4－2に示す。振動モード図のうち NS方向モデルの図を図 3.4－1，図

3.4－2及び図 3.4－3に，EW方向モデルの図を図 3.4－4，図 3.4－5及び図 3.4－6に示

す。固有周期は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向

は 7次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 3.4－1 固有値解析結果（NS方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.138 9.135 ― ― 

2次 水平 0.129 3.090 ― ― 

3次 水平 0.073 1.952 ― ― 

4次 水平 0.059 0.567 ― ― 

5次 水平 0.051 -0.109 ― ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 3.4－1 振動モード図（NS方向モデル）（1次モード 水平方向 0.138s） 

図 3.4－2 振動モード図（NS方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 
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図 3.4－3 振動モード図（NS方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 



45 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
8 
R1
 

表 3.4－2 固有値解析結果（EW方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.138 ― 9.147 ― 

2次 水平 0.129 ― 3.013 ― 

3次 水平 0.073 ― 1.943 ― 

4次 水平 0.059 ― 0.550 ― 

5次 水平 0.051 ― -0.109 ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

図 3.4－4 振動モード図（EW方向モデル）（1次モード 水平方向 0.138s） 
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図 3.4－5 振動モード図（EW方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 

図 3.4－6 振動モード図（EW方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

(1) 地震力に対する構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき行う。 

(2) 津波荷重は，ポンプ据付部より下のディスチャージケーシング，コラムパイプ等に作用

するものとする。 

(3) 基礎ボルトの構造強度評価において，水平方向の地震荷重，ポンプ振動によりポンプベ

ースに作用する荷重及び津波による荷重は，ポンプベースのリブを介して基礎に伝達され

るため基礎ボルトに作用しない。ただし，循環水ポンプは電動機とポンプが独立した基礎

を有する構造であることから，ポンプ回転により作用するモーメントを考慮して基礎ボル

トの評価を行う。また，リブはポンプベースに溶接で固定されることから，リブ溶接部に

対して評価を行う。 

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.5.2.1 荷重の組合せ 

循環水ポンプの強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波

への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1荷重及び荷重の組合せ」に示す荷

重及び荷重の組合せを用いる。循環水ポンプの荷重の組合せを表 3.5－1に示す。 

3.5.2.2 許容応力 

循環水ポンプの許容応力は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」の「4.2許容限界」にて設定している許容応力に基づき表 3.5－2及び表

3.5－3 のとおりとする。 

3.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

循環水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 3.5－4に示す。 
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表 3.5－1 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

浸水防止設備 循環水ポンプ Ｓ その他のポンプ＊ Ｄ＋Ｐｔ＋Ｐｈ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

注記＊：その他のポンプの支持構造物を含む。 
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表 3.5－2 許容応力（浸水防止設備（ポンプ）） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方 

左欄の 1.5倍の値 

＊

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡

易弾塑性解析を用いる。 

表 3.5－3 許容応力（浸水防止設備（支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3.5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

循環水ポンプ 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 198 504 205 

ディスチャージケーシング 最高使用温度 30 ― 235 400 ― 

注記＊： 
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3.5.3 設計用地震力 

循環水ポンプの設計用地震力のうち設計基準対象施設の NS方向の評価に用いるものを表

3.5－5に，EW方向の評価に用いるものを表 3.5－6に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定

数を用いる。 

表 3.5－5 循環水ポンプ 設計用地震力（設計基準対象施設）（NS方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.138＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

NS方向 EW方向 

1次 0.138 4.04 ― ― 

2次 0.129 4.04 ― ― 

3次 0.073 2.43 ― ― 

4次 0.059 1.48 ― ― 

5次 0.051 1.13 ― ― 

動的震度＊5，＊6 0.80 ― 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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表 3.5－6 循環水ポンプ 設計用地震力（設計基準対象施設）（EW方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.138＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

NS方向 EW方向 

1 次 0.138 ― 4.72 ― 

2 次 0.129 ― 4.70 ― 

3 次 0.073 ― 2.38 ― 

4 次 0.059 ― 1.60 ― 

5 次 0.051 ― 1.28 ― 

動的震度＊5，＊6 ― 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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3.5.4 計算方法 

3.5.4.1 津波荷重の計算方法 

(1) 津波による静水圧荷重

ポンプに作用する静水圧荷重の計算式は下式になる。

Ｆｕ = ρ・g・(ｈ－ｚ)・Ａｂａｓ 

(2) 津波による水平津波荷重

水平津波荷重によるポンプが受ける単位長さ当たりの流体抗力（等分布荷重）は下式に

なる。 

ＦＤ =
1

2
ＣＤ・ρ・Ｖ

2
・(

Ｄｃｍｏ

1000
)／1000 

この流体抗力によりポンプ据付部を固定端とする片持ちはりに等分布荷重が作用する

ので反力と曲げモーメントは下式となる。 

反力と曲げモーメント計算式 

Ｆａ=ＦＤ・Ｌ 

Ｍａ =
1

2
ＦＤ・Ｌ

2

3.5.4.2 基礎ボルトの応力計算方法 

(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳し

い条件として転倒支点から最も離れた基礎ボルトについて計算する。 

地震による引張力 

Ｆｂ＝

√Ｍ02＋(Ｃｖ・ｍ・g・
Ｄ
2 )

2

＋Ｍｃｐ＋(Ｃｐ－1)・ｍ・g・
Ｄ
2

3
8・ｎｆ・Ｄ

ここで，Ｍ0及びＭｃｐは解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次

式で求める。 

Ｃｐ =

1
2・

Ｈｐ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000

津波による引張力 

Ｆｂｔ =
Ｍｆｂ＋

3
8Ｆｕ・Ｄ

3
8
・ｎｆ・Ｄ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.1.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.3) 
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引張応力 

σｂ =
Ｆｂ＋Ｆｂｔ

Ａｂ
 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ =
π

4
・ｄ

2
 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂ，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐ

及び水平津波荷重による反力を考慮して求める。 

せん断応力 

τｂ =
Ｑｂ＋2・Ｍｐ／Ⅾ＋Ｑｂｔ

ｎ・Ａｂ
 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

Ｍｐ = (
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

（1kW＝106N･mm/s） 

 

3.5.4.3 ディスチャージケーシングの応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシ

ングに生じる応力を次式で求める。 

(1) ポンプ振動による震度により生じる水平方向の応力 

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ
 

(2) 水平方向地震による応力 

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ
 

(3) 自重及びポンプ振動による震度により生じる鉛直方向の応力 

σｄＣＶ１＝
（1＋Ｃｐ）・ｍｄ・g

Ａｄ
 

(4) 鉛直方向地震による応力 

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ
 

 

 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.2.7) 
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(5) 内圧による応力 

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ
 

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ
 

(6) 水平津波荷重による応力 

σｐｍ =
Ｍｐｍ

Ｚｄ
 

以上の(1)～(6)の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
2
＋(σｄＣＶ２)

2
  

   ＋σｐｍ＋σｄＺＰ，σｄθＰ)  

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

3.5.4.4 リブ溶接部の応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，リブ溶接部に生じる応

力を次式で求める。なお，評価にあたり，リブ板厚より溶接部のど厚の方が値が小さい

ため保守的にのど厚にて応力を算出する。 

τＲ＝
ＱＲ

(π・
ＤＲ＋ｄＲ

2 )・ＬＲ

 

 

  

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.8) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.3.7) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.4.4.1) 
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3.5.5 計算条件 

3.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプの耐震性についての計算

結果】，の設計条件及び機器要目に示す。 

 

3.5.6 応力の評価 

3.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

3.5.4.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・√3
・1.5 

 

3.5.6.2 ディスチャージケーシングの応力評価 

3.5.4.3項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。た

だし，Ｓｄａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については上記値と 1.2・Ｓとの大きい方とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

  

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.5.6.1.1) 
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3.5.6.3 リブ溶接部の応力評価 

3.5.4.4 項で求めた応力が周囲環境温度における許容応力以下であること。ただし，

許容応力は下表による。 

3.6 評価結果 

3.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

循環水ポンプの設計基準対象施設としての強度評価結果を以下に示す。循環水ポンプは

NS方向及び EW方向で解析モデルが異なるため，各方向に対する強度評価結果を記載す

る。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

応力の種類 

許容応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

せん断応力 1.5・ｆｓ 
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【循環水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設（NS方向）

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ ポンプ振動 

による震度 

(鉛直方向) 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

循環水ポンプ Ｓ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
0.138 0.05以下 

ＣＨ＝0.80＊2

又は＊3
ＣＶ＝0.63＊2 Ｃｐ＝0.01 30 0.31 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

1.2 機器要目 

(1) 基礎ボルト

注記＊：周囲環境温度で算出 

(2) ディスチャージケーシング (3) リブ溶接部

 

部材 
ｍ 

(kg) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｆ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

Ｆ

(MPa)

基礎ボルト 12 12 1.337×108 198＊ 504＊ 205 205 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｄ 

(mm) 
ｔｄ 
(mm) 

ディスチャージ 

ケーシング
― 

235＊

(16mm＜厚さ≦40mm) 

400＊

(16mm＜厚さ≦40mm) 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊：最高使用温度で算出 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ＬＲ 

(mm) 

リブ ― 

231＊

(16mm＜厚さ

≦40mm) 

394＊

(16mm＜厚さ

≦40mm) 

注記＊：周囲環境温度で算出 
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1.3 計算数値 

(1) 基礎ボルトに作用する力

部材 

Ｍ0(N･mm) 

ＭＣｐ(N･mm) 

Ｍｆｂ(N･mm) Ｆｂ(N) Ｆｂｔ(N) Ｑｂ(N) Ｑｂｔ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

津波に伴う荷重 

によるモーメント 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

(2) ディスチャージケーシングに作用する力 (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｄ 

ＭｄＣｐ 

Ｍｐｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

によるモーメント 

ディスチャージ 

ケーシング

(3) リブ溶接部に作用する力 (単位：N)

部材 

Ｑ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

リブ
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.138 

鉛直方向 0.050以下 

1.4.2 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張 σｂ＝ 100 ƒｔｓ＝ 153＊ 

せん断 τｂ＝  4 ƒｓｂ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 ディスチャージケーシングの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

ディスチャージ 

ケーシング

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
σｄ＝71 Ｓｄａ＝235 

すべて許容応力以下である。 

1.4.4 リブ溶接部の応力 (単位：MPa)

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

リブ せん断 5 133 

すべて許容応力以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

1.5.1 津波関連 

項目 記号 単位 入力値 

抗力係数 ＣＤ ─ 1.2 

海水の密度 ρ kg/m3 1030 

津波流速 Ｖ m/s 2 

津波最大到達レベル ｈ m 11.3 

評価対象部位のレベル ｚ m 1.45 

コラムパイプ外径 Ｄｃｍｏ mm 2644 

ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ Ｌ mm 9850 

津波荷重を受ける面積 Ａｂａｓ m2 8.553 
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1.5.2 耐震モデル関連 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 

Ｄ１ 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ディスチャージ 

ケーシング

ロータ

保護管 

Ｘ(NS方向) 

Ｙ 

Ｚ(EW方向) 

短管 

コラムパイプ
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【循環水ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 設計基準対象施設（EW方向）

2.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ ポンプ振動 

による震度 

（鉛直方向） 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

循環水ポンプ Ｓ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
0.138 0.05以下 

ＣＨ＝0.95＊2

又は＊3 
ＣＶ＝0.63＊2 Ｃｐ＝0.01 30 0.31 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

2.2 機器要目 

(1) 基礎ボルト

注記＊：周囲環境温度で算出 

(2) ディスチャージケーシング (3) リブ溶接部

 

部材 
ｍ 

(kg) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｆ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

Ｆ

(MPa)

基礎ボルト 12 12 1.337×108 198＊ 504＊ 205 205 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｄ 

(mm) 
ｔｄ 
(mm) 

ディスチャージ 

ケーシング
― 

235＊

(16mm＜厚さ≦40mm) 

400＊

(16mm＜厚さ≦40mm) 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊：最高使用温度で算出 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ＬＲ 

(mm) 

リブ ― 

231＊

(16mm＜厚さ

≦40mm) 

394＊

(16mm＜厚さ

≦40mm) 

注記＊：周囲環境温度で算出 
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2.3 計算数値 

(1) 基礎ボルトに作用する力

部材 

Ｍ0(N･mm) 

ＭＣｐ(N･mm) 

Ｍｆｂ(N･mm) Ｆｂ(N) Ｆｂｔ(N) Ｑｂ(N) Ｑｂｔ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

津波に伴う荷重 

によるモーメント 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

(2) ディスチャージケーシングに作用する力 (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｄ 

ＭｄＣｐ 

Ｍｐｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
津波に伴う荷重 

によるモーメント 

ディスチャージ 

ケーシング

(3) リブ溶接部に作用する力 (単位：N)

部材 

Ｑ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

リブ
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.138 

鉛直方向 0.050以下 

2.4.2 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張 σｂ＝ 124 ƒｔｓ＝ 153＊ 

せん断 τｂ＝  4 ƒｓｂ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

すべて許容応力以下である。  

2.4.3 ディスチャージケーシングの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

ディスチャージ 

ケーシング

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
σｄ＝80 Ｓｄａ＝235 

すべて許容応力以下である。 

2.4.4 リブ溶接部の応力 (単位：MPa)

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

リブ せん断 5 133 

すべて許容応力以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

2.5.1 津波関連 

項目 記号 単位 入力値 

抗力係数 ＣＤ ─ 1.2 

海水の密度 ρ kg/m3 1030 

津波流速 Ｖ m/s 2 

津波最大到達レベル ｈ m 11.3 

評価対象部位のレベル ｚ m 1.45 

コラムパイプ外径 Ｄｃｍｏ mm 2644 

ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ Ｌ mm 9850 

津波荷重を受ける面積 Ａｂａｓ m2 8.553 
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2.5.2 耐震モデル関連 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 

Ｄ１ 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ディスチャージ 

ケーシング

ロータ

保護管 

コラムパイプ

Ｘ(NS方向) 

Ｙ 

Ｚ(EW方向) 

短管 



4. 配管及び隔離弁

 4.1　概要

 　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

浸水防護施設の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル

 　　単位に記載する。また，全24モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値

　 　／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条

 　　件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評

　 　価結果を4.4.2(3)に記載する。

(2) 隔離弁

水圧試験により確認した圧力の弁本体に想定される算出圧力に対する裕度が最小となる

 　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
別

添
3
-
2
-
8
 
R
1
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本計算書は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定して

いる構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，浸水防護施設のうち配管及び隔離弁が津波

によって生じる静水圧及び余震を考慮した荷重に対して十分な構造強度を有し，浸水防止機

能を保持することを説明するものである。



4.2　配置概要，概略系統図及び鳥瞰図

 4.2.1　配置概要

図4.2－1に示すとおり，浸水防護重点化範囲への津波の流入を防止するため，隔離

弁を設置するとともに，バウンダリ機能を保持する配管を設置する。

図4.2－1　配置概要

：液体廃棄物処理系配管（Ｃクラス）

：Ｓクラスとする範囲

：隔離弁（電動弁，逆止弁）

：浸水防護重点化範囲

：原子炉補機海水系配管（Ｓクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（Ｓクラス）

：原子炉補機海水系放水配管（Ｃクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（Ｃクラス）

：タービン補機海水系配管（Ｃクラス）

：循環水系配管（Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）

R

H

T

C

注）浸水防護機能を除く耐震クラスを記載

：原子炉補機海水ポンプ（Ｓクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（Ｓクラス）

：タービン補機海水ポンプ（Ｃクラス）

：循環水ポンプ（Ｃクラス）

，

【凡例】

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

T

R

R

R

R

H

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交
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Ⅵ
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-
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添
3
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-
8
 
R
1

85



 4.2.2　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　浸水防護施設の管

（破線） 　浸水防護施設以外の管であって系統の概略を示すため

　に表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]
DB1 クラス１管
DB2 クラス２管
DB3 クラス３管
DB4 クラス４管
SA2 重大事故等クラス２管
SA3 重大事故等クラス３管

DB1/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス１管
DB2/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス２管
DB3/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス３管
DB4/SA2 重大事故等クラス２管であってクラス４管
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-
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原
子

炉
補

機
海

水
系

概
略
系
統
図

A
-
原
子
炉
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

B
-
原
子
炉
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

原
子
炉
建
物

タ
ー
ビ
ン
建
物

屋
外

A
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

C
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

B
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

D
-
原
子
炉
補
機

海
水
ポ
ン
プ

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
R-
4

R
SW
-
R-
3

R
SW
-
R-
3

R
SW
-
R-
3

M
M

M
M

M
M

RSW-T-3

原
子
炉
建
物

屋
外

RSW-R-4 RSW-T-4

RSW-R-3

高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ

補
機
海
水
系

概
略
系
統
図
よ
り

A
-
1
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

A
-
2
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

A
-
3
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

B
-
1
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

B
-
2
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

B
-
3
原
子
炉
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

放
水
槽

タ
ー
ビ
ン

建
物 R
SW
-
Y-
2

R
SW
-
Y-
2B

R
SW
-
Y-
2A

R
SW
-
Y-
2

R
SW
-
Y-
1

R
SW
-
Y-
1B

R
SW
-
Y-
1A

R
SW
-
Y-
1

[
注
]
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高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

補
機

海
水
系
概
略
系
統
図

原
子
炉
建
物

屋
　
外

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

補
機
海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

補
機
海
水
ポ
ン
プ

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

補
機
冷
却
系
熱
交
換
器

M

タ
ー
ビ
ン
建
物

原
子
炉
補
機
海
水
系

概
略
系
統
図
へ

原
子
炉
建
物

タ
ー
ビ
ン
建
物

H
PS
W
-R
-2

RSW-T-3

[
注
]
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循
環

水
系

概
略
系
統
図

（
取

水
槽

廻
り
）

タ
ー
ビ
ン
建
物

取
水
槽

M M M

A
-
循
環
水
ポ
ン
プ

B
-
循
環
水
ポ
ン
プ

C
-
循
環
水
ポ
ン
プ

C
SW
-
I-
1C

C
SW
-
T-
1C

C
SW
-I
-1
PC

C
SW
-
I-
1B

C
SW
-
T-
1B

C
SW
-I
-1
PB

C
SW
-
I-
1A

C
SW
-
T-
1A

C
SW
-I
-1
PA

復
水
器
へ

復
水
器
へ

復
水
器
へ

[
注
]
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タ
ー

ビ
ン

補
機

海
水

系
及

び
液

体
廃

棄
物
処
理
系
概
略
系
統
図

M

A
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

放
水
槽

A
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ

B
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ

C
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ

M

B
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

A
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ス
ト
レ
ー
ナ

タ
ー
ビ
ン
建
物

屋
外

B
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

C
-
タ
ー
ビ
ン
補
機

冷
却
系
熱
交
換
器

M M M

TSW-I-2-1

タ
ー
ビ
ン
建
物

屋
外

TS
W-
I-
2-
2

TS
W-
I-
2-
1

M
M

M
V2
4
7-
1A

M
V2
4
7-
1B

M
V2
4
7-
1C

TSW-I-2-1

M
V2
4
7-
3

RWL-Y-1

TSW-Y-2

液
体
廃
棄
物
処
理
系
よ
り

V
25
2-
60
00

V
24
7-
5

[
注
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4.2.3　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

　　（太線） 　浸水防護施設の管

　（破線） 　浸水防護施設以外の管であって解析モデルの概略を示すために表

  記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥
瞰

図
R
S
W
-
R
-3

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
別

添
3
-
2
-
8
 
R
1
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4.3　計算条件

 4.3.1　計算方法

管の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資

料-6　管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。解析コードは「ＨＩＳＡＰ」又は「ＭＳＡＰ」を使用し，解析コードの検

証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。

また，隔離弁は，弁体に想定される算出圧力が，水圧試験で確認された水圧以

下であることを確認する。

なお，津波によって生じる静水圧Ｐｈは，基準津波による水位を考慮する。津

波によって生じる静水圧Ｐｈは以下の式により算出する。ここで，ρは海水密度，

gは重力加速度，ｈは津波評価高さを示す。

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ
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施
設
名
称

設
備
名
称

系
統
名
称

機
器
等

の
区
分

耐
震

重
要
度

分
類

荷
重
の
組
合
せ

＊
1

許
容
応
力

状
態

＊
2

原
子
炉
補
機
海
水
系

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
海
水
系

循
環
水
系

タ
ー
ビ
ン
補
機
海
水
系

液
体
廃
棄
物
処
理
系

浸
水
防
護
施
設

(浸
水
防
止
設
備
)

―
ク
ラ
ス
３
管

Ｓ
Ｄ
＋
Ｐ
ｈ
＋
Ｓ
ｄ

4.
3.
2　

荷
重
の

組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態

本
計
算
書
に
お
い
て
考
慮
す
る
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
を
下
表
に
示
す
。
 

注
記
＊
1：

Ｄ
は

自
重
荷
重
，
Ｐ
ｈ
は
津
波
に
よ
る
静
水
圧
荷
重
，
Ｓ
ｄ
は
余
震
荷
重
（
動
水
圧
含
ま
な
い
。
）
を
示
す
。
自
重
荷
重
（
Ｄ
）
及
び
余
震
荷
重
（
Ｓ
ｄ
）

弁
の
許
容
限
界
は
，
水
圧
試
験
に
よ

り
確
認
し
た
圧
力
と
す
る
。
水
圧
試
験
で
は
，
隔
離
弁
の
閉
状
態
に
対
し
て
，
静
水
圧
を
負
荷
し
，
有
意
な
変
形
及
び

著
し
い
漏
え
い
が
な
い
こ
と
を
確
認

し
た
。

Ⅲ
Ａ
Ｓ
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の
組
合
せ
が
，
静
水
圧
に
よ
る
荷
重

を
緩
和
す
る
方
向
に
作
用
す
る
場
合
は
，
保
守
的
に
こ
れ
ら
を
組

合
せ
な
い
評
価
を
実
施
す
る
。

＊
2：

管
の

許
容
限
界
は
，
Ⅵ
-3
-別

添
3-
1「

津
波
へ
の
配
慮
が
必
要
な
施
設
の
強
度
計
算
の
方
針
」
に
基
づ

き
，
許
容
応
力
状
態
Ⅲ

Ａ
Ｓ
を
用
い
る
。
な
お
，
隔
離



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点

番号を示す。

鳥  瞰  図　RSW-R-3

管
番
号

対応する評価点

最高
使用

圧力
＊

(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

   1N～12,15～73N

   22～79N

  2    13～19 0.98  40  558.8   9.5 SM41A

  3    20～52F,60F～67A 0.98  40  711.2   9.5 SM41A

  4   55F～60F 0.98  40  711.2   9.5 SM400A

注記＊：最高使用圧力が運転圧力と津波による静水圧が同時に作用する場合の圧力を包絡して

いるため，最高使用圧力を適用する。

SM41A0.98  40

 4.3.3　設計条件

  1  457.2   9.5
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点

   1N～12,15～73N,22～79N

   13～19

   20～52F,55F～67A

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
別

添
3
-
2
-
8
 
R
1
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点

   1N,73N,79N

   5F,8F,10F,69F,75F

  14F,17F

  21F,24F,27F,30F,34F,37F,40F,43F,46F,49F,63F,66F

  52F

  55F

  60F
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   53   540

 5401    54
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RSW-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

52F～53 53～540

540～5401 5401～54

53～55F
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RSW-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

     401

 ** 6001 **

11

18

    2201

29

33

42

50

58

64

     67A

     73N

     79N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 4.3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

SM41A 40 ― 245 ― ―

SM400A 40 ― 245 ― ―

隔離弁の許容限界を下表に示す。

弁番号 型式  評価部位

MV247-1A 電動弁 弁本体

MV247-1B 電動弁 弁本体

MV247-1C 電動弁 弁本体

MV247-3 電動弁 弁本体

V247-5 逆止弁 弁本体

V252-6000 逆止弁 弁本体

0.81

1.47

2.10

0.81

材    料
 許容応力（MPa）

水圧試験圧力（MPa）

0.81

0.81
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Ｓｄ Ｓｓ

RSW-R-3 原子炉建物  EL 

鳥瞰図 建物・構築物
標高 減衰定数

(％)

等価繰返し回数

S
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別

添
3
-
2
-
8
 
R
1

 4.3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル

及び等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき設定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本

方針」に記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき設定したものを用いる。

102
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鳥  瞰  図　RSW-R-3

応答鉛直

震度
＊3

応答鉛直
震度

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：余震条件として弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する。

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊4，＊5

適用する地震動等 弾性設計用地震動Ｓｄ
＊2 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊3 応答水平震度
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4.4　解析結果及び評価

 4.4.1　固有周期及び設計震度
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RSW-R-3

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
別

添
3
-
2
-
8
 
R
1

104

70714860
長方形



  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥
瞰

図
Ｒ

Ｓ
Ｗ

－
Ｒ

－
３

代
表

的
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下
表

に
示

す
と

お
り

最
大

応
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許

容
値
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で
あ
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。

ク
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管
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Ａ
Ｓ
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Ｓ
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(2) 弁の健全性評価結果

下表に示すとおり発生圧力が，有意な変形及び著しい漏えいがないこと

を確認した水圧試験圧力以下であることを確認した。

弁番号 型式 評価部位
発生圧力
(MPa)

水圧試験圧力
(MPa)

MV247-1A 電動弁 弁本体 0.17 0.81

MV247-1B 電動弁 弁本体 0.17 0.81

MV247-1C 電動弁 弁本体 0.17 0.81

V247-5 逆止弁 弁本体 0.31 0.81
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類

ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記

載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価を示す。

クラス３管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度 代表

1  RSW-R-3   22 148 245 1.65 ○

2  RSW-R-4   16 113 245 2.16 －

3  RSW-T-3   66 92 215 2.33 －

4  RSW-T-4   10 56 245 4.37 －

5  RSW-Y-1  411 50 245 4.90 －

6  RSW-Y-1A  813 35 245 7.00 －

7  RSW-Y-1B  816 47 245 5.21 －

8  RSW-Y-2  511 48 245 5.10 －

9  RSW-Y-2A  814 34 245 7.20 －

10  RSW-Y-2B    2 35 245 7.00 －

11  HPSW-R-2   36 71 215 3.02 －

12  CSW-T-1A   8A 32 235 7.34 －

13  CSW-T-1B   8A 32 235 7.34 －

14  CSW-T-1C   8A 32 235 7.34 －

15  CSW-I-1A   1A 16 235 14.68 －

16  CSW-I-1B   1A 16 235 14.68 －

17  CSW-I-1C   1A 16 235 14.68 －

18  CSW-I-1PA   4A 33 235 7.12 －

19  CSW-I-1PB   4A 33 235 7.12 －

20  CSW-I-1PC   4A 33 235 7.12 －

21  TSW-I-2-1  441 62 245 3.95 －

22  TSW-I-2-2  401 57 245 4.29 －

23  TSW-Y-2    7 63 245 3.88 －

24  RWL-Y-1  852 44 231 5.25 －

許容応力状態ⅢＡＳ

(3) 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号
一次応力評価
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Ⅵ-3-別添 3-2-9 貫通部止水処置の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸水防

護施設のうち貫通部止水処置が，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う

津波荷重，津波の流入及び内部溢󠄀水の浸水によって生じる静水圧荷重並びに地震による動水圧及

び余震荷重に対して，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

貫通部止水処置は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3. 構

造強度設計」の構造計画に示すとおり，各建物及び区画の貫通口と貫通物との隙間又は貫通部

の周囲に施工する。 

 

2.2 構造計画 

貫通部止水処置の構造は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「3. 構造強度設計」の構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。 

貫通部止水処置は，貫通部の位置条件及び貫通部の強度条件に応じて，シール材，モルタル

又はブーツを使用し，各貫通部止水処置の適用条件を考慮し施工する。シール材及びモルタル

は壁面又は床面の貫通口と貫通物の隙間に施工し，壁面又は床面と貫通物を接合する構造とす

る。なお，ケーブルトレイ，電線管（以下「電路」という。）の貫通部の止水においては，シー

ル材が型崩れしないように金属ボックスをアンカーボルトで壁面又は床面に固定し，金属ボッ

クスにシール材を充填する場合がある。ブーツは，伸縮性ゴムを用い，壁面又は床面設置の貫

通口と配管を締付けバンドにて固定する構造とする。貫通部止水処置の構造計画を表 2－1 に

示す。 
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表 2－1 貫通部止水処置の構造計画 

設備 

名称 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

モルタルにて

構成する。 

貫通部の開口部にモルタ

ルを充填し，硬化後は貫

通部内面及び貫通物外面

と一定の付着力によって

接合する。 

 

ブーツと締付

けバンドにて

構成する。 

高温配管の熱膨張変位及

び地震時の変位を吸収で

きるよう伸縮性ゴムを用

い，壁面又は床面設置の

貫通口と配管を締付けバ

ンドにて締結する。 
 

充填タイプの

シール材にて

構成する。 

貫通部の開口部にシール

材を充填する。シール材

は，施工時は液状であ

り，反応硬化によって所

定の強度を有する構造物

が形成され，貫通部内面

及び貫通物外面と一定の

付着力によって接合す

る。 

 

電路貫通部については，

シール材が型崩れしない

よう金属ボックスをアン

カーボルトで壁面又は床

に固定し，金属ボックス

にシール材を充填する。

シール材は，施工時は液

状であり，反応硬化によ

って所定の強度を有する

構造物が形成される。 

 

 

  

モルタル

壁・床

配管
ケーブルトレイ
電線管

貫通物

壁・床
貫通物

（配管）

ブーツ

調整リング

締付バンド

貫通口

ケーブルトレイ
電線管

貫通物

壁・床

壁・床

貫通物
（配管）

シール材

シール材 ケーブル

モルタル

ダム材：液状のシール材が反応硬化するまでの間に必要な

堰止め材 
 

ケーブルトレイ 
電線管 

貫通物 

モルタル 

アンカーボルト 

シール材 

ダム材 

金属ボックス 

壁・床 
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2.3 評価方針 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，貫通部止水処置の評価部

位に作用する荷重等が許容限界以下であることを確認する。 

貫通部止水処置のシール材及びブーツ，モルタル並びに電路貫通部金属ボックスの強度評価

フローをそれぞれ，図 2－1，図 2－2並びに図 2－3に示す。 

貫通部止水処置の強度評価においては，その構造を踏まえ，地震による動水圧荷重及び余震

荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重

の組合せは，地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重，津波の

流入及び内部溢水の浸水によって生じる静水圧荷重並びに地震による動水圧及び余震荷重を考

慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時においては，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必

要な施設の強度計算の方針」に示す弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた床応答スペクト

ル又は最大床応答加速度から算出した値を設計震度として用いる。なお，強度評価に当たって

は，弾性設計用地震動Ｓｄによる余震荷重を考慮した評価を実施する。 

 

図 2－1 シール材及びブーツの強度評価フロー 

 

  

貫通部仕様（設置位置及び 

シール材，ブーツ仕様） 
荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する圧力の算出 

シール材及びブーツの 

実証試験結果 

シール材及びブーツの強度評価 
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図 2－2 モルタルの強度評価フロー  

貫通部仕様 

（設置位置及びモルタル仕様） 
荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する荷重の算出 

モルタルの許容荷重 

モルタルの強度評価 
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図 2－3 電路貫通部金属ボックスの強度評価フロー 

  

貫通部仕様（設置位置 

及び金属ボックス仕様） 
荷重及び荷重の組合せ設定 

金属ボックスを固定するアンカー 

ボルトに作用する応力の算出 

金属ボックスを固定する 

アンカーボルトの許容応力 

金属ボックスを固定する 

アンカーボルトの強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002年制定）（以下「コン

クリート標準示方書」という。） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））（ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（（社）日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・機械工学便覧 基礎編α2 機械力学（（社）日本機械学会，2004改訂） 
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2.5 記号の説明 

シール材及びブーツ，モルタル並びに電路貫通部金属ボックスの強度評価に用いる記号を表

2－2，表 2－3並びに表 2－4に示す。 

 

表 2－2 シール材及びブーツの強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

ＣＨＷ 動水圧算出用の水平方向震度 ― 

g 重力加速度 m/s2 

Ｈ 貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さ m 

ｈ 貫通部位置における浸水深さ m 

Ｐｄ 動水圧 MPa 

Ｐｈ 静水圧 MPa 

Ｐｔｏｔａｌ シール材及びブーツに生じる合計圧力 MPa 

β 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

 

表 2－3 モルタルの強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

Ａ’ モルタルが水圧を受ける面積 mm2 

Ｃ1 余震による貫通物の軸方向設計震度 ― 

ＣＨＷ 動水圧算出用の水平方向震度 ― 

ｄ 貫通物の直径 mm 

ｆｓ モルタルの許容付着荷重 N 

ｆ’ｂｏｋ モルタルの付着強度 MPa 

ｆ’ｃｋ モルタルの圧縮強度 MPa 

ＦＰ 静水圧及び動水圧により生じる付着荷重 N 

ＦＳ 貫通物の反力によりモルタルに生じる付着荷重 N 

ＦＳｔｏｔａｌ モルタル部に生じる合計付着荷重 N 

g 重力加速度 m/s2 

Ｈ 貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さ m 

ｈ 貫通部位置における浸水深さ m 

Ｌ 貫通物の支持間隔 mm 

Ｌｗ モルタルの充填深さ mm 

Ｐｄ 動水圧 MPa 

Ｐｈ 静水圧 MPa 

ｗ 貫通物の単位長さ当たりの質量 kg/m 

β 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

γｃ 材料定数 ― 
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表 2－4 電路貫通部金属ボックスの強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

Ａｂ アンカーボルトの軸断面積 mm2 

ＡＳ1 金属ボックスの受圧面積（側面） mm2 

ＡＳ2 金属ボックスの受圧面積（上面） mm2 

ＣＨ 余震による水平方向設計震度 ― 

ＣＨＷ 動水圧算出用の余震による水平方向震度 ― 

ＣＶ 余震による鉛直方向設計震度 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｂ アンカーボルトに作用する引張力 N 

Ｆｂ1 
鉛直方向地震及び金属ボックス取付面に対し左右方向の水平方向地震により

アンカーボルトに作用する引張力 
N 

Ｆｂ2 
鉛直方向地震及び金属ボックス取付面に対し前後方向の水平方向地震により

アンカーボルトに作用する引張力 
N 

fｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組合せ応力） MPa 

g 重力加速度 m/s2 

Ｈ 貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さ m 

ｈ 貫通部位置における浸水深さ m 

ｈ1 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

ｈ2 金属ボックス上面における浸水深さ mm 

Ｌ1 金属ボックスの幅 mm 

Ｌ2 金属ボックスの高さ mm 

Ｌ3 金属ボックスの奥行 mm 

1 重心と下側アンカーボルト間の鉛直方向距離 mm 

2 上側アンカーボルトと下側アンカーボルト間の鉛直方向距離 mm 

3 左側アンカーボルトと右側アンカーボルト間の水平方向距離 mm 

ｍ 金属ボックスの質量（充填されているシール材質量を含む） kg 

ｎ アンカーボルトの本数 ― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けることを期待するアンカーボルトの本数（正面方向） ― 

ｎｆＶ 評価上引張力を受けることを期待するアンカーボルトの本数（側面方向） ― 

Ｐｄ 動水圧 MPa 

Ｑｂ アンカーボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ1 水平方向地震によりアンカーボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ2 鉛直方向地震によりアンカーボルトに作用するせん断力 N 

β 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 ― 

ρ 海水の密度 kg/m3 

σ アンカーボルトに作用する引張応力 MPa 

τ アンカーボルトに作用するせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－5に示すとおりである。 

 

表 2－5 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 桁処理 処理方法 表示桁 

モルタル圧縮強度 MPa ― ― 小数点以下第 1位 

材料定数 ― ― ― 小数点以下第 1位 

水深の比による補正係数 ― ― ― 整数位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

密度 kg/m3 ― ― 整数位 

長さ mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

床面高さ m ― ― 整数位＊1 

水深 m 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

発生荷重 kN 有効数字 4桁目 切上げ 有効数字 3桁 

許容荷重 kN 有効数字 4桁目 切捨て 有効数字 3桁 

発生応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

発生圧力 MPa 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

許容圧力 MPa 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。また，設

計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

貫通部止水処置の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

に示している評価部位を踏まえて，「2.2 構造計画」に示す構造計画にて設定している構造に基

づき，荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

地震後の繰返しの来襲を想定した経路からの津波の流入に伴う津波荷重，津波の流入及び内部

溢水の浸水によって生じる静水圧荷重並びに地震による動水圧及び余震荷重は，貫通部止水処置

全体へ伝達される。このことから，シール材，ブーツ及びモルタルを用いた貫通部止水処置全体

を評価部位として設定する。 

シール材及びブーツについては，作用する圧力が最も大きい貫通部を代表として評価を行う。

モルタルについては，作用する荷重が最も大きい貫通部を代表として評価を行う。さらに，電路

貫通部金属ボックスについては，アンカーボルトで壁面又は床面に固定する構造であることから，

アンカーボルトを評価部位とする。アンカーボルトに作用する荷重が最も大きい貫通部を代表と

して評価する。 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している方法を用いて実施する。 

貫通部止水処置の強度評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位に対し，「4.2 荷重及び荷重

の組合せ」及び「4.3 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，「4.5 

計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の設定 

(1) 固定荷重（Ｄ） 

固定荷重として，貫通軸上の貫通物（配管等を示す。以下同じ。）及びその内容物の質量

を考慮する。 

(2) 静水圧による荷重（Ｐｈ） 

静水圧による荷重として，津波による水位を用いた静水圧を考慮する。 

   (3) 動水圧による荷重（Ｐｄ） 

      動水圧による荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う動水圧を考慮する。 

(4) 余震荷重（Ｓｄ） 

モルタル及び電路貫通部金属ボックスアンカーボルトについて，Ⅵ-3-別添 3-1「津波へ

の配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，余震荷重として，弾性設計用地震

動Ｓｄに伴う地震力を考慮する。余震荷重の算出方法を以下に示す。 

 

   a. モルタル 

貫通物からモルタルに作用する荷重として，支持構造物間の固定荷重及び地震力（余

震荷重）を考慮する。モルタルの余震荷重作用図を図 4－1に示す。 

また，貫通物の軸方向（モルタルへの付着方向）については，十分な剛性を有してい

るため，剛構造であると判断し，貫通物の設置場所又は上層における最大床応答加速度

の 1.2倍の加速度を用いて発生荷重を算出する。 

 

   b. 電路貫通部金属ボックス 

電路貫通部金属ボックスは，アンカーボルトによって固定されていることから，アン

カーボルトには固定荷重と余震荷重が作用し，金属ボックスが水平方向及び鉛直方向へ

転倒する力が働く。電路貫通部金属ボックスの余震荷重作用図を図 4－2に示す。 

また，固有周期の計算結果（Ⅵ-2-10-2-15「貫通部止水処置の耐震性についての計算

書」の「4. 固有周期」「4.3 固有周期の計算結果」を参照）から固有周期が 0.05秒以

下で剛構造であるため，金属ボックスの設置場所における最大床応答加速度の 1.2倍の

加速度を用いて算出する。 
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図 4－1 モルタルの余震荷重作用図 

 

 

図 4－2 電路貫通部金属ボックスの余震荷重作用図 

 

4.2.2 荷重の組合せ 

貫通部止水処置の荷重の組合せを表 4－1に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ＊ 

浸水防護施設 

（浸水防止設備） 
貫通部止水処置 Ｄ＋Ｐｈ＋Ｐｄ＋Ｓｄ 

注記＊：Ｄは固定荷重，Ｐｈは静水圧による荷重，Ｐｄは動水圧による荷重，Ｓｄは余震

荷重（動水圧を含まない。）を示す。 

  

壁・床

質量を考慮する範囲

貫通物直近の
支持構造物

貫通物直近の
支持構造物

貫通物

モルタル
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4.3 許容限界 

(1) シール材 

シール材の許容限界値は，実機で使用している形状，寸法の試験体にて静水圧を付加した

水圧試験に基づく結果を用いる。配管貫通部及び電路貫通部のシール材の水圧試験の概要を

それぞれ，図 4－3及び図 4－4に示す。実機施工時においては，試験検証済みの許容限界寸

法以上となるように施工する。これにより試験で得られた許容限界値以上の耐圧性を有し，

かつ，想定する浸水高さから求まる静水圧が，許容限界値以内であることを確認し耐圧性を

確保する。 

 

図 4－3 シール材の水圧試験の概要（配管貫通部） 

 

 
図 4－4 シール材の水圧試験の概要（電路貫通部） 

 

(2) ブーツ 

ブーツの許容限界値は，実機で使用している形状，寸法の試験体にて静水圧を付加した水

圧試験に基づく結果を用いる。また，実機の施工状況を考慮し，受圧面がブーツ内側又は外

側のどちらの場合でも止水機能が確保できることを確認するため，内圧試験及び外圧試験の

両ケースを実施する。ブーツの水圧試験の概要を図 4－5に示す。 

実機施工時においては，試験検証済みの寸法以下で施工する。 
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図 4－5 ブーツの水圧試験の概要 

(3) モルタル

各評価部位の許容値は，コンクリート標準示方書に規定される許容限界を用いる。

貫通部止水処置の許容限界，許容限界評価条件，許容限界算出結果をそれぞれ，表 4－2，

表 4－3及び表 4－4に示す。また，モルタルの施工例を図 4－6に示す。 

表 4－2 貫通部止水処置の許容限界 

状態 評価部位 
許容限界＊ 

付着荷重 

短期 モルタル ｆｓ 

注記＊：モルタルの許容限界は，コンクリート標準示方書により，モルタルの許容付着荷重

ｆｓ及びモルタル付着強度ｆ’ｂｏｋを算出する。モルタル圧縮強度ｆ’ｃｋは設計値

を用いる。 

  ｆｓ＝ｆ’ｂｏｋ・π・ｄ・Ｌｗ／γｃ

ｆ’ｂｏｋ＝0.28・ｆ’ｃｋ
2/3・0.4 

表 4－3 貫通部止水処置の許容限界評価条件 

モルタル圧縮強度

ｆ’ｃｋ(MPa)

貫通物の直径 

ｄ(mm) 

モルタル充填深さ

Ｌｗ(mm) 

材料定数 

γｃ 
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表 4－4 貫通部止水処置の許容限界算出結果 

状態 評価部位 
許容限界 

付着荷重(kN) 

短期 モルタル 8.21×103 

 

 

図 4－6 モルタルの施工例 

 

(4) 電路貫通部金属ボックス 

各評価部位の許容値は設計・建設規格に規定される許容値を用いる。アンカーボルトの許

容限界，許容限界荷重評価条件，許容限界算出結果をそれぞれ，表 4－5，表 4－6及び表 4－

7に示す。また，電路貫通部金属ボックスの施工例を図 4－7に示す。 

 

表 4－5 アンカーボルトの許容限界 

許容応力 

状態 
評価部位 

許容限界 

引張応力 fｔｏ
＊ せん断応力 fｓｂ 

ⅢＡＳ アンカーボルト 

 

 

 

 

 

 

注記＊：せん断応力を同時に受ける場合の許容組合せ応力 fｔｓは，以下のとおりとする。 

   fｔｓ＝Min(1.4・fｔｏ－1.6・τ，fｔｏ) 

 

表 4－6 アンカーボルトの許容限界評価条件 

評価部位 材料 Ｆ(MPa) 

アンカーボルト SS400相当 215 

  

壁・床
モルタル付着荷重

モルタル充填深さ：Lｗ

貫通物

モルタル

水圧

水圧

Ｆ 

2 
・1.5 

Ｆ 

1.5 3 
・1.5 

√ 
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表 4－7 電路貫通部金属ボックスの許容限界算出結果 

許容引張応力 

ｆｔｏ(MPa) 

許容せん断応力 

ｆｓ(MPa) 

129 99 

 

 

図 4－7 電路貫通部金属ボックスの施工例 

 

  

ケーブルトレイ 
電線管 

貫通物 シール材 

ダム材 
金属ボックス 

水圧 

アンカーボルト 

引張荷重方向 

せん断荷重方向 モルタル 

壁・床 
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4.4 設計用地震力 

モルタル及び電路貫通部金属ボックスの評価に用いる設計用震度を表 4－8 に示す。弾性設

計用地震動Ｓｄに伴う地震力については，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

示す最大床応答加速度を考慮して設定する。 

 

表 4－8 モルタル及び電路貫通部金属ボックスの評価に用いる設計用震度 

地震動 
設置場所及び 

床面高さ(m) 
余震による設計震度＊1 備考 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

タービン建物 

EL 0.25 

(EL 5.5＊2) 

貫通物軸方向 

Ｃ1
＊3 

0.67 モルタルの評価に使用 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

タービン建物 

EL 0.25 

(EL 5.5＊2) 

水平方向 

ＣＨ
＊4 

0.72 電路貫通部金属ボックス

（アンカーボルト）の評

価に使用 
鉛直方向 

ＣＶ
＊4 

0.38 

注記＊1：設計震度は，設計用震度Ⅰに基づき設定する。 

＊2：基準床レベルを示す。 

＊3：貫通物の軸方向は十分な剛性を有しているため，剛構造であると判断し，基準床の

最大床応答加速度の 1.2倍を設計震度とする。 

＊4：電路貫通部金属ボックスは固有周期が 0.05秒以下であり，剛構造であるため，基

準床の最大床応答加速度の 1.2倍を設計震度とする。 
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4.5 計算方法 

4.5.1 シール材及びブーツの強度評価（発生圧力計算） 

津波による溢水の静水圧及び余震による動水圧を考慮する。 

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ 

Ｐｄ=β・(7／8)・ρ・ＣＨＷ・g・ Ｈ・ｈ 

Ｐｔｏｔａｌ＝Ｐｈ＋Ｐｄ 

 

4.5.2 モルタルの強度評価（荷重計算） 

(1) 静水圧及び動水圧により生じる荷重 

静水圧及び動水圧によりモルタルに生じる付着荷重は，次のとおり算出する。 

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ 

Ｐｄ＝β・(7／8)・ρ・ＣＨＷ・g・ Ｈ・ｈ 

ＦＰ＝(Ｐｈ＋Ｐｄ)・Ａ’ 

(2) 貫通物の反力により生じる荷重 

固定荷重及び地震時の貫通物の反力によりモルタルに生じる付着荷重は，次のとおり算

出する。 

ＦＳ＝ｗ・Ｌ・g・(1＋Ｃ1) 

(3) 合計荷重 

モルタルに生じる合計付着荷重は，次のとおり算出する。 

ＦＳｔｏｔａｌ＝ＦＰ＋ＦＳ 

 

4.5.3 電路貫通部金属ボックスの強度評価（応力計算） 

(1) 動水圧の算出 

動水圧は，次のとおり算出する。 

Ｐｄ＝β・(7／8)・ρ・ＣＨＷ・g・ Ｈ・ｈ 

 

(2) 余震により生じる応力 

固定荷重及び弾性設計用地震動Ｓｄにより，アンカーボルトに生じる応力は次のとおり

算出する。 

 

a. 引張応力の計算 

金属ボックスが水平方向に転倒する場合の引張力 

Ｆｂ1＝ 

   ＋ 

 

 

 

ｍ・ＣＨ・ｈ1・g＋Ｐｄ・ＡＳ1・ｈ1 

ｎｆＨ・ℓ3 

ｍ・(1＋ＣＶ)・ｈ1・g＋ρ・g・(1＋ＣＶ)・ＡＳ2・ｈ2・10-9・ｈ1 

ｎｆＶ・ℓ2 
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金属ボックスが鉛直方向に転倒する場合の引張力 

Ｆｂ2＝ 

   ＋ 

 

引張力 

Ｆｂ＝Max(Ｆｂ1，Ｆｂ2) 

引張応力 

σ＝Ｆｂ／Ａｂ 

 

b. せん断応力の計算 

アンカーボルトに対するせん断応力は，アンカーボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

水平方向の力 

Ｑｂ1＝ＣＨ・ｍ・g＋Ｐｄ・ＡＳ1 

鉛直方向の力 

Ｑｂ2＝(1＋ＣＶ)・ｍ・g＋ρ・g・(1＋ＣＶ)・ＡＳ2・ｈ2・10-9 

せん断力 

Ｑｂ＝ Ｑｂ1
2＋Ｑｂ2

2 

せん断応力 

τ＝Ｑｂ／(ｎ・Ａｂ) 

 

  

ｍ・ＣＨ・ℓ1・g＋Ｐｄ・ＡＳ1・ℓ1 

ｎｆＶ・ℓ2 

ｍ・(1＋ＣＶ)・ｈ1・g＋ρ・g・(1＋ＣＶ)・ＡＳ2・ｈ2・10-9・ｈ1 

ｎｆＶ・ℓ2 
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4.6 計算条件 

シール材及びブーツ，モルタル並びに電路貫通部金属ボックスの強度評価に関する計算条件

をそれぞれ，表 4－9，表 4－10並びに表 4－11に示す。 

 

表 4－9 シール材及びブーツの強度評価に関する計算条件 

貫通箇所 

（貫通部仕様） 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

ＣＨＷ 

貫通部敷設エリアの 

床面からの浸水深さ 

Ｈ(m) 

貫通部位置における 

浸水深さ 

ｈ(m) 

タービン建物 

地下 1階 

（シール材（配管）） 

0.72 5.05 4.79 

タービン建物 

地下 1階 

（シール材（電路）） 

0.72 5.05 1.94 

タービン建物 

地下 1階 

（ブーツ） 

0.72 3.30 2.96 

 

浸水エリアの幅と 

水深の比による 

補正係数 

β 

海水の密度 

ρ(kg/m3) 

1 1030 

1 1030 

1 1030 
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表 4－10 モルタルの強度評価に関する計算条件 

貫通箇所 

（貫通部仕様） 

モルタルが水圧を

受ける面積

Ａ’(mm2) 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

ＣＨＷ 

貫通部敷設エリアの 

床面からの浸水深さ 

Ｈ(m) 

タービン建物

地下 1階

（モルタル）

0.67 5.05 

貫通部位置における 

浸水深さ 

ｈ(m) 

貫通物の支持間隔 

Ｌ(mm) 

貫通物の単位長さ 

当たりの質量 

ｗ(kg/m) 

浸水エリアの幅と 

水深の比による 

補正係数 

β 

2.90 1 

海水の密度 

ρ(kg/m3) 

1030 
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表 4－11 電路貫通部金属ボックスの強度評価に関する計算条件（1/2） 

貫通箇所 

（貫通部仕様） 

アンカーボルトの

軸断面積 

Ａｂ(mm2) 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

ＣＨＷ 

貫通部敷設エリアの 

床面からの浸水深さ 

Ｈ(m) 

タービン建物

地下 1階

（金属ボックス） 

0.72 5.05 

貫通部位置における 

浸水深さ 

ｈ(m) 

据付面又は取付面か

ら重心までの距離 

ｈ1(mm) 

金属ボックス上面に

おける浸水深さ 

ｈ2（m） 

金属ボックスの幅 

Ｌ1(mm) 

1.94 ＊

金属ボックスの高さ 

Ｌ2(mm) 

金属ボックスの奥行 

Ｌ3(mm) 

重心と下側アンカー

ボルト間の鉛直方向

距離 

1(mm)

上側アンカーボルト

と下側アンカーボル

ト間の鉛直方向距離

2(mm)

＊

左側アンカーボルト

と右側アンカーボル

ト間の水平方向距離

3(mm)

金属ボックスの質量

（充填されているシ

ール材質量を含む） 

ｍ(kg) 

アンカーボルトの

本数 

ｎ 

評価上引張力を受け

ることを期待する 

アンカーボルトの

本数 

（正面方向） 

ｎｆＨ 
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表 4－11 電路貫通部金属ボックスの強度評価に関する計算条件（2/2） 

評価上引張力を受け 

ることを期待する 

アンカーボルトの

本数 

（側面方向） 

ｎｆＶ 

浸水エリアの幅と 

水深の比による 

補正係数 

β 

海水の密度 

ρ(kg/m3) 

金属ボックスの受圧

面積（側面） 

ＡＳ1(mm2) 

1 1030 

金属ボックスの受圧

面積（上面） 

ＡＳ2(mm2) 

注記＊：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
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5. 評価結果

シール材及びブーツ，モルタル並びに電路貫通部金属ボックスの強度評価結果をそれぞれ，表

5－1，表 5－2並びに表 5－3に示す。シール材及びブーツ，モルタル並びに電路貫通部金属ボッ

クスの発生圧力，発生荷重又は発生応力は，許容圧力，許容荷重又は許容応力以下であることか

ら，貫通部止水処置が構造健全性を有することを確認した。 

表 5－1 シール材及びブーツの強度評価結果 

評価部位 場所 
発生圧力 

(MPa) 

許容圧力 

(MPa) 

シール材（配管） タービン建物 0.09 

シール材（電路） タービン建物 0.04 

ブーツ タービン建物 0.05 

表 5－2 モルタルの強度評価結果 

評価部位 
発生荷重 

(kN) 

許容荷重 

(kN) 

モルタル 付着荷重 6.86×103 8.21×103 

表 5－3 電路貫通部金属ボックスの強度評価結果 

評価部位 応力分類 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

電路貫通部 

金属ボックス 

（アンカーボルト）

引張応力 82 129＊

せん断応力 25 99 

注記＊：次式にて計算した値を示す。 

fｔｓ＝Min(1.4・fｔｏ－1.6・τ，fｔｏ) 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，津波

監視設備のうち取水槽水位計が，津波荷重及び余震を考慮した荷重に対し，十分な構造健全性を

有することについて説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

取水槽水位計の配置図を図 2－1に示す。 

 

図 2－1 取水槽水位計配置図 

 

2.2 構造計画 

取水槽水位計の構造計画を表 2－1及び表 2－2に示す。 

取水槽水位計 

取水槽水位計

ＰＮ 
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表 2－1 構造計画（その 1） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，案内管内に設

置する。 

案内管はＵボルトにより

サポート鋼材に固定さ

れ，サポート鋼材は基礎

ボルトにより床及び壁面

に設置する。 

検出器，案内管，サポ

ート鋼材及び基礎ボル

トから構成する。

（正面図） （側面図） 
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表 2－2 構造計画（その 2） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，案内管内に設

置する。 

案内管はＵボルトにより

サポート鋼材に固定さ

れ，サポート鋼材は基礎

ボルトにより床及び壁面

に設置する。 

検出器，案内管，サポ

ート鋼材及び基礎ボル

トから構成する。 

 

（正面図） （側面図） 
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2.3 評価方針 

取水槽水位計の強度評価は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，応力評価を実施する。応力

評価では，取水槽水位計の評価部位に作用する応力等が許容限界以下であることを「5. 構造

強度評価」にて示す方法により，「5.5 計算条件」に示す評価条件を用いて確認する。確認結

果を「6. 評価結果」に示す。 

取水槽水位計の強度評価フローを図 2－2に示す。 

取水槽水位計の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に伴う荷重の作用方

向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，

津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波に伴う荷重と余震に伴う荷重の作

用時（以下「重畳時」という。）を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時における

余震荷重は，Ⅵ-3-別添3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示す津波荷重と

の重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とする。余震荷重の設定に当たっては，

弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた設置床の最大応答加速度を用いる。 

 

 

図 2－2 取水槽水位計の強度評価フロー 

設計用地震力 

評価部位の設定 

取水槽水位計の構造強度評価 

地震及び津波応答解析 

Ⅵ-2-10-2-16「取水槽水位計

の耐震性についての計算書」 

（固有値解析） 

地震時及び津波時における応力 

津波に伴う荷重 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａ’ 

Ａｂ

ＣＤ 

ＣＨ

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ ＊

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ

g 

ｈ 

１

２

３

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ 

ｎ１ 

ｎ２ 

ｎ３ 

Ｐ１

Ｐ２ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

津波荷重を受ける面積 

サポート鋼材の断面積

基礎ボルトの軸断面積 

抗力係数 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（Ｘ方向）

サポート基礎部に作用する力（Ｙ方向）

サポート基礎部に作用する力（Ｚ方向）

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

津波最大到達レベル 

ボルト間距離（Ｍｘに対する） 

ボルト間距離（Ｍｚに対する） 

ボルト間距離（Ｍｙに対する） 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｘ軸周り）

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｙ軸周り）

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｚ軸周り）

基礎ボルトの本数 

Ｍｘに耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｚに耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｙに耐えうる基礎ボルトの本数 

津波による静水圧荷重 

津波による波力 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

m 

mm 

mm 

mm 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

― 

― 

― 

― 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Ｔｈ 

Ｖ 

Ｗ１ 

Ｗ２

Ｚ１ 

Ｚ２

Ｚｐ

ｚｉ 

π 

ρ 

σｂ 

τｂ 

入力津波高さ 

津波流速 

検出器の荷重 

ケーブルの荷重

サポート鋼材の弱軸回りの断面係数

サポート鋼材の強軸回りの断面係数

サポート鋼材のねじり断面係数

評価対象部位のレベル＊ 

円周率 

海水の密度 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

m 

m/s 

N 

N 

mm3 

mm3 

mm3

N 

― 

kg/m3 

MPa 

MPa 

注記＊：ｚｉ の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付床面 

ｉ＝2：案内管最下端 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－3に示すとおりである。 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁未満となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位

取水槽水位計の構造強度評価は，「2.2 構造計画」に記載の構造を踏まえて，津波に伴う荷重

の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

津波時は，取水槽からの津波荷重が案内管及びサポート部に作用する。重畳時は，余震による

慣性力及び津波荷重が案内管及びサポート部に作用する。 

構造強度評価においては，耐震評価上厳しくなる壁面サポート及び床面サポートの基礎ボルト

について実施する。取水槽水位計の強度評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

取水槽水位計の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 取水槽水位計は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデルとする。

4.2 解析モデル及び諸元 

取水槽水位計の解析モデルの概要を以下に示す。 

また，機器の諸元を本計算書の【検出器（LE215-3A）の強度についての計算結果】，【検出器

（LE215-3B）の強度についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 取水槽水位計の解析モデルは，Ⅵ-2-10-2-16「取水槽水位計の耐震性についての計算書」の

「2.4.2 解析モデル及び諸元」の解析モデルとする。 

4.3 固有値解析結果 

Ⅵ-2-10-2-16「取水槽水位計の耐震性についての計算書」の「2.4.3 固有値解析結果」に

て，固有周期は 0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 地震力は，取水槽水位計に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用す

る。 

(2) 取水槽水位計の案内管及びサポート部に津波荷重を付与する。

(3) 津波荷重は，案内管及びサポート部の投影面に集中して作用するものとする。

(4) 強度計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ 

取水槽水位計の強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示す荷重及び

荷重の組合せを用いる。取水槽水位計の荷重の組合せを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

取水槽水位計の許容応力は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容応力に基づき表 5－2のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

取水槽水位計の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 5－3に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 

津波監視設備 取水槽水位計 Ｓ ―＊ Ｄ＋Ｐｔ＋Ｐｈ＋Ｓｄ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 50 241 394 － 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
SUS316L 周囲環境温度 50 169 472 175 
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5.3 設計用地震力 

取水槽水位計の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定す

る。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽水位計 

（LE215-3A） 

取水槽 

EL 4.0 

（EL 8.8＊1） 

0.05

以下 
ＣＨ＝3.01＊2 ＣＶ＝0.95＊2 

取水槽水位計 

（LE215-3B） 

取水槽 

EL 4.0 

（EL 8.8＊1） 

0.05

以下 
ＣＨ＝3.01＊2 ＣＶ＝0.95＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

 ＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 津波荷重の計算方法 

(1) 津波による静水圧荷重

取水槽水位計に作用する静水圧荷重は以下にて求める。

Ｐ１ ＝ ρ・g・Ａ・Ｔｈ ･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1) 

ここで，入力津波高さＴｈは次式にて求める。 

Ｔｈ ＝ ｈ－ｚｉ ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.2) 

(2) 津波による波力

取水槽水位計に作用する波力は以下にて求める。

Ｐ２ ＝ 
1

2
・ＣＤ・ρ・Ａ・Ｖ2 ･････････････････････････････････････ (5.4.1.3)

ここで，津波による静水圧荷重は鉛直方向，津波による波力は水平方向及び鉛直方向＊に対して

考慮し，津波荷重を受ける面積Ａは，津波の圧力を受ける部分に対して，それぞれの方向に対する

投影面積を設定する。 

津波荷重を受ける面積Ａの設定条件は，本計算書の【検出器（LE215-3A）の強度につい

ての計算結果】，【検出器（LE215-3B）の強度についての計算結果】のその他の機器要目に

示す。 

注記＊：突き上げ方向の津波荷重を考慮する。 
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5.4.2 応力の計算方法 

5.4.2.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，図 5－1及び図 5－2に示す三次元はりモデルによる個別解析

からサポート評価点の内力を求めて，その結果を用いて手計算にて基礎ボルトを評価

する。個別解析によって得られたサポート評価点の最大反力とモーメントを表 5－5及

び表 5－6に示す。 

図 5－1 計算モデル（基礎ボルト部）（LE215-3A） 
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図 5－2 計算モデル（基礎ボルト部）（LE215-3B） 
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表5－5 サポート基礎部 発生反力，モーメント（床面サポート） 

対象機器 
反力(N) モーメント(N･mm)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器 

（LE215-3A） 

検出器 

（LE215-3B） 

表 5－6 基礎ボルト部 発生反力（壁面サポート） 

対象機器 
反力(N) 

Ｆb Ｑb 

検出器 

（LE215-3A） 

検出器 

（LE215-3B） 
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(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張力（床面サポートのみ） 

Ｆｂ＝ 
Ｆｙ

ｎ
 ＋ 

Ｍｘ

１・ｎ１
 ＋ 

Ｍｚ

２・ｎ２
･･･････････････････････ (5.4.2.1.1)

引張応力 

σｂ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
･･･････････････････････････････････････････････ (5.4.2.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･･･････････････････････････････････････････ (5.4.2.1.3) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断力（床面サポートのみ） 

Ｑｂ＝ 
Ｆｘ2＋Ｆｚ2

ｎ
 ＋ 

Ｍｙ

３・ｎ３
･･･････････････････････････  (5.4.2.1.4) 

せん断応力 

τｂ＝ 
Ｑｂ

Ａｂ
 ････････････････････････････････････････････････  (5.4.2.1.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【検出器（LE215-3A）の強度についての計

算結果】，【検出器（LE215-3B）の強度についての計算結果】の設計条件及び機器要目に

示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.2.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以下で

あること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (5.6.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

取水槽水位計の設計基準対象施設としての強度評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，取水槽水位計が十分な構造健全性を有することを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。



22
 

S2 補 Ⅵ-3-別添 3-2-10 R1 

【検出器（LE215-3A）の強度についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽水位計 

（LE215-3A） 
Ｓ 

取水槽 

EL 4.0
（EL 8.8＊1） 

0.05以下 ＣＨ＝3.01＊2 ＣＶ＝0.95＊2 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ１ 

(N) 

Ｗ２ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

ℓ１

(mm) 

ℓ２

(mm) 

ℓ３

(mm) 
ｎ ｎ１ ｎ２ ｎ３ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

241 

(径≦16mm) 

394 

(径≦16mm) 
― 241 ― 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
― ― ― ― ― ― 169 472 175 175 ― 
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1.3 計算数値 

1.3.1 サポート基礎部に作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ及び津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

1.3.2 サポート基礎部に作用するモーメント  (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動Ｓｄ及び津波に伴う荷重によるモーメント 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

1.3.3 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動Ｓｄ及び 

津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
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1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（床面サポート） 

SS400 
引張 σｂ＝11 ƒｔｓ＝180＊ 

せん断 τｂ＝3 ƒｓｂ＝139 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
SUS316L 

引張 σｂ＝20 ƒｔｓ＝105＊ 

せん断 τｂ＝5 ƒｓｂ＝80 

注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 

1.5 その他の機器要目 

（1）機器諸元

項目 記号 単位 
入力値 

（LE215-3A） 

材質 ― ― SUS316/SUS316TP 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

海水の密度 ρ kg/m3 1030 

津波到達レベル ｈ m 11.3 

評価対象部位のレベル 

（据付面） 
ｚ１ m 4.0 

評価対象部位のレベル 

（案内管最下端） 
ｚ２ m -9.35

抗力係数 ＣＤ ― 2.0 

津波流速 Ｖ m/s 2.0 

項目 記号 単位 設定部位 対応する津波の方向 
入力値 

(LE215-3A) 

津波荷重を

受ける面積 
Ａ mm2 

案内管 

(1m当たり) 

水平 

（NS方向，EW方向） 

サポート鋼材

（1点当たり）

水平（NS方向） 

水平（EW方向） 

鉛直 

フランジ

（1箇所当たり） 

水平 

（NS方向，EW方向） 

鉛直 

床面サポート 

（スリーブ及び案内管内部）
鉛直 

案内管最下端 鉛直 

基礎ボルト 

ケーブル質量

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

検出器質量 

サポート評価点
床面サポート 

詳細 

壁面サポート 

詳細 

サポート評価点
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（2）部材の機器要目

材料 サポート鋼材 案内管 

対象部材 ① ② 

Ａ’（mm2） 

Ｚ１(mm3) 

Ｚ２(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

断面形状（mm） 

（ａ×ｂ×ｃ） （ａ×ｂ） 

ａ 

ｂ
 

ｃ 

x 

y 

ａ 

ｂ 
y 

x 

ケーブル質量

検出器質量 
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【検出器（LE215-3B）の強度についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽水位計 

（LE215-3B） 
Ｓ 

取水槽 

EL 4.0

（EL 8.8＊1） 

0.05以下 ＣＨ＝3.01＊2 ＣＶ＝0.95＊2 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ１ 
(N) 

Ｗ２ 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ℓ１
(mm) 

ℓ２
(mm) 

ℓ３
(mm) 

ｎ ｎ１ ｎ２ ｎ３ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

241 

(径≦16mm) 

394 

(径≦16mm) 
― 241 ― 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
― ― ― ― ― ― 169 472 175 175 ― 
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1.3 計算数値 

1.3.1 サポート基礎部に作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ及び津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

1.3.2 サポート基礎部に作用するモーメント  (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動Ｓｄ及び津波に伴う荷重によるモーメント 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

1.3.3 基礎ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動Ｓｄ及び 
津波に伴う荷重 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
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1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
SS400 

引張 σｂ＝11 ƒｔｓ＝180＊ 

せん断 τｂ＝3 ƒｓｂ＝139 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
SUS316L 

引張 σｂ＝20 ƒｔｓ＝105＊ 

せん断 τｂ＝5 ƒｓｂ＝80 

注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 

1.5 その他の機器要目 

（1）機器諸元

項目 記号 単位 
入力値 

（LE215-3B） 

材質 ― ― SUS316/SUS316TP 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

海水の密度 ρ kg/m3 1030 

津波到達レベル ｈ m 11.3 

評価対象部位のレベル 

（据付面） 
ｚ１ m 4.0 

評価対象部位のレベル 

（案内管最下端） 
ｚ２ m -9.35

抗力係数 ＣＤ ― 2.0 

津波流速 Ｖ m/s 2.0 

項目 記号 単位 設定部位 対応する津波の方向 
入力値 

(LE215-3B) 

津波荷重を

受ける面積 
Ａ mm2 

案内管 

(1m当たり) 

水平 

（NS方向，EW方向） 

サポート鋼材

（1点当たり）

水平（NS方向） 

水平（EW方向） 

鉛直 

フランジ

（1箇所当たり） 

水平 

（NS方向，EW方向） 

鉛直 

床面サポート 

（スリーブ及び案内管内部）
鉛直 

案内管最下端 鉛直 

ケーブル質量

基礎ボルト 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

検出器質量 

サポート評価点

サポート評価点

床面サポート 

詳細 

壁面サポート 

詳細 
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（2）部材の機器要目

材料 サポート鋼材 案内管 

対象部材 ① ② 

Ａ’（mm2） 

Ｚ１(mm3) 

Ｚ２(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

断面形状（mm） 

（ａ×ｂ×ｃ） （ａ×ｂ） 

ａ 

ｂ
 

ｃ 

x 

y 

ａ 

ｂ 
y 

x 

ケーブル質量

検出器質量 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，

漂流防止装置（係船柱）が燃料輸送船及びＬＬＷ輸送船（以下「燃料等輸送船」という。）

の流圧力に対する係留索の耐力（以下「係留力」という。）に対して十分な構造強度を有

していることを確認するものである。 

燃料等輸送船は，来襲までに時間的余裕がある津波の場合は緊急退避するが，来襲まで

に時間的余裕がない津波の場合は漂流防止装置（係船柱）に係留することとなる。したが

って，海域活断層に想定される地震による津波（基準津波４）の流圧力により作用する燃

料等輸送船の係留力に対して，漂流防止装置（係船柱）が十分な構造強度を有しているこ

とを確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置（係船柱）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 漂流防止装置（係船柱）の位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置（係船柱）は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）に，係船柱

をアンカーボルト及びアンカー板により固定する構造である。 

よって，漂流防止装置（係船柱）は係船柱，アンカーボルト及びアンカー板から構成

され，係船柱は燃料等輸送船の係留索と接続する。 

漂流防止装置（係船柱）の概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 に示す。 

 

 

図 2－2 漂流防止装置（係船柱）の概要図  

凡例
漂流防止装置（係船柱）

― 係留索

多重鋼管杭天端
EL 7.0

多重鋼管杭天端
EL 7.0

荷揚護岸天端
EL 6.0

Ｎ

（平面図） （断面図）

（単位：m）
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図 2－3 漂流防止装置（係船柱）の構造図 
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0

コンクリート打上面
φ350

φ560

φ700

φ125

コンクリート打上げ面
▽EL 7000

係船柱

アンカー板アンカーボルト

アンカーボルト
アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位：mm）
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2.3 評価方針 

漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価は，海域活断層に想定される津波（基準津波４）

の流圧力により作用する燃料等輸送船の係留力に対し，表 2－3 の漂流防止装置（係船

柱）の評価項目に示すとおり，施設の健全性評価を行い，構造強度を有することを確認

する。 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価フローを図 2－4 に示す。 
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表 2－1 漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

係船柱 － ・燃料等輸送船を係留する。 

アンカーボルト ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。 

アンカー板 ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。 

 

表 2－2 漂流防止装置（係船柱）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

耐震性 耐津波性 

係船柱 

構造部材の健全性を保持するた

めに，係船柱がおおむね弾性状

態にとどまること。 

燃料等輸送船を係留するため

に，係船柱がおおむね弾性状態

にとどまること。 

アンカーボルト 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむ

ね弾性状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむ

ね弾性状態にとどまること。 

アンカー板 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾

性状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾

性状態にとどまること。 
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表 2－3 漂流防止装置（係船柱）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

健全性 

係船柱 

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

長期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（引張

応力，せん断応力）

が許容限界以下で

あることを確認 

長期許容応力度 

アンカー板 

発生する応力（曲げ

応力，コンクリート

の支圧応力及びせ

ん断応力）が許容限

界以下であること

を確認 

長期許容応力度 
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図 2－4 漂流防止装置（係船柱）の強度評価フロー 

  

評価対象部位の選定及び
評価方法の設定

荷重及び荷重の組合せの選定

許容限界の設定

係留力の算定

施設（漂流防止装置（係船柱））
の健全性評価

評価終了

評価方針

評価開始
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(（社）土木学会，2002 年制定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・機械工学便覧 改訂第６版（（社）日本機械学会編，1977 年） 
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2.5 記号の説明 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる記号を表 2－4 に示す。 

 

表 2－4 漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

Ｐｐ N 係留力 

σｓ N/mm2 係船柱の直胴部縁応力度 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 

ＰＨ N 係留力の水平成分 

Ｄ mm 係船柱の直胴部径 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 

Ｐｖ N 係留力の鉛直成分 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 

σｃ1 N/mm2 コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

Ｒ1 mm 中心軸から係船柱底板端までの距離 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 

ｎ － アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ mm3 アンカーボルトの中立軸のまわりの断面１次モーメント 

Ｇｃ mm3 コンクリートの中立軸のまわりの断面１次モーメント 

σｃ2 N/mm2 コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ N コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ） 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 

σｓ2 N/mm2 アンカーボルトに生じる引張応力度 

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 

τｓ N/mm2 アンカーボルトに生じるせん断応力度 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 

ｐ N/mm2 等分布荷重 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 
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表 2－4 漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

σｓｔ N/mm2 アンカー板に生じる曲げ応力度 

β － 最大応力係数 

ｂ mm ナット二面幅 

ａ mm アンカー板幅 

ｔ mm アンカー板厚 

σｃ N/mm2 コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

τｃ N/mm2 コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 
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3. 強度評価 

3.1 評価対象部位 

漂流防止装置（係船柱）の評価対象部位は「2.2 構造概要」に示す構造上の特徴を踏

まえ選定する。 

漂流防止装置（係船柱）に作用する係留力による荷重は，係船柱，アンカーボルト及

びアンカー板を介して周囲のコンクリートに伝達されることから，評価対象部位を係船

柱，アンカーボルト及びアンカー板とする。評価対象部位を図 3－1 に示す。 

また，漂流防止装置（係船柱）の周囲のコンクリートに対する評価も実施する。 

 

図 3－1 評価対象部位 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.2.1 荷重 

強度評価には，以下の荷重を用いる。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，漂流防止装置（係船柱）の自重を考慮する。 

 

(2) 係留力（Ｐｐ） 

係留力は，海域活断層に想定される地震による津波（基準津波４）により燃料等

輸送船に作用する流圧力に対する係留索の耐力として算定する。 

漂流防止装置（係船柱）に対して，θの角度で作用する場合の係留力は，「港湾

技研資料 No.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」

に基づき算定する。 

係留力の作用イメージを図 3－2 に示す。 

 

図 3－2 係留力の作用イメージ 

 

(3) 余震荷重（Ｓｄ） 

弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる荷重を考慮する。 

 

  

Pp

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

θ
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－1 に示す。 

なお，係留力と比較して固定荷重及び余震荷重の影響が十分に小さくなることか

ら，固定荷重及び余震荷重は考慮しない。 

 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

重畳時 Ｇ＋Ｐｐ＋Ｓｄ 

        Ｇ ：固定荷重 

        Ｐｐ：係留力 

        Ｓｄ：余震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ） 
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3.3 許容限界 

漂流防止装置（係船柱）の許容限界は，「3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対

し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえて設定する。 

 

3.3.1 使用材料 

漂流防止措置（係船柱）を構成する各部材の使用材料を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 使用材料 

材料 諸元 

係船柱 SC450，φ350 

アンカーボルト SS400，M56×1150 

アンカー板 SS400，225×t45 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

 

3.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基

づき設定する。 

(1) 係船柱 

係船柱の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年改定）」及び「ＪＩＳ Ｇ ５１０１ 炭素鋼鋳鋼品」を踏まえて表

3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－3 係船柱の許容限界 

材質 
長期許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SC450 137 － 

  



 

16 

 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
11
 R
1 

(2) アンカーボルト及びアンカー板 

アンカーボルト及びアンカー板の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解説

（（社）日本建築学会，2010 年改定）」及び「鋼構造設計規準－許容応力度設計法

－（（社）日本建築学会，2005 年改定）」に基づき，表 3－4 のとおり設定する。 

 

表 3－4 アンカーボルト及びアンカー板の許容限界 

材質 
長期許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400 40＜t≦100 143 82 

 

(3) コンクリート 

コンクリートの許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）

土木学会，2002 年制定）」に基づき,表 3－5 に示すとおり設定する。 

 

表 3－5 コンクリートの許容限界 

材質 
長期許容応力度(N/mm2) 

支圧 せん断 

コンクリート 

（設計基準強度 24N/mm2） 
11.7 0.45 
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3.4 評価方法 

漂流防止装置（係船柱）を構成する各部材に生じる応力度が，許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

3.4.1 係船柱 

(1) 係船柱の曲げ応力度 

係船柱に生じる曲げ応力度は，係船柱を片持ち梁として次式により算出し，係

船柱の許容限界以下であることを確認する。なお，慣性力の作用点は係船柱の直

胴部の上端とする。 

係船柱のモデル図を図 3－3 に示す。 

 

σｓ＝Ｍｓａ／Ｚｓａ＋Ｐｖ／Ａｓａ 

ここで， 

σｓ  ：係船柱の直胴部縁応力度（N/mm2） 

Ｍｓａ ：係船柱の直胴部転倒モーメント（N・mm） 

（Ｍｓａ＝ＰＨ・0.9Ｄ） 

ＰＨ  ：係留力の水平成分（N） 

Ｄ   ：係船柱の直胴部径（mm） 

Ｚｓａ ：係船柱の断面係数（mm3） 

Ｐｖ  ：係留力の鉛直成分（N） 

Ａｓａ ：係船柱の断面積（mm2） 

 

図 3－3 係船柱のモデル図  

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

：評価対象範囲

D

転倒モーメントアーム長
：直胴部長さ（=0.9D）

コンクリート打上面から
係船柱重心位置までの距離

（単位：mm）

コンクリート打上面より上部の
係船柱の重心位置

θ

Pp
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(2) コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱底板）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料 No.102 け

い船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」に基づき，コンクリ

ートの偏心荷重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，コンクリートの許

容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（係船柱底板）のモデル図を図 3－4 に示す。 

 

σｃ1＝Ｐｖ・（Ｒ1－ｙ）／（ｎ・Ｇｓ－Ｇｃ）） 

ここで， 

σｃ1 ：コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ｒ1 ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面１次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面１次モーメント（mm3） 

 

図 3－4 コンクリート（係船柱底板）のモデル図 

 

  

：評価対象範囲

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

θ

Pp

コンクリート打上面
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(3) コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱前面）に生じる支圧応力度は，次式より算出し，コンク

リートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（係船柱前面）のモデル図を図 3－5 に示す。 

 

σｃ2＝（ＰＨ－μ・Ｐｖｃ）／（Ｈ1・２Ｒ1） 

ここで， 

σｃ2  ：コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度（N/mm2） 

ＰＨ  ：係留力の水平成分（N） 

μ   ：係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ ：コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ）（N） 

Ｈ1  ：係船柱底板厚さ（mm） 

Ｒ1  ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

 

 

図 3－5 コンクリート（係船柱前面）のモデル図 

 

  

コンクリート打上面

：評価対象範囲

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

θ

Pp

Ｒ1
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3.4.2 アンカーボルト 

(1) アンカーボルトの引張応力度 

アンカーボルトに生じる引張応力度は，「港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準

設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」に基づき，コンクリートの偏心荷

重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，アンカーボルトの許容限界以下

であることを確認する。 

アンカーボルトのモデル図を図 3－6 に示す。 

 

σｓ2＝Ｐｖ・（Ｒ1’＋ｙ）／（Ｇｓ－Ｇｃ／ｎ） 

ここで， 

σｓ2 ：アンカーボルトに生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ｒ1’ ：中心軸からアンカーボルト位置までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面１次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面１次モーメント（mm3） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

 

(2) アンカーボルトのせん断応力度 

アンカーボルトに生じるせん断応力度は，次式より算出し，アンカーボルトの許

容限界以下であることを確認する。 

 

τｓ＝（ＰＨ／Ｎ）／（π／４・φｂ
2） 

ここで， 

τｓ ：アンカーボルトに生じるせん断応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：係留力の水平成分（N） 

Ｎ  ：アンカーボルトの本数（本） 

φｂ ：アンカーボルトの谷径（mm） 
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図 3－6 アンカーボルトのモデル図 

 

  

：評価対象範囲

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

θ

Pp
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3.4.3 アンカー板 

(1) アンカー板の曲げ応力度 

アンカー板に生じる曲げ応力度は，「港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準設計

（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」及び「機械工学便覧 改訂第６版（（社）

日本機械学会編，1977 年）」に基づき，アンカー板に等分布荷重が作用するとして

次式により算出し，アンカー板の許容限界以下であることを確認する。 

アンカー板のモデル図を図 3－7 に示す。 

 

ｐ＝ＰＶ／｛π／4・（4・φａ）2－（π／4×φａ）｝ 

σｓｔ＝β・ｐ・（ａ／2）2／ｔ2
 

ここで， 

ｐ   ：等分布荷重（N/mm2） 

ＰＶ  ：係留力の鉛直成分（N） 

φａ  ：アンカーボルトの呼び径（mm） 

σｓｔ ：アンカー板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

β   ：最大応力係数（＝ｂ／ａ） 

ｂ   ：ナット二面幅（mm） 

ａ   ：アンカー板幅（mm） 

ｔ   ：アンカー板厚（mm） 

 

図 3－7 アンカー板のモデル図  

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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(2) コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

コンクリート（アンカー板上面）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料 No.102 

けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」に基づき次式によ

り算出し，コンクリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（アンカー板上面）のモデル図を図 3－8 に示す。 

 

σｃ＝Ｐｖ・（π／4）・ａ2
 

ここで， 

σｃ ：コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

 

図 3－8 コンクリート（アンカー板上面）のモデル図 

  

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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(3) コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度は次式により算出し，コン

クリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（アンカーボルト側面）のモデル図を図 3－9 に示す。 

 

τｃ＝Ｐｖ／（Ｌ・π・ａ） 

ここで， 

τｃ ：コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ｌ  ：アンカーボルトの埋込み長さ（mm） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

 

図 3－9 コンクリート（アンカーボルト側面）のモデル図 

  

 

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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4. 評価条件 

「3. 強度評価」に用いる入力値を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 強度評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 入力値 

係船柱 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 78750000 

Ｐｖ N 係留力の鉛直成分 125000 

Ｄ mm 係船柱の直胴部径 350 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 2055972.3 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 27397.8 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 115.9 

Ｒ1 mm 
中心軸から係船柱底板端までの距

離 
420.0 

ｎ － 
アンカーボルトとコンクリートの

弾性係数比 
15 

Ｇｃ mm3 
コンクリートの中立軸のまわりの

断面１次モーメント 
17289182 

Ｇｓ mm3 
アンカーボルトの中立軸のまわり

の断面１次モーメント 
2108688 

ＰＨ N 係留力の水平成分 250000 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 0.3 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 70 

アンカーボルト 

Ｒ1’ mm 
中心軸からアンカーボルト位置ま

での距離 
350.0 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 6 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 50.0 

アンカー板 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 56.0 

β － 最大応力係数 3 

ｂ mm ナット二面幅 85.0 

ｔ mm アンカー板厚 45.0 

ｐ N/mm2 等分布荷重 3.36 

ａ mm アンカー板幅 225.0 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 850 
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5. 評価結果 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価結果を表 5－1 に示す。漂流防止装置（係船柱）の

各部材の発生応力度は許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－1 漂流防止装置（係船柱）の強度評価結果 

評価対象部位 
発生応力度 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
照査値 

係船柱 

曲げ応力度 42.87 137 0.32 

コンクリート（係船柱底板） 

支圧応力度 
2.65 11.7 0.23 

コンクリート（係船柱前面） 

支圧応力度 
3.36 11.7 0.29 

アンカー 

ボルト 

引張応力度 60.91 143 0.43 

せん断応力度 21.22 82 0.26 

アンカー

板 

曲げ応力度 63.44 143 0.45 

コンクリート（アンカー板上面） 

支圧応力度 
3.14 11.7 0.27 

コンクリート（アンカーボルト側面） 

せん断応力度 
0.21 0.45 0.47 
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Ⅵ-3-別添 3-3 溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 12条及び第 54条

並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」に適合す

る設計とするため，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に基づき設計する溢水防護

に関する施設が，溢水に対して構造健全性を有することを確認するための強度計算方針について

説明するものである。 

強度計算は，Ⅵ-1-1-9-1「溢水等による損傷防止の基本方針」に示す適用規格・基準等を用い

て実施する。各施設の具体的な計算の方法及び結果は，Ⅵ-3-別添 3-4-2「水密扉の強度計算書（溢

水）」，Ⅵ-3-別添 3-4-4「堰の強度計算書」，Ⅵ-3-別添 3-4-5「防水板の強度計算書」，Ⅵ-3-別添

3-4-1「防水壁の強度計算書（溢水）」，Ⅵ-3-別添 3-4-3「床ドレン逆止弁の強度計算書（溢水）」

及びⅥ-3-別添 3-4-6「貫通部止水処置の強度計算書（溢水）」に示す。 

 

2. 強度評価の基本方針 

強度評価は，「2.1 評価対象施設」に示す施設を対象として，「4. 荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界」で示す溢水による荷重と組み合わせるべき他の荷重による組合せ荷重又は応力が許

容限界内にあることを「5. 強度評価方法」に示す評価方法により，「6. 適用規格・基準等」に

示す適用規格・基準等を用いて確認する。 

 

2.1 評価対象施設 

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」にて設定している溢水防護に関する施設を

強度評価の対象施設とし，表 2－1に示す。 

 

表 2－1 強度評価の対象施設 

強度評価の対象施設 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉 

溢水用堰及び管理区域堰 

溢水用防水板及び管理区域防水板 

溢水用防水壁 

床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

     

2.2 評価方針 

溢水防護に関する施設は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機

能及び性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を達成するため，「2.1 評価対象

施設」で分類した施設ごとに強度評価を実施する。 
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3. 構造強度設計 

「2.1 評価対象施設」で設定されている施設が，構造強度設計上の性能目標を達成するよう，

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目標」で設定してい

る各施設が有する機能を踏まえて，構造強度の設計方針を設定する。 

各施設の構造強度の設計方針を設定し，想定する荷重及び荷重の組合せを設定し，それらの荷

重に対し，各施設の構造強度を維持するよう構造設計と評価方針を設定する。 

 

3.1 構造強度の設計方針 

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目標」で設定し

ている構造強度上の性能目標を達成するための設計方針を「2.1 評価対象施設」ごとに示す。 

 

(1) 溢水用水密扉及び管理区域水密扉 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の

「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能

目標を踏まえ，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，

主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

 

(2) 溢水用堰及び管理区域堰 

溢水用堰及び管理区域堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要

求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏

まえ，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構

造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

 

(3) 溢水用防水板及び管理区域防水板 

溢水用防水板及び管理区域防水板は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の

「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能

目標を踏まえ，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，

主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

 

(4) 溢水用防水壁 

溢水用防水壁は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び

性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発生

を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構

造健全性を維持する設計とする。 

 

(5) 床ドレン逆止弁 

床ドレン逆止弁は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及

び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発

生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が
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構造健全性を維持する設計とする。 

 

(6) 貫通部止水処置 

貫通部止水処置は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及

び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発

生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，モルタル及び金属製伸縮継手による施工は，

止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

また，シール材及びブーツによる施工は，止水性の維持を考慮して，有意な漏えいが生じ

ない設計とする。 

 

3.2 機能維持の方針 

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目標」で設定し

ている構造強度設計上の性能目標が達成されるよう，「3.1 構造強度の設計方針」に示す構造

を踏まえ，「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重条件を適切に考慮して，各施設

の構造設計及びそれを踏まえた評価方法を設定する。 

 

(1) 溢水用水密扉及び管理区域水密扉 

a. 構造設計 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計

方針及び「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉は，鋼製の板材を主体構造とし，周囲の開口部との間

に設置した鋼製の扉枠を建物の床及び壁にアンカーボルトで固定し，支持する構造とする。 

また，作用する荷重については，面内及び面外方向から作用し，扉板，芯材，カンヌキ

部（カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルト）及び扉枠に伝わり，アンカー

ボルトを介して周囲の建物の床及び壁に伝達する構造とする。 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉の設置位置を表 3－1に示す。また，溢水用水密扉及び

管理区域水密扉の構造計画を表 3－2に示す。 

b. 評価方針 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針と

する。 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，

溢水用水密扉及び管理区域水密扉の評価部位が，おおむね弾性状態にとどまることを計算

により確認する。 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（1/14） 

配置図 

 

 

1 原子炉建物 地下 2 階 A-DG制御盤室北側水密扉 

2 原子炉建物 地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 

3 原子炉建物 地下 2 階 トーラス室北東水密扉 

4 原子炉建物 地下 2 階 トーラス室南東水密扉 

5 原子炉建物 地下 2 階 トーラス室北西水密扉 

6 原子炉建物 地下 2 階 トーラス室南西水密扉 

7 原子炉建物 地下 2 階 H-DG制御盤室北側水密扉 

8 原子炉建物 地下 2 階 RCICポンプ室西側水密扉 

9 原子炉建物 地下 2 階 A-DG制御盤室南側水密扉 

10 原子炉建物 地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 

11 原子炉建物 地下 2 階 H-DG制御盤室南側水密扉 
 

  

原子炉建物 EL 1300 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（2/14） 

配置図 

 

 

 

 

1 原子炉建物 地下 1 階 CRDポンプ室南側水密扉 

2 原子炉建物 地下 1 階 CRDポンプ室東側水密扉 

3 原子炉建物 地下 1 階 IA圧縮機室水密扉（階段室） 

4 原子炉建物 地下 1 階 IA圧縮機室水密扉（南側） 

5 原子炉建物 地下 1 階 東側エアロック前水密扉 
 

 

  

原子炉建物 EL 8800 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（3/14） 

配置図 

1 原子炉建物 1階 RCW熱交換器室南側水密扉 

2 原子炉建物 1階 大物搬入口水密扉 

原子炉建物 EL 15300 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（4/14） 

配置図 

1 タービン建物 地下 1階 TCW 熱交換器室南側水密扉

タービン建物 EL 2000
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（5/14） 

配置図 

1 タービン建物 1 階 西側エアロック前水密扉

タービン建物 EL 5500
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（6/14） 

配置図 

1 タービン建物 2 階 常用電気室南側水密扉

2 タービン建物 2 階 離相母線室南側水密扉

3 タービン建物 2 階 大物搬入口水密扉

タービン建物 EL 12500
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（7/14） 

配置図 

1 制御室建物 2階 チェックポイント連絡水密扉 

制御室建物 EL 8800 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（8/14） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 地下 1階 被服置場北側水密扉 

廃棄物処理建物 EL 8800 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（9/14） 

配置図 

廃棄物処理建物 EL 15300 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（10/14） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 2階 非常用再循環送風機室東側水密扉 

廃棄物処理建物 EL 22100 



14 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
3 
R1
 

表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（11/14） 

配置図 

1 サイトバンカ建物 1階 南東側ポンプ室水密扉
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（12/14） 

配置図 

1 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 

2 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 

3 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 



 

16 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
3 
R1
 

表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（13/14） 

配置図 

 

 

 

1 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側水密扉 

2 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側水密扉 
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表 3－1 設置位置（溢水用水密扉及び管理区域水密扉）（14/14） 

配置図 

1 復水貯蔵タンク水密扉 

2 補助復水貯蔵タンク水密扉 

3 トーラス水受入タンク水密扉

4 屋外配管ダクト(B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物)水密扉 
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表 3－2 溢水用水密扉及び管理区域水密扉の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

片開型の鋼製扉と

し，鋼製の扉板に

芯材を取付け，扉

に設置されたカン

ヌキを鋼製の扉枠

に差し込み，扉と

扉枠を一体化させ

る構造とする。 

また，扉と躯体の

接続はヒンジを介

する構造とする。 

扉開放時において

は，ヒンジにより

扉が扉枠に固定さ

れ，扉閉止時にお

いては，カンヌキ

により，扉と扉枠

を一体化する構造

とする。 

扉枠はアンカーボ

ルトにより躯体へ

固定する構造とす

る。 

正面図 

断面図 

ヒンジ 

アンカーボルト

扉板 

芯材 

アンカーボルト

芯材 

カンヌキ部

ヒンジ 

アンカーボルト 

扉枠 
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(2) 溢水用堰及び管理区域堰

a. 構造設計

溢水用堰及び管理区域堰は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

溢水用堰及び管理区域堰は，鋼製堰及び鉄筋コンクリート製堰に分類できる。 

鋼製堰は，鋼板，はり材，柱材及びアンカーボルトを主体構造とし，建物の床及び壁に

アンカーボルトで固定し，支持する構造とする。また，作用する荷重については，鋼製堰

に作用し，アンカーボルトを介し，建物の床及び壁に伝達する構造とする。 

鉄筋コンクリート製堰は，コンクリート，主筋及びアンカー筋を主体構造とし，アンカ

ー筋により既設コンクリートと一体化する構造とする。また，作用する荷重については，

鉄筋コンクリー卜製の堰に作用し，アンカー筋を介し，既設コンクリートに伝達する構造

とする。 

溢水用堰及び管理区域堰の設置位置を表 3－3に示す。また，溢水用堰及び管理区域堰の

構造計画を表 3－4に示す。 

b. 評価方針

溢水用堰及び管理区域堰は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。

溢水用堰及び管理区域堰は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，溢水用堰

及び管理区域堰の評価部位が，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（1/19） 

配置図 

1 原子炉建物 地下 2 階 B-非常用 DG電気室南側浸水防止堰 

原子炉建物 EL 1300 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（2/19） 

配置図 

1 原子炉建物 地下 1 階 RCIC直流 C/C 浸水防止堰 

2 原子炉建物 地下 1 階 北西階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 地下1階 DG室給気ダクト室南側階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 地下 1 階 南側通路浸水防止堰 

5 原子炉建物 地下1階 HPCS給気消音器フィルタ室浸水防止堰 

6 原子炉建物 地下 1 階 第 3チェックポイント浸水防止堰 

原子炉建物 EL 8800 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（3/19） 

配置図 

1 原子炉建物 1階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 1階 北西階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 1階 南東階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 1階 南西階段浸水防止堰 

5 原子炉建物 1階 PLRポンプ MG セット室南西階段浸水防止堰 

6 原子炉建物 1階 エアロック前浸水防止堰 

7 原子炉建物 1階 第 2チェックポイント浸水防止堰（非管理区域側） 

8 原子炉建物 1階 第 2チェックポイント浸水防止堰（管理区域側） 

原子炉建物 EL 15300 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（4/19） 

配置図 

1 原子炉建物 2階 A-逃がし安全弁窒素ガス供給装置横浸水防止堰 

2 原子炉建物 2階 非常用電気室北側浸水防止堰 

3 原子炉建物 2階 A-非常用電気室南側浸水防止堰 

4 原子炉建物 2階 B-非常用電気室北側浸水防止堰 

5 原子炉建物 2階 A-非常用 DG 室送風機室浸水防止堰 

6 原子炉建物 2階 北東階段浸水防止堰 

7 原子炉建物 2階 北西階段浸水防止堰 

8 原子炉建物 2階 南東階段浸水防止堰 

9 原子炉建物 2階 南西階段浸水防止堰 

10 原子炉建物 2階 西側 PCVペネトレーション室北側浸水防止堰 

11 原子炉建物 2階 東側 PCVペネトレーション室北側浸水防止堰 

12 原子炉建物 2階 原子炉棟送風機室南側階段浸水防止堰 

13 原子炉建物 2階 A-原子炉格納容器 H2・O2分析計ボンベラック室西側浸水防止堰 

14 原子炉建物 2階 A-原子炉格納容器 H2・O2分析計ボンベラック室東側浸水防止堰 

15 原子炉建物 2階 RCWバルブ室東側浸水防止堰 

16 原子炉建物 2階 B-RHRバルブ室北側浸水防止堰 

原子炉建物 EL 23800 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（5/19） 

配置図 

1 原子炉建物 中 2階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 中 2階 南東階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 中 2階 南西階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 中 2階 エアロック前浸水防止堰 

5 原子炉建物 中 2階 CUWバルブ室東側浸水防止堰 

6 原子炉建物 中 2階 CUWサージタンク室浸水防止堰 

原子炉建物 EL 30500 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（6/19） 

配置図 

1 原子炉建物 3階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 3階 北西階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 3階 南東階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 3階 南西階段浸水防止堰 

5 原子炉建物 3階 A-CAMS室前浸水防止堰（通路側） 

6 原子炉建物 3階 A-CAMS室前浸水防止堰（SGT 室側） 

7 原子炉建物 3階 B-CAMS室前浸水防止堰 

8 原子炉建物 3階 北西側階段室浸水防止堰 

原子炉建物 EL 34800 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（7/19） 

配置図 

1 原子炉建物 4階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 4階 南東階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 4階 北西階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 4階 エアロック浸水防止堰 

5 原子炉建物 4階 大物搬入口浸水防止堰 

原子炉建物 EL 42800 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（8/19） 

配置図 

1 タービン建物 1 階 給水加熱器室南西浸水防止堰

2 タービン建物 1 階 給水加熱器室開口部浸水防止堰

タービン建物 EL 5500
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（9/19） 

配置図 

 

 

 

1 タービン建物 2 階 復水器室南西階段浸水防止堰 
 

 

  

タービン建物 EL 12500 



29 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
3 
R1
 

表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（10/19） 

配置図 

1 タービン建物 3 階 タービン建物送風機室南側浸水防止堰

2 タービン建物 3 階 オペフロ南東階段浸水防止堰

3 タービン建物 3 階 常用電気室送風機室南側浸水防止堰

4 タービン建物 3 階 タービン建物ダストサンプラ室西側浸水防止堰

5 タービン建物 3 階 オペフロ北西階段浸水防止堰

6 タービン建物 3 階 大物搬入口浸水防止堰

7 タービン建物 3 階 オペフロ南西階段浸水防止堰

8 タービン建物 3 階 オペフロ南側階段浸水防止堰

タービン建物 EL 20600
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（11/19） 

配置図 

1 タービン建物 4 階 工具室浸水防止堰

タービン建物 EL 32000
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（12/19） 

配置図 

1 制御室建物 2階 第 1チェックポイント中央浸水防止堰 

2 制御室建物 2階 第 1チェックポイント東側浸水防止堰 

3 

4 

5 

制御室建物 EL 8800 制御室建物 EL 16900 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（13/19） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 地下 1階 通路東側浸水防止堰 

廃棄物処理建物 EL 8800 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（14/19） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 2階 計算機室連絡扉前浸水防止堰 

2 廃棄物処理建物 1階 補助盤室東側（北）浸水防止堰 

3 廃棄物処理建物 1階 補助盤室東側（中）浸水防止堰 

4 廃棄物処理建物 1階 補助盤室東側（南）浸水防止堰 

5 廃棄物処理建物 1階 補助盤室東側通路南側扉浸水防止堰 

6 廃棄物処理建物 1階 中央制御室横会議室浸水防止堰（運転員控室側） 

7 廃棄物処理建物 1階 中央制御室横会議室浸水防止堰（予備室側） 

8 廃棄物処理建物 1階 中央制御室横会議室浸水防止堰（補助盤室側） 

9 廃棄物処理建物 1階 補助盤室前浸水防止堰 

廃棄物処理建物 EL 15300 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（15/19） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 2階 中央制御室送風機室階段浸水防止堰 

廃棄物処理建物 EL 22100 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（16/19） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 4階 廃棄物処理建物送風機室南側浸水防止堰（非管理区域側） 

2 廃棄物処理建物 4階 廃棄物処理建物送風機室南側浸水防止堰（管理区域側） 

3 廃棄物処理建物 4階 南側シャッター前浸水防止堰 

廃棄物処理建物 EL 32000 
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（17/19） 

配置図 

1 サイトバンカ建物 1階 排風機室北側浸水防止堰

2 サイトバンカ建物 1階 北西側階段室浸水防止堰

3 サイトバンカ建物 1階 建物出入口浸水防止堰

4 サイトバンカ建物 1階 南側大物搬入口浸水防止堰

5 サイトバンカ建物 1階 北側大物搬入口浸水防止堰



37 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
3 
R1
 

表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（18/19） 

配置図 

1 サイトバンカ建物 2階 プリコート室浸水防止堰
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表 3－3 設置位置（溢水用堰及び管理区域堰）（19/19） 

配置図 

1 サイトバンカ建物 3階 固体廃棄物貯蔵プール室北東側浸水防止堰

2 サイトバンカ建物 3階 固体廃棄物貯蔵プール室東側浸水防止堰

3 サイトバンカ建物 3階 固体廃棄物貯蔵プール室南東側浸水防止堰

4 サイトバンカ建物 3階 固体廃棄物貯蔵プール室北西側浸水防止堰

5 サイトバンカ建物 3階 固体廃棄物貯蔵プール室南西側浸水防止堰

6 サイトバンカ建物 3階 固体廃棄物貯蔵プール室機器搬入口浸水防止堰

7 サイトバンカ建物 3階 溶融物搬入機室浸水防止堰
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表 3－4 溢水用堰及び管理区域堰の構造計画（1/3） 

計画の概要 
概略構造図 

鋼
製
堰
（
柱
支
持
型
堰
）

主体構造 支持構造 

鋼板，はり材，

柱材及びアンカ

ーボルトにて構

成する。 

柱材を床面及び必

要に応じ壁面にア

ンカーボルトにて

固定する。 

正面図 

断面図 

はり材 

はり材 
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表 3－4 溢水用堰及び管理区域堰の構造計画（2/3） 

計画の概要 
概略構造図 

鋼
製
堰
（
鋼
板
折
曲
げ
型
堰
）

主体構造 支持構造 

鋼板及びアンカ

ーボルトにて構

成する。 

鋼板を床面及び必

要に応じ壁面にア

ンカーボルトにて

固定する。 

正面図 

断面図 
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表 3－4 溢水用堰及び管理区域堰の構造計画（3/3） 

計画の概要 
概略構造図 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
堰

主体構造 支持構造 

コンクリート，

主筋及びアンカ

ー筋により構成

する。 

堰を既設コンク

リート床面にア

ンカー筋で固定

する。 

断面図 

コンクリート
主筋 

アンカー筋
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(3) 溢水用防水板及び管理区域防水板

a. 構造設計

溢水用防水板及び管理区域防水板は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計

方針及び「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

溢水用防水板及び管理区域防水板は，鋼板，芯材及びアンカーボルトを主体構造とし，

建物の床及び壁にアンカーボルトで固定し支持する構造とする。また，作用する荷重につ

いては，防水板に作用し，アンカーボルトを介し，建物の床及び壁に伝達する構造とする。 

溢水用防水板及び管理区域防水板の設置位置を表 3－5に示す。また，溢水用防水板及び

管理区域防水板の構造計画を表 3－6に示す。 

b. 評価方針

溢水用防水板及び管理区域防水板は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針と

する。 

溢水用防水板及び管理区域防水板は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，

溢水用防水板及び管理区域防水板に作用する応力が，おおむね弾性状態にとどまることを

計算により確認する。 
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表 3－5 設置位置（溢水用防水板及び管理区域防水板）（1/3） 

配置図 

1 原子炉建物 3階 新燃料検査台ピット室防水板 

原子炉建物 EL 34800 
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表 3－5 設置位置（溢水用防水板及び管理区域防水板）（2/3） 

配置図 

1 タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板（非管理区域側）

2 タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板（管理区域側）

タービン建物 EL 12500
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表 3－5 設置位置（溢水用防水板及び管理区域防水板）（3/3） 

配置図 

1 廃棄物処理建物 2階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板（管理区域側） 

2 廃棄物処理建物 2階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板（非管理区域側） 

3 
廃棄物処理建物 2階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク水中ポンプ操作室防水板 

（管理区域側） 

4 
廃棄物処理建物 2階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク水中ポンプ操作室防水板 

（非管理区域側） 

廃棄物処理建物 EL 22100 
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表 3－6 溢水用防水板及び管理区域防水板の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鋼板，芯材及びア

ンカーボルトによ

り構成する。 

芯材で補強した鋼

板を建物床及び壁

面にアンカーボル

トにて固定する。

Ｂ

Ｂ

Ａ Ａ

鋼板

芯材

アンカーボルト

 FL  FL

正面図 断面図 
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(4) 溢水用防水壁

a. 構造設計

溢水用防水壁は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷重

及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

溢水用防水壁はディーゼル燃料移送ポンプエリア及び取水槽海水ポンプエリアに設置す

る。 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁は，鋼板，柱，はり，ブレース及

びアンカーボルトを主体構造とし，既設コンクリートを基礎として，アンカーボルトで固

定し支持する構造とする。また，作用する荷重については，防水壁に作用し，アンカーボ

ルトを介し，既設コンクリー卜に伝達する構造とする。

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁は，鋼板，柱，はり，ベースプレート及び

アンカーボルトを主体構造とし，既設コンクリートを基礎として，アンカーボルトで固定

し支持する構造とする。また，作用する荷重については，防水壁に作用し，アンカーボル

トを介し，既設コンクリー卜に伝達する構造とする。

溢水用防水壁の設置位置を表 3－7に示す。また，溢水用防水壁の構造計画を表 3－8に

示す。 

b. 評価方針

溢水用防水壁は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。

溢水用防水壁は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，評価部位に作用する

応力がおおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。 
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表 3－7 設置位置（溢水用防水壁）（1/2） 

配置図 

1 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

2 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 
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表 3－7 設置位置（溢水用防水壁）（2/2） 

配置図 

1 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁 
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表 3－8 溢水用防水壁の構造計画（1/2） 

計画の概要 
概略構造図 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
防
水
壁

主体構造 支持構造 

鋼板，はり，

柱，ブレース及

びアンカーボル

トにより構成す

る。 

はり，柱及びブ

レースで補強し

た鋼板を基礎に

アンカーボルト

にて固定する。  

平面図 

軸組図 
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表 3－8 溢水用防水壁の構造計画（2/2） 

計画の概要 
概略構造図 

取
水
槽
海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
防
水
壁

主体構造 支持構造 

鋼板，柱，は

り，ベースプレ

ート，アンカー

ボルトにより構

成する。 

はり，柱で補強

した鋼板をベー

スプレートを介

して取水槽にア

ンカーボルトに

て固定する。  

正面図 

断面図 

ベースプレート平面図 

アンカーボルト
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(5) 床ドレン逆止弁

a. 構造設計

床ドレン逆止弁は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷

重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

床ドレン逆止弁は，弁座を含む弁本体，弁体であるフロート及びフロートを弁座に導く

フロートガイドで構成し，床面設置の床ドレン配管の取付部に直接ねじ込み固定する構造

とする。また，作用する荷重は，床ドレン逆止弁に作用し，ねじ込みで固定した部分を介

して建物内の床面に伝達する構造とする。 

床ドレン逆止弁の設置位置を表 3－9に示す。また，構造計画を表 3－10に示す。 

b. 評価方針

床ドレン逆止弁は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。

床ドレン逆止弁は発生を想定する溢水による静水圧に対して，床ドレン逆止弁の評価部

位に作用する応力がおおむね弾性状態にとどまることを確認する。 

表 3－9 設置位置（床ドレン逆止弁） 

建物名称 設置階 

原子炉建物 地下 2階 
EL 1300mm 

EL 2800mm 
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表 3－10 床ドレン逆止弁の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

80A型 

（ねじ込み取

付式） 

弁座を含む弁

本体，弁体であ

るフロート及

びフロートを

弁座に導くフ

ロートガイド

で構成する。 

配管の取付部

に直接ねじ込

み固定とする。 

弁本体

フロート

取付部

フロートガイド

弁座

配管
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(6) 貫通部止水処置

a. 構造設計

貫通部止水処置は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷

重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

貫通部止水処置は，建物及び区画内の壁面又は床面の貫通口と貫通物の隙間をシール材，

ブーツ，モルタル及び金属製伸縮継手により止水する構造とする。 

なお，ケーブルトレイ，電線管（以下「電路」という。）の貫通部の止水においては，シ

ール材が型崩れしないように金属ボックスをアンカーボルトで壁面又は床面に固定し，金

属ボックスにシール材を充填する場合がある。 

また，作用する荷重については，受圧面へ全面的に作用した場合に，止水処置部全体へ

伝達する構造とする。 

貫通部止水処置の設置位置を表 3－11に示す。また，構造計画を表 3－12に示す。 

なお，貫通部止水処置の選定については，図 3－1に示す貫通部止水処置の選定フローに

よる。 

b. 評価方針

貫通部止水処置は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。

シール材及びブーツによる止水処置については，発生を想定する溢水による静水圧荷重

に対し，有意な漏えいが生じないことを確認する。 

モルタル及び金属製伸縮継手による止水処置については，発生を想定する溢水による静

水圧荷重に対し，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（1/20) 

配置図 

原子炉建物 EL 1300 

原子炉建物 EL 8800 

原子炉建物 EL 12500 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（2/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

原子炉建物 EL 15300 

EL 19500 

EL 18700 

原子炉建物 EL 23800 

原子炉建物 EL 19500 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（3/20) 

配置図 

 

 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

原子炉建物 EL 30500 

原子炉建物 EL 34800 

EL 37600 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（4/20) 

配置図 

 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

原子炉建物 EL 42800 



59 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
3 
R1
 

表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（5/20) 

配置図 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

タービン建物 EL 2000

タービン建物 EL 5500 EL 9000 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（6/20) 

配置図 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

タービン建物 EL 12500

タービン建物 EL 20600
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（7/20) 

配置図 

 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

タービン建物 EL 32000
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（8/20) 

配置図 

 

 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

制御室建物 EL 1600 

制御室建物 EL 5300 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（9/20) 

配置図 

 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

制御室建物 EL 8800 

制御室建物 EL 12800 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（10/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

制御室建物 EL 16900 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（11/20) 

配置図 

 

 

【凡例】 

：施工対象の壁面   ：施工対象の床面 

廃棄物処理建物 EL 3000 

廃棄物処理建物 EL 8800 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（12/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

廃棄物処理建物 EL 12300 

廃棄物処理建物 EL 15300 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（13/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

廃棄物処理建物 EL 22100 

廃棄物処理建物 EL 26700 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（14/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

廃棄物処理建物 EL 32000 

廃棄物処理建物 EL 37500 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（15/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

                       

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

サイトバンカ建物 EL 8800 

サイトバンカ建物 EL 14100 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（16/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

                      

 

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

サイトバンカ建物 EL 19800 

サイトバンカ建物 EL 23800 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（17/20) 

配置図 

 

 

 

 

 

 

                      

 

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

サイトバンカ建物 EL 28000 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（18/20） 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

取水槽 EL 1100 

排気筒モニタ室 EL 8800 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（19/20） 

配置図 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

【凡例】 

    ：施工対象の壁面     ：施工対象の床面 

復水貯蔵タンク EL 15300 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 EL 15300 
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表 3－11 設置位置（貫通部止水処置）（20/20） 

配置図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 

    ：施工対象の壁面 

 

    ：施工対象の床面 
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表 3－12 貫通部止水処置の構造計画 

設備 

名称 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

モルタルにて

構成する。 

貫通部の開口部にモルタルを

充填し，硬化後は貫通部内面

及び貫通物外面と一定の付着

力によって接合する。 

  

ブーツと締付

けバンドにて

構成する。 

高温配管の熱膨張変位及び地

震時の変位を吸収できるよう

伸縮性ゴムを用い，壁面又は

床面設置の貫通口と配管を締

付けバンドにて締結する。 

  

充填タイプの

シール材にて

構成する。 

貫通部の開口部にシール材を

充填する。シール材は，施工

時は液状であり，反応硬化に

よって所定の強度を有する構

造物が形成され，貫通部内面

及び貫通物外面と一定の付着

力によって接合する。  

電路貫通部については，シー

ル材が型崩れしないよう金属

ボックスをアンカーボルトで

壁面又は床面に固定し，金属

ボックスにシール材を充填す

る。シール材は，施工時は液

状であり，反応硬化によって

所定の強度を有する構造物が

形成される。 

 

金属製伸縮継

手にて構成す

る。 

高温配管の熱膨張変位及び地

震時の変位を吸収できるよう

金属製伸縮継手を用い，壁面

又は床面設置の貫通口と配管

を溶接によって接合する。 

 

モルタル

壁・床

配管
ケーブルトレイ
電線管

貫通物

壁・床
貫通物
（配管）

ブーツ

調整リング

締付バンド

貫通口

ケーブルトレイ
電線管

貫通物

壁・床

壁・床

貫通物
（配管）

シール材

シール材 ケーブル

モルタル

壁・床

金属製伸縮継手

貫通物
（配管）

貫通口

溶接部

溶接部

ダム材：液状のシール材が反応硬化するまでの間

に必要な堰止め材 
 

ケーブルトレイ 
電線管 

貫通物 

モルタル 

アンカーボルト 

シール材 

ダム材 

金属ボックス 

壁・床 
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図 3－1 貫通部止水処置の選定フロー 

 

 

 

 

  

貫通部止水処置 

シール材 
（ケーブル間の狭隘部まで止水が可能） 

 
貫通部が高温配管か 

（熱膨張変位を生じる配管か） 

モルタル，シール材，ブーツ又は金属製伸縮継手 

（貫通部の隙間の大きさや施工性を考慮して選定） 

ブーツ又は金属製伸縮継手 

（貫通物の熱膨張変位を吸収可能） 

電路貫通部内部の止水処置か  

No 

No 

Yes 

Yes 
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4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界 

溢水防護に関する施設の強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せを以下の「4.1 荷重及び荷

重の組合せ」に，許容限界を「4.2 許容限界」に示す。 

 

4.1 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の種類 

a. 自重（Ｄ） 

常時作用する荷重は，自重とする。 

b. 溢水による静水圧荷重（Ｐｈ) 

発生を想定する溢水による静水圧荷重は，各施設の設置位置における溢水水位を用いて

設計用の静水圧荷重(動水圧は考慮しない）として算出する。 

 

(2) 荷重の組合せ 

溢水防護に関する施設の強度評価では，発生を想定する溢水による静水圧荷重（Ｐｈ）を考

慮する。 

溢水防護に関する施設の荷重の組合せを表 4－1に示す。 

 

表 4－1 溢水防護に関する施設の荷重の組合せ 

評価対象施設 自重（Ｄ） 静水圧荷重（Ｐｈ） 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉 － ○ 

溢水用堰及び管理区域堰 － ○ 

溢水用防水板及び管理区域防水板 － ○ 

溢水用防水壁 － ○ 

床ドレン逆止弁 ○ ○ 

貫通部止水処置 ○ ○ 

 

a. 溢水による静水圧荷重（Ｐｈ) 

溢水による静水圧荷重（Ｐｈ）は，次式を用いて算出する。なお，荷重の算出に用いる密

度（ρ)は，想定される溢水源から純水又は海水とする。 

溢水による静水圧荷重の説明図を図 4－1に，強度評価に用いる溢水の密度を表 4－2に

示す。 

 

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ・10－３ 
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図 4－1 溢水による静水圧荷重の説明図 

 

表 4－2 強度評価に用いる溢水の密度 

溢水の性状 溢水の密度(kg/m3) 

純水 1000 

海水 1030 

 

4.2 許容限界 

許容限界は，溢水による静水圧荷重を考慮した施設ごとの構造強度設計上の性能目標及び機

能維持の評価方針を踏まえて，評価部位ごとに設定する。 

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを含めた，施設ごとの

評価部位における許容限界を表 4－3に示す。 

各施設の許容限界の詳細は，各計算書で評価部位の機能損傷モードを踏まえ評価項目を選定

し，評価部位ごとに許容限界を設定する。 

 

4.2.1 施設ごとの評価部位における許容限界 

(1) 溢水用水密扉及び管理区域水密扉 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維

持の評価方針を踏まえ評価部位ごとに設定する。 

a. 扉板，芯材及びカンヌキ部 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，扉板，芯材及びカンヌキ部が，おおむね弾性状態にとどまることを計算によ

り確認する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-((社）

日本建築学会，2005年改定)」を踏まえた短期許容応力度を許容限界として設定する。 

b. アンカーボルト 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する

評価方針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（(社）日本建築学

会，2010年改定)」に基づき算定し，許容限界として設定する。 
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(2) 溢水用堰及び管理区域堰 

溢水用堰及び管理区域堰の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価

方針を踏まえ評価部位ごとに設定する。 

a. 鋼板，はり材及び柱材 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，鋼板，はり材及び柱材がおおむね弾性状態にとどまることを計算により確認

する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-((社）日本

建築学会，2005年改定)」を踏まえた短期許容応力度を許容限界として設定する。 

b. コンクリート，アンカー筋及び主筋 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，コンクリート，アンカー筋及び主筋が，おおむね弾性状態にとどまることを

計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，コンクリートについては「鉄筋

コンクリート構造計算規準・同解説-許容応力度設計法-（(社）日本建築学会，1999 年

改定）」を踏まえた短期許容応力度を許容限界とし，アンカー筋及び主筋については「各

種合成構造設計指針・同解説（(社）日本建築学会，2010年改定)」に基づき算定し，許

容限界として設定する。 

c. アンカーボルト 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する

評価方針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（(社）日本建築学

会，2010年改定)」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

(3) 溢水用防水板及び管理区域防水板 

溢水用防水板及び管理区域防水板の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維

持の評価方針を踏まえ評価部位ごとに設定する。 

a. 鋼板及び芯材 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，鋼板及び芯材が，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する評

価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-((社）日本建築学

会，2005年改定)」を踏まえた，短期許容応力度を許容限界として設定する。 

b. アンカーボルト 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する

評価方針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（(社）日本建築学

会，2010年改定)」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

(4) 溢水用防水壁 

溢水用防水壁の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方針を踏ま

え評価部位ごとに設定する。 
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a. 鋼板，柱，はり，ブレース及びベースプレート 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，鋼板，柱，はり，ブレース及びベースプレートが，おおむね弾性状態にとど

まることを計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許

容応力度設計法-((社）日本建築学会，2005年改定)」を踏まえた，短期許容応力度を許

容限界として設定する。 

b. アンカーボルト 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する

評価方針としていることから，「各種合成構造設計指針・同解説（(社）日本建築学会，

2010年改定)」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

(5) 床ドレン逆止弁 

床ドレン逆止弁の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方針を踏

まえ評価部位ごとに設定する。 

a. 弁本体，フロートガイド及び取付部 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の構造健全性を維持する設計

とするために弁本体，フロートガイド及び取付部が，おおむね弾性状態にとどまること

を確認する評価方針としていることから，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格ＪＳ

ＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（（社）日本機械学会）」（以下「設計・建設規格」という。）

に準じた供用状態Ｃの許容応力状態ⅢＡＳを許容限界として設定する。 

b. フロート 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の構造健全性を維持する設計

とするためにフロートがおおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針としてい

ることから，水圧試験で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

(6) 貫通部止水処置 

貫通部止水処置の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方針を踏

まえ評価部位ごとに設定する。 

a. シール材 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工するシー

ル材から有意な漏えいが生じないことを確認する評価方針としているため，水圧試験で

確認した水圧を許容限界として設定する。 

b. ブーツ 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工するブー

ツから有意な漏えいが生じないことを確認する評価方針としているため，水圧試験で確

認した水圧を許容限界として設定する。 

c. モルタル 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工するモル
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タルが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針としていることから，許

容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（(社）土木学会，2002年制定）」

に基づき算定し，許容付着荷重として設定する。 

d. 金属製伸縮継手 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工する伸縮

継手が，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針としていることから，許

容限界は，「設計・建設規格」に基づき算定した圧力を許容圧力として設定する。 
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表 4－3 施設ごとの評価部位の許容限界(1/3) 

施設名 
荷重の

組合せ 
評価部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等

の状態 
限界状態 

溢水用水

密扉及び

管理区域

水密扉 

Ｐｈ 

扉板 曲げ 

部材が弾性域

にとどまらず

塑性域に入る

状態 

「鋼構造設計規準-許容応力度設

計法-((社）日本建築学会，2005

年改定）」を踏まえ短期許容応力

度以下とする。 

芯材 
曲げ 

せん断 

カンヌキ部 
曲げ 

せん断 

アンカーボルト 
引張 

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解説

（(社）日本建築学会，2010 年改

定）」に基づき算定した，許容耐

力以下とする。 

溢水用堰

及び管理

区域堰 

Ｐｈ 

鋼板 曲げ 

部材が弾性域

にとどまらず

塑性域に入る

状態 

「鋼構造設計規準-許容応力度設

計法-((社）日本建築学会，2005

年改定）」を踏まえ短期許容応力

度以下とする。 

はり材，柱材 
曲げ 

せん断 

アンカーボルト 
引張 

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解説

（(社）日本建築学会，2010 年改

定）」に基づき算定した，許容耐

力以下とする。 

コンクリート 
圧縮 

せん断 

「鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説-許容応力度設計法-

((社）日本建築学会，1999年改定）」

に基づき算定した，許容耐力以下

とする。 

アンカー筋，主

筋 

引張 

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解説

（(社）日本建築学会，2010 年改

定）」に基づき算定した，許容耐

力以下とする。 

 

  



 

83 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
3 
R1
 

表 4－3 施設ごとの評価部位の許容限界(2/3) 

施設名 
荷重の

組合せ 
評価部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等

の状態 
限界状態 

溢水用防水

板及び管理

区域防水板 

Ｐｈ 

鋼板 曲げ 

部材が弾性域

にとどまらず

塑性域に入る

状態 

「鋼構造設計規準-許容応力

度設計法-((社）日本建築学

会，2005 年改定）」を踏ま

え短期許容応力度以下とす

る。 

芯材 
曲げ 

せん断 

アンカーボルト せん断 

「各種合成構造設計指針・同

解説（(社）日本建築学会，

2010年改定）」に基づき算

定した，許容耐力以下とす

る。 

溢水用防水

壁 
Ｐｈ 

鋼板 曲げ 

部材が弾性域

にとどまらず

塑性域に入る

状態 

「鋼構造設計規準-許容応力

度設計法-((社）日本建築学

会，2005 年改定）」を踏ま

え短期許容応力度以下とす

る。 

はり 
曲げ 

せん断 

柱  
曲げ 

せん断 

ブレース 引張 

ベースプレート 
曲げ 

せん断 

アンカーボルト 
引張 

せん断 

「各種合成構造設計指針・同

解説（(社）日本建築学会，

2010年改定）」に基づき算

定した，許容耐力以下とす

る。 
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表 4－3 施設ごとの評価部位の許容限界(3/3) 

施設名 
荷重の組

合せ 
評価部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等 

の状態 
限界状態 

床 ド レ

ン 逆 止

弁 

Ｄ＋Ｐｈ 

弁本体， 

フロートガイ

ド 

圧縮 

曲げ 
部材が弾性域に

とどまらず塑性

域に入る状態 

「設計・建設規格」に準じた

供用状態Ｃの許容応力状態

ⅢＡＳ以下とする。 
取付部 

引張 

曲げ 

フロート 圧縮 
有意な漏えいが

生じる状態 

水圧試験で確認した水圧以

下とする。 

貫 通 部

止 水 処

置 

Ｄ＋Ｐｈ 

シール材 せん断 有意な漏えいが

生じる状態 

 

水圧試験で確認した水圧以

下とする。 

ブーツ 引張 
水圧試験で確認した水圧以

下とする。 

モルタル 
圧縮 

せん断 

部材が弾性域に

とどまらず塑性

域に入る状態 

「コンクリート標準示方書

[構造性能照査編]（(社）土

木学会，2002 年制定）」に基

づき算定した許容付着荷重

以下とする。 

金属製伸縮継

手 

引張 

 

部材が弾性域に

とどまらず塑性

域に入る状態 

「設計・建設規格」PVE-3810

に基づき算定した許容圧力

以下とする。 
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4.2.2 許容限界設定方法 

(1) モルタルの許容限界式 

a. 記号の定義 

モルタルの許容限界式に用いる記号を，表 4－4に示す。 

 

表 4－4 モルタルの許容限界式に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ’ｂｏｋ MPa モルタルの付着強度 

ｆ’ｃｋ MPa モルタルの圧縮強度 

ｆｓ N モルタルの許容付着荷重 

Ｌｗ mm モルタルの充填深さ 

ｄ mm 貫通物の直径 

γｃ ― 材料定数 

 

b. 許容限界式 

「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]」（(社）土木学会，2002 年制定）より，

貫通物がせん断荷重を受ける場合のモルタルの許容付着荷重を求める式を以下に示す。 

 

ｆｓ＝ｆ’ｂｏｋ・π・ｄ・Ｌｗ／γｃ 

ここで， 

ｆ’ｂｏｋ＝0.28・ｆ’ｃｋ
2/3・0.4 
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5. 強度評価方法 

評価手法は，以下に示す解析法により，適用性に留意の上，規格及び基準類や既往の文献にお

いて適用が妥当とされる手法に基づき実施することを基本とする。 

・定式化された評価式を用いた解析法 

 

5.1 溢水用水密扉及び管理区域水密扉 

(1) 評価方針 

溢水用水密扉及び管理区域水密扉の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価される

最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価部位 

評価部位及び評価内容を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

扉板 曲げ 

芯材 曲げ，せん断 

カンヌキ部 曲げ，せん断 

アンカーボルト 引張，せん断 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-4-2「水密扉の強度計算書（溢水）」に

示す。 
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 5.2 溢水用堰及び管理区域堰 

(1) 評価方針 

溢水用堰及び管理区域堰の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価される

最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価部位 

評価部位及び評価内容を表 5－2に示す。 

 

表 5－2 評価部位及び評価内容 

種別 評価部位 評価内容 

鋼製堰 鋼板 曲げ 

はり材，柱材 曲げ，せん断 

アンカーボルト 引張，せん断 

鉄筋コンクリート製堰 コンクリート 圧縮，せん断 

アンカー筋，主筋 引張，せん断 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-4-4「堰の強度計算書」に示す。 
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5.3 溢水用防水板及び管理区域防水板 

(1) 評価方針 

溢水用防水板及び管理区域防水板の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価される

最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価部位 

評価部位及び評価内容を表 5－3に示す。 

 

表 5－3 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

鋼板 曲げ 

芯材 曲げ，せん断 

アンカーボルト せん断 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-4-5「防水板の強度計算書」に示す。 
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5.4 溢水用防水壁 

(1) 評価方針 

溢水用防水壁の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価される

最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価部位 

評価部位及び評価内容を表 5－4に示す。 

 

表 5－4 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

鋼板 曲げ 

はり 曲げ，せん断 

柱  曲げ，せん断 

ブレース 引張 

ベースプレート 曲げ，せん断 

アンカーボルト 引張，せん断 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-4-1「防水壁の強度計算書（溢水）」に

示す。 

 

 5.5 床ドレン逆止弁 

(1) 評価方針 

床ドレン逆止弁の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価される

最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価部位 

評価部位及び評価内容を表 5－5に示す。 
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表 5－5 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

弁本体，フロートガイド 圧縮，曲げ 

フロート 圧縮 

取付部 引張，曲げ 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-4-3「床ドレン逆止弁の強度計算書（溢

水)」に示す。 

 

 5.6 貫通部止水処置 

(1) 評価方針 

貫通部止水処置の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価される

最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価部位 

評価部位及び評価内容を表 5－6に示す。 

 

表 5－6 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

シール材 せん断 

ブーツ 引張 

モルタル 圧縮，せん断 

金属製伸縮継手 引張 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-4-6「貫通部止水処置の強度計算書（溢

水）」に示す。 
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6. 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） 

（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（（社）日本機械学会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版（（社）日本電気協会） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説-許容応力度設計法-（（社）日本建築学会， 

1999年改定） 

・鋼構造設計規準-許容応力度設計法-（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010年改定） 

・建築基準法・同施行令 

・機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設である溢水用防水壁（以下「防水壁」という。）が，発生を想定する溢水

による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を

維持することを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

防水壁は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「4.1.4 溢水用防水壁

の設計方針」に示すとおり建物外に設置する。防水壁の位置図を図 2－1 に，配置図を

図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

 

図 2－1 防水壁の位置図 

 

 

 PN

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁 
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図 2－2 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の配置図 

 

 

図 2－3 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の配置図  

区間-1（東側）区間-1（西側）

区間-1（南側）

区間-2
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2.2 構造計画 

防水壁の構造はⅥ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「3. 構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁は，鋼板，胴縁，はり，柱，ブ

レース及びアンカーボルトから構成され，コンクリート躯体を基礎として，アンカーボ

ルトで固定する構造とする。ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の構

造計画を表 2－1 に示す。 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁は，鋼板，柱，はり，ベースプレート及

びアンカーボルトから構成され，取水槽にアンカーボルトで固定する構造とする。取水

槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画を表 2－2 に示す。 

 

表 2－1(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
北
側
防
水
壁 

基礎・ 

支持構造 
主体構造 

鋼板，胴縁，

はり，柱，ブ

レース及びア

ンカーボルト

により構成す

る。 

 

 

 

胴縁，はり，

柱及びブレー

スで補強した

鋼板を基礎に

アンカーボル

トにて固定す

る。  

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

軸組図 

アンカーボルト 

柱 

柱 

胴縁 

鋼板 

ブレース はり 
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表 2－1(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
南
側
防
水
壁 

基礎・ 

支持構造 
主体構造 

鋼板，胴縁，

はり，柱，ブ

レース及びア

ンカーボルト

により構成す

る。 

 

 

 

胴縁，はり，

柱及びブレー

スで補強した

鋼板を基礎に

アンカーボル

トにて固定す

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

軸組図 

 

 

  

アンカーボルト 

鋼板 

柱 

柱 

ブレース 

胴縁 

はり 
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表 2－2(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画 

（区間-1（東，西側）） 

計画の概要 

概略構造図 

取
水
槽
海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
防
水
壁 

基礎・ 

支持構造 
主体構造 

鋼板，柱，は

り，ベースプ

レート，アン

カーボルトに

より構成す

る。 

 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアン

カーボルトに

て固定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

ベースプレート平面図 

柱 

はり 

アンカーボルト ベースプレート 

鋼板 

柱 

鋼板 

アンカーボルト ベースプレート 

アンカーボルト 
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表 2－2(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画（区間-1（南側）） 

計画の概要 

概略構造図 

取
水
槽
海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
防
水
壁 

基礎・ 

支持構造 
主体構造 

鋼板，柱，は

り，ベースプ

レート，アン

カーボルトに

より構成す

る。 

 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアン

カーボルトに

て固定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

ベースプレート平面図 

はり 

柱 

鋼板 

アンカーボルト 

ベースプレート 

鋼板 

柱 

ベースプレート アンカーボルト 

アンカーボルト 
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表 2－2(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画 （区間-2） 

計画の概要 

概略構造図 

取
水
槽
海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
護
対
策
設
備
防
水
壁 

基礎・ 

支持構造 
主体構造 

鋼板，柱，

はり，ベー

スプレー

ト，アン

カーボルト

により構成

する。 

 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアン

カーボルトに

て固定す

る。  

 

 

正面図 

 

 

  

断面図 

鋼板 

鋼板 
柱 

はり 

ベースプレート 

アンカーボルト 
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2.3 評価方針 

防水壁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」にて設定している荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，防水壁の評価対象部位に作用する応力

等が許容限界内に収まることを，「3.1 強度評価方法」及び「4.1 強度評価方法」

に示す方法により計算し，「5. 評価結果」にて確認する。 

防水壁の強度評価フローを図 2－4 に示す。 

 

 

評価対象部位の設定

評価方法の設定
・応力算定方法
・断面検定方法

評価終了

荷重及び荷重の組合せの設定

許容限界の設定

構造部材の健全性評価

 

図 2－4 防水壁の強度評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・規準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 
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3. ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁 

3.1 強度評価方法 

当該防水壁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「5. 強度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を実施す

る。 

当該防水壁の強度評価は，「3.1.2 評価対象部位」に示す評価対象部位に対し，「3.1.3 

荷重及び荷重の組合せ」及び「3.2.2 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに

許容限界を踏まえ，「3.3 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

3.1.1 記号の説明 

         当該防水壁の強度評価に用いる記号を表 3－1 に示す。 

表 3－1 強度評価に用いる記号(1/3) 

記号 単位 定義 

Ｆｓ kN/m2 積雪荷重 

Ｗ kN 風荷重 

ｑ N/m2 速度圧 

Ｃ － 風力係数 

Ａ1 m2 風の受圧面積 

Ｅ’ － 速度圧の高さ方向の分布を示す係数 

ⅤＤ m/s 基準風速 

Ｅｒ － 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

Ｇ － ガスト影響係数 

ＺＧ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

Ｚｂ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

Ｈ m 建物の高さ 

Ｐｈ kN/m2 防水壁最下端の静水圧荷重 

ρ0 t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈ mm 水圧作用高さ 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 
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表 3－1 強度評価に用いる記号(2/3) 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN/m2 鋼板に作用する風荷重 

Ⅼ1 mm 鋼板の短辺長さ 

Ｚ1 mm3/m 鋼板の断面係数 

σｂ2 N/mm2 胴縁に生じる曲げ応力度 

ｗｆ kN/m 胴縁に作用する等分布荷重 

Ｗ2 kN/m2 胴縁に作用する風荷重 

Ｌ１ ’ m 胴縁の支配幅 

Ⅼ2 mm 胴縁の長さ 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 

τ2 N/mm2 胴縁に生じるせん断応力度 

Ａ2 mm2 胴縁のせん断断面積 

σｂｘ3 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ3 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ3 N・mm はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ3 N・mm はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ3 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ3 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 N はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ3 mm2 はりの断面積 

τｘ3 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ3 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ3 N はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ3 N はりの弱軸方向のせん断力 

Ａｗ3 mm2 はりのウェブ断面積 

Ａｆ3 mm2 はりのフランジ断面積 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆc（ｔ）3 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は引張応力度 

τ3 N/mm2 
はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力のうち最

大値 
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表 3－1 強度評価に用いる記号(3/3) 

記号 単位 定義 

ｓｆt3 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

σｂｘ4 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ4 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ4 N・mm 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ4 N・mm 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 N 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ4 mm2 柱の断面積 

τｘ4 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ4 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ4 N 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ4 N 柱の弱軸方向のせん断力 

Ａｗ4 mm2 柱のウェブ断面積 

Ａｆ4 mm2 柱のフランジ断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆc（ｔ）4 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は引張応力度 

τ4 N/mm2 
柱に生じる強軸及び弱軸回りのせん断応力のうち最大

値 

ｓｆt4 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

σｔ5 N/mm2 ブレースに生じる軸応力度 

Ｎｔ5 N ブレースの引張軸力 

Ａｇ5 mm2 ブレースの断面積 

ＱＤＳ kN/本 アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑ kN 水平方向の支点反力 

ｎ 本 アンカーボルトの本数 
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3.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，

「2.2 構造計画」に示す構造計画にて設定している構造に基づき，溢水に伴う荷

重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

当該防水壁の評価対象部位は，防水壁に作用する静水圧荷重が，鋼板，胴縁，は

り，柱及びブレースからアンカーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に

伝わることから，鋼板，胴縁，はり，柱，ブレース及びアンカーボルトとする。 

 

3.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

     強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必

要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷

重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 積雪荷重（Ｆｓ） 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の

防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定している自

然現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対

する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せ

について」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に最も近い気象官署

である松江地方気象台で観測された観測史上 1位の月最深積雪 100cm に平均的な積

雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とする。積雪荷重については，・

松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号）により，積

雪深 1cm ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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(2) 風荷重（Ｗ） 

風速は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防止

に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」に示す組み合わせる風速

を踏まえて，建築基準法施行令に基づく平成 12 年建設省告示第１４５４号に定め

られた松江市の基準風速である 30m/s とする。風荷重（Ｗ）の算出は，建物の形状

を考慮して算出した風力係数Ｃ及び風の受圧面積Ａ 1 に基づき実施する。 

Ｗ＝ｑ・Ｃ・Ａ1・10-3 

ここで， 

ｑ＝0.6・Ｅ’・ ⅤＤ
2 

Ｅ’＝Ｅｒ2・Ｇ 

Ｅｒ＝1.7・（Ｈ／ＺＧ）α（ＨがＺｂを超える場合） 

Ｅｒ＝1.7・（Ｚｂ／ＺＧ）α（ＨがＺｂ以下の場合） 

Ｗ ：風荷重(kN) 

ｑ ：設計用速度圧(N/m2) 

ＶＤ ：基準風速(m/s) 

Ｇ ：ガスト影響係数 

Ｈ ：建物の高さ(m) 

ＺＧ，Ｚｂ，α：地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

Ｃ :風力係数 

Ａ1 :風の受圧面積(m2) 

 

風荷重算定に使用する入力条件を表 3－2 及び表 3－3 に示す。 

 

表 3－2 入力条件 

施設名称 

基準 

風速 

ＶＤ 

(m/s) 

建物 

高さ 

Ｈ 

(m) 

ＺＧ 

(m) 
α 

ガスト 

影響係

数 

Ｇ 

設計用 

速度圧 

ｑ 

(N/m2) 

ディーゼル

燃料移送ポ

ンプエリア

防護対策設

備防水壁 

30 2.1 350 0.15 2.2 960.1 
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表 3－3(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁の 

風力係数及び受圧面積 

（a） 南から北方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.8 0.5 5.5875 7.6431 

（b） 北から南方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.472 0.4 7.6431 5.5875 

（c） 東西方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

10.8～8.7 0.8 0.4 6.09 6.09 

 

表 3－3(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁の 

風力係数及び受圧面積 

（a） 南から北方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.472 0.4 7.6431 5.5875 

（b） 北から南方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.8 0.5 5.5875 7.6431 

（c） 東西方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

10.8～8.7 0.8 0.4 11.13 11.13 
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(3) 溢水による静水圧荷重（Ｐｈ） 

溢水による静水圧荷重として発生を想定する溢水による浸水高さを用いた静水

圧を考慮する。溢水による静水圧荷重は，次式により算出する。 

 

Ｐｈ＝ρ0・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ ：防水壁最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm) 

 

静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 水圧作用高さ及び水の密度 

設備名称 
水圧作用高さ 

ｈ(mm) 

水の密度 

ρ0 (t/m3) 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設

備北側防水壁 
550 1.03 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設

備南側防水壁 
550 1.03 

 

(4) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定して

いる荷重を踏まえて設定する。 

 

Ｆｓ＋Ｗ＋Ｐｈ 

 

Ｆｓ ：積雪荷重 

Ｗ ：風荷重 

Ｐｈ ：静水圧荷重 
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3.2 許容限界 

  当該防水壁の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.1.2 評価対

象部位」にて設定している評価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し短期許容応

力度又は短期許容荷重とする。 

3.2.1 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，はり，柱，ブレース及びアンカーボルトの使

用材料を表 3－5 に示す。 

表 3－5 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 

胴縁 SS400 

はり SS400 

柱 SS400 

ブレース SS400 

アンカーボルト SUS304 

3.2.2 許容限界 

(1) 鋼板，胴縁，はり，柱及びブレース

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定）」

（以下「Ｓ規準」という。）に基づき算定した鋼材の許容限界を表 3－6 に示す。 

表 3－6 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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(2) アンカーボルト

「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」（以下

「各種合成構造設計指針・同解説」という。）に基づき算定したアンカーボルトの

許容限界を表 3－7 に示す。 

なお，せん断力に対する耐力は，アンカーボルト母材のせん断強度より決まる耐

力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 3－7 アンカーボルトの許容限界 

設備名称 材料 

許容耐力(kN) 

せん断 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設

備北側防水壁 
SUS304(   ) 14 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設

備南側防水壁 
SUS304(   ) 50 

3.3 評価方法 

はり，柱及びブレースについての強度評価は，「3.3.1 解析モデル」に示す評価部位

全体を対象とした解析モデルを用いた 3 次元静的線形応力解析に基づき行う。また，鋼

板及び胴縁についての強度評価は，評価式に基づき行う。本応力解析及び評価式により

得られた個々の部材に生じる応力が許容値以下であることを確認する。応力解析は以下

の方針に基づく。 

(1) モデルに作用する荷重及び荷重の組合せは，「3.1.3 荷重及び荷重の組合せ」に

よる。

(2) 静水圧荷重は，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の 4 方向か

ら水圧が作用するものとして考慮する。

(3) 応力解析に使用する解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」である。なお，解析

コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 
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3.3.1 解析モデル 

3 次元静的線形応力解析に用いる解析モデルを図 3－1 及び図 3－2 に示す。解析

モデルは，鋼板をシェル要素，はり，柱及びブレースをはり要素でモデル化し，は

りと柱の接合部は実状に合わせて接合条件を定める。柱脚は，ピン支点としてモデ

ル化する。

解析に用いる部材の物性値は以下とする。

ヤング係数  ：Ｅ＝205000(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝79000(N/mm2) 

部位 凡例 

鋼板 

はり 

柱 

ブレース 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

注：ブレースの両端部はピン接合とする。 

図 3－1 解析モデル（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁） 

Ｎ Ｎ 
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（単位：㎜） 
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部位 凡例 

鋼板 

はり 

柱 

ブレース 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

注：ブレースの両端部はピン接合とする。 

図 3－2 解析モデル（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁） 
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3.3.2 応力算定 

荷重を受ける鋼板に生じる曲げ応力度，胴縁に生じる曲げ応力度及びせん断応力

度，はり及び柱に生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度，ブレースに生じ

る軸応力度並びにアンカーボルトに生じるせん断力に対する確認を行うにあたり，

各荷重により生じる応力を応力解析及び評価式により算定する。 

防水壁に生じる力の概念図を図 3－3～図 3－5 に示す。 

図 3－3 溢水時の防水壁に生じる力の断面概念図 

w1 

L1 ’ 
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図 3－4 溢水時の鋼板に生じる力の断面概念図 

図 3－5 溢水時の胴縁に生じる力の断面概念図 

Ｌ
1
 Ｐｈ＋Ｗ 1

Ｌ
2
 

ｗｆ＝（Ｐｈ＋Ｗ 2）×Ｌ
1
’
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3.3.3 断面検定 

(1) 鋼板

a. 曲げ応力度に対する検定

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして算出する。なお，鋼板

は板厚が薄く，せん断変形に対して曲げ変形が卓越することから，鋼板に生じる

曲げ応力度が短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。この時作用する静水

圧荷重は当該防水壁最下端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全側に

評価する。 

σｂ1＝（Ｐｈ＋Ｗ1）・10-3・Ｌ1
２／8／Ｚ1

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｐｈ ：防水壁最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

Ｗ1 ：鋼板に作用する風荷重(kN/m2) 

Ⅼ1 ：鋼板の短辺長さ(mm) 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数(mm3/m) 

(2) 胴縁

a. 曲げ応力度に対する検定

胴縁に生じる曲げ応力度は，胴縁を両端ピンの単純ばりとして次式により算出

し，胴縁の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。この時作用する静水圧

荷重は防水壁最下端の静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。 

σｂ2＝ｗｆ・Ｌ2
２／8／Ｚ2

σｂ2 ：胴縁に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

ｗｆ ：胴縁に作用する等分布荷重(kN/m) 

Ⅼ2 ：胴縁の長さ(mm) 

Ｚ2 ：胴縁の断面係数(mm3) 
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b. せん断応力度に対する検定

胴縁に生じるせん断応力度は，評価式により求めたはりのせん断力を用いて次

式により算出し，はりの短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

τ2＝ｗｆ・Ｌ2／2／Ａ2 

τ2 ：胴縁に生じるせん断応力度(N/mm2) 

ｗｆ ：胴縁に作用する等分布荷重(kN/m) 

Ⅼ 2 ：胴縁の長さ(mm) 

Ａ2 ：胴縁のせん断断面積(mm2) 

(3) はり

a. 曲げ応力度に対する検定

はりに生じる曲げ応力度は，応力解析により求めたはりの最大曲げモーメント

を用いて次式により算出し，はりの短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

σｂｘ3＝Ｍｘ3／Ｚｘ3 

σｂｙ3＝Ｍｙ3／Ｚｙ3

σｂｘ3，σｂｙ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ3，Ｍｙ3 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(N・mm) 

Ｚｘ3，Ｚｙ3 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

b. 軸応力度に対する検定

はりに生じる軸応力度は，応力解析により求めたはりの軸力を用いて次式によ

り算出し，はりの短期許容軸応力度を下回ることを確認する。 

σｃ（ｔ）3＝Ｎｃ（ｔ）3／Ａｇ3

σｃ（ｔ）3 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）3 ：はりの圧縮又は引張軸力(N) 

Ａｇ3 ：はりの断面積(mm2) 
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c. せん断応力度に対する検定

はりに生じるせん断応力度は，応力解析により求めたはりのせん断力を用いて

次式により算出し，はりの短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

τｘ3＝Ｑｘ3／Ａｗ3 

τｙ3＝Ｑｙ3／Ａｆ3

τｘ3，τｙ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ3，Ｑｙ3 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力(N) 

Ａｗ3 ：はりのウェブ断面積(mm2) 

Ａｆ3 ：はりのフランジ断面積(mm2) 

d. 曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定

はりに生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により算

出し，検定比 1.0 を下回ることを確認する。 

σｂｘ3／ｓｆｂｘ3 ＋ σｂｙ3／ｓｆｂｙ3 ＋ σc（ｔ）3／ｓｆc（ｔ）3≦1.0 

σｂｘ3，σｂｙ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

ｓｆｂｘ3，ｓｆｂｙ3：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）3 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆc（ｔ）3 ：はりの短期許容圧縮又は引張応力度(N/mm2) 

e. 曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する検定

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度

は，次式により算出し，短期許容引張応力度を下回ることを確認する。 

σｂｘ3，σｂｙ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）3 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

τ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りのせん断応力度のうち 

  最大値(N/mm2) 

ｓｆｔ3 ：はりの短期許容引張応力度(N/mm2) 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f       
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(4) 柱

a. 曲げ応力度に対する検定

柱に生じる曲げ応力度は，応力解析により求めた柱の最大曲げモーメントを用

いて次式により算出し，柱の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

σｂｘ4＝Ｍｘ4／Ｚｘ4 

σｂｙ4＝Ｍｙ4／Ｚｙ4

σｂｘ4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ4，Ｍｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(N・mm) 

Ｚｘ4，Ｚｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

b. 軸応力度に対する検定

柱に生じる軸応力度は，応力解析により求めた柱の軸力を用いて次式により算

出し，柱の短期許容軸応力度を下回ることを確認する。 

σｃ（ｔ）4＝Ｎｃ（ｔ）4／Ａｇ4

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）4 ：柱の圧縮又は引張軸力(N) 

Ａｇ4 ：柱の断面積(mm2) 

c. せん断応力度に対する検定

柱に生じるせん断応力度は，応力解析により求めた柱のせん断力を用いて次式

により算出し，柱の短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

τｘ4＝Ｑｘ4／Ａｗ4 

τｙ4＝Ｑｙ4／Ａｆ4

τｘ4，τｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ4，Ｑｙ4 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力(N) 

Ａｗ4 ：柱のウェブ断面積(mm2) 

Ａｆ4 ：柱のフランジ断面積(mm2) 
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d. 曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定

柱に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により算出

し，検定比 1.0 を下回ることを確認する。 

σｂｘ4／ｓｆｂｘ4 ＋ σｂｙ4／ｓｆｂｙ4 ＋ σc（ｔ）4／ｓｆc（ｔ）4≦1.0 

σｂｘ4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

ｓｆｂｘ4，ｓｆｂｙ4：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

(N/mm2) 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆc（ｔ）4 ：柱の短期許容圧縮又は引張応力度(N/mm2) 

e. 曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する検定

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度は，

次式により算出し，短期引張応力度を下回ることを確認する。 

σｂｘ4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

τ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りのせん断応力度のうち最 

大値(N/mm2) 

ｓｆｔ4 ：柱の短期許容引張応力度(N/mm2) 

(5) ブレース

a. 軸応力度に対する検定

ブレースに生じる軸応力度は，応力解析により求めたブレースの軸力を用いて

次式により算出し，ブレースの短期許容軸応力度を下回ることを確認する。 

σｔ5＝Ｎｔ5／Ａｇ5

σｔ5 ：ブレースに生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｔ5 ：ブレースの引張軸力(N) 

Ａｇ5 ：ブレースの断面積(mm2) 

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f       
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(6) アンカーボルト

a. せん断応力度に対する検定

アンカーボルト1本あたりに生じるせん断力は応力解析にて求めた支点反力を

用いて次式により算出し，アンカーボルトの短期許容せん断荷重を下回ることを

確認する。 

ＱＤＳ＝Ｑ／ｎ 

ＱＤＳ ：アンカーボルト1本あたりに生じるせん断力（kN/本） 

Ｑ ：水平方向の支点反力(kN) 

ｎ ：アンカーボルトの本数（本） 
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3.3.4 評価条件 

 各部材毎に検定比が最大となる代表部材について，ディーゼル燃料移送ポンプ

エリア防護対策設備北側防水壁の強度評価に用いる入力値を表3－8に，ディーゼ

ル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁の強度評価に用いる入力値を表3

－9に示す。 

表 3－8 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁の 

強度評価に用いる入力値(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｆｓ kN/m2 積雪荷重 0.7 

Ｃ － 風力係数 0.4～0.8 

Ａ1 m2 風の受圧面積 
2.235～

7.6431 

ⅤＤ m/s 基準風速 30 

Ｅｒ － 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 0.899 

Ｇ － ガスト影響係数 2.2 

ＺＧ m 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
350 

Ｚｂ m 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
5 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
0.15 

Ｈ m 建物の高さ 2.1 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈ mm 水圧作用高さ 550 

鋼板 

Ｗ1 kN/m2 鋼板に作用する風荷重 0.4532 

Ⅼ 1 mm 鋼板の短辺長さ 837.6 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 6000 

胴縁 

Ｗ2 kN/m2 胴縁に作用する風荷重 0.4532 

Ｌ１ ’ m 胴縁の支配幅 0.7288 

Ⅼ 2 mm 胴縁の長さ 2265 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 115000 

Ａ2 mm2 胴縁のせん断断面積 845 
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表 3－8  ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁の 

強度評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｍｘ3 N・mm はりの強軸回りの曲げモーメント 9660000 

Ｍｙ3 N・mm はりの弱軸回りの曲げモーメント 3670000 

Ｚｘ3 mm3 はりの強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ3 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 160000 

Ｎｃ（ｔ）3 N はりの圧縮又は引張軸力 1720 

Ａｇ3 mm2 はりの断面積 6353 

Ｑｘ3 N はりの強軸方向のせん断力 8470 

Ｑｙ3 N はりの弱軸方向のせん断力 3240 

Ａｗ3 mm2 はりのウェブ断面積 1408 

Ａｆ3 mm2 はりのフランジ断面積 4800 

柱 

Ｍｘ4 N・mm 柱の強軸回りの曲げモーメント 120000 

Ｍｙ4 N・mm 柱の弱軸回りの曲げモーメント 1740000 

Ｚｘ4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 160000 

Ｎｃ（ｔ）4 N 柱の圧縮又は引張軸力 13800 

Ａｇ4 mm2 柱の断面積 6353 

Ｑｘ4 N 柱の強軸方向のせん断力 840 

Ｑｙ4 N 柱の弱軸方向のせん断力 5190 

Ａｗ4 mm2 柱のウェブ断面積 1408 

Ａｆ4 mm2 柱のフランジ断面積 4800 

ブレース 
Ｎｔ5 N ブレースの引張軸力 1660 

Ａｇ5 mm2 ブレースの断面積 1656 

アンカー

ボルト

Ｑ kN 水平方向の支点反力 0.9118 

ｎ 本 アンカーボルトの本数 1 
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表 3－9 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁の 

強度評価に用いる入力値(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｆｓ kN/m2 積雪荷重 0.7 

Ｃ － 風力係数 0.4～0.8 

Ａ1 m2 風の受圧面積 
2.235～

11.13 

ⅤＤ m/s 基準風速 30 

Ｇ － ガスト影響係数 2.2 

ＺＧ m 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
350 

Ｚｂ m 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
5 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
0.15 

Ｈ m 建物の高さ 2.1 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈ mm 水圧作用高さ 550 

鋼板 

Ｗ1 kN/m2 鋼板に作用する風荷重 0.4532 

Ⅼ 1 mm 鋼板の短辺長さ 837.6 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 6000 

胴縁 

Ｗ2 kN/m2 胴縁に作用する風荷重 0.4532 

Ｌ１ ’ m 胴縁の支配幅 0.7288 

Ⅼ 2 mm 胴縁の長さ 2265 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 115000 

Ａ2 mm2 胴縁のせん断断面積 845 
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表 3－9 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁の 

強度評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｍｘ3 N・mm はりの強軸回りの曲げモーメント 9490000 

Ｍｙ3 N・mm はりの弱軸回りの曲げモーメント 3610000 

Ｚｘ3 mm3 はりの強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ3 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 160000 

Ｎｃ（ｔ）3 N はりの圧縮又は引張軸力 1610 

Ａｇ3 mm2 はりの断面積 6353 

Ｑｘ3 N はりの強軸方向のせん断力 8370 

Ｑｙ3 N はりの弱軸方向のせん断力 3230 

Ａｗ3 mm2 はりのウェブ断面積 1408 

Ａｆ3 mm2 はりのフランジ断面積 4800 

柱 

Ｍｘ4 N・mm 柱の強軸回りの曲げモーメント 110000 

Ｍｙ4 N・mm 柱の弱軸回りの曲げモーメント 1740000 

Ｚｘ4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 160000 

Ｎｃ（ｔ）4 N 柱の圧縮又は引張軸力 13010 

Ａｇ4 mm2 柱の断面積 6353 

Ｑｘ4 N 柱の強軸方向のせん断力 750 

Ｑｙ4 N 柱の弱軸方向のせん断力 5200 

Ａｗ4 mm2 柱のウェブ断面積 1408 

Ａｆ4 mm2 柱のフランジ断面積 4800 

ブレース 
Ｎｔ5 N ブレースの引張軸力 1870 

Ａｇ5 mm2 ブレースの断面積 1656 

アンカー

ボルト

Ｑ kN 水平方向の支点反力 6.829 

ｎ 本 アンカーボルトの本数 2 
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4. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁

4.1 強度評価方法 

当該防水壁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」の「5. 強度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を実施す

る。 

当該防水壁の強度評価は，「4.1.2 評価対象部位」に示す評価対象部位に対し，「4.1.3 

荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2.2 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許

容限界を踏まえ，「4.3 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

4.1.1 記号の説明 

当該防水壁の強度評価に用いる記号を表 4－1 に示す。 

表 4－1 強度評価に用いる記号(1/3) 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ρ t/m3 水の単位体積重量 

ｈ1 mm 水圧作用高さ 

Ｗ1 kN/m 風荷重 

ｗ kN/m2 風圧力 

ｈ2 mm 風荷重作用高さ 

Ｆｓ N/m2 積雪荷重 

Ｍmax1 N・mm 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重（鋼板・柱・はりの応力算定） 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 

Ｌ mm 
評価対象部材の長さ(ベースプレートの場合，柱

からアンカーボルト間の長さ) 

Ｍmax2 N・mm 柱に生じる最大曲げモーメント 

Ｓmax2 N 柱に生じる最大せん断力 

Ｍmax3 N・mm はりに生じる最大曲げモーメント 

Ｓmax3 N はりに生じる最大せん断力 

Ｍmax4 N・mm ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

Ｐ N アンカーボルト 1 本あたりの引張力
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表 4－1 強度評価に用いる記号(2/3) 

記号 単位 定義 

Ｍmax5 N・mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｓmax5 N ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ｍx1 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｑy1 － 等分布荷重によるせん断応力算定用の係数 

Ｗｃ N/mm2 
コンクリートの曲げ圧縮応力度

（ベースプレートの応力算定） 

Ｌx mm ベースプレートの版の短辺長 

Ａ mm2 押込み側ベースプレートの断面積 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本あたりのせん断力

Ｖ kN 最大鉛直荷重 

Ｎ 本 アンカーボルト全本数

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント 

Ｘi m 偏心距離 

Σｎ・Ｘⅰ
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｓmax6 kN アンカーボルトに生じる最大せん断力

Ｐa kN アンカーボルトの許容引張力

Ｑａ kN アンカーボルトの許容せん断力

σb1 N/mm2 鋼板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

σb2 N/mm2 柱の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 柱の断面係数 

τ2 N/mm2 柱のせん断応力度 

ｈw2 mm 柱のウェブ高さ 

t2 mm 柱のウェブ厚さ 

σc N/mm2 柱の圧縮応力度 

Ｎmax N 柱の圧縮力 

Ａ2 mm2 柱の断面積 

ft N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆb N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆc N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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表 4－1 強度評価に用いる記号(3/3) 

記号 単位 定義 

σb3 N/mm2 はりの曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 

τ3 N/mm2 はりのせん断応力度 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 

t3 mm プレート厚 

σb4 N/mm2 ベースプレートの曲げ応力度 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 

t4 mm ベースプレートの厚さ 

τ4 N/mm2 ベースプレートのせん断応力度 

Ｓmax N ベースプレートに生じる最大せん断力 

Ｂ1 mm 部材断面有効幅 

Ａ4 mm2/ mm 部材の断面積 

 

4.1.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，

「2.2 構造計画」に示す構造計画にて設定している構造に基づき，溢水に伴う荷

重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

当該防水壁の評価対象部位は，防水壁に作用する静水圧荷重が，鋼板，柱及びは

りからベースプレート及びアンカーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して取水

槽に伝わることから，鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボルトとす

る。 
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4.1.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必

要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷

重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

(1) 溢水による静水圧荷重（Ｐｈ） 

溢水による静水圧としての静水圧荷重Ｐｈを考慮する。静水圧荷重は，評価対象

部位周辺の水の単位体積重量ρに当該部分の溢水深さを保守的に防水壁天端高さ

まで考慮した水圧作用高さｈ 1 を乗じた次式により算出する。 

 

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ1・10-3 

Ｐｈ：静水圧荷重（kN/m2） 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g  ：重力加速度(m/s2) 

ｈ1  ：水圧作用高さ(mm) 

 

静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 水圧作用高さ及び水の密度 

設備名称 
水圧作用高さ 

ｈ1（mm） 

水の密度 

ρ（t/m3） 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備

防水壁 
2000 1.03 

 

 (2) 風荷重（Ｗ1） 

風速 30m/s 時の風圧力の荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力

に当該部分の風荷重作用高さを乗じた次式により算出する。当該防水壁は壁天端ま

で浸水を考慮するため，風荷重を考慮しない。風荷重の算定に用いる風荷重作用高

さ及び風圧力を表 4－3 に示す。 

 

Ｗ1＝ｗ・ｈ2・10-3 

Ｗ1：風荷重（kN/m） 

ｗ：風圧力（kN/m2） 

ｈ2：風荷重作用高さ（mm） 
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表 4－3 風荷重作用高さ及び風圧力 

設備名称 
風荷重作用高さ 

ｈ2（mm） 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備

防水壁 
0 1.71 

(3) 積雪荷重（Ｆｓ）

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の

防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定している自然

現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対す

る自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せにつ

いて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に最も近い気象官署であ

る松江地方気象台で観測された観測史上 1 位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷

重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とする。積雪荷重については，松江市

建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号）により，積雪深 1cm

ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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(4) 荷重の組合せ 

当該防水壁の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定して

いる荷重を踏まえて設定する。 

 

Ｐｈ＋Ｗ1＋Ｆｓ 

 

Ｐｈ ：静水圧荷重 

Ｗ1 ：風荷重 

Ｆｓ ：積雪荷重＊ 

 

注記＊：(1)区間-1（東，西側）及び区間-1（南側）では考慮しない。 

(2)区間-2 については，柱上部のブラケット部をモデル化し，竜巻防護

ネット上の積雪荷重を考慮する。 
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4.2 許容限界 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水へ

の配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限

界を踏まえて，「4.1.2 評価対象部位」にて設定している評価対象部位ごとに，機能

損傷モードを考慮し短期許容応力度又は許容耐力とする。 

 

4.2.1 使用材料 

当該防水壁を構成する，鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボルトの使 

用材料を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4(1) 使用材料（区間-1（東，西側）） 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-9 

柱 SS400 H-200×200×8×12 

はり SS400 L-65×65×8 

ベースプレート SS400 PL-25 

アンカーボルト SUS304 M20 

 

表 4－4(2) 使用材料（区間-1（南側）） 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-9 

柱 SS400 H-200×200×8×12 

はり SS400 L-65×65×8 

ベースプレート SS400 PL-28 

アンカーボルト SUS304 M20 
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表 4－4(3) 使用材料（区間-2） 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-24 

柱 SS400 H-350×350×12×19

はり SS400 L-65×65×6

ベースプレート SS400 PL-32 

アンカーボルト SD295 D25 

4.2.2 許容限界 

(1) 鋼板，柱，はり及びベースプレート

「Ｓ規準」に基づき算定した鋼材の許容限界を表 4－5 に示す。

表 4－5 鋼材の許容限界 

評価部材 

材質：（SS400） 

短期許容応力度 

(N/mm2) 

曲げ 圧縮 引張 せん断 

鋼板 

柱 

はり 

ベースプレート 

235 235 235 135 
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(2) アンカーボルト

「各種合成構造設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの許容限界

を表 4－6 に示す。 

なお，せん断力に対する耐力は，アンカーボルト母材のせん断強度より決まる 

耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決まる耐力 

を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 4－6 アンカーボルトの許容限界 

評価部材 材料 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

アンカー

ボルト

区間-1（東，西側） 
SUS304(M20) 

41 34 

区間-1（南側） 63 8 

区間-2 SD295(D25) 82 29 
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4.3 評価方法 

区間-1（東，西側）及び区間-1（南側）についての強度評価は，評価式に基づき行う。

区間-2 についての強度評価は，「4.3.1 解析モデル」に示す評価部位全体を対象とし

た解析モデルを用いたフレーム解析及び評価式に基づき行う。本評価式及び応力解析に

より得られた個々の部材に生じる応力が許容値以下であることを確認する。応力解析は

以下の方針に基づく。 

 

(1) モデルに作用する荷重及び荷重の組合せは，「4.1.3 荷重及び荷重の組合せ」

による。 

 

(2) 応力解析に使用する解析コードは「ＦＲＥＭＩＮＧ」である。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 
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Ｌ 

4.3.1 解析モデル 

区間-1（東，西側），区間-1（南側）及び区間-2 の断面概念図をそれぞれ図 4－

1 及び図 4－2 に示す。なお，実際に作用する荷重分布を点線により示し，応力解析

上考慮する荷重分布を実線により示す。 

 

(1) 区間-1（東，西側）及び区間-1（南側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   柱 

図 4－1(1) 溢水時の各部材に生じる力の断面概念図  

 

 

  

はり 

Ｐｈ＋Ｗ 1 

Ｌ
1
 

評価対象部位 

区間-1（東，西側） 

評価対象部位 

区間-1（南側） 

鋼板 

Ｌ Ｌ Ｌ 

Ｐｈ＋Ｗ 1 

Ｌ Ｐｈ＋Ｗ 11 
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図 4－1(2) 溢水時の各部材に生じる力の断面概念図  

 

(2) 区間-2 

 

 

 

 

 

 

図 4－2(1) 溢水時の各部材に生じる力の断面概念図 

 

 

Ｌ 

Ｌ 
Ｐｈ＋Ｗ 1 

Ｌ 

Ｐ 

ベースプレート 評価対象部位 

区間-1（東，西側） 

評価対象部位 

区間-1（南側） 

鋼板 評価対象部位 

区間－2 

Ｌ 

Ｌ 
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Ｌ

 

図 4－2(2) 溢水時の各部材に生じる力の断面概念図 

ＬＰｈ＋Ｗ 11

Ｌ

Ｐｈ＋Ｗ 1

Ｐ

ベースプレート 
評価対象部位 

Ｌ 

Ｆｓ

柱

*

はり 

*
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4.3.2 応力算定 

静水圧荷重を受ける鋼板に生じる曲げ応力，柱に生じる曲げ応力及びせん断応

力，ベースプレートに生じる曲げ応力及びせん断応力，はりに生じる曲げ応力及

びせん断応力並びにアンカーボルトに生じる引張力，せん断力に対する確認を行

うにあたり，区間-1（東，西側）及び区間-1（南側）については，以下の評価式

のとおりとなる。区間-2 については，鋼板，ベースプレート，はり及びアンカー

ボルトは，以下の評価式のとおりとなり，柱については，フレーム解析による応

力解析により算定する。 

 

(1) 鋼板（区間-1（東，西側）及び区間-1（南側），区間-2） 

 

Ｍmax1＝1／8・Ｗ・Ｂ・Ｌ2
 

 

Ｍmax1：鋼板に生じる最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｗ：設計水平分布荷重（Ｐｈ＋Ｗ１＋Ｆｓ）（N/mm2） 

Ｂ：荷重の載荷幅（mm） 

Ｌ：鋼板の長さ（mm） 
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(2) 柱（区間-1（東，西側）及び区間-1（南側）のみ＊）

Ｍmax2＝1／6・Ｗ・Ｌ2

Ｍmax2：柱に生じる最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｗ：設計水平分布荷重（Ｐｈ＋Ｗ１）（N/mm2） 

Ｌ：柱の長さ（mm） 

Ｓmax2＝1／2・Ｗ・Ｌ 

Ｓmax2：柱に生じる最大せん断力（N） 

Ｗ：設計水平分布荷重（Ｐｈ＋Ｗ１）（N/mm2） 

Ｌ：柱の長さ（mm） 

注記＊：区間-2 の柱の応力はフレーム解析（ＦＲＥＭＩＮＧ）により算 

定する。 

(3) はり（区間-1（東，西側）及び区間-1（南側），区間-2）

Ｍmax3＝1／8・Ｗ・Ｂ・Ｌ2

Ｍmax3：はりに生じる最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｗ：設計水平荷重（Ｐｈ＋Ｗ１＋Ｆｓ）（N/mm2） 

  Ｂ：荷重の載荷幅（mm） 

Ｌ：はりの長さ（mm） 

Ｓmax3＝1／2・Ｗ・Ｂ・Ｌ 

Ｓmax3：はりに生じる最大せん断力（N） 

Ｗ：設計水平分布荷重（Ｐｈ＋Ｗ１＋Ｆｓ）（N/mm2） 

Ｂ：荷重の載荷幅（mm） 

Ｌ：はりの長さ（mm） 
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(4) ベースプレート（区間-1（東，西側）及び区間-1（南側））

（引張側） 

Ｍmax4=Ｐ・Ｌ 

Ｍmax4：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｐ：アンカーボルト１本あたりの引張力（N） 

Ｌ：柱からアンカーボルト間の長さ（mm） 

Ｓmax4=Ｐ 

Ｓmax4：ベースプレート引張側の最大せん断力（N） 

Ｐ：アンカーボルト１本あたりの引張力（N） 

（押込側） 

Ｍmax5=Ｍｘ１・Ｗｃ・ＬＸ・ＬＸ

Ｍmax5：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｍｘ１：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗｃ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

ＬＸ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

Ｓmax5＝Ｗｃ・Ａ 

Ｓmax5：ベースプレート押込側の最大せん断力（N） 

Ｗｃ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm） 

Ａ：押込み側ベースプレートの断面積(mm2) 
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(5) ベースプレート（区間-2） 

 

（引張側） 

Ｍmax4＝Ｐ・Ｌ 

 

Ｍmax4：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｐ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（N） 

Ｌ：柱からアンカーボルト間の長さ（mm） 

 

Ｓmax4＝Ｐ 

 

Ｓmax4：ベースプレート引張側の最大せん断力（N） 

Ｐ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（N） 

 

（押込側） 

Ｍmax5＝Ｍx1・Ｗｃ・Ｌｘ・Ｌｘ 

 

Ｍmax5：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｍｘ１：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗｃ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

ＬＸ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

Ｓmax5＝Ｑy1・Ｗｃ・ＬＸ 

 

Ｓmax5：ベースプレート押込み側の最大せん断力（N） 

Ｑy1：等分布荷重によるせん断応力算定用の係数 

Ｗｃ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

    ＬＸ：ベースプレートの版の短辺長(mm) 
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(6) アンカーボルト（区間-1（東，西側）及び区間-1（南側），区間-2）

Ｐ＝Ⅴ／Ｎ－Ｍ・Ｘi／Σn・Ｘi2

Ｐ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（kN） 

Ｖ：最大鉛直荷重（kN） 

Ｎ：アンカーボルト全本数（本） 

Ｍ：最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｘi：偏心距離（m） 

∑n・Ｘi
2：2 次モーメントの合計値（m2） 

Ｑ＝Ｓmax6／Ｎ 

Ｑ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力（kN） 

Ｓmax6：アンカーボルトに生じる最大せん断力(kN) 

Ｎ：アンカーボルト全本数（本） 

さらに，照査においては以下を確認する。 

(Ｐ／Ｐa)2＋(Ｑ／Ｑa)2≦1 

Ｐ：アンカーボルト 1 本あたりの引張力（kN） 

Ｑ：アンカーボルト 1 本あたりのせん断力（kN） 

Ｐa：アンカーボルトの許容引張力（kN） 

Ｑa：アンカーボルトの許容せん断力（kN） 
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4.3.3 断面検定 

(1) 鋼板 

a. 曲げ応力度に対する検定 

鋼板に生じる曲げ応力度は，応力解析により求めた鋼板の最大曲げモーメント

を用いて次式により算出し，鋼板の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σｂ1＝Ｍmax1／Ｚ1 

 

σｂ1：鋼板の曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍmax1：鋼板に生じる曲げモーメント(N・mm) 

Ｚ1：鋼板の断面係数(mm3) 

 

 (2) 柱 

a. 曲げ応力度に対する検定 

柱に生じる曲げ応力度は，応力解析により求めた柱の最大曲げモーメントを用

いて次式により算出し，柱の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σｂ2＝Ｍmax2／Ｚ2 

 

σｂ2：柱の曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍmax2：柱に生じる曲げモーメント(N・mm) 

Ｚ2：柱の断面係数(mm3) 

 

b. せん断応力度に対する検定 

柱に生じるせん断応力度は，応力解析により求めた柱のせん断力を用いて次式

により算出し，柱の短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

 

τ2＝Ｓmax2／(hw2・t2) 

 

τ2：柱のせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax2：柱に生じるせん断力(N) 

hw2：柱のウェブ高さ（mm） 

t2：柱のウェブ厚さ（mm） 
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c. 圧縮応力度に対する検定 

圧縮応力度については，区間-2 のみ検定を行う。圧縮力についてはフレーム解

析（ＦＲＥＭＩＮＧ）により算定する。 

 

σc＝Ｎmax／Ａ2 

 

σc：柱の圧縮応力度(N/mm2) 

Ｎmax：柱の圧縮力(N) 

Ａ2：柱の断面積 (mm) 

 

d. 曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する検定 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，短期許容引張応力度を下回ることを確認する。 

 

        √(σ
b2
＋σ

c
)

2
+ 3 ∙ τ2

2  ≤  ft 

 

         σb2：柱の曲げ応力度（N/mm2） 

         σc：柱の圧縮応力度（N/mm2） 

τ2：柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

e. 曲げ応力度と圧縮応力度の組合せに対する検定 

柱に生じる曲げ応力度と圧縮応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく

次式により算定し，1 を下回ることを確認する。 

 

        (σb2 fb⁄ ) + (σc fc⁄ )  ≤ 1 

 

         σb2：柱の曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc：柱の圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 
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(3) はり 

a. 軸応力度に対する検定 

はりに生じる軸応力度は，応力解析により求めたはりの軸力を用いて次式によ

り算出し，はりの短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σb3＝Ｍmax3／Ｚ 

 

σb3：はりの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3：はりに生じる曲げモーメント（N・mm） 

Ｚ3：はりの断面係数（mm3） 

 

b. せん断応力度に対する検定 

 

τ3＝Ｓmax3／(h3・t3) 

 

τ3：はりのせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3：はりのせん断力（N） 

h3：はりのせん断負担幅 (mm) 

t3：プレート厚（mm） 

 

(4) ベースプレート 

a. 曲げ応力度に対する検定 

ベースプレートに生じる曲げ応力度は，応力解析により求めたベースプレート

の最大曲げモーメントを用いて次式により算出し，ベースプレートの短期許容曲

げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σｂ4＝Ｍmax4／Ｚ4（引張側） 

σｂ4＝6×Ｍmax5／t4
2（押込側） 

 

σｂ4：ベースプレートの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（N・mm） 

Ｚ4：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｍmax5：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm） 

t4：ベースプレートの厚さ（mm） 
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b. せん断応力度に対する検定 

ベースプレートに生じるせん断応力度は，応力解析により求めたベースプレー

トのせん断力を用いて次式により算出し，ベースプレートの短期許容せん断応力

度を下回ることを確認する。 

 

（区間-1（東，西側）及び区間-1（南側）） 

τ4＝Ｓmax／(t4・Ｂ1)（引張側，押込側） 

 

（区間-2） 

τ4＝Ｓmax／(t4・Ｂ1)（引張側） 

τ4＝Ｓmax／Ａ4（押込側） 

 

τ4：ベースプレートのせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax：ベースプレートに生じるせん断力(N) 

（Ｓmax4 またはＳmax5） 

t4：ベースプレートの厚さ(mm)  

Ｂ1：部材断面有効幅(mm) 

Ａ4：部材の断面積(mm2/mm) 

 

c. 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ 

規準」に基づく次式により算定し，短期許容引張応力度以下であることを確認す 

る。 

 

        √σ4
2 + 3 ∙ τ4

2  ≤  ft 

 

         σ4：ベースプレートの曲げ応力度（N/mm2） 

τ4：ベースプレートのせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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4.3.4 評価条件 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値を表 4－  

7～表 4－9 に示す。 

表 4－7 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値 

（区間-1（東，西側））(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ρ t/m3 水の単位体積重量 1.03 

ｈ1 mm 水圧作用高さ 2000 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

ｈ2 mm 風荷重作用高さ 0 

鋼板 

Ｍmax1 N・mm 鋼板に生じる曲げモーメント 240000 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重 0.0171 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 1000 

Ｌ mm 鋼板の長さ 335 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

柱 

Ｍmax2 N・mm 柱に生じる曲げモーメント 20.20×106 

Ｗ N/mm 設計水平等分布荷重 2.57 

Ｌ mm 部材長 2000 

Ｓmax2 N 柱に生じるせん断力 30300 

Ｚ2 mm3 柱の断面係数 4.72×105 

hw2 mm 柱のウェブ高さ 176 

t2 mm 柱のウェブ厚さ 8 

はり 

Ｍmax3 N・mm はりに生じる曲げモーメント 1.21×106 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重 0.01865 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 308 

Ｌ mm はりの長さ 1300 

Ｓmax3 N はりに生じるせん断力 3730 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7960 

ｈ3 mm せん断負担幅 273 

t3 mm プレート厚 9 
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表 4－7  取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値 

（区間-1（東，西側））(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプレート 

Ｍmax4 N・mm 
ベースプレート引張側の 

最大曲げモーメント 
1.62×106 

Ｐ N アンカーボルト 1 本あたりの引張力 28980 

Ｌ m 部材長 0.056 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 28980 

Ｍmax5 N・mm 
ベースプレート押込側の 

最大曲げモーメント 
17025 

Ｍｘ１ － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.399 

Ｗｃ N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 4.63 

ＬＸ mm ベースプレートの版の短辺長 96 

Ｓmax5 N ベースプレート押込側の最大せん断力 66672 

Ａ mm2 押込み側ベースプレート面積 14400 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 1.36×104 

t4 mm プレート厚 25 

Ｂ1 mm 部材断面有効幅 131 

アンカーボルト 

Ｐ kN アンカーボルト 1 本あたりの引張力 28.98 

Ｖ kN 最大鉛直荷重 0 

Ｎ 本 アンカーボルト全本数 4 

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント 20.20 

Ｘi m 偏心距離 0.175 

Σｎ・Ｘⅰ
2 m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本あたりのせん断力 7.58 

Ｓmax6 kN 柱に生じる最大せん断力 30.30 

Ｐa kN アンカーボルトの許容引張力 41 

Ｑａ kN アンカーボルトの許容せん断力 34 
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表 4－8 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値 

（区間-1（南側））(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ρ t/m3 水の単位体積重量 1.03 

ｈ1 mm 水圧作用高さ 2000 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

ｈ2 mm 風荷重作用高さ 0 

鋼板 

Ｍmax1 N・mm 鋼板に生じる曲げモーメント 240000 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重 0.0171 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 1000 

Ｌ mm 鋼板の長さ 335 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

柱 

Ｍmax2 N・mm 柱に生じる曲げモーメント 20.20×106 

Ｗ N/mm 設計水平等分布荷重 2.57 

Ｌ mm 部材長 2000 

Ｓmax2 N 柱に生じるせん断力 30300 

Ｚ2 mm3 柱の断面係数 4.72×105 

hw2 mm 柱のウェブ高さ 176 

t2 mm 柱のウェブ厚さ 8 

はり 

Ｍmax3 N・mm はりに生じる曲げモーメント 1.21×106 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重 0.01865 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 308 

Ｌ mm はりの長さ 1300 

Ｓmax3 N はりに生じるせん断力 3730 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7960 

ｈ3 mm せん断負担幅 273 

t3 mm プレート厚 9 
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表 4－8 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値 

（区間-1（南側））(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプレート 

Ｍmax4 N・mm 
ベースプレート引張側の 

最大曲げモーメント 
1.45×106 

Ｐ N アンカーボルト 1 本あたりの引張力 36260 

Ｌ m 部材長 0.040 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 36260 

Ｍmax5 N・mm 
ベースプレート押込側の 

最大曲げモーメント 
18469 

Ｍｘ１ － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.300 

Ｗｃ N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 6.68 

ＬＸ mm ベースプレートの版の短辺長 96 

Ｓmax5 N ベースプレート押込側の最大せん断力 64128 

Ａ mm2 押込み側ベースプレート面積 9600 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 1.18×104 

t4 mm プレート厚 28 

Ｂ1 mm 部材断面有効幅 90 

アンカーボルト 

Ｐ kN アンカーボルト 1 本あたりの引張力 36.26 

Ｖ kN 最大鉛直荷重 0 

Ｎ 本 アンカーボルト全本数 6 

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント 20.20 

Ｘi m 偏心距離 0.140 

Σｎ・Ｘⅰ
2 m2 2 次モーメントの合計値 0.078 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本あたりのせん断力 5.05 

Ｓmax6 kN 柱に生じる最大せん断力 30.30 

Ｐa kN アンカーボルトの許容引張力 63 

Ｑａ kN アンカーボルトの許容せん断力 8 
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表 4－9 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値 

（区間-2）(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ρ t/m3 水の単位体積重量 1.03 

ｈ1 mm 水圧作用高さ 2000 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

ｈ2 mm 風荷重作用高さ 0 

鋼板 

Ｍmax1 N・mm 鋼板に生じる曲げモーメント 980000 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重 0.0123 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 1000 

Ｌ mm 鋼板の長さ 800 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 9.60×104 

柱 

Ｍmax2 N・mm 柱に生じる曲げモーメント 16.19×106 

Ｓmax2 N 柱に生じるせん断力 21210 

Ｚ2 mm3 柱の断面係数 2.28×106 

hw2 mm 柱のウェブ高さ 312 

t2 mm 柱のウェブ厚さ 12 

Ｎmax N 柱の圧縮力 14280 

Ａ mm2 柱の断面積 17190 

はり 

Ｍmax3 N・mm はりに生じる曲げモーメント 7.5×105 

Ｗ N/mm2 設計水平分布荷重 0.01625 

Ｂ mm 荷重の載荷幅 750 

Ｌ mm はりの長さ 700 

Ｓmax3 N はりに生じるせん断力 4270 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 6.26×103 

ｈ3 mm せん断負担幅 750 

t3 mm プレート厚 24 
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表 4－9 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の強度評価に用いる入力値 

（区間-2）(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプレート 

Ｍmax4 N・mm 
ベースプレート引張側の 

最大曲げモーメント 
790000 

Ｐ N アンカーボルト 1 本あたりの引張力 7880 

Ｌ m 部材長 0.100 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 7880 

Ｍmax5 N・mm 
ベースプレート押込側の 

最大曲げモーメント 
2778 

Ｍｘ１ － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.343 

Ｑy1 － 
等分布荷重によるせん断応力算定用の係

数 
1.02 

Ｗｃ N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 0.81 

ＬＸ mm ベースプレートの版の短辺長 100 

Ｓmax5 N ベースプレート押込側の最大せん断力 83 

Ａ mm2 押込み側ベースプレート面積 32 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 3.84×104 

t4 mm プレート厚 32 

Ｂ1 mm 部材断面有効幅 225 

アンカーボルト

Ｐ kN アンカーボルト 1 本あたりの引張力 -7.88

Ｖ kN 最大鉛直荷重 14.28 

Ｎ 本 アンカーボルト全本数 5 

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント 16.19 

Ｘi m 偏心距離 0.199 

Σｎ・Ｘⅰ
2 m2 2 次モーメントの合計値 0.300 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本あたりのせん断力 4.24 

Ｓmax6 kN 柱に生じる最大せん断力 21.21 

Ｐa kN アンカーボルトの許容引張力 82 

Ｑａ kN アンカーボルトの許容せん断力 29 
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5. 評価結果 

図 5－1 に示す防水壁の各部材毎に検定比が最大となる代表部材について，健全性評

価結果を表 5－1 に示す。 

発生応力度は許容限界以下であり，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して十

分な構造強度を有していることを確認した。 

 

表 5－1(1) 構造部材の健全性評価結果 

（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁） 

評価対象部位 

発生値 

（応力度又は 

荷重） 

許容限界値 

発生値 

／許容

限界値 

鋼板 曲げ 88 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

 

はり 

曲げ（強軸） 21 N/mm2 187 N/mm2 0.12 

曲げ（弱軸） 23 N/mm2 235 N/mm2 0.10 

せん断 7 N/mm2 135 N/mm2 0.06 

圧縮 1 N/mm2 93 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.24 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

47 N/mm2 235 N/mm2 0.20 

胴縁 
曲げ 25 N/mm2 235 N/mm2 0.11 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05 

柱 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 219 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 11 N/mm2 235 N/mm2 0.05 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

圧縮 3 N/mm2 177 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.08 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

16 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

ブレース 引張 1 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

アンカーボルト せん断 1 kN 14 kN 0.08 
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表 5－1(2) 構造部材の健全性評価結果 

（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁） 

評価対象部位 

発生値 

（応力度又は 

荷重） 

許容限界値 

発生値 

／許容

限界値 

鋼板 曲げ 88 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

はり 

曲げ（強軸） 21 N/mm2 187 N/mm2 0.12 

曲げ（弱軸） 23 N/mm2 235 N/mm2 0.10 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05 

圧縮 1 N/mm2 93 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.24 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

47 N/mm2 235 N/mm2 0.20 

胴縁 
曲げ 25 N/mm2 235 N/mm2 0.11 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05 

柱 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 219 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 11 N/mm2 235 N/mm2 0.05 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

圧縮 3 N/mm2 177 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.08 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

16 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

ブレース 引張 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

アンカーボルト せん断 4 kN 50 kN 0.08 

 

  



64 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
1 
R1
 

表 5－1(3) 構造部材の健全性評価結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-1（東，西側））） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値 

／許容

限界値 

鋼板 SS400 曲げ 18 N/mm2 235 N/mm2 0.08 

柱 SS400 

曲げ 43 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

せん断 22 N/mm2 135 N/mm2 0.17 

組合せ（曲げ＋せん断） 57 N/mm2 235 N/mm2 0.25 

はり SS400 
曲げ 153 N/mm2 235 N/mm2 0.66 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

ベース 

プレート 
SS400 

曲げ（引張側） 120 N/mm2 235 N/mm2 0.52 

せん断（引張側） 9 N/mm2 135 N/mm2 0.07 

組合せ

（曲げ＋せん断） 

（引張側） 

121 N/mm2 235 N/mm2 0.52 

曲げ（押込側） 164 N/mm2 235 N/mm2 0.70 

せん断（押込側） 21 N/mm2 135 N/mm2 0.16 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 

（押込側） 

168 N/mm2 235 N/mm2 0.72 

アンカー

ボルト
SUS304 

せん断 8 kN 34 kN 0.24 

引張 29 kN 41 kN 0.71 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.55 
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表 5－1(4) 構造部材の健全性評価結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-1（南側））） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値 

／許容

限界値 

鋼板 SS400 曲げ 18 N/mm2 235 N/mm2 0.08 

柱 SS400 

曲げ 43 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

せん断 22 N/mm2 135 N/mm2 0.17 

組合せ（曲げ＋せん断） 57 N/mm2 235 N/mm2 0.25 

はり SS400 
曲げ 153 N/mm2 235 N/mm2 0.66 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

ベース 

プレート 
SS400 

曲げ（引張側） 123 N/mm2 235 N/mm2 0.53 

せん断（引張側） 15 N/mm2 135 N/mm2 0.12 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 

（引張側） 

126 N/mm2 235 N/mm2 0.54 

曲げ（押込側） 142 N/mm2 235 N/mm2 0.61 

せん断（押込側） 26 N/mm2 135 N/mm2 0.20 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 

（押込側） 

149 N/mm2 235 N/mm2 0.64 

アンカー 

ボルト 
SUS304 

せん断 6 kN 8 kN 0.75 

引張 37 kN 63 kN 0.59 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.73 
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表 5－1(5) 構造部材の健全性評価結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-2）） 

評価対象部位 

発生値 

（応力度又は 

荷重） 

許容限界値 

発生値 

／許容

限界値 

鋼板 SS400 曲げ 11 N/mm2 235 N/mm2 0.05 

柱 SS400 

曲げ 8 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

圧縮 1 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋軸力） 
13 N/mm2 235 N/mm2 0.06 

組合せ（曲げ＋軸力） － － － － 0.03 

はり SS400 
曲げ 120 N/mm2 235 N/mm2 0.52 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

ベース 

プレート 
SS400 

曲げ（引張側） 21 N/mm2 235 N/mm2 0.09 

せん断（引張側） 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

組合せ

（曲げ＋せん断） 

（引張側） 

21 N/mm2 235 N/mm2 0.09 

曲げ（押込側） 17 N/mm2 235 N/mm2 0.08 

せん断（押込側） 3 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 

（押込側） 

17 N/mm2 235 N/mm2 0.08 

アンカー

ボルト
SD295 

せん断 5 kN 29 kN 0.18 

引張 8 kN 82 kN 0.10 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.03 
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図 5－1(1) 最大検定比箇所（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁）

：はり最大 

：柱最大 

：ブレース最大 

：アンカーボルト最大 

Ｎ 

Ｎ 
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図 5－1(2) 最大検定比箇所（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁） 

：はり最大 

：柱最大 

：ブレース最大 

：アンカーボルト最大 

Ｎ 

Ｎ 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づ

き，溢水防護設備である原子炉建物水密扉，タービン建物水密扉，廃棄物処理建物水密

扉，ディーゼル燃料移送ポンプエリア水密扉，制御室建物水密扉，サイトバンカ建物水

密扉，取水槽海水ポンプエリア水密扉，復水貯蔵タンク水密扉，補助復水貯蔵タンク水

密扉，トーラス水受入タンク水密扉及び屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク

～原子炉建物）水密扉（以下「水密扉」という。）が，発生を想定する溢水による静水

圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持するこ

とを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 検討対象水密扉一覧 

検討対象の水密扉を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 検討対象水密扉一覧(1/2) 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL（m） 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 2.6 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 1.3 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 1.3 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 1.3 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 1.3 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 2.8 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 2.6 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 1.3 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 2.8 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 1.3 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 1.3 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 8.8 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 8.8 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 8.8 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 8.8 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 8.8 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 15.3 

18 原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉＊ 15.3 

19 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 2.65 

20 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 8.8 

21 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 12.5 

22 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 12.5 

23 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 12.5 

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 8.8 

25 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 15.3 

26 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 15.3 

27 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 25.3 

28 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側水

密扉 
8.7 
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表 2－1 検討対象水密扉一覧(2/2) 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL（m） 

29 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側水

密扉  
8.7 

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 8.8 

31 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 8.8 

32 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 1.1 

33 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 1.1 

34 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 1.1 

35 復水貯蔵タンク水密扉 16.1 

36 補助復水貯蔵タンク水密扉 16.1 

37 トーラス水受入タンク水密扉 16.1 

38 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
11.261 

注記＊：原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉の耐震性評価は，Ⅵ-2-9-3-2「原子炉建物機器

搬出入口の耐震性についての計算書」で示しているため，強度計算書（溢水）の

みに記載している。 
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2.2 配置概要 

原子炉建物水密扉の設置位置図を図 2－1 に，タービン建物水密扉の設置位置図を

図 2－2 に，廃棄物処理建物水密扉の設置位置図を図 2－3 に，ディーゼル燃料移送ポ

ンプエリア水密扉の設置位置図を図 2－4 に，制御室建物水密扉の設置位置図を図 2

－5 に，サイトバンカ建物水密扉の設置位置図を図 2－6 に，取水槽海水ポンプエリ

ア水密扉を図 2－7 に，復水貯蔵タンク水密扉，補助復水貯蔵タンク水密扉，トーラ

ス水受入タンク水密扉及び屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建

物）水密扉の設置位置図を図 2－8 に示す。 

PN

123

4

5

6

7 8

9

10

11  

 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 

図 2－1(1) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 地下 2 階） 

原子炉建物 EL 1300 
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PN

12

13 14

15

16

 

 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 

図 2－1(2) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 地下 1 階） 

 

  

原子炉建物 EL 8800 
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図 2－1(3) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 1 階） 
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PN

19

19 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉

図 2－2(1) 水密扉の設置位置図（タービン建物 地下 1 階） 

PN

20

20 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉

図 2－2(2) 水密扉の設置位置図（タービン建物 1 階） 

タービン建物 EL 2000

タービン建物 EL 5500
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PN

22

2123

21 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉

22 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉

23 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉

図 2－2(3) 水密扉の設置位置図（タービン建物 2 階） 

タービン建物 EL 12500
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PN

24

 

 

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 

図 2－3(1) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 地下 1 階） 

 

  

廃棄物処理建物 EL 8800 
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PN

2526

25 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 

26 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 

図 2－3(2) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 1 階） 

廃棄物処理建物 EL 15300 



 

11 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
2 
R1
 

PN

27

 

 

27 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 

図 2－3(3) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 2 階） 

 

  

廃棄物処理建物 EL 22100 
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PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

29

28

28 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側水密扉 

29 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側水密扉 

図 2－4 水密扉の設置位置図（ディーゼル燃料移送ポンプエリア） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア EL 8700 
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30  

 

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 

図 2－5 水密扉の設置位置図（制御室建物 2 階） 

 

  

制御室建物 EL 8800 
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31

 

 

31 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 

図 2－6 水密扉の設置位置図（サイトバンカ建物 1 階） 

 

  

サイトバンカ建物 EL 8800 
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32 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 

33 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 

34 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 

図 2－7 水密扉の設置位置図（取水槽海水ポンプエリア） 

32 33 34 
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35 復水貯蔵タンク水密扉 

36 補助復水貯蔵タンク水密扉 

37 トーラス水受入タンク水密扉

38 屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）水密扉 

図 2－8 水密扉の設置位置図（復水貯蔵タンクエリア及び 

屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）エリア） 

37 

36 

35 
38 

PN

原子炉建物 
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2.3 構造計画 

水密扉の構造は，タイプⅠ～タイプⅣに区分しており，各水密扉の構造タイプを表

2－2，構造計画を表 2－3～表 2－6 に示す。 

表 2－2  水密扉の構造タイプ一覧(1/2) 

水密扉 No. 扉名称 構造タイプ 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 タイプⅡ

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 タイプⅡ

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 タイプⅡ

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 タイプⅡ

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 タイプⅡ

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 タイプⅡ

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 タイプⅡ

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 タイプⅠ

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 タイプⅠ

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 タイプⅠ

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 タイプⅡ

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） タイプⅡ

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 タイプⅠ,Ⅳ

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 タイプⅠ,Ⅳ

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） タイプⅠ,Ⅳ

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 タイプⅡ

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 タイプⅠ,Ⅳ

18 原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉 タイプⅠ

19 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 タイプⅠ

20 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 タイプⅠ

21 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 タイプⅠ

22 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 タイプⅠ

23 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 タイプⅠ

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 タイプⅡ,Ⅳ

25 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 タイプⅡ

26 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 タイプⅡ

27 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 タイプⅡ

28 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側水

密扉 
タイプⅢ
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表 2－2  水密扉の構造タイプ一覧(2/2) 

水密扉 No. 扉名称 構造タイプ 

29 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側水

密扉  
タイプⅢ

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 タイプⅠ,Ⅳ

31 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 タイプⅠ

32 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） タイプⅡ

33 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） タイプⅡ

34 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） タイプⅡ

35 復水貯蔵タンク水密扉 タイプⅡ

36 補助復水貯蔵タンク水密扉 タイプⅡ

37 トーラス水受入タンク水密扉 タイプⅡ

38 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
タイプⅡ
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表 2－3 水密扉の構造計画（タイプⅠ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（差込形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

  

扉枠 

芯材 

扉板 

ヒンジ 

カンヌキ アンカーボルト 

床面 

扉板 

芯材 建物(躯体) 

建物(躯体) 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

建物(躯体) 
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表 2－4 水密扉の構造計画（タイプⅡ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（回転形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（回転形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

扉枠 

扉板 

芯材 

ヒンジカンヌキ

床面 

扉板 

芯材 

アンカーボルト

建物(躯体) 

アンカーボルト

建物(躯体) 
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表 2－5 水密扉の構造計画（タイプⅢ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が鉄骨躯

体に固定され，

扉閉止時におい

ては，カンヌキ

（レバー形）に

より扉と鉄骨躯

体が一体化する

構造とする。 

 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（レバー形）を

鉄骨躯体に差込

み，扉と鉄骨躯

体を一体化させ

る構造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

  

扉板 

芯材 

ヒンジ 

カンヌキ 

 

床面 

扉板 

芯材 
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表 2－6 水密扉の構造計画（タイプⅣ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は，カンヌキに

より扉と扉枠が

一体化する構造

とする。 

扉枠はパネル部

へ接合される構

造 と す る 。 ま

た，パネル部は

アンカーボルト

により躯体へ固

定する構造とす

る。 

扉部と躯体との

間にパネル部を

有 す る 構 造 と

し，扉部とパネ

ル部により構成

する。扉部は片

開型の鋼製扉と

し，鋼製の扉板

に 芯 材 を 取 付

け，扉に設置さ

れたカンヌキを

鋼製の扉枠に差

込み，扉と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉枠はパ

ネ ル 部 と 接 合

し，一体化させ

る構造とする。 

床面 

扉板 

芯材 

アンカーボルト建物(躯体) 

建物(躯体) 

アンカーボルト

はり 柱 

建物(躯体)アンカーボルト 

パネル芯材 

パネル板 

パネル板 
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2.4 評価方針 

水密扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，水密扉の評

価対象部位に作用する応力等が許容限界内に収まることを，各設備の「3. 強度評

価」に示す方法により，水密扉のタイプごとに「3.1.5 評価条件」，「3.2.5 評価

条件」，「3.3.5 評価条件」，「3.4.5 評価条件」に示す評価条件を用いて評価

し，応力評価の確認結果を「4. 評価結果」にて確認する。 

水密扉の強度評価フローを図 2－9 に示す。水密扉の強度評価においては，その構

造を踏まえ，静水圧荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，評価対象部位を設定する。 

 

(1) タイプⅠ 

水密扉のタイプⅠの強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，扉板，芯材，カンヌキの発生応力並びにアンカーボルトの発生荷重を算定し，

許容限界との比較を行う。 

 

(2) タイプⅡ 

水密扉のタイプⅡの強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，扉板，芯材の発生応力並びにアンカーボルトの発生荷重を算定し，許容限界と

の比較を行う。 

 

(3) タイプⅢ 

水密扉のタイプⅢの強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，扉板，芯材の発生応力を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

(4) タイプⅣ 

水密扉のタイプⅣの強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，パネル部を構成するパネル板，柱，はり，パネル芯材の発生応力並びにアンカ

ーボルトの発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

なお，扉部については，タイプⅠ及びタイプⅡに含めて評価する。 
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図 2－9 水密扉の強度評価フロー 

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法

・断面算定方法

評価条件の設定 

強度評価 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定）

(4) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材

(6) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材

(7) ＪＩＳ Ｂ １０５４－１－2013 耐食ステンレス鋼製締結用部品の機械的性質
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2.6 記号の説明 

水密扉の強度評価に用いる記号を表 2－7～表 2－10 に示す。 

表 2－7 強度評価に用いる記号（タイプⅠ）(1/2) 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｍ1 kN・m/m 扉板の曲げモーメント 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m 芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN 芯材のせん断力 

ｗ2 kN/m 芯材に作用する等分布荷重 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 

σ2 N/mm2 芯材の曲げ応力度 

τ2 N/mm2 芯材のせん断応力度 

Ｒ3 kN カンヌキに作用する荷重

Ｐ3 kN 設計水圧荷重 

ｎ3 本 カンヌキの本数

Ｌ31 mm 躯体開口部の高さ 

Ｌ32 mm 躯体開口部の幅 

Ｍ4 kN・m カンヌキの曲げモーメント

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力

Ｌ4 mm カンヌキの突出長さ

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積

σ4 N/mm2 カンヌキの曲げ応力度

τ4 N/mm2 カンヌキのせん断応力度

ｓｆｔ 4 N/mm2 カンヌキの短期許容引張応力度

Ｒ5 kN 
上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負

担する荷重 
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表 2－7 強度評価に用いる記号（タイプⅠ）(2/2) 

記号 単位 定義 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力

Ｔ5a kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力

ｎ51 本 引張力を負担するアンカーボルト本数 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力

Ｑ5a kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力

ｎ52 本 せん断力を負担するアンカーボルト本数 
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表 2－8 強度評価に用いる記号（タイプⅡ） 
 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｍ1 kN・m/m 扉板の曲げモーメント 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 

Ｍ1’ kN・m/m 扉板の曲げモーメント 

Ｍｘ 1 ― 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m 芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN 芯材のせん断力 

ｗ2 kN/m 芯材に作用する等分布荷重 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 

σ2 N/mm2 芯材の曲げ応力度 

τ2 N/mm2 芯材のせん断応力度 

Ｒ3 kN 
上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負

担する荷重 

Ｑ3 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑ3a kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 

ｎ3 本 せん断力を負担するアンカーボルト本数 
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表 2－9 強度評価に用いる記号（タイプⅢ） 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｍ1 kN・m/m 扉板の曲げモーメント 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m 芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN 芯材のせん断力 

ｗ2 kN/m 芯材に作用する等分布荷重 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 

σ2 N/mm2 芯材の曲げ応力度 

τ2 N/mm2 芯材のせん断応力度 
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表 2－10 強度評価に用いる記号（タイプⅣ）(1/2) 
 

記号 単位 定義 

Ｐｈ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 

ρｏ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈ mm 水圧作用高さ 

Ｍ1 kN・m/m パネル板の曲げモーメント 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 

σｂ 1 N/mm2 パネル板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 

ｗ2 kN/m パネル芯材に作用する等分布荷重 

Ｍ2 kN・m パネル芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN パネル芯材のせん断力 

Ｌ2 mm パネル芯材の支持スパン 

ｂ2 mm パネル芯材に作用する荷重の負担幅 

σｂ 2 N/mm2 パネル芯材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 

τ2 N/mm2 パネル芯材のせん断応力度 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 

σｂｘ 3 N/mm2 柱の強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱の弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

τｘ 3 N/mm2 柱の強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱の弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱の軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 
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表 2－10 強度評価に用いる記号（タイプⅣ）(2/2) 

記号 単位 定義 

σｂｘ 4 N/mm2 はりの強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりの弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 はりの強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりの弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりの軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力

Ｔ5a kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力

Ｑ5a kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力
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3. 強度評価

3.1 タイプⅠ 

3.1.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を

踏まえ選定する。 

水密扉を閉める方向に生じる静水圧荷重（以下「正圧」という。）は，扉板か

ら芯材を介し扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周囲

の建物躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板，芯材及びアンカーボル

トとする。

水密扉を開く方向に生じる静水圧荷重（以下「負圧」という。）は，扉板から

芯材に伝わり，カンヌキに伝達され，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開

口部周囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板，芯材，カンヌキ及

びアンカーボルトとする。 

アンカーボルトについては，荷重を伝達する芯材の取付け方向又は扉板の辺長

比を踏まえ，水平方向に芯材を配置する構造若しくは扉板の短辺方向へ支配的に

荷重を伝達する構造である場合はヒンジ側及び扉開閉側のアンカーボルトを，鉛

直方向に芯材を配置する場合は扉上部側及び扉下部側のアンカーボルトを評価対

象部位として選定する。 

なお，ヒンジは静水圧荷重の伝達経路とならないため，評価対象外とする。 

タイプⅠ水密扉リストを表 3.1－1 に示す。

また，代表として評価結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉 No.9 の強度

評価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の例を図 3.1－1 及び図 3.1－2 に示す。 
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図 3.1－1 水密扉に作用する荷重の例（正圧） 

：静水圧荷重 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 

扉枠 

芯材 

扉板 

ヒンジ 

カンヌキ 

アンカーボルト 

躯体 

(扉上部側) 

アンカーボルト 

(扉下部側) 

ヒンジ 芯材 扉板 

カンヌキ 

正面図 断面図 

平面図 

扉板 

アンカーボルト 
(扉側面側) 

アンカーボルト 

(扉側面側) 



 

34 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
2 
R1
 

 

      

 

 

 

 

 

図 3.1－2 水密扉に作用する荷重の例（負圧）  

：静水圧荷重 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 

扉枠 

芯材 

扉板 

ヒンジ 

カンヌキ 

アンカーボルト 

躯体 

(扉上部側) 

アンカーボルト 

(扉下部側) 

ヒンジ 
芯材 

扉板 

カンヌキ 

正面図 断面図 

平面図 

扉板 

アンカーボルト 

(扉側面側) 

アンカーボルト 

(扉側面側) 
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表 3.1－1 タイプⅠ水密扉リスト 

水密扉 No. 扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 〇 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 

18 原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉 

19 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉

20 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉

21 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉

22 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉

23 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 

31 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉



36 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
2 
R1
 

3.1.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

3.1.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ）

溢水に伴う静水圧荷重を考慮する。溢水に伴う荷重は，対象とする水の密

度に当該部分の水圧作用高さを乗じた次式により算出する。この時，扉下端

に作用する静水圧荷重が等分布に作用するものとして，安全側に評価する。

水圧作用高さ及び水の密度を表 3.1－2 に示す。 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ρｏ ：水の密度（t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈ ：水圧作用高さ（mm）
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表 3.1－2 水圧作用高さ及び水の密度 

水密扉

No. 
扉名称 

水圧作用高さ 

（mm） 

水の 

密度 

（t/m3） 正圧 負圧 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 3700 － 1.03 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 4100 3700 1.03 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 7000 － 1.03 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 1600 6500 1.03 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 880 － 1.03 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 1520 － 1.03 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 2150 － 1.03 

18 原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉 － 600 1.03 

19 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 6500 － 1.03 

20 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 6200 － 1.03 

21 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 2500 － 1.03 

22 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 － 2500 1.03 

23 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 3040 － 1.03 

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 6500 － 1.03 

31 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 4440 － 1.03 

 

3.1.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおり設定する。 

 

Ｐｈ
 

Ｐｈ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 
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3.1.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.1.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえて設定する。 

3.1.3.1 使用材料 

水密扉を構成する，扉板，芯材，カンヌキ及びアンカーボルトの使用材料

を表 3.1－3 に示す。 

表 3.1－3 扉板，芯材，カンヌキ及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-50 

芯材 SS400 [－250×90×11×14.5 

カンヌキ SUS304 80φ 

アンカーボルト SS400 M16 
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3.1.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，2005 年改定）」（以下「Ｓ規準」という。）を踏まえて表 3.1－

4 の値とする。 

 

表 3.1－4 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 135 

SS400（40＜ｔ≦100）＊ 215 124 

SUS304 205 118 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.1.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」（以下「各種合成構造設計指

針・同解説」という。）に基づき算定した，表 3.1－5 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3.1－5 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 17 25 
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3.1.4 評価方法 

水密扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.1.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける四辺固定の矩形版として算定す

る。この時，実際に作用する静水圧荷重は，三角形分布であるが，扉下端に

作用する静水圧荷重が扉板全面に等分布で作用するものとして，安全側に評

価する。扉板に作用する荷重の例を図 3.1－3 に示す。 

 

Ｍ 1＝Ｐｈ・Ｌ11・10-3・（Ｌ 12・10-3） 2／12 

 

ここで， 

Ｐｈ＝ρo・g・ｈ・10-3  

Ｍ 1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｌ 11 ：扉板の長辺長さ（mm） 

Ｌ 12 ：扉板の短辺長さ（mm） 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ρ o ：水の密度（t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈ  ：水圧作用高さ（mm） 

Ｌ12

Ph

 

図 3.1－3 扉板に作用する荷重の例  
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(2) 芯材

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして算定

する。なお，芯材の取付け方向は，水平・鉛直の 2 方向であり，両者とも扉

下端に作用する静水圧荷重に，芯材の支配幅を乗じた荷重が等分布に作用す

るものとして，安全側に評価する。芯材に作用する荷重の例を図 3.1－4 に

示す。 

Ｍ 2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ 2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

ここで， 

ｗ 2＝Ｐｈ・ｂ2・10-3 

ｗ 2 ：芯材に作用する等分布荷重（kN/m） 

Ｍ 2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ｌ 2 ：芯材の支持スパン（mm） 

ｂ 2 ：芯材に作用する荷重の負担幅（mm） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ2

ｗ2

図 3.1－4 芯材に作用する荷重の例 
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(3) カンヌキ

カンヌキに生じる荷重は，次式により算定する扉に作用する全静水圧荷重

を集中荷重に置換した設計水圧荷重により算定する。カンヌキに生じる応力

の例を図 3.1－5 に示す。 

Ｒ 3＝Ｐ 3／ｎ 3

Ｐ 3＝Ｐｈ・Ｌ31・Ｌ 32・10-6

Ｒ 3 ：カンヌキに作用する荷重（kN） 

Ｐ 3 ：設計水圧荷重（kN） 

ｎ 3 ：カンヌキの本数（本）

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ 31 ：躯体開口部の高さ（mm） 

Ｌ 32 ：躯体開口部の幅（mm） 

図 3.1－5 カンヌキに作用する応力の例 

Ｒ3＝Ｐ 3／ｎ 3

カンヌキ

Ｐ3 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，片持ちばりとして次式により算定する。カン

ヌキに生じる荷重の例を図 3.1－6 に示す。 

 

Ｍ4＝Ｒ 3・Ｌ 4・10-3 

Ｑ4＝Ｒ 3 

 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ3 ：カンヌキに作用する荷重（kN） 

Ｌ4 ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

 

 

 

図 3.1－6 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ3 

Ｌ4 
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(4) アンカーボルト

アンカーボルトに生じる応力は，溢水による静水圧荷重を左右若しくは上

下に配置されたアンカーボルトに分配する。アンカーボルトに作用する荷重

の例を図 3.1－7 に示す。 

Ｒ 5＝Ｌ 11・Ｌ12・Ｐｈ・10-6／2 

Ｒ 5 ：上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負担する 

 荷重(kN) 

Ｌ 11 ：扉板の長辺長さ(mm) 

Ｌ 12 ：扉板の短辺長さ(mm) 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

Ｔ 5＝Ｒ 5／ｎ 51

Ｔ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

ｎ 51 ：引張力を負担するアンカーボルト本数(本) 

Ｑ 5＝Ｒ 5／ｎ 52

Ｑ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

ｎ 52 ：せん断力を負担するアンカーボルト本数(本) 

図 3.1－7 アンカーボルトに作用する荷重の例 

平面図 

アンカーボルト

(扉側面側)

アンカーボルト

(扉側面側)
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3.1.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

(1) 扉板

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であること

を確認する。 

σ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1

σ 1 ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ 1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ 1 ：扉板の断面係数（mm3/m） 

(2) 芯材

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

a. 芯材に生じる曲げ応力度

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2

σ2 ：芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：芯材の断面係数（mm3） 

b. 芯材に生じるせん断応力度

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2

τ2 ：芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：芯材のせん断断面積（mm2） 
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(3) カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短期

許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. カンヌキに生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

b. カンヌキに生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／Ａ 4 

 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ａ4 ：カンヌキのせん断断面積（mm2） 

 

c. カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応力度以下で

あることを確認する。 

    2 2
4 4 s t 43 f  

 

ｓｆｔ 4 ：カンヌキの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 
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(4) アンカーボルト

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構

造設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下

であることを確認する。 

Ｔ 5／Ｔ 5a ≦ 1.0

Ｑ 5／Ｑ 5a ≦ 1.0

Ｔ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 5a ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

Ｑ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 5a ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 
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3.1.5 評価条件 

「3.1.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3.1－6 に示す。 

 

表 3.1－6 強度評価に用いる条件 

対象部位 
記

号 
単位 定義 

水密扉

No. 

9 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

ｈ mm 水圧作用高さ 4100 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 2910 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 2190 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 1213000 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 2910 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 1095 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 374000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 2431 

カンヌキ 

ｎ3 本 カンヌキの本数 12 

Ｌ31 mm 躯体開口部の高さ 2960 

Ｌ32 mm 躯体開口部の幅 2310 

Ｌ4 mm カンヌキの突出長さ 131 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 50270 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 5027 

アンカー

ボルト 

ｎ51 本 
引張力を負担するアンカーボル

ト本数 
12 

ｎ52 本 
せん断力を負担するアンカーボ

ルト本数 
9 
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3.2 タイプⅡ 

3.2.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を

踏まえ選定する。 

水密扉を閉める方向に外部から生じる静水圧荷重は，扉板から芯材を介し扉枠

に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周囲の建物躯体に伝達

されることから，評価対象部位は扉板，芯材及びアンカーボルトとする。 

アンカーボルトについては，荷重を伝達する芯材の取付け方向又は扉板の辺長

比を踏まえ，水平方向に芯材を配置する構造若しくは扉板の短辺方向へ支配的に

荷重を伝達する構造である場合はヒンジ側及び扉開閉側のアンカーボルトを，鉛

直方向に芯材を配置する場合は扉上部側及び扉下部側のアンカーボルトを評価対

象部位として選定する。 

なお，ヒンジは静水圧荷重の伝達経路とならないため，評価対象外とする。 

タイプⅡ水密扉リストを表 3.2－1 に示す。

また，代表として評価結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉 No.1 及び

No.32 の強度評価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の例を図 3.2－1 に示す。 
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図 3.2－1 水密扉に作用する荷重の例 

：静水圧荷重 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 

扉枠 

芯材 

扉板 

ヒンジカンヌキ

躯体 

アンカーボルト

(扉下部側)正面図 断面図 

扉板 

芯材 

ヒンジ

芯材 

扉板 カンヌキ

平面図 

アンカーボルト

(扉上部側)

(扉側面側)

アンカーボルト

(扉側面側)

アンカーボルト
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表 3.2－1 タイプⅡ水密扉リスト 

水密扉

No. 
扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 〇 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉  

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉  

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉  

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉  

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉  

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉  

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉  

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側）  

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉  

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉  

25 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉  

26 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉  

27 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉  

32 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 〇 

33 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中）  

34 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西）  

35 復水貯蔵タンク水密扉  

36 補助復水貯蔵タンク水密扉  

37 トーラス水受入タンク水密扉  

38 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

水密扉 
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3.2.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

3.2.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ）

溢水に伴う静水圧荷重を考慮する。溢水に伴う荷重は，対象とする水の密

度に当該部分の水圧作用高さを乗じた次式により算出する。この時，扉下端

に作用する静水圧荷重が等分布に作用するものとして，安全側に評価する。

水圧作用高さ及び水の密度を表 3.2－2 に示す。  

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ρ０ ：水の密度（t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈ ：水圧作用高さ（mm） 
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表 3.2－2 水圧作用高さ及び水の密度 

水密

扉 No. 
扉名称 

水圧作用高さ 

（mm） 

水の 

密度 

（t/m3） 正圧 負圧 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 3500 － 1.03 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 4600 － 1.03 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 2200 － 1.03 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 2200 － 1.03 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 2200 － 1.03 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 1080 － 1.03 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 3500 － 1.03 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 2200 － 1.03 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 1520 － 1.03 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 6200 － 1.03 

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 3500 － 1.03 

25 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 1900 － 1.03 

26 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 2650 － 1.03 

27 
廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側 

水密扉 
3810 － 1.03 

32 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 9700 － 1.03 

33 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 9700 － 1.03 

34 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 9700 － 1.03 

35 復水貯蔵タンク水密扉 8000 － 1.03 

36 補助復水貯蔵タンク水密扉 8000 － 1.03 

37 トーラス水受入タンク水密扉 8000 － 1.03 

38 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原

子炉建物）水密扉 
12900 － 1.03 
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3.2.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおり設定する。 

Ｐｈ

Ｐｈ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 
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3.2.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.2.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえて設定する。 

3.2.3.1 使用材料 

水密扉を構成する，扉板，芯材及びアンカーボルトの使用材料を表 3.2－

3 に示す。 

表 3.2－3 扉板，芯材及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-9 

芯材 SS400 H-200×200×8×12

アンカーボルト SS400 M16 
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3.2.3.2 許容限界 

(1) 鋼材

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3.2－4 の値とする。

表 3.2－4 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 135 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

(2) アンカーボルト

アンカーボルトの許容限界は，「3.2.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 3.2－5 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。

表 3.2－5 アンカーボルトの許容限界の算定値 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 25 19 
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3.2.4 評価方法 

水密扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している評価式を用いる。 

3.2.4.1 応力算定 

(1) 扉板

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける四辺固定の矩形版として算定す

る。この時，実際に作用する静水圧荷重は，三角形分布であるが，扉下端に

作用する静水圧荷重が扉板全面に等分布で作用するものとして，安全側に評

価する。扉板に作用する荷重の例を図 3.2－2 に示す。 

a. 一般部

Ｍ1＝Ｐｈ・Ｌ11・10-3・（Ｌ 12・10-3） 2／12

ここで， 

Ｐｈ＝ρo・g・ｈ・10-3 

Ｍ1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｌ11 ：扉板の長辺長さ（mm） 

Ｌ12 ：扉板の短辺長さ（mm） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ρo ：水の密度（t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈ ：水圧作用高さ（mm） 

b. 水密扉 No.32～38（取水槽海水ポンプエリア，復水貯蔵タンクエリア及

び屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）エリア） 

Ｍ1’＝Ｍｘ１・Ｐｈ・（Ｌ 12・10-3）2 

Ｍ1’ ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｍｘ 1 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｌ12 ：扉板の短辺長さ（mm） 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 
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Ｌ12

Ph

 

図 3.2－2 扉板に作用する荷重の例 

 

 (2) 芯材 

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして算定

する。なお，芯材の取付け方向は，水平・鉛直の 2 方向があるが，両者とも

扉下端に作用する静水圧荷重に，芯材の支配幅（＝間隔）を乗じた荷重が等

分布に作用するものとして，安全側に評価する。芯材に作用する荷重の例を

図 3.2－3 に示す。 

 

Ｍ 2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ 2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

 

ここで， 

ｗ 2＝Ｐｈ・ｂ2・10-3 

ｗ 2 ：芯材に作用する等分布荷重（kN/m） 

Ｍ 2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ 2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ｌ 2 ：芯材の支持スパン（mm）  

ｂ 2 ：芯材に作用する荷重の負担幅（mm） 

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ2

ｗ2

 

図 3.2－3 芯材に作用する荷重の例 
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(3) アンカーボルト

アンカーボルトに生じる応力は，溢水による静水圧荷重を左右若しくは上

下に配置されたアンカーボルトに分配する。アンカーボルトに作用する荷重

の例を図 3.2－4 に示す。 

Ｒ 3＝Ｌ 11・Ｌ12・Ｐｈ・10-6／2 

Ｒ 3 ：上下又は左右の 2 辺のうち，1 辺のアンカーボルトが負担する 

 荷重(kN) 

Ｌ 11 ：扉板の長辺長さ(mm) 

Ｌ 12 ：扉板の短辺長さ(mm) 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

Ｑ 3＝Ｒ 3／ｎ 3

Ｑ 3 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

ｎ 3 ：せん断力を負担するアンカーボルト本数(本) 

図 3.2－4 アンカーボルトに作用する荷重の例 

Ｒ3

Ｑ3
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3.2.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であること

を確認する。 

 

σ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

 

σ 1 ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ 1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ 1 ：扉板の断面係数（mm3/m） 

 

(2) 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 芯材に生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

 

σ2 ：芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：芯材の断面係数（mm3） 

 

b. 芯材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

 

τ2 ：芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：芯材のせん断断面積（mm2） 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力が，「各種合成構造設計指

針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。 

Ｑ 3／Ｑ 3a ≦ 1.0 

 

Ｑ 3 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 3a ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

  



62 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
2 
R1
 

3.2.5 評価条件 

「3.2.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3.2－6 及び表 3.2－7 に示す。 

表 3.2－6 強度評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

1 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

ｈ mm 水圧作用高さ 3500 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 2648 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 690 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 35750 

芯材 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 2648 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 537.5 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 472000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 1408 

アンカー

ボルト
ｎ3 本 

せん断力を負担するアンカー

ボルト本数 
9 

表 3.2－7 強度評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

32 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

ｈ mm 水圧作用高さ 9700 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 1920 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 635 

Ｍｘ 1 ― 
等分布荷重による曲げ応力算

定用の係数 
0.083 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 42667 

芯材 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 1920 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 635 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 585000 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 7070 
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3.3 タイプⅢ 

3.3.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を

踏まえ選定する。 

水密扉を閉める方向に外部から生じる静水圧荷重は，扉板から芯材を介し開口

部周囲の鉄骨躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板及び芯材とする。 

なお，ヒンジは静水圧荷重の伝達経路とならないため，評価対象外とする。 

また，タイプⅢ水密扉は No.28，No.29 であり，同様の構造であることを踏ま

え，代表として水密扉 No.28 にて評価を行う。 

水密扉に作用する荷重の例を図 3.3－1 に示す。 
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図 3.3－1 水密扉に作用する荷重の例 

：静水圧荷重 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 

 

芯材 

扉板 

ヒンジ 

躯体 

ヒンジ 扉板 

正面図 断面図 

平面図 

扉板 

芯材 

カンヌキ 

カンヌキ 
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3.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

3.3.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ）

溢水に伴う静水圧荷重を考慮する。溢水に伴う荷重は，対象とする水の密

度に当該部分の水圧作用高さを乗じた次式により算出する。この時，扉下端

に作用する静水圧荷重が等分布に作用するものとして，安全側に評価する。

水圧作用高さ及び水の密度を表 3.3－1 に示す。  

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm)

表 3.3－1 水圧作用高さ及び水の密度 

水密扉

No. 
扉名称 

水圧作用高さ 

（mm） 

水の 

密度 

（t/m3） 正圧 負圧 

28 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側

水密扉 
550 － 1.03 

29 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側

水密扉 
550 － 1.03 
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3.3.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおり設定する。 

Ｐｈ

Ｐｈ：扉下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

3.3.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえて設定する。 

3.3.3.1 使用材料 

水密扉を構成する，扉板及び芯材の使用材料を表 3.3－2 に示す。 

表 3.3－2 扉板及び芯材の使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 

芯材 SS400 
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3.3.3.2 許容限界 

(1) 鋼材

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3.3－3 の値とする。

表 3.3－3 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 135 

注記＊：ｔは板厚を示す。 
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3.3.4 評価方法 

水密扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している評価式を用いる。 

3.3.4.1 応力算定 

(1) 扉板

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける四辺固定の矩形版として算定す

る。この時，実際に作用する静水圧荷重は，三角形分布であるが，扉下端に

作用する静水圧荷重が扉板全面に等分布で作用するものとして，安全側に評

価する。扉板に作用する荷重の例を図 3.3－2 に示す。 

Ｍ 1＝Ｐｈ・Ｌ11・10-3・（Ｌ 12・10-3） 2／12 

ここで， 

Ｐｈ＝ρo・g・ｈ・10-3 

Ｍ 1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｌ 11 ：扉板の長辺長さ（mm） 

Ｌ 12 ：扉板の短辺長さ（mm） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

ρ o ：水の密度（t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈ ：水圧作用高さ（mm） 

Ｌ12

Ph

図 3.3－2 扉板に作用する荷重の例 
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(2) 芯材

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして算定

する。なお，芯材の取付け方向は，水平・鉛直の 2 方向があるが，両者とも

扉下端に作用する静水圧荷重に，芯材の支配幅（＝間隔）を乗じた荷重が等

分布に作用するものとして，安全側に評価する。芯材に作用する荷重の例を

図 3.3－3 に示す。 

Ｍ 2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ 2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

ここで， 

ｗ 2＝Ｐｈ・ｂ2・10-3 

ｗ 2 ：芯材に作用する等分布荷重（kN/m） 

Ｍ 2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ 2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ｌ 2 ：芯材の支持スパン（mm） 

ｂ 2 ：芯材に作用する荷重の負担幅（mm） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ2

ｗ2

図 3.3－3 芯材に作用する荷重の例 
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3.3.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

(1) 扉板

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であること

を確認する。 

σ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1

σ 1 ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ 1 ：扉板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ 1 ：扉板の断面係数（mm3/m） 

(2) 芯材

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

a. 芯材に生じる曲げ応力度

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2

σ2 ：芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：芯材の断面係数（mm3） 

b. 芯材に生じるせん断応力度

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2

τ2 ：芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：芯材のせん断断面積（mm2） 
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3.3.5 評価条件 

「3.3.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3.3－4 に示す。 

表 3.3－4 強度評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

28 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

ｈ mm 水圧作用高さ 550 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

扉板 

Ｌ11 mm 扉板の長辺長さ 980 

Ｌ12 mm 扉板の短辺長さ 588 

Ｚ1 mm3/m 扉板の断面係数 5880 

芯材 

Ｌ2 mm 芯材の支持スパン 980 

ｂ2 mm 芯材に作用する荷重の負担幅 494 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 37600 

Ａ2 mm2 芯材のせん断断面積 425 
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3.4 タイプⅣ 

3.4.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を

踏まえ選定する。 

タイプⅣのうち，扉部については，「3.1 タイプⅠ」及び「3.2 タイプⅡ」

で評価しているため，「3.4 タイプⅣ」ではパネル部（パネル板，柱，はり，

パネル芯材，アンカーボルト）を評価対象部位とする。 

タイプⅣ水密扉リストを表 3.4－1 に示す。

また，代表として評価結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉 No.30 の強度

評価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の例を図 3.4－1 に示す。 
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図 3.4－1 水密扉に作用する荷重の例 

  

：静水圧荷重 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 

柱 

はり パネル芯材 

建物（躯体） 

正面図 

断面図 
平面図 

はり 柱 

パネル板 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

建物（躯体） 

アンカーボルト 

アンカーボルト 
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表 3.4－1 タイプⅣ水密扉リスト 

水密扉 

No. 
扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 〇 

3.4.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示してい

る荷重及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

3.4.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

(1) 静水圧荷重（Ｐｈ）

溢水に伴う静水圧荷重を考慮する。溢水に伴う荷重は，対象とする水の密

度に当該部分の水圧作用高さを乗じた次式により算出する。この時，扉下端

に作用する静水圧荷重が等分布に作用するものとして，安全側に評価する。

水圧作用高さ及び水の密度を表 3.4－2 に示す。 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：水圧作用高さ(mm)
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表 3.4－2 水圧作用高さ及び水の密度 

水密扉

No. 
扉名称 

水圧作用高さ 

（mm） 

水の 

密度 

（t/m3） 正圧 負圧 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 1600 6500 1.03 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 880 － 1.03 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 1520 － 1.03 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 2150 － 1.03 

24 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 3500 － 1.03 

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 6500 － 1.03 

3.4.2.2 荷重の組合せ 

水密扉の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配

慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおり設定する。 

Ｐｈ

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 
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3.4.3 許容限界 

水密扉の許容限界は，「3.4.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-

3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許

容限界を踏まえて設定する。 

3.4.3.1 使用材料 

パネル部（パネル板，柱，はり，パネル芯材，アンカーボルト）の使用材

料を表 3.4－3 に示す。 

表 3.4－3 パネル部の使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 SS400 PL-16 

柱 SS400 
H-300×300×10×15

[-300×90×9×13

はり SS400 
H-300×300×10×15

[-300×90×9×13

パネル芯材 SS400 [-300×90×9×13 

アンカーボルト SS400 M16，M20 
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3.4.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3.4－4 の値とする。 

 

表 3.4－4 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ＊ 2 せん断 

SS400（ｔ≦40）＊1 235 235 235 135 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

  ＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.4.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 3.4－5 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3.4－5 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

30 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 28 25 
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3.4.4 評価方法 

水密扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.4.4.1 応力算定 

(1) パネル板 

パネル板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして

算定する。この時，実際に作用する静水圧荷重は，三角形分布であるが，扉

下端に作用する静水圧荷重が扉板全面に等分布で作用するものとして，安全

側に評価する。パネル板に作用する荷重の例を図 3.4－2 に示す。 

 

Ｍ 1＝Ｐｈ・（Ｌ 1・10-3）2／8 

 

ここで， 

Ｐｈ＝ρo・g・ｈ・10-3  

Ｐｈ  ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｍ 1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｌ 1 ：パネル板の短辺長さ（mm） 

ρ o ：水の密度（t/mm3） 

g ：重力加速度（m/s2） 

ｈ  ：水圧作用高さ（mm） 

Ｌ１

Ｐｈ

 

図 3.4－2 パネル板に作用する荷重の例 
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(2) パネル芯材

パネル芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとし

て算定する。扉下端に作用する静水圧荷重にパネル芯材の支配幅（＝間隔）

を乗じた荷重が等分布に作用するものとして，安全側に評価する。パネル芯

材に作用する荷重の例を図 3.4－3 に示す。 

Ｍ 2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ 2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

ここで， 

ｗ 2＝Ｐｈ・ｂ2・10-3 

ｗ 2 ：パネル芯材に作用する等分布荷重（kN/m） 

Ｍ 2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ 2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

Ｌ 2 ：パネル芯材の支持スパン（mm） 

ｂ 2 ：パネル芯材に作用する荷重の負担幅（mm） 

Ｐｈ ：扉下端に作用する静水圧荷重（kN/m2） 

Ｌ2

ｗ2

図 3.4－3 パネル芯材に作用する荷重の例 
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(3) 柱，はり及びアンカーボルト 

静水圧荷重を受けるはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定

めた解析モデルに置き換え，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応力を

応力解析により算定し，各許容限界との比較により強度評価を行う。 

評価モデル図及び評価モデルに作用する荷重の例を図 3.4－4 及び図 3.4

－5 に示す。解析に使用するプログラムは，「ＫＡＮＳＡＳ２」である。な

お，解析プログラムの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

解析に用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝205000(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝79000(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4－4 評価モデル図  

ピン支持

ピン接合

2440

Ｎ 

（単位：㎜） 
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図 3.4－5 評価モデルに作用する荷重の例 

Ｐh



 

82 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
2 
R1
 

3.3.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) パネル板 

パネル板に生じる曲げ応力度を算定し，パネル板の短期許容応力度以下で

あることを確認する。 

 

a. パネル板に生じる曲げ応力度 

σｂ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

 

σｂ 1 ：パネル板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ1 ：パネル板の断面係数（mm3/m） 

 

(2) パネル芯材 

パネル芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，パネル芯材の

短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. パネル芯材に生じる曲げ応力度 

σｂ 2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

 

σｂ 2 ：パネル芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：パネル芯材の断面係数（mm3） 

 

b. パネル芯材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

 

τ2 ：パネル芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：パネル芯材のせん断断面積（mm2） 
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(3) 柱

柱に生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度を算定し，柱の短期許

容応力度以下であることを確認する。 

a. 柱に生じる曲げ応力度

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3 ：柱の強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 3 ：柱の弱軸回りの断面係数（mm3） 

b. 柱に生じるせん断応力度

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3

τｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断断面積（mm2） 
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c. 柱に生じる軸応力度

σｃ（ｔ）3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3

σｃ（ｔ）3 ：柱の軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3 ：柱の断面積（mm2） 

d. 柱に生じる組合せ応力度

柱に生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式によ

り算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3/ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ3/ｓｆｂｙ 3 ＋  σc（ｔ） 3/ｓｆ c（ｔ） 3≦1.0 

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ3 ：柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ3 ：柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3 ：柱の軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 3 ：柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応

力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認す

る。 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f      

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3 ：柱の軸応力度（N/mm2）  

τ3 ：柱のせん断応力度（max（τｘ 3，τｙ 3））（N/mm2）  

ｓｆｔ 3 ：柱の短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(4) はり

はりに生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度を算定し，はりの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

a. はりに生じる曲げ応力度

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4 ：はりの強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 4 ：はりの弱軸回りの断面係数（mm3） 

b. はりに生じるせん断応力度

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4

τｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4：はりの強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 4：はりの弱軸方向のせん断断面積（mm2） 
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c. はりに生じる軸応力度

σｃ（ｔ）4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4

σｃ（ｔ）4 ：はりの軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4 ：はりの断面積（mm2） 

d. はりに生じる組合せ応力度

はりに生じる曲げ応力度と軸応力度の組合せに対する検定比は，次式に

より算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆ c（ｔ） 4≦1.0 

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ4 ：はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ4 ：はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4 ：はりの軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 4 ：はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する

応力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認

する。 

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f      

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4 ：はりの軸応力度（N/mm2）  

τ4 ：はりのせん断応力度（max（τｘ4，τｙ 4））（N/mm2）  

ｓｆｔ 4 ：はりの短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力は，応力解析によ

り求めた支点反力を用いて算定し，アンカーボルトの短期許容荷重以下であ

ることを確認する。 

 

（Ｑ5／Ｑ 5a）2＋（Ｔ5／Ｔ 5a）2≦1.0 

 

Ｑ 5／Ｑ 5a ≦ 1.0 

Ｔ 5／Ｔ 5a ≦ 1.0 

 

Ｑ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 5a ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

Ｔ 5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 5a ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 
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3.4.5 評価条件 

「3.3.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3.4－6 に示す。 

表 3.4－6 強度評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

30 

共通 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 

ｈ mm 水圧作用高さ 6500 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 
Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 595 

Ｚ1 mm3 パネル板の断面係数 42670 

パネル 

芯材 

Ｌ2 mm パネル芯材の支持スパン 480 

ｂ2 mm パネル芯材に作用する荷重の負担幅 593 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 429000 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 2466 

柱 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 37.95 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント － 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 1350000 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 450000 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 80.50 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 － 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ｎｃ（ｔ） 3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 6.87 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 11800 

はり 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 2.826 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 0.226 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 1350000 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 450000 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 36.68 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 2.888 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ｎｃ（ｔ） 4 kN はりの圧縮又は引張軸力 － 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 11800 

アンカー

ボルト 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1本あたりに生じるせ

ん断力
25 

Ｔ5 kN 
アンカーボルト 1本あたりに生じる引

張力
2 
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4. 評価結果

水密扉の強度評価結果を表 4－1～表 4－4 に示す。水密扉の各部材の断面検定を行っ

た結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，水密扉が構造健全性を有

することを確認した。 

図 4－1 に水密扉パネル部の各部材毎に検定比が最大となる代表部材を示す。 

表 4－1 水密扉の強度評価結果（タイプⅠ） 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

9 

扉板 曲げ 40 215 0.19 

芯材 
曲げ 129 235 0.55 

せん断 28 135 0.21 

カンヌキ

曲げ 62 205 0.31 

せん断 5 118 0.05 

組合せ 63 205 0.31 

アンカー

ボルト＊ 
引張 12 17 0.71 

注記＊：引張及びせん断のうち，評価結果が厳しい方の値を記載する。 

なお，アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 

表 4－2 水密扉の強度評価結果（タイプⅡ）(1/2) 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

1 

扉板 曲げ 104 235 0.45 

芯材 
曲げ 36 235 0.16 

せん断 18 135 0.14 

アンカー

ボルト＊ 
せん断 11 19 0.58 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 4－2 水密扉の強度評価結果（タイプⅡ）(2/2) 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

32 

扉板 曲げ 77 235 0.33 

芯材 
曲げ 50 235 0.22 

せん断 9 135 0.07 

 

表 4－3 水密扉の強度評価結果（タイプⅢ） 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

28 

扉板 曲げ 27 235 0.12 

芯材 
曲げ 9 235 0.04 

せん断 4 135 0.03 
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表 4－4 水密扉の強度評価結果（タイプⅣ） 

水

密

扉

No. 

対象評価部材 分類 

発生値 

（応力度又

は荷重） 

（N/mm2） 

許容限界値 

（N/mm2） 

発生値／ 

許容限界値 

30 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 曲げ 69 235 0.30 

パネル 

芯材 

曲げ 3 235 0.02 

せん断 4 135 0.03 

柱 

曲げ（強軸） 29 230 0.13 

曲げ（弱軸） － － － 

せん断 30 135 0.23 

軸力 1 224 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － 0.14 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

60 235 0.26 

はり 

曲げ（強軸） 3 234 0.02 

曲げ（弱軸） 1 234 0.01 

せん断 14 135 0.11 

軸力 － － － 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － 0.03 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

25 235 0.11 

アンカー

ボルト＊ 

せん断 2 25 0.08 

引張 25 28 0.90 

組合せ 

（せん断＋引張） 
－ － 0.81 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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図 4－1 検定比最大箇所（パネル部） 

Ｎ 

：はり最大 

：柱最大 

：アンカーボルト最大 
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Ⅵ-3-別添 3-4-3 床ドレン逆止弁の強度計算書（溢水） 
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1. 概要 

  本資料は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設のうち建物内に設置されている床ドレン逆止弁が内部溢水の浸水によって

生じる静水圧荷重に対し，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するもので

ある。 
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2. 基本方針 

 2.1 配置 

   強度評価の対象施設となる床ドレン逆止弁の配置計画は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への

配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」の「3. 構造強度設計」にて示す。 
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 2.2 構造概要 

   床ドレン逆止弁の構造計画は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」の「3. 構造強度設計」にて示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を決定

する。床ドレン逆止弁の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

80A 型 

（ねじ込み取

付式） 

弁座を含む弁

本体，弁体で

あるフロート

及びフロート

を弁座に導く

フロートガイ

ドで構成す

る。 

配管の取付部

に直接ねじ込

み固定とす

る。 

 

  

弁本体 

フロート  

取付部 

フロートガイド  

弁座 

配管 
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 2.3 評価方針 

   床ドレン逆止弁の耐震評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」にて設定している荷重並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び構造健全

性評価により実施する。床ドレン逆止弁の強度評価フローを図 2－1 に示す。 

   溢水への配慮が必要な施設の強度計算においては，静水圧荷重を用いて評価するが，

津波への配慮が必要な施設の強度計算では，突き上げ津波荷重と余震を考慮した荷重

を用いて評価する。よって，評価上最も厳しい計算条件は，Ⅵ-3-別添 3-2-7「床ドレ

ン逆止弁の強度計算書」に包絡されるため，本計算書では評価不要とする。 

 

 

 

 

図 2－1 強度評価フロー 

 

 

弁本体，フロートガイド，取付部の

構造強度評価 

フロートの 

機能維持評価 

応力の計算 圧力の計算 水圧試験に 

よる評価 

評価式による評価 

荷重及び荷重の 

組合せの設定 
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Ⅵ-3-別添3-4-4 堰の強度計算書 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設である溢水用堰及び管理区域堰（以下「堰」という。）が，発生を想定す

る溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健

全性を維持することを確認するものである。 

2. 一般事項

2.1 検討対象堰一覧 

検討対象の堰の建物ごとの数を表 2－1 に示す。 

表 2－1 検討対象堰 

設置建物 対象堰数 

原子炉建物 50 

タービン建物 12 

廃棄物処理建物 14 

制御室建物 5 

サイトバンカ建物 13 

合計 94 
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2.2 配置概要 

堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「4.1.2 溢水用堰の設計

方針」及び「4.1.5 管理区域水密扉，堰及び防水板の設計方針」に示すとおり，原子

炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物，制御室建物及びサイトバンカ建物に設置す

る。堰の設置位置及び堰の名称を図 2－1 に示す。 
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配置図 

1 原子炉建物 地下 2 階 B-非常用 DG 電気室南側浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(1/19) 
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配置図 

1 原子炉建物 地下 1 階 RCIC 直流 C/C 浸水防止堰 

2 原子炉建物 地下 1 階 北西階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 地下 1 階 DG 室給気ダクト室南側階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 地下 1 階 南側通路浸水防止堰 

5 原子炉建物 地下 1 階 HPCS 給気消音器フィルタ室浸水防止堰 

6 原子炉建物 地下 1 階 第 3 チェックポイント浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(2/19) 
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配置図 

1 原子炉建物 1 階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 1 階 北西階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 1 階 南東階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 1 階 南西階段浸水防止堰 

5 原子炉建物 1 階 PLR ポンプ MG セット室南西階段浸水防止堰 

6 原子炉建物 1 階 エアロック前浸水防止堰 

7 原子炉建物 1 階 第 2 チェックポイント浸水防止堰（非管理区域側）  

8 原子炉建物 1 階 第 2 チェックポイント浸水防止堰（管理区域側）  

図 2－1 設置位置図(3/19) 
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配置図 

1 原子炉建物 2 階 A-逃がし安全弁窒素ガス供給装置横浸水防止堰 

2 原子炉建物 2 階 非常用電気室北側浸水防止堰 

3 原子炉建物 2 階 A-非常用電気室南側浸水防止堰 

4 原子炉建物 2 階 B-非常用電気室北側浸水防止堰 

5 原子炉建物 2 階 A-非常用 DG 室送風機室浸水防止堰 

6 原子炉建物 2 階 北東階段浸水防止堰 

7 原子炉建物 2 階 北西階段浸水防止堰 

8 原子炉建物 2 階 南東階段浸水防止堰 

9 原子炉建物 2 階 南西階段浸水防止堰 

10 原子炉建物 2 階 西側 PCV ペネトレーション室北側浸水防止堰 

11 原子炉建物 2 階 東側 PCV ペネトレーション室北側浸水防止堰 

12 原子炉建物 2 階 原子炉棟送風機室南側階段浸水防止堰 

13 原子炉建物 2 階 A-原子炉格納容器 H2・O2 分析計ボンベラック室西側浸水防止堰 

14 原子炉建物 2 階 A-原子炉格納容器 H2・O2 分析計ボンベラック室東側浸水防止堰 

15 原子炉建物 2 階 RCW バルブ室東側浸水防止堰 

16 原子炉建物 2 階 B-RHR バルブ室北側浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(4/19) 
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配置図 

1 原子炉建物 中 2 階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 中 2 階 南東階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 中 2 階 南西階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 中 2 階 エアロック前浸水防止堰 

5 原子炉建物 中 2 階 CUW バルブ室東側浸水防止堰 

6 原子炉建物 中 2 階 CUW サージタンク室浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(5/19) 
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配置図 

1 原子炉建物 3 階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 3 階 北西階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 3 階 南東階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 3 階 南西階段浸水防止堰 

5 原子炉建物 3 階 A-CAMS 室前浸水防止堰（通路側） 

6 原子炉建物 3 階 A-CAMS 室前浸水防止堰（SGT 室側） 

7 原子炉建物 3 階 B-CAMS 室前浸水防止堰 

8 原子炉建物 3 階 北西側階段室浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(6/19) 
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配置図 

1 原子炉建物 4 階 北東階段浸水防止堰 

2 原子炉建物 4 階 南東階段浸水防止堰 

3 原子炉建物 4 階 北西階段浸水防止堰 

4 原子炉建物 4 階 エアロック浸水防止堰 

5 原子炉建物 4 階 大物搬入口浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(7/19) 
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配置図 

1 タービン建物 1 階 給水加熱器室南西浸水防止堰

2 タービン建物 1 階 給水加熱器室開口部浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(8/19) 
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配置図 

1 タービン建物 2 階 復水器室南西階段浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(9/19) 
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配置図 

1 タービン建物 3 階 タービン建物送風機室南側浸水防止堰

2 タービン建物 3 階 オペフロ南東階段浸水防止堰

3 タービン建物 3 階 常用電気室送風機室南側浸水防止堰

4 タービン建物 3 階 タービン建物ダストサンプラ室西側浸水防止堰

5 タービン建物 3 階 オペフロ北西階段浸水防止堰

6 タービン建物 3 階 大物搬入口浸水防止堰

7 タービン建物 3 階 オペフロ南西階段浸水防止堰

8 タービン建物 3 階 オペフロ南側階段浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(10/19) 
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配置図 

1 タービン建物 4 階 工具室浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(11/19) 
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配置図 

1 制御室建物 2 階 第 1 チェックポイント中央浸水防止堰 

2 制御室建物 2 階 第 1 チェックポイント東側浸水防止堰 

3 

4 

5 

図 2－1 設置位置図(12/19) 
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配置図 

1 廃棄物処理建物 地下 1 階 通路東側浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(13/19) 
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配置図 

1 廃棄物処理建物 2 階 計算機室連絡扉前浸水防止堰 

2 廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側（北）浸水防止堰 

3 廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側（中）浸水防止堰 

4 廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側（南）浸水防止堰 

5 廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側通路南側扉浸水防止堰 

6 廃棄物処理建物 1 階 中央制御室横会議室浸水防止堰（運転員控室側）  

7 廃棄物処理建物 1 階 中央制御室横会議室浸水防止堰（予備室側）  

8 廃棄物処理建物 1 階 中央制御室横会議室浸水防止堰（補助盤室側）  

9 廃棄物処理建物 1 階 補助盤室前浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(14/19) 
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配置図 

1 廃棄物処理建物 2 階 中央制御室送風機室階段浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(15/19) 
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配置図 

1 廃棄物処理建物 4 階 廃棄物処理建物送風機室南側浸水防止堰(非管理区域側) 

2 廃棄物処理建物 4 階 廃棄物処理建物送風機室南側浸水防止堰(管理区域側) 

3 廃棄物処理建物 4 階 南側シャッター前浸水防止堰 

図 2－1 設置位置図(16/19) 
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配置図 

1 サイトバンカ建物 1 階 排風機室北側浸水防止堰

2 サイトバンカ建物 1 階 北西側階段室浸水防止堰

3 サイトバンカ建物 1 階 建物出入口浸水防止堰

4 サイトバンカ建物 1 階 南側大物搬入口浸水防止堰

5 サイトバンカ建物 1 階 北側大物搬入口浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(17/19) 
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配置図 

1 サイトバンカ建物 2 階 プリコート室浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(18/19) 



21 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
4-
4 
R1
 

配置図 

1 サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室北東側浸水防止堰

2 サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室東側浸水防止堰

3 サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室南東側浸水防止堰

4 サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室北西側浸水防止堰

5 サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室南西側浸水防止堰

6 サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室機器搬入口浸水防止堰

7 サイトバンカ建物 3 階 溶融物搬入機室浸水防止堰

図 2－1 設置位置図(19/19) 
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2.3 構造計画 

堰の構造は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3. 

構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。堰は，柱支持型

堰，鋼板折曲げ型堰及び鉄筋コンクリート製堰に分類される構造とする。 

2.3.1 柱支持型堰の構造 

柱支持型堰は，鋼板，はり材，柱材及びアンカーボルトから構成され，アンカ

ーボルトにより床面及び必要に応じ壁面と接合する構造とする。柱支持型堰の構

造計画を表 2－2 に示す。 

表2－2 柱支持型堰の概略構造図 

計画の概要 

基礎・支持構造 主体構造 

柱材を床面及び必要に応じ壁面にアン

カーボルトにて固定する。

鋼板，はり材，柱材及びアンカーボル

トにて構成する。

概略構造図 

鋼板

柱材

アンカーボルト

梁材

正面図 断面図 

はり材
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2.3.2 鋼板折曲げ型堰の構造 

鋼板折曲げ型堰は，鋼板及びアンカーボルトから構成され，アンカーボルトに

より床面及び必要に応じ壁面と接合する構造とする。鋼板折曲げ型堰の構造計画

を表 2－3 に示す。 

表 2－3 鋼板折曲げ型堰の構造計画 

計画の概要 

基礎・支持構造 主体構造 

鋼板を床面及び必要に応じ壁面にアン

カーボルトにて固定する。

鋼板及びアンカーボルトにて構成す

る。 

概略構造図 

鋼板

アンカーボルト

正面図 断面図 
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2.3.3 鉄筋コンクリート製堰の構造 

鉄筋コンクリート製堰は，アンカー筋により既存躯体と堰を一体化させた鉄筋

コンクリート構造物である。鉄筋コンクリート製堰の構造計画を表 2－4 に示す。 

表 2－4 鉄筋コンクリート製堰の構造計画 

計画の概要 

基礎・支持構造 主体構造 

堰を既設コンクリート床面にアンカー

筋で固定する。 

コンクリート，主筋及びアンカー筋に

より構成する。 

概略構造図 

コンクリート
主筋 

アンカー筋

堰 

既設コンクリート床面 

（既存床面） 
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2.4 評価方針 

堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」にて設定している荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，堰の評価対象部位に作用する応力等が許容限

界内にあることを「3. 強度評価方法」に示す方法により，「3.6 評価条件」に示す

評価条件を用いて評価し，「4. 評価結果」にて確認する。堰の強度評価フローを図

2－2 に示す。 

図 2－2 堰の強度評価フロー 

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法

・断面検定方法

評価条件の設定 

強度評価 

強度評価結果の確認 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－

（（社）日本建築学会，1999 年改定）

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定）

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）

・日本産業規格(ＪＩＳ)

3. 強度評価方法

堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「5.

強度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を実施する。 

堰の強度評価は，「3.2 評価対象部位及び評価対象設備」に示す評価対象部位に対し，

「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並

びに許容限界を踏まえ，「3.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 
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3.1 記号の説明 

柱支持型堰の強度評価に用いる記号を表 3－1 に,鋼板折曲げ型堰の強度評価に用い

る記号を表 3－2に，鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる記号を表 3－3に示す。 

表 3－1 柱支持型堰の強度評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

ρ０ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 堰の高さ 

Ｐｈ kN/m2 堰最下端の静水圧荷重 

Ｌ1 mm はり材間距離 

Ｚ mm3/mm 鋼板の断面係数 

σρ N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｌ1’ mm はり材 1 本当たりが負担する鋼板の幅 

ｗｆ kN/m はり材の平均水圧による分布荷重 

Ｌ2 mm はり材の長さ 

Ｚｆ mm3 はり材の断面係数 

σｆ N/mm2 はり材に生じる曲げ応力度 

Ａｆ mm2 はり材のせん断断面積 

τｆ N/mm2 はり材に生じるせん断応力度 

σｅｆ N/mm2 はり材の組合せ応力度 

Ｌ2’ mm 柱材 1 本当たりが負担するはり材の長さ 

ｗｆ2 kN/m 柱材の平均水圧による分布荷重 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 

σＹ N/mm2 柱材に生じる曲げ応力度 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 

τＹ N/mm2 柱材に生じるせん断応力度 

σｅＹ N/mm2 柱材の組合せ応力度 

Ｌ3 mm ベースプレートの幅 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離

Ｎ1 本 引張を受けるアンカーボルトの本数 

Ｎ2 本 せん断を受けるアンカーボルトの本数 

Ｔ kN アンカーボルトに生じる引張力



28 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
4-
4 
R1
 

表 3－1 柱支持型堰の強度評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

ｑ kN アンカーボルトに生じるせん断力

Ｔａ kN アンカーボルトに生じる引張に対する短期許容荷重

Ｑａ kN アンカーボルトに生じるせん断に対する短期許容荷重

表 3－2 鋼板折曲げ型堰の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ρ０ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 堰の高さ 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

Ｍ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ mm3 鋼板の断面係数 

σ N/mm2 鋼板の曲げ応力度 

ＲＶ kN 支点反力（鉛直方向） 

Ｎ1 本 引張を受ける 1m 当たりのアンカーボルトの本数 

Ｔ kN アンカーボルトに生じる引張力

ＲＨ kN 支点反力（水平方向） 

Ｎ2 本 せん断を受ける 1m 当たりのアンカーボルトの本数 

ｑ kN アンカーボルトに生じるせん断力

Ｔａ kN アンカーボルトに生じる引張に対する短期許容荷重

Ｑａ kN アンカーボルトに生じるせん断に対する短期許容荷重

Ｂ mm 堰の幅 

表 3－3 鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

ρ０ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 堰の高さ 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ｂ1’ m アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離
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表 3－3 鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

Ｎ1 本 引張を受ける 1m 当たりのアンカー筋の本数 

Ｎ2 本 せん断を受ける 1m 当たりのアンカー筋の本数 

Ｔ1 kN アンカー筋に生じる引張力

ｑ1 kN アンカー筋に生じるせん断力

Ｔａ1 kN アンカー筋に生じる引張に対する短期許容荷重

Ｑａ1 kN アンカー筋に生じるせん断に対する短期許容荷重

ｂ2’ m 主筋の重心位置から躯体端部までの距離 

Ｎ3 本 引張を受ける 1m 当たりの主筋の本数 

Ｎ4 本 せん断を受ける 1m 当たりの主筋の本数 

Ｔ2 kN 主筋に生じる引張力 

ｑ2 kN 主筋に生じるせん断力 

Ｔａ2 kN 主筋に生じる引張に対する短期許容荷重 

Ｑａ2 kN 主筋に生じるせん断に対する短期許容荷重 

Ｂ m 鉄筋コンクリート製堰の幅 

τ’ N/mm2 堰底部のコンクリートに生じるせん断応力度 

ρ kN/m3 コンクリートの単位体積重量

Ｗ1 kN/m 単位長さ当たりの鉄筋コンクリート製堰の重量 

Ｚ mm3/m 堰の断面係数 

σｃ N/mm2 堰底部のコンクリートに生じる圧縮応力度 



30 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
3-
4-
4 
R1
 

3.2 評価対象部位及び評価対象設備 

堰の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，「2.3 構造計画」に

示す構造計画にて設定している構造に基づき，溢水に伴う荷重の作用方向及び伝達過

程を考慮し設定する。 

また，柱支持型堰，鋼板折曲げ型堰及び鉄筋コンクリート製堰において，代表とし

て評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰の強度評価結果を示す。  

3.2.1 柱支持型堰 

柱支持型堰の評価対象部位は，堰に作用する静水圧荷重が，鋼板，はり材及び

柱材からアンカーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に伝わることか

ら，鋼板，はり材，柱材及びアンカーボルトとする。 

評価の対象となる柱支持型堰の選定結果を表 3－4 に示す。 

表 3－4 評価対象とする柱支持型堰の選定結果(1/5) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

原子炉建物 

EL 2800mm 

原子炉建物 地下 2 階 B-非常用 DG 電気室南側浸水防止

堰 

原子炉建物 

EL 8800mm 
原子炉建物 地下 1 階 北西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 8800mm 
原子炉建物 地下 1 階 南側通路浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 10300mm 

原子炉建物 地下 1 階 HPCS 給気消音器フィルタ室浸水

防止堰 

原子炉建物 

EL 15300mm 
原子炉建物 1 階 北東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 15300mm 
原子炉建物 1 階 北西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 15300mm 
原子炉建物 1 階 南東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 15300mm 
原子炉建物 1 階 南西階段浸水防止堰 
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表 3－4 評価対象とする柱支持型堰の選定結果(2/5) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

原子炉建物 

EL 15300mm 

原子炉建物 1 階 PLR ポンプ MG セット室南西階段浸水防

止堰 

原子炉建物 

EL 15300mm 
原子炉建物 1 階 エアロック前浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 15300mm 

原子炉建物 1 階 第 2 チェックポイント浸水防止堰（非

管理区域側） 

原子炉建物 

EL 15300mm 

原子炉建物 1 階 第 2 チェックポイント浸水防止堰（管

理区域側） 

原子炉建物 

EL 23800mm 

原子炉建物 2 階 A-逃がし安全弁窒素ガス供給装置横浸

水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 非常用電気室北側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 A-非常用電気室南側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 B-非常用電気室北側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 A-非常用 DG 室送風機室浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 北東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 北西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 南東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 南西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 

原子炉建物 2 階 西側 PCV ペネトレーション室北側浸水

防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 

原子炉建物 2 階 東側 PCV ペネトレーション室北側浸水

防止堰 
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表 3－4 評価対象とする柱支持型堰の選定結果(3/5) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 原子炉棟送風機室南側階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 

原子炉建物 2 階 A-原子炉格納容器 H2・O2 分析計ボン

ベラック室西側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 

原子炉建物 2 階 A-原子炉格納容器 H2・O2 分析計ボン

ベラック室東側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 RCW バルブ室東側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 23800mm 
原子炉建物 2 階 B-RHR バルブ室北側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 30500mm 
原子炉建物 中 2 階 北東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 28300mm 
原子炉建物 中 2 階 南東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 28300mm 
原子炉建物 中 2 階 南西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 30500mm 
原子炉建物 中 2 階 エアロック前浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 30500mm 
原子炉建物 中 2 階 CUW バルブ室東側浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 31100mm 
原子炉建物 中 2 階 CUW サージタンク室浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 北東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 北西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 南東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 南西階段浸水防止堰 
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表 3－4 評価対象とする柱支持型堰の選定結果(4/5) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 A-CAMS 室前浸水防止堰（通路側） 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 A-CAMS 室前浸水防止堰（SGT 室側） 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 B-CAMS 室前浸水防止堰 

タービン建物

EL 5500mm
タービン建物 1 階 給水加熱器室南西浸水防止堰

タービン建物

EL 5500mm
タービン建物 1 階 給水加熱器室開口部浸水防止堰

タービン建物

EL 12500mm
タービン建物 2 階 復水器室南西階段浸水防止堰

タービン建物

EL 20600mm

タービン建物 3 階 タービン建物送風機室南側浸水防止

堰 

タービン建物

EL 20600mm
タービン建物 3 階 オペフロ南東階段浸水防止堰

タービン建物

EL 20600mm
タービン建物 3 階 常用電気室送風機室南側浸水防止堰

タービン建物

EL 20600mm

タービン建物 3 階 タービン建物ダストサンプラ室西側

浸水防止堰 

タービン建物

EL 20600mm
タービン建物 3 階 オペフロ北西階段浸水防止堰

タービン建物

EL 20600mm
タービン建物 3 階 大物搬入口浸水防止堰

タービン建物

EL 20600mm
タービン建物 3 階 オペフロ南西階段浸水防止堰

タービン建物

EL 20600mm
タービン建物 3 階 オペフロ南側階段浸水防止堰

タービン建物

EL 32000mm
タービン建物 4 階 工具室浸水防止堰
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表 3－4 評価対象とする柱支持型堰の選定結果(5/5) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

廃棄物処理建物 

EL 8800mm 
廃棄物処理建物 地下 1 階 通路東側浸水防止堰 

廃棄物処理建物 

EL 32000mm 

廃棄物処理建物 4 階 廃棄物処理建物送風機室南側浸水

防止堰（非管理区域側） 
○＊

廃棄物処理建物 

EL 32000mm 

廃棄物処理建物 4 階 廃棄物処理建物送風機室南側浸水

防止堰（管理区域側） 

廃棄物処理建物 

EL 32000mm 
廃棄物処理建物 4 階 南側シャッター前浸水防止堰 

サイトバンカ建物

EL 10200mm
サイトバンカ建物 1 階 排風機室北側浸水防止堰

サイトバンカ建物

EL 8800mm
サイトバンカ建物 1 階 北西側階段室浸水防止堰

サイトバンカ建物

EL 14800mm
サイトバンカ建物 2 階 プリコート室浸水防止堰

サイトバンカ建物

EL 19800mm

サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室北東側浸

水防止堰 

サイトバンカ建物

EL 19800mm

サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室東側浸水

防止堰 

サイトバンカ建物

EL 19800mm

サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室南東側浸

水防止堰 

サイトバンカ建物

EL 19800mm

サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室北西側浸

水防止堰 

サイトバンカ建物

EL 19800mm

サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室機器搬入

口浸水防止堰 

サイトバンカ建物

EL 20300mm
サイトバンカ建物 3 階 溶融物搬入機室浸水防止堰

注記＊：評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 
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3.2.2 鋼板折曲げ型堰 

鋼板折曲げ型堰の評価対象部位は，堰に作用する静水圧荷重が，鋼板からアン

カーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に伝わることから，鋼板及び

アンカーボルトとする。

評価の対象となる鋼板折曲げ型堰の選定結果を表 3－5 に示す。

表 3－5 評価対象とする鋼板折曲げ型堰の選定結果(1/2) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

原子炉建物 

EL 10300mm 
原子炉建物 地下 1 階 RCIC 直流 C/C 浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 10300mm 

原子炉建物 地下 1 階 DG 室給気ダクト室南側階段浸水

防止堰 

原子炉建物 

EL 10300mm 
原子炉建物 地下 1 階 第 3 チェックポイント浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 34800mm 
原子炉建物 3 階 北西側階段室浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 42800mm 
原子炉建物 4 階 北東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 42800mm 
原子炉建物 4 階 南東階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 42800mm 
原子炉建物 4 階 北西階段浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 42800mm 
原子炉建物 4 階 エアロック浸水防止堰 

原子炉建物 

EL 42800mm 
原子炉建物 4 階 大物搬入口浸水防止堰 

制御室建物 

EL 8800mm 
制御室建物 2 階 第 1 チェックポイント中央浸水防止堰 

制御室建物 

EL 8800mm 
制御室建物 2 階 第 1 チェックポイント東側浸水防止堰 

廃棄物処理建物 

EL 21150mm 
廃棄物処理建物 2 階 計算機室連絡扉前浸水防止堰 
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表 3－5 評価対象とする鋼板折曲げ型堰の選定結果(2/2) 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 
廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側（北）浸水防止堰 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 
廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側（中）浸水防止堰 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 
廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側（南）浸水防止堰 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 

廃棄物処理建物 1 階 補助盤室東側通路南側扉浸水防止

堰 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 

廃棄物処理建物 1 階 中央制御室横会議室浸水防止堰

（運転員控室側） 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 

廃棄物処理建物 1 階 中央制御室横会議室浸水防止堰

（予備室側） 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 

廃棄物処理建物 1 階 中央制御室横会議室浸水防止堰

（補助盤室側） 

廃棄物処理建物 

EL 16900mm 
廃棄物処理建物 1 階 補助盤室前浸水防止堰 ○＊

廃棄物処理建物 

EL 22100mm 

廃棄物処理建物 2 階 中央制御室送風機室階段浸水防止

堰 

サイトバンカ建物

EL 8800mm
サイトバンカ建物 1 階 建物出入口浸水防止堰

サイトバンカ建物

EL 8900mm
サイトバンカ建物 1 階 南側大物搬入口浸水防止堰

サイトバンカ建物

EL 8800mm
サイトバンカ建物 1 階 北側大物搬入口浸水防止堰

サイトバンカ建物

EL 19800mm

サイトバンカ建物 3 階 固体廃棄物貯蔵プール室南西側

浸水防止堰 

注記＊：評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 
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3.2.3 鉄筋コンクリート製堰 

鉄筋コンクリート製堰の評価対象部位は，堰に作用する静水圧荷重により応力

が発生することから，堰と既存躯体の取合い部分の堰底部のコンクリート，アン

カー筋及び主筋とした。

評価の対象となる鉄筋コンクリート製堰の選定結果を表 3－6 に示す。

表 3－6 評価対象とする鉄筋コンクリート製堰の選定結果 

設置場所 設備名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

制御室建物 

EL 16900mm 

制御室建物 

EL 16900mm 

制御室建物 

EL 16900mm 
○＊

注記＊：評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な

施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷

重の組合せを踏まえて設定する。 

3.3.1 溢水による静水圧荷重 

溢水による静水圧荷重として，発生を想定する溢水による浸水高さを用いた静

水圧を考慮する。溢水による静水圧荷重は次式により算定する。 

Ｐｈ＝ρ０・g・Ｈ・10-3 

Ｐｈ ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０  ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm)

3.3.2 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設

の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重を踏

まえて設定する。荷重の組合せを表 3－7 に示す。 

表 3－7 荷重の組合せ 

強度評価の対象施設 荷重の組合せ 

堰 Ｐｈ 
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3.4 許容限界 

堰の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4.2 許容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.2 評価対象部位及び

評価対象設備」にて設定している評価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し短期

許容応力度又は，短期許容荷重とする。代表として評価する堰の許容限界を以下に示

す。 

3.4.1 柱支持型堰の許容限界 

(1) 鋼板

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定）」

（以下「Ｓ規準」という。）に基づき算定した短期許容応力度を表 3－8 に示す。 

表 3－8 鋼板の短期許容応力度 

(単位：N/mm2) 

材料 
短期許容応力度 

曲げ 

SS400 271 

(2) はり材

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－9 に示す。

表 3－9 はり材の短期許容応力度 

(単位：N/mm2) 

材料 
短期許容応力度 

曲げ せん断 組合せ 

SS400 235 135 235 
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(3) 柱材

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－10 に示す。

表 3－10 柱材の短期許容応力度 

(単位：N/mm2) 

材料 
短期許容応力度 

曲げ せん断 組合せ 

SS400 235 135 235 

(4) アンカーボルト

「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」（以

下「各種合成構造設計指針・同解説」という。）に基づき算定した短期許容荷重

を表 3－11 に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許

容荷重とアンカーボルトの付着力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小

さい値を採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルト母材のせ

ん断強度より決まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン

状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 3－11 アンカーボルトの短期許容荷重 

(単位：kN) 

材料 
短期許容荷重 

引張 せん断 

SS400（M22） 36 42 
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3.4.2 鋼板折曲げ型堰の許容限界 

(1) 鋼板

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－12 に示す。

表 3－12 鋼板の短期許容応力度 

(単位：N/mm2) 

材料 
短期許容応力度 

曲げ 

SS400 271 

(2) アンカーボルト

「各種合成構造設計指針・同解説」に基づき算定した短期許容荷重を表 3－13

に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許

容荷重とアンカーボルトの付着力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小

さい値を採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルト母材のせ

ん断強度より決まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン

状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 3－13 アンカーボルトの短期許容荷重 

(単位：kN) 

材料 
短期許容荷重 

引張 せん断 

SS400（M12） 10 11 
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3.4.3 鉄筋コンクリート製堰の許容限界 

(1) コンクリート

「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 年改定）」（以下「ＲＣ規準」という。）に基づき算定した短期

許容応力度を表 3－14 に示す。 

表 3－14 コンクリートの短期許容応力度 

(単位：N/mm2) 

材料 
短期許容応力度 

圧縮 せん断 

コンクリート Fc22.1 14.6 1.06 

(2) 鉄筋

「ＲＣ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－15 に示す。

表 3－15 鉄筋の短期許容荷重 

(単位：kN) 

材料 
短期許容荷重 

引張 せん断 

SD345（D13） 43 43 

(3) アンカー筋

「各種合成構造設計指針・同解説」に基づき算定した短期許容荷重を表 3－16

に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカー筋の降伏により決まる許容荷

重とアンカー筋の付着力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を

採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカー筋母材のせん断強度より

決まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン状破壊により

決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 3－16 アンカー筋の短期許容荷重 

(単位：kN) 

材料 
短期許容荷重 

引張 せん断 

SD345（D13） 34 29 
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3.5 評価方法 

堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「5. 強度評価方法」にて設定している評価式を用いる。 

3.5.1 柱支持型堰の評価方法 

静水圧荷重を受けるはりモデルに置き換え，鋼板，はり材，柱材及びアンカー

ボルトに発生する応力を算定し，各許容限界との比較により強度評価を行う。 

(1) 応力算定

静水圧荷重を受ける鋼板に生じる曲げ応力，はり材及び柱材に生じる曲げ応力

度及びせん断応力度並びにアンカーボルトに生じる引張力及びせん断力に対する

確認を行うに当たり，各荷重により生じる曲げ応力度，せん断応力度を算定する。 

柱支持型堰に生じる力の概念図を図 3－1～図 3－5 に示す。 

図 3－1 溢水時の堰に生じる力の断面概念図 

正面図 断面概念図 

図 3－2 溢水時の鋼板に生じる力の断面概念図 

Ｈ 

Ｐｈ 

Ｌ1 Ｐｈ 
Ｌ 1 

鋼板
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正面図  断面概念図 

図 3－3 溢水時のはり材に生じる力の断面概念図 

Ｈ

ｗｆ2

正面図   断面概念図 

図 3－4 溢水時の柱材に生じる力の断面概念図 

図 3－5 溢水時のアンカーボルトに生じる力の断面概念図 

Ｑｈ 

Ｍｈ 

Ｌ3 
ｅ 

Ｌ 2 ’ 

Ｈ 

柱材

Ｌ 1 ’ 

Ｌ 2 はり材

Ｌ
2
 

ｗｆ’
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(2) 断面検定

a. 鋼板

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。

Ｐｈ＝ρ０・g・Ｈ・10-3

Ｐｈ ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

(b) 曲げ応力度に対する検定

鋼板に生じる曲げ応力度は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして次式により

算出し，鋼板の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。このとき，実

際に作用する静水圧荷重は，台形分布若しくは，三角形分布であるが，堰最

下端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。 

σρ＝Ｐｈ・10-3・Ｌ1
2/8/Ｚ 

σρ ：鋼板に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｐｈ ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ1 ：はり材間距離(mm) 

Ｚ ：鋼板の断面係数(mm3/mm) 
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b. はり材

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重

はり材に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式により算出する。

Ｐｈ＝ρ０・g・Ｈ・10-3

Ｐｈ ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

(b) 平均水圧による分布荷重

平均水圧による分布荷重は次式により算出する。

ｗｆ＝Ｐｈ・Ｌ1’・10-3 

ｗｆ ：はり材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｐh ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ1’ ：はり材1本当たりが負担する鋼板の幅(mm) 

(c) 曲げ応力度に対する検定

はり材に生じる曲げ応力度ははり材を両端ピンの単純ばりとして次式によ

り算出し，はり材の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

σｆ＝ｗｆ・Ｌ 2
2/8/Ｚｆ 

σｆ ：はり材に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

ｗｆ ：はり材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：はり材の長さ(mm) 

Ｚｆ ：はり材の断面係数(mm3) 
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(d) せん断応力度に対する検定

はり材に生じるせん断応力度ははり材を両端ピンの単純ばりとして次式に

より算出し，はり材の短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

τｆ＝ｗｆ・Ｌ 2/2/Ａｆ 

τｆ ：はり材に生じるせん断応力度(N/mm2) 

ｗｆ ：はり材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：はり材の長さ(mm) 

Ａｆ ：はり材のせん断断面積(mm2) 

(e) 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定

はり材に生じる曲げ応力度とせん断応力度の組合せ応力度を「Ｓ規準」に

基づく次式により算出し，はり材の短期許容組合せ応力度を下回ることを確

認する。 

2 2

e ｆ ｆf
σ＝ σ 3・τ

σｅｆ ：はり材の組合せ応力度(N/mm2) 

σｆ ：はり材に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

τｆ ：はり材に生じるせん断応力度(N/mm2) 
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c. 柱材

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重

柱材に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式により算出する。

Ｐｈ＝ρ０・g・Ｈ・10-3

Ｐｈ ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

(b) 平均水圧による分布荷重

平均水圧による分布荷重は次式により算出する。

ｗｆ 2＝Ｐｈ・Ｌ 2’・10-3 

ｗｆ 2 ：柱材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｐh ：堰最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ2’ ：柱材1本当たりが負担するはり材の長さ(mm) 

(c) 曲げ応力度に対する検定

柱材に生じる曲げ応力度は柱材を片持ちばりとして次式により算出し，柱

材の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

σＹ＝ｗｆ 2・Ｈ2/6/ＺＹ 

σＹ ：柱材に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

ｗｆ 2 ：柱材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

ＺＹ ：柱材の断面係数(mm3) 
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(d) せん断応力度に対する検定

柱材に生じるせん断応力度は柱材を片持ちばりとして次式により算出し，

柱材の短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

τＹ＝ｗｆ 2・Ｈ/2/ＡＹ 

τＹ ：柱材に生じるせん断応力度(N/mm2) 

ｗｆ 2 ：柱材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

ＡＹ ：柱材のせん断断面積(mm2) 

(e) 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定

柱材に生じる曲げ応力度とせん断応力度の組合せ応力度を「Ｓ規準」に基

づく次式により算出し，柱材の短期許容組合せ応力度を下回ることを確認す

る。 

2 2

Y Ye Y
σ＝ σ 3・τ

σｅＹ ：柱材の組合せ応力度(N/mm2) 

σＹ ：柱材に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

τＹ ：柱材に生じるせん断応力度(N/mm2) 

d. アンカーボルト

(a) 引張力に対する検定

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力は次式より算出し，アンカーボ

ルトの短期許容引張荷重を下回ることを確認する。

Ｔ＝Ｍｈ/（（Ｌ3－ｅ）・10-3・Ｎ1） 

Ｍｈ＝（ｗｆ 2・（Ｈ・10-3） 2）/6 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる引張力(kN) 

ｗｆ 2 ：柱材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

Ｌ3 ：ベースプレートの幅(mm) 

ｅ ：アンカーボルトの穴縁端距離(mm) 

Ｎ1 ：引張を受けるアンカーボルトの本数（本） 
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(b) せん断力に対する検定

アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力は次式より算出し，アンカー

ボルトの短期許容せん断荷重を下回ることを確認する。 

ｑ＝Ｑｈ/Ｎ 2 

Ｑｈ＝（ｗｆ 2・（Ｈ・10-3））/2 

Ｑｈ   ：堰下端の発生せん断力 

ｑ ：アンカーボルトに生じるせん断力(kN) 

ｗｆ 2 ：柱材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

Ｎ2 ：せん断を受けるアンカーボルトの本数（本） 

(c) 引張力とせん断力の組合せに対する検定

組合せによる評価を「各種合成構造設計指針・同解説」に基づく次式によ

り算出し，1 以下であることを確認する。 

（Ｔ/Ｔａ） 2＋（ｑ/Ｑａ） 2≦1 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる引張力(kN) 

Ｔａ ：アンカーボルトに生じる引張に対する短期許容荷重(kN) 

ｑ ：アンカーボルトに生じるせん断力(kN) 

Ｑａ ：アンカーボルトに生じるせん断に対する短期許容荷重(kN) 
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3.5.2 鋼板折曲げ型堰の評価方法 

静水圧荷重を受ける単位幅のはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件

を定めた解析モデルに置き換え，鋼板及びアンカーボルトに発生する応力を応力

解析により算定し，各許容限界との比較により強度評価を行う。 

鋼板折曲げ型堰の評価モデル図を図 3－6 に示す。解析に使用するプログラム

は，「ＫＡＮＳＡＳ２」である。なお，解析プログラムの検証及び妥当性の確認

の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 3－6 鋼板折曲げ型堰の評価モデル図 

(1) 応力算定

静水圧荷重を受ける鋼板に生じる曲げ応力度並びにアンカーボルトに生じる引

張力及びせん断力に対する確認を行うに当たり，各荷重により生じる応力を応力

解析により算定する。 

鋼板折曲げ型堰に生じる力の概念図を図 3－7 に示す。 

図 3－7 溢水時の鋼板及びアンカーボルトに生じる力の断面概念図 
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(2) 断面検定

a. 鋼板

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。

Ｐｈ＝ρ０・g・Ｈ・10-3

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

(b) 曲げ応力度に対する検定

鋼板に生じる曲げ応力度は，応力解析により求めた鋼板の最大曲げモーメ

ントを用いて次式により算出し，鋼板の短期許容曲げ応力度を下回ることを

確認する。 

σ＝（Ｍ・10６）/Ｚ 

σ ：鋼板の曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：鋼板の曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：鋼板の断面係数(mm3) 

b. アンカーボルト

(a) 引張力に対する検定

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力は，応力解析により求めた支点

反力を用いて次式により算出し，アンカーボルトの短期許容引張荷重を下回

ることを確認する。 

Ｔ＝ＲＶ/Ｎ 1 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる引張力(kN) 

ＲＶ ：支点反力（鉛直方向）(kN) 

Ｎ1 ：引張を受ける1m当たりのアンカーボルトの本数（本） 
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(b) せん断力に対する検定

アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力は，応力解析により求めた支

点反力を用いて次式により算出し，アンカーボルトの短期許容せん断荷重を

下回ることを確認する。 

ｑ＝ＲＨ/Ｎ 2 

ｑ ：アンカーボルトに生じるせん断力(kN) 

ＲＨ ：支点反力（水平方向）(kN) 

Ｎ2 ：せん断を受ける1m当たりのアンカーボルトの本数（本） 

(c) 引張力とせん断力の組合せに対する検定

組合せによる評価を各種合成構造設計指針・同解説に基づく次式により算

出し，1 以下であることを確認する。 

（Ｔ/Ｔａ） 2＋（ｑ/Ｑａ） 2≦1 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる引張力(kN) 

Ｔａ ：アンカーボルトに生じる引張に対する短期許容荷重(kN) 

ｑ ：アンカーボルトに生じるせん断力(kN) 

Ｑａ ：アンカーボルトに生じるせん断に対する短期許容荷重(kN) 
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3.5.3 鉄筋コンクリート製堰の評価方法 

鉄筋コンクリート製堰に生じる応力は，静水圧荷重を受ける片持ちばりとして，

既存躯体との接合部に生じる圧縮力及びせん断力を算定し，鉄筋に生じる引張力

及びせん断力並びにコンクリートに生じるせん断力及び圧縮力に対する確認を行

う。 

また，鉄筋に生じる引張力に対する確認においては，鉄筋コンクリート製堰が

受ける静水圧荷重の曲げ成分を組み合わせるものとする。 

(1) 応力算定

静水圧荷重を受けるアンカー筋，コンクリート，主筋に対する確認を行うに当

たり，各荷重により生じる応力を算定する。 

鉄筋コンクリート製堰に生じる力の概念図を図 3－8 に示す。 

図 3－8 溢水時の鉄筋コンクリート製堰に生じる力の断面概念図 

(2) 断面検定

a. アンカー筋

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。

Ｐｈ＝ρ０・g・Ｈ・10-3

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

コンクリート
主筋 

アンカー筋

既存躯体 

Ｑｈ

Ｍｈ
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(b) 引張力に対する検定

アンカー筋に作用する引張力を次式により算出し，アンカー筋の短期許容

引張荷重を下回ることを確認する。 

Ｔ1＝（Ｐｈ・（Ｈ・10-3） 2）/6/（ｂ1’・Ｎ1） 

Ｔ1 ：アンカー筋に生じる引張力(kN) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

ｂ1’ ：アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離(m) 

Ｎ1 ：引張を受ける 1m 当たりのアンカー筋の本数（本） 

(c) せん断力に対する検定

アンカー筋に作用するせん断力を次式より算出し，アンカー筋の短期許容

せん断荷重を下回ることを確認する。 

ｑ1＝Ｐｈ・Ｈ・10-3/2/Ｎ2 

ｑ1 ：アンカー筋に生じるせん断力(kN) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

Ｎ2 ：せん断を受ける 1m 当たりのアンカー筋の本数（本） 

(d) 引張力とせん断力の組合せに対する検定

組合せによる評価を「各種合成構造設計指針・同解説」に基づく次式によ

り算出し，1 以下であることを確認する。 

（Ｔ 1/Ｔａ1） 2＋（ｑ 1/Ｑａ1） 2≦1 

Ｔ1 ：アンカー筋に生じる引張力(kN) 

Ｔａ 1 ：アンカー筋に生じる引張に対する短期許容荷重(kN) 

ｑ1 ：アンカー筋に生じるせん断力(kN) 

Ｑａ 1 ：アンカー筋に生じるせん断に対する短期許容荷重(kN) 
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ｂ. 主筋 

(a) 引張力に対する検定

主筋に作用する引張力は，静水圧荷重による曲げモーメントより引張力を

算出し，主筋に生じる引張力が短期許容引張荷重を下回ることを確認する。 

Ｔ2＝（Ｐｈ・（Ｈ・10-3） 2）/6/（ｂ2’・Ｎ3） 

Ｔ2 ：主筋に生じる引張力(kN) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

ｂ2’ ：主筋の重心位置から躯体端部までの距離(m) 

Ｎ3 ：引張を受ける 1m 当たりの主筋の本数（本） 

(b) せん断力に対する検定

主筋に作用するせん断力を次式のより算出し，主筋に生じるせん断力が短

期許容せん断荷重を下回ることを確認する。 

ｑ2＝Ｐｈ・Ｈ・10-3/2/Ｎ4 

ｑ2 ：主筋に生じるせん断力(kN) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

Ｎ4 ：せん断を受ける 1m 当たりの主筋の本数（本） 

(c) 引張力とせん断力の組合せに対する検定

組合せによる評価を「各種合成構造設計指針・同解説」に基づく次式によ

り算出し，1 以下であることを確認する。 

（Ｔ 2/Ｔａ2） 2＋（ｑ 2/Ｑａ2） 2≦1 

Ｔ2 ：主筋に生じる引張力(kN) 

Ｔａ 2 ：主筋に生じる引張に対する短期許容荷重(kN) 

ｑ2 ：主筋に生じるせん断力(kN) 

Ｑａ 2 ：主筋に生じるせん断に対する短期許容荷重(kN) 
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c. 堰底部のコンクリート

(a) せん断力に対する検定

堰底部に生じるせん断力が短期許容せん断荷重を下回ることを次式により

確認する。 

τ’＝Ｐｈ・Ｈ・10-3/2/（Ｂ・103） 

τ’ ：堰底部のコンクリートに生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

Ｂ ：鉄筋コンクリート製堰の幅(m) 

(b) 圧縮力に対する検定

堰に生じる曲げモーメントによりコンクリートの圧縮力に生じる応力度が

短期許容圧縮応力度を下回ることを次式により確認する。 

σｃ＝Ｗ１/（Ｂ・103）＋（Ｐｈ・（Ｈ・10-3）2/6・106）/Ｚ 

σｃ ：堰底部のコンクリートに生じる圧縮応力度(N/mm2) 

Ｗ1 ：単位長さ当たりの鉄筋コンクリート製堰の重量 

（ρ・Ｂ・Ｈ・10-3）(kN/m) 

ρ ：コンクリートの単位体積重量(kN/m3) 

Ｂ ：鉄筋コンクリート製堰の幅(m) 

Ｈ ：堰の高さ(mm) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｚ ：堰の断面係数(mm3/m) 
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3.6 評価条件 

柱支持型堰の強度評価に用いる入力値を表 3－17 に，鋼板折曲げ型堰の強度評価に

用いる入力値を表 3－18 に，鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる入力値を表 3

－19 に示す。 

表 3－17 柱支持型堰の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 定義 数値 

ρ０ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 堰の高さ 1050 

Ｌ1 mm はり材間距離 350 

Ｚ mm3/mm 鋼板の断面係数 3.375 

Ｌ1’ mm はり材 1 本当たりが負担する鋼板の幅 175 

Ｌ2 mm はり材の長さ 982.5 

Ｚｆ mm3 はり材の断面係数 14200 

Ａｆ mm2 はり材のせん断断面積 581 

Ｌ2’ mm 柱材 1 本当たりが負担するはり材の長さ 982.5 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 75100 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 3000 

Ｌ3 mm ベースプレートの幅 425 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 200 

Ｎ1 本 引張を受けるアンカーボルトの本数 2 

Ｎ2 本 せん断を受けるアンカーボルトの本数 6 
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表 3－18 鋼板折曲げ型堰の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 定義 数値 

ρ０ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 堰の高さ 310 

Ｍ kN・m 鋼板の曲げモーメント 0.021 

Ｚ mm3 鋼板の断面係数 1707 

ＲＶ kN 支点反力（鉛直方向） 1.393 

Ｎ1 本/m 引張を受ける 1m 当たりのアンカーボルトの本数 5 

ＲＨ kN 支点反力（水平方向） 0.4855 

Ｎ2 本/m せん断を受ける 1m 当たりのアンカーボルトの本数 10 

Ｂ mm 堰の幅 36 

表 3－19 鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 定義 数値 

ρ０ t/m3 水の密度 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 堰の高さ 200 

ｂ1’ m アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 0.09 

Ｎ1 本 引張を受ける 1m 当たりのアンカー筋の本数 5 

Ｎ2 本 せん断を受ける 1m 当たりのアンカー筋の本数 5 

ｂ2’ m 主筋の重心位置から躯体端部までの距離 0.09 

Ｎ3 本 引張を受ける 1m 当たりの主筋の本数 5 

Ｎ4 本 せん断を受ける 1m 当たりの主筋の本数 5 

Ｂ m 鉄筋コンクリート製堰の幅 0.18 

ρ kN/m3 コンクリートの単位体積重量 24 

Ｚ mm3/m 堰の断面係数 5400000 
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4. 評価結果

柱支持型堰の強度評価結果を表 4－1に，鋼板折曲げ型堰の強度評価結果を表 4－2に，

鉄筋コンクリート製堰の強度評価結果を表 4－3 に示す。発生値は許容限界値以下であ

り，静水圧荷重に対して，溢水伝播を防止する機能を維持するために，十分な構造強度

を有することを確認した。 

表 4－1 柱支持型堰の強度評価結果 

評価対象部位 

発生値 

（荷重又は 

発生応力度） 

許容限界 検定比 

鋼板 曲げ 49 N/mm2 271 N/mm2 0.19＜1.0 

はり材 

曲げ 16 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02＜1.0 

組合せ 17 N/mm2 235 N/mm2 0.08＜1.0 

柱材 

曲げ 26 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02＜1.0 

組合せ 27 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張 5 kN 36 kN 0.14＜1.0 

せん断 1 kN 42 kN 0.03＜1.0 

組合せ － － － － 0.02＜1.0 

表 4－2 鋼板折曲げ型堰の強度評価結果 

評価対象部位 

発生値 

（荷重又は 

発生応力度） 

許容限界 検定比 

鋼板 曲げ 13 N/mm2 271 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー

ボルト

引張 0.3 kN 10 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.1 kN 11 kN 0.01＜1.0 

組合せ － － － － 0.01＜1.0 
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表 4－3 鉄筋コンクリート製堰の強度評価結果 

評価対象部位 

発生値 

（荷重又は 

発生応力度） 

許容限界 検定比 

アンカー筋

引張 0.1 kN 34 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.1 kN 29 kN 0.01＜1.0 

組合せ － － － － 0.01＜1.0 

主筋 

引張 0.1 kN 43 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.1 kN 43 kN 0.01＜1.0 

組合せ － － － － 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンクリート

せん断 0.002 N/mm2 1.06 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.008 N/mm2 14.6 N/mm2 0.01＜1.0 
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Ⅵ-3-別添 3-4-5 防水板の強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，

浸水防護施設である溢水用防水板及び管理区域防水板（以下「防水板」という。）が，

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造

部材が構造健全性を維持することを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 検討対象防水板一覧 

検討対象の防水板を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 検討対象防水板一覧 

防水板 

No. 
防水板名称 

1 原子炉建物 3 階 新燃料検査台ピット室防水板  

2 
タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板（非

管理区域側） 

3 
タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板（管

理区域側） 

4 
廃棄物処理建物 2 階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板

（管理区域側） 

5 
廃棄物処理建物 2 階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク水

中ポンプ操作室防水板（管理区域側） 

6 
廃棄物処理建物 2 階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板

（非管理区域側） 

7 
廃棄物処理建物 2 階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク水

中ポンプ操作室防水板（非管理区域側） 
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2.2 配置概要 

防水板はⅥ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「4.1.3 溢水用防水

板の設計方針」及び「4.1.5 管理区域水密扉，堰及び防水板の設計方針」に示すと

おり，原子炉建物，タービン建物及び廃棄物処理建物に設置する。防水板の設置位置

図を図 2－1 に示す。 

  

防水板
No. 

防水板名称 

1 原子炉建物 3 階 新燃料検査台ピット室防水板 

 

図 2－1(1) 防水板の設置位置図（原子炉建物 地上 3 階） 
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防水板
No. 

防水板名称 

2 
タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板（非管理区
域側） 

3 
タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板（管理区域
側） 

 

図 2－1(2) 防水板の設置位置図（タービン建物 地上 2 階） 
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防水板
No. 

防水板名称 

4 廃棄物処理建物 2 階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板（管理区域側） 

5 
廃棄物処理建物 2 階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク水中ポンプ操作
室防水板（管理区域側） 

6 廃棄物処理建物 2階 廃棄物処理建物 C/C室防水板（非管理区域側） 

7 
廃棄物処理建物 2 階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク水中ポンプ操作
室防水板（非管理区域側） 

 

図 2－1(3) 防水板の設置位置図（廃棄物処理建物 地上 2 階） 
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2.3 構造計画 

防水板の構造はⅥ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「3. 構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。防水板は，

芯材，鋼板及びアンカーボルトから構成され，アンカーボルトにより建物床及び壁に

固定する構造とする。防水板の構造計画を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 防水板の構造計画 

計画の概要  

概略構造図  基礎・  

支持構造  
主体構造  

芯材で補強し

た鋼板を建物

床及び壁面に

アンカーボル

トにて固定す

る。  

鋼板，芯材

及びアンカ

ー ボ ル ト 

により構成

する。 

 

 

 

 

  

正面図 

Ａ－Ａ断面図 

Ｂ－Ｂ断面図 

Ｂ

Ｂ

Ａ Ａ

鋼板

芯材

アンカーボルト

 FL  FL

アンカーボルト

鋼板

芯材
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2.4 評価方針 

防水板の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」にて設定している荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，防水板の評価対象部位に作用する応力

等が許容限界内に収まることを，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「3.6 

評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，「4. 評価結果」にて確認する。 

防水板の強度評価フローを図 2－2 に示す。 
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図 2－2 防水板の強度評価フロー 

  

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面算定方法 

評価条件の設定 

強度評価 

強度評価結果の確認 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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3. 強度評価方法 

防水板の強度評価はⅥ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「5. 強度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を実施する。 

防水板の強度評価は，「3.2 評価対象部位」に示す評価対象部位に対し，「3.3 荷

重及び荷重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界を踏まえ，「3.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

3.1 記号の説明 

   防水板の強度評価に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 防水板の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ρ０ t/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｈ mm 当該防水板の水圧作用高さ 

Ｐｈ kN/m2 防水板最下端の静水圧荷重 

Ｌ1 mm 芯材間距離 

Ｚ mm3/m 鋼板の断面係数 

σρ  N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｌ1’ mm 芯材 1 本当たりが負担する鋼板の幅 

ｗｆ kN/m 芯材の平均水圧による分布荷重 

Ｌ2 mm 芯材の長さ 

Ｚｆ mm3 芯材の断面係数 

σｆ  N/mm2 芯材に生じる曲げ応力度 

Ａｆ mm2 芯材のせん断断面積 

τｆ  N/mm2 芯材に生じるせん断応力度 

σｅｆ N/mm2 芯材の組合せ応力度 

Ｎ  本 せん断を受けるアンカーボルトの本数 

Ｌ3 mm 防水板の高さ 

Ｌ4 mm 防水板の幅 

ｑ  kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑｈ kN アンカーボルトに生じるせん断力 

Ｆｈ  kN 防水板に生じる静水圧荷重 

ｔ mm 鋼板の板厚 
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3.2 評価対象部位 

防水板の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，「2.3 構造

計画」に示す構造計画にて設定している構造に基づき，溢水に伴う荷重の作用方向及

び伝達過程を考慮し設定する。 

防水板の評価対象部位は，防水板に作用する静水圧荷重が，鋼板及び芯材からアン

カーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して開口部周囲の躯体に伝わることから，

鋼板，芯材及びアンカーボルトとする。アンカーボルトについては，芯材から伝達さ

れた荷重をせん断力として負担する防水板の芯材を固定するアンカーボルトを，評価

対象部位として選定する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要

な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及

び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.3.1 溢水による静水圧荷重 

溢水による静水圧荷重として，発生を想定する溢水による水圧作用高さまでの

静水圧を考慮する。溢水による静水圧荷重は次式により算定する。  

 

Ｐｈ＝ρｏ・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ：防水板最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

 g ：重力加速度(m/s2) 

 ｈ ：当該防水板の水圧作用高さ(mm) 

 

静水圧荷重の算定に用いる水圧作用高さ及び水の密度を表 3－2 に示す。 
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表 3－2 水圧作用高さ及び水の密度 

防水板

No. 
防水板名称 

水圧作用 

高さ 

(mm) 

水の密度 

(t/m3) 

1 原子炉建物 3 階 新燃料検査台ピット室防水板  8000 1.03 

2 
タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板

（非管理区域側） 
3580 1.03 

3 
タービン建物 2 階 固定子冷却装置室西側防水板

（管理区域側） 
3040 1.03 

4 
廃棄物処理建物 2 階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板

（管理区域側） 
6050 1.03 

5 
廃棄物処理建物 2 階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク

水中ポンプ操作室防水板（管理区域側） 
3390 1.03 

6 
廃棄物処理建物 2 階 廃棄物処理建物 C/C 室防水板

（非管理区域側） 
3180 1.03 

7 
廃棄物処理建物 2 階 A-原子炉浄化樹脂貯蔵タンク

水中ポンプ操作室防水板（非管理区域側） 
3180 1.03 

 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重

を踏まえて設定する。荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

強度評価の対象施設  荷重の組合せ  

防水板  Ｐｈ  
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3.4 許容限界 

防水板の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.2 評価対象部

位」にて設定している評価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し短期許容応力度

又は，短期許容荷重とする。 

 

3.4.1 使用材料 

防水板を構成する，鋼板，芯材及びアンカーボルトの使用材料を表 3－4 に示

す。 

 

表 3－4 鋼板，芯材及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 
PL-22 

PL-16 

芯材 SS400 
[-200×90×8×13.5 

[-250×90×9×13 

アンカーボルト SS400 M16 

 

3.4.2 許容限界 

(1) 鋼板及び芯材 

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会， 2005 年改

定）」（以下「S規準」という。）に基づき算定した短期許容応力度を表 3－5に

示す。 

 

表 3－5 鋼板及び芯材の短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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(2) アンカーボルト 

「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」に

基づき算定した短期許容荷重を表 3－6 に示す。 

なお，せん断力に対する許容荷重は，アンカーボルト母材のせん断強度より決

まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決

まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－6 アンカーボルトの短期許容荷重 

材料  
せん断 

(kN) 

SS400（M16） 25.8 
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Ｌ1 

鋼板 

3.5 評価方法 

防水板の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「5. 強度評価方法」にて設定している評価式を用いる。 

 

(1) 応力算定 

静水圧荷重を受ける鋼板に生じる曲げ応力，芯材に生じる曲げ応力度及びせん

断応力度並びにアンカーボルトに生じるせん断力に対する確認を行うに当たり，

各荷重により生じる曲げ応力度，せん断応力度を算定する。 

防水板に生じる力の概念図を図 3－1～図 3－4 に示す。 

 

 

 

図 3－1 溢水時の防水板に生じる力の断面概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

正面図             断面概念図 

 

図 3－2 溢水時の鋼板に生じる力の断面概念図 

Ｈ 

Ｌ
1
 

Ｐｈ 

Ｌ
1
’ 

 FL

Ｌ
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 Ｐｈ 
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正面図               断面概念図 

 

図 3－3 溢水時の芯材に生じる力の断面概念図 

 

 

 

 

図 3－4 溢水時のアンカーボルトに生じる力の断面概念図 

 

Ｑｈ 
 FL

Ｌ 2 

Ｌ 1
’ 

芯材  

Ｌ
2
 

ｗｆ 
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(2) 断面検定 

a. 鋼板 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ＝ρ０・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ ：防水板最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：当該防水板の水圧作用高さ(mm) 

 

(b) 曲げ応力度に対する検定  

鋼板に生じる曲げ応力度は，鋼板を両端ピンの単純ばりとして次式により

算出し，鋼板の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。このとき，実

際に作用する静水圧荷重は，台形分布若しくは，三角形分布であるが，防水

板最下端の最大静水圧が等分布に作用するものとして安全側に評価する。 

 

σρ＝Ｐｈ・Ｌ 1
2/8/Ｚ  

 

σρ ：鋼板に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｐｈ ：防水板最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ1 ：芯材間距離(mm) 

Ｚ ：鋼板の断面係数(mm3/m) 

 

b. 芯材  

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重  

芯材に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式により算出する。 

 

Ｐｈ＝ρ０・g・ｈ・10-3 

 

Ｐｈ ：防水板最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

ρ０ ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

ｈ ：当該防水板の水圧作用高さ(mm) 
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(b) 平均水圧による分布荷重  

平均水圧による分布荷重は次式により算出する。 

 

ｗｆ＝Ｐｈ・Ｌ 1’・10-3 

 

ｗｆ ：芯材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｐｈ ：防水板最下端の静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ1’ ：芯材1本当たりが負担する鋼板の幅(mm) 

 

(c) 曲げ応力度に対する検定  

芯材に生じる曲げ応力度は芯材を両端ピンの単純ばりとして次式により算

出し，芯材の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σｆ＝ｗｆ・Ｌ 2
2/8/Ｚｆ 

 

σｆ ：芯材に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

ｗｆ ：芯材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：芯材の長さ(mm) 

Ｚｆ ：芯材の断面係数(mm3) 

 

(d) せん断応力度に対する検定  

芯材に生じるせん断応力度は芯材を両端ピンの単純ばりとして次式により

算出し，芯材の短期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

 

τｆ＝ｗｆ・Ｌ 2/2/Ａｆ 

 

τｆ ：芯材に生じるせん断応力度(N/mm2) 

ｗｆ ：芯材の平均水圧による分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：芯材の長さ(mm) 

Ａｆ ：芯材のせん断断面積(mm2) 
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(e) 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定 

芯材に生じる曲げ応力度とせん断応力度の組合せ応力度を「S 規準」に基

づく次式により算出し，芯材の短期許容組合せ応力度を下回ることを確認す

る。 

2 2

e ｆ ｆf
σ＝ σ 3・τ  

 

σｅｆ ：芯材の組合せ応力度(N/mm2) 

σｆ ：芯材の曲げ応力度(N/mm2) 

τｆ ：芯材のせん断応力度(N/mm2) 

 

c. アンカーボルト  

(a) せん断力に対する検定  

アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力は次式より算出し，アンカー

ボルトの短期許容せん断荷重を下回ることを確認する。 

 

ｑ＝Ｑｈ/Ｎ  

Ｑｈ＝Ｆｈ/2 

Ｆｈ＝Ｐｈ・Ｌ 3・Ｌ 4・10-6  

 

ｑ ：アンカーボルトに1本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑｈ ：アンカーボルトに生じるせん断力(kN) 

Ｆｈ  ：防水板に生じる静水圧荷重(kN) 

Ｎ ：せん断を受けるアンカーボルトの本数（本） 

Ｐｈ ：防水板下端に作用する静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ3 ：防水板の高さ(mm) 

Ｌ4 ：防水板の幅(mm) 
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3.6 評価条件 

強度評価に用いる入力値を表 3－7 に示す。 

 

表 3－7(1) 強度評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 
防水板 No. 

1 2 3 

共通 

ｈ mm 
当該防水板の 

水圧作用高さ 
8000 3580 3040 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 

鋼板 

Ｌ1 mm 芯材間距離 532 585 545 

ｔ mm 鋼板の板厚 22 16 16 

Ｚ mm3/m 鋼板の断面係数 80670 42670 42670 

芯材 

Ｌ1’ mm 
芯材 1 本当たりが 

負担する鋼板の幅 
526 565 545 

Ｌ2 mm 芯材の長さ 965 2230 2229 

Ｚｆ mm3 芯材の断面係数 249000 334000 334000 

Ａｆ mm2 芯材のせん断断面積 1384 2016 2016 

アンカー

ボルト 

Ｌ3 mm 防水板の高さ 2092 2390 2296 

Ｌ4 mm 防水板の幅 965 2455 2345 

Ｎ 本 

片側＊（左右若しく

は上下）のアンカー 

ボルトの本数 

8 24 16 

注記＊：左右若しくは上下でせん断力を受けるアンカーボルトの本数が異なる場合は，

検定比が最大となるアンカーボルトが取り付く側とする。 
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表 3－7(2) 強度評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 
防水板 No. 

4 5 

共通 

ｈ mm 
当該防水板の 

水圧作用高さ 
6050 3390 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665 

鋼板 

Ｌ1 mm 芯材間距離 581 570 

ｔ mm 鋼板の板厚 16 16 

Ｚ mm3/m 鋼板の断面係数 42670 42670 

芯材 

Ｌ1’ mm 
芯材 1 本当たりが 

負担する鋼板の幅 
579 570 

Ｌ2 mm 芯材の長さ 1770 958 

Ｚｆ mm3 芯材の断面係数 334000 249000 

Ａｆ mm2 芯材のせん断断面積 2016 1384 

アンカー 

ボルト 

Ｌ3 mm 防水板の高さ 3080 2374 

Ｌ4 mm 防水板の幅 1970 990 

Ｎ 本 

片側＊（左右若しく

は上下）のアンカー 

ボルトの本数 

 

- 19 

注記＊：左右若しくは上下でせん断力を受けるアンカーボルトの本数が異なる場

合は，検定比が最大となるアンカーボルトが取り付く側とする。 
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表 3－7(3) 強度評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 
防水板 No. 

6 7 

共通 

ｈ mm 
当該防水板の 

水圧作用高さ 
3180 3180 

ρｏ t/m3 水の密度 1.03 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665 

鋼板 

Ｌ1 mm 芯材間距離 581 520 

t mm 鋼板の板厚 16 16 

Ｚ mm3/m 鋼板の断面係数 42670 42670 

芯材 

Ｌ1’ mm 
芯材 1 本当たりが 

負担する鋼板の幅 
579 520 

Ｌ2 mm 芯材の長さ 1770 958 

Ｚｆ mm3 芯材の断面係数 249000 249000 

Ａｆ mm2 芯材のせん断断面積 1384 1384 

アンカー

ボルト 

Ｌ3 mm 防水板の高さ 3102 2090 

Ｌ4 mm 防水板の幅 2170 990 

Ｎ 本 

片側＊（左右若しく

は上下）のアンカー 

ボルトの本数 

- 14 

注記＊：左右若しくは上下でせん断力を受けるアンカーボルトの本数が異なる場

合は，検定比が最大となるアンカーボルトが取り付く側とする。 
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4. 評価結果 

防水板の強度評価結果を表 4－1 に示す。防水板の各部材の断面検定を行った結果，

発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，防水板が構造健全性を有するこ

とを確認した。 

 

表 4－1(1) 防水板の強度評価結果 

防水板 

No. 
評価対象部位 

発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界 検定比 

1 

鋼板 曲げ 36 N/mm2 235 N/mm2 0.16＜1.0 

芯材 

曲げ 20 N/mm2 233 N/mm2 0.09＜1.0 

せん断 15 N/mm2 135 N/mm2 0.12＜1.0 

組合せ 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 10.2 kN 25.8 kN 0.40＜1.0 

2 

鋼板 曲げ 37 N/mm2 235 N/mm2 0.16＜1.0 

芯材 

曲げ 39 N/mm2 232 N/mm2 0.17＜1.0 

せん断 12 N/mm2 135 N/mm2 0.09＜1.0 

組合せ 45 N/mm2 235 N/mm2 0.20＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 4.5 kN 25.8 kN 0.18＜1.0 

3 

鋼板 曲げ 27 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

芯材 

曲げ 32 N/mm2 232 N/mm2 0.14＜1.0 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08＜1.0 

組合せ 37 N/mm2 235 N/mm2 0.16＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 5.2 kN 25.8 kN 0.21＜1.0 

4 

鋼板 曲げ 61 N/mm2 235 N/mm2 0.26＜1.0 

芯材 

曲げ 42 N/mm2 228 N/mm2 0.19＜1.0 

せん断 16 N/mm2 135 N/mm2 0.12＜1.0 

組合せ 51 N/mm2 235 N/mm2 0.22＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 - kN - kN - 
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表 4－1(2) 防水板の強度評価結果 

防水板 

No. 
評価対象部位 

発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界 検定比 

5 

鋼板 曲げ 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15＜1.0 

芯材 

曲げ 9 N/mm2 233 N/mm2 0.04＜1.0 

せん断 7 N/mm2 135 N/mm2 0.06＜1.0 

組合せ 16 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 2.2 kN 25.8 kN 0.09＜1.0 

6 

鋼板 曲げ 32 N/mm2 235 N/mm2 0.14＜1.0 

芯材 

曲げ 30 N/mm2 229 N/mm2 0.14＜1.0 

せん断 12 N/mm2 135 N/mm2 0.09＜1.0 

組合せ 37 N/mm2 235 N/mm2 0.16＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 - kN - kN - 

7 

鋼板 曲げ 26 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

芯材 

曲げ 8 N/mm2 233 N/mm2 0.04＜1.0 

せん断 6 N/mm2 135 N/mm2 0.05＜1.0 

組合せ 14 N/mm2 235 N/mm2 0.06＜1.0 

アンカー 

ボルト 
せん断 2.4 kN 25.8 kN 0.10＜1.0 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，貫通部

止水処置が発生を想定する内部溢水による静水圧荷重に対して，主要な構造部材が構造健全性を

有することを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

貫通部止水処置は各建物及び区画の貫通口と貫通物との隙間又は貫通部の周囲に施工する。 

 

2.2 構造計画 

貫通部止水処置は，貫通部の位置や条件に応じて，シール材，モルタル，ブーツ及び金属製

伸縮継手を使用し，各貫通部止水処置の適用条件を考慮し施工する。シール材及びモルタルは

壁面又は床面の貫通口と貫通物の隙間に施工し，壁面又は床面と貫通物を接合する構造とする。

なお，ケーブルトレイ，電線管（以下「電路」という。）の貫通部の止水においては，シール材

が型崩れしないように金属ボックスをアンカーボルトで壁面又は床面に固定し，金属ボックス

にシール材を充填する場合がある。ブーツは，伸縮性ゴムを用い，壁面又は床面設置の貫通口

と配管を締付けバンドにて固定する構造とする。金属製伸縮継手は，壁面又は床面設置の貫通

口及び配管に溶接することで固定する構造とする。貫通部止水処置の構造計画を表 2－1 に示

す。 
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表 2－1 貫通部止水処置の構造計画 

設備 

名称 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

モルタルにて

構成する。 

貫通部の開口部にモルタル

を充填し，硬化後は貫通部

内面及び貫通物外面と一定

の付着力によって接合す

る。  

ブーツと締付

けバンドにて

構成する。 

高温配管の熱膨張変位及び

地震時の変位を吸収できる

よう伸縮性ゴムを用い，壁

面又は床面設置の貫通口と

配管を締付けバンドにて締

結する。  

充填タイプの

シール材にて

構成する。 

貫通部の開口部にシール材

を充填する。シール材は，

施工時は液状であり，反応

硬化によって所定の強度を

有する構造物が形成され，

貫通部内面及び貫通物外面

と一定の付着力によって接

合する。  

電路貫通部については，シ

ール材が型崩れしないよう

金属ボックスをアンカーボ

ルトで壁面又は床面に固定

し，金属ボックスにシール

材を充填する。シール材

は，施工時は液状であり，

反応硬化によって所定の強

度を有する構造物が形成さ

れる。 

 

 

金属製伸縮継

手にて構成す

る。 

高温配管の熱膨張変位及び

地震時の変位を吸収できる

よう金属製伸縮継手を用

い，壁面又は床面設置の貫

通口と配管を溶接によって

接合する。   

モルタル

壁・床

配管
ケーブルトレイ
電線管

貫通物

壁・床
貫通物
（配管）

ブーツ

調整リング

締付バンド

貫通口

ケーブルトレイ
電線管

貫通物

壁・床

壁・床

貫通物
（配管）

シール材

シール材 ケーブル

モルタル

壁・床

金属製伸縮継手

貫通物
（配管）

貫通口

溶接部

溶接部

ダム材：液状のシール材が反応硬化するまでの間に必要な

堰止め材 
 

ケーブルトレイ 
電線管 

貫通物 

モルタル 

アンカーボルト 

シール材 

ダム材 

金属ボックス 

壁・床 
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2.3 評価方針 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢󠄀水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，貫通部止水処置の評価部

位に作用する荷重等が許容限界以下であることを確認する。 

貫通部止水処置のシール材及びブーツ，金属製伸縮継手並びにモルタルの強度評価フローを

それぞれ，図 2－1，図 2－2並びに図 2－3に示す。 

貫通部止水処置の強度評価においては，その構造を踏まえ，静水圧荷重の作用方向及び伝達

過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，静水圧荷重

を考慮し，評価される最大荷重を設定する。 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，静水圧荷重並びに地震による動水圧及び余震荷

重を考慮する津波への配慮が必要な貫通部止水処置の強度評価に包絡される。よって，津波へ

の配慮が必要な貫通部止水処置の強度評価を実施しているシール材，ブーツ及びモルタルにつ

いては，本計算書での評価は不要とし，評価結果として，Ⅵ-3-別添 3-2-9「貫通部止水処置の

強度計算書」に記載の評価結果を記載する。 

なお，シール材（電路）及びブーツについては，内部溢水の影響の方が厳しい計算結果とな

るため，内部溢水の評価も記載する。 

 

図 2－1 シール材及びブーツの強度評価フロー  

貫通部仕様（設置位置及び 

シール材，ブーツ仕様） 
荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する圧力の算出 

シール材及びブーツの 

実証試験結果 

シール材及びブーツの強度評価 
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図 2－2 金属製伸縮継手の強度評価フロー  

貫通部仕様 

（設置位置及び金属製伸縮継手仕様） 
荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する圧力の算出 

金属製伸縮継手の許容圧力 

金属製伸縮継手の強度評価 
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図 2－3 モルタルの強度評価フロー 

  

貫通部仕様 

（設置位置及びモルタル仕様） 
荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する荷重の算出 

モルタルの許容荷重 

モルタルの強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））（ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（（社）日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

 

2.5 記号の説明 

金属製伸縮継手の強度評価に用いる記号を表 2－2に示す。 

 

表 2－2 強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

ｃ 継手部の層数 ― 

g 重力加速度 m/s2 

Ｈ 継手部の波の高さ mm 

ｈ 貫通部位置における浸水深さ m 

Ｐｈ 静水圧 MPa 

Ｐａ 許容圧力 MPa 

Ｓ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に規定の最高使用温度に

おける材料の許容引張応力 
MPa 

ｔ 継手部の板の厚さ mm 

ρ 海水の密度 kg/m3 

 

2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりである。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 桁処理 処理方法 表示桁 

厚さ，高さ mm ― ― 整数位＊1 

水深 m 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

密度 kg/m3 ― ― 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

発生荷重 kN 有効数字 4桁目 切上げ 有効数字 3桁 

許容荷重 kN 有効数字 4桁目 切捨て 有効数字 3桁 

発生圧力 MPa 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

許容圧力 MPa 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

本計算書における評価対象である金属製伸縮継手の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢󠄀水への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」に示している評価部位を踏まえて，「2.2 構造計画」に示す構

造計画にて設定している構造に基づき，荷重の方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

溢󠄀水による静水圧を考慮した荷重は，止水処置全体へ伝達されることから，止水処置全体を評

価部位として設定し，作用する圧力が最も大きい貫通部を代表として評価を行う。 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-3「溢󠄀水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している方法を用いて実施する。 

貫通部止水処置の強度評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位に対し，「4.2 荷重の組合せ」

及び「4.3 許容限界」に示す荷重の組合せ及び許容限界を踏まえ，「4.4 計算方法」に示す方

法を用いて評価を行う。 

4.2 荷重の組合せ 

貫通部止水処置の荷重の組合せを表 4－1に示す。 

表 4－1 荷重の組合せ 

機器名称 荷重の組合せ＊ 

貫通部止水処置 Ｐｈ 

注記＊：Ｐｈは静水圧による荷重を示す。 

4.3 許容限界 

貫通部止水処置の許容限界，許容限界評価条件及び許容限界算出結果をそれぞれ，表 4－

2，表 4－3及び表 4－4に示す。また，金属製伸縮継手の施工例を図 4－1に示す。 

表 4－2 貫通部止水処置の許容限界 

供用状態 評価部位 
許容限界＊ 

許容圧力 

Ａ，Ｂ 金属製伸縮継手 Ｐａ 

注記＊：金属製伸縮継手の許容限界は，設計・建設規格により算出する。Ｐａは PVE-3810

の規定に基づき，次のとおり算出する。 

Ｐａ＝2・ｔ2・ｃ・Ｓ／Ｈ2 

表 4－3 貫通部止水処置の許容限界評価条件 

継手部の層数 

ｃ 

継手部の波の高さ 

Ｈ(mm) 

許容引張応力 

Ｓ(MPa) 

継手部の板の厚さ 

ｔ(mm) 

表 4－4 貫通部止水処置の許容限界算出結果 

供用状態 評価部位 
許容限界 

許容圧力(MPa) 

Ａ，Ｂ 金属製伸縮継手 0.43 
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図 4－1 金属製伸縮継手の施工例 

 

4.4 計算方法 

貫通部止水処置に生じる発生圧力として，静水圧Ｐｈを考慮する。 

Ｐｈ＝ρ・g・ｈ 

 

4.5 計算条件 

強度評価に用いる貫通部の仕様及び計算条件を表 4－5に示す。 

 

表 4－5 強度評価に用いる貫通部の仕様及び計算条件 

評価部位 場所 

貫通部位置における

浸水深さ 

ｈ(m) 

海水の密度 

ρ(kg/m3) 

金属製伸縮継手 原子炉建物 6.47 1030 

 

  

壁・床

金属製伸縮継手

貫通物
（配管）

貫通口

溶接部

溶接部



11 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
4-
6 
R1
E 

5. 評価結果

シール材，ブーツ及び金属製伸縮継手並びにモルタルの強度評価結果をそれぞれ，表 5－1並

びに表 5－2に示す。なお，津波への配慮が必要な貫通部止水処置の強度評価を実施しているシ

ール材，ブーツ及びモルタルについては，静水圧荷重並びに地震による動水圧及び余震荷重を考

慮した保守的な評価結果として，Ⅵ-3-別添 3-2-9「貫通部止水処置の強度計算書」に記載の評

価結果を記載している。 

シール材，ブーツ及び金属製伸縮継手並びにモルタルの発生圧力又は発生荷重は，許容圧力又

は許容荷重以下であることから，貫通部止水処置が構造健全性を有することを確認した。 

表 5－1 シール材，ブーツ及び金属製伸縮継手の強度評価結果

評価部位 場所 
発生圧力 

(MPa) 

許容圧力 

(MPa) 

シール材（配管） タービン建物 0.09 

シール材（電路） タービン建物 0.04＊ 

ブーツ タービン建物 0.05＊ 

金属製伸縮継手 原子炉建物 0.07 0.43 

注記＊：シール材（電路）及びブーツについては，内部溢水による発生圧力が最も大きく，それ

ぞれ 0.12MPa及び 0.10MPaである。 

表 5－2 モルタルの強度評価結果 

評価部位 
発生荷重 

(kN) 

許容荷重 

(kN) 

モルタル 付着荷重 6.86×103 8.21×103 
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1. 概要 

本書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25 年

6 月 28 日原子力規制委員会規則第 6 号）（以下「技術基準規則」という。）第 48 条第 2

項及び第 3 項並びに第 78 条第 1 項に基づき，Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決

定に関する説明書」で「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」（平成 9 年 3

月 27 日通商産業省令第 51 号）（以下「火力省令」という。）を準用する設備として対象

としている設計基準対象施設又は重大事故等対処施設に施設するガスタービン及び内燃

機関が，十分な強度を有することを確認するための強度評価方針について説明するもの

である。 
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2. 強度評価の方針 

設計基準対象施設又は重大事故等対処施設に施設するガスタービン及び内燃機関につ

いては，技術基準規則第 48 条第 2 項及び第 3 項並びに第 78 条第 1 項に基づき，ガスタ

ービンは火力省令第 19 条から第 23 条を，内燃機関は火力省令第 25 条から第 29 条の規

定を準用し，強度評価においては，火力省令第 19 条第 4 項及び第 25 条第 3 項を適用す

る。また，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成

25 年 6 月 19 日原規技発第 1306194 号）第 48 条第 5 項において，火力省令の準用に当

たっては，「発電用火力設備の技術基準の解釈」（平成 25 年 5 月 17 日 20130507 商局第

２号）（以下「火力基準解釈」という。）の該当部分によることが規定されている。 

よって，ガスタービンについては，火力省令第 19 条第 4 項を受けた火力基準解釈第

32 条第 1 項第 3 号に，内燃機関については，火力省令第 25 条第 3 項を受けた火力基準

解釈第 39 条第 1 項第 2 号に基づき，同解釈第 5 条を準用した水圧試験による強度評価

又は最高使用圧力の 1.5 倍＊の水圧に耐える強度を有することを確認するための強度計

算による評価を実施する。 

上記によらない評価方法により強度評価を実施するものについては，その評価方法に

より火力省令に照らして十分な保安水準の確保が達成できることを確認した上で，強度

評価を実施する。 

 

注記＊：火力基準解釈については，平成 28 年 2 月 25 日に一部改正され，材料の許容

応力を求める際の安全率や水圧試験の倍率が見直されているが，より厳しい

評価となるよう改正前の解釈を用いる。 

 

2.1 評価対象設備 

設計基準対象施設又は重大事故等対処施設に施設するガスタービン及び内燃機関と

して，Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」に基づき，強度評

価を実施する設備について以下に示す。 

・非常用ディーゼル発電設備の内燃機関 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備の内燃機関 

・ガスタービン発電機のガスタービン 

 

また，ガスタービン又は内燃機関に係る燃料設備（燃料配管，燃料タンク及び燃料

ポンプ）についても強度評価対象とする。 
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2.2 評価方法の選定 

強度評価については，火力基準解釈第 32 条第 1 項第 3 号及び第 39 条第 1 項第 2 号

にて，同解釈第 5 条（水圧試験）を準用することが規定されている。 

ただし，当該機種と同一の材料及び構造を有するガスタービン車室又は内燃機関ケ

ーシングにおいて火力基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有するもの並びに最

高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐える強度を有することが強度計算等で確認できるもの

については，水圧試験を要しないことが規定されている。 

よって，上記規定のいずれかの方法により強度評価を行うこととするが，評価対象

設備において水圧試験の試験結果があるもの並びに評価対象設備と同一の材料及び構

造を有するガスタービン車室又は内燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第 5 条を

満たす水圧試験の試験結果があるものについては，それらの試験結果の確認により強

度評価を実施する。なお，管については，最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐える強度

を有することを強度計算で確認する。 

また，開放型タンク及びその管台については，最高使用圧力が 0MPa であることか

ら耐圧部分に該当せず火力基準解釈第 5 条要求に該当しないものの，消防法に準じた

水圧試験を実施していることを確認する。 
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Ⅵ-3-別添 4-2 発電用火力設備の技術基準による強度評価方法 
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1. 概要 

本書は，Ⅵ-3-別添 4-1「発電用火力設備の技術基準による強度評価の方針」に基づ

き，非常用ディーゼル発電設備及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備の内燃機

関，ガスタービン発電機のガスタービン並びにガスタービン又は内燃機関に係る燃料設

備（燃料配管，燃料タンク及び燃料ポンプ）が十分な強度を有することを確認するため

の強度評価方法について説明するものであり，強度評価方法及び強度評価書のフォーマ

ットにより構成する。  
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2. 強度評価方法 

「発電用火力設備の技術基準の解釈」（平成 25 年 5 月 17 日 20130507 商局第 2 号）（以

下「火力基準解釈」という。）の第 32 条第 1 項第 3 号及び第 39 条第 1 項第 2 号に基づ

き，以下の(1)に示す火力基準解釈第 5 条の水圧試験の試験結果の確認による強度評価

を基本とする。 

ただし，評価対象設備と同一の材料及び構造を有するガスタービン車室又は内燃機関

ケーシングの水圧試験の試験結果があるものについては(2)に示す水圧試験の試験結果

の確認により強度評価を実施する。また，管については，(3)に示す強度計算により強度

評価を実施する。 

 

(1) 水圧試験 

火力基準解釈第 5 条の水圧試験に耐え，これに適合するものであることを確認す

る。 

(2) ガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験 

当該機種と同一の材料及び構造を有するガスタービン車室又は内燃機関ケーシン

グにおいて火力基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有するものについては，

その結果を確認する。 

(3) 強度計算 

火力基準解釈第 5 条の水圧試験に耐える強度を有することを強度計算により確認

する。 

 

2.1 水圧試験 

ガスタービン又は内燃機関のうち水圧試験により評価を実施するものについては，

火力基準解釈第 5 条に基づき，最高使用圧力の 1.5 倍以上の水圧まで昇圧した後，適

切な時間保持したとき，これに耐えることを確認する。また，上記試験に引き続き最

高使用圧力以上の水圧で点検を行ったときに，漏えいがないものであることを確認す

る。 

試験条件を以下に示す。 
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名           称 

最高使用

圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設
（
非
常
用
電
源
設
備
） 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

非
常
用 

ディーゼル燃料デイタンク 静水頭 ＊ 

A-ディーゼル燃料移送ポンプ 0.98 1.5 以上 1.47 以上 

B-ディーゼル燃料移送ポンプ 0.98 1.5 以上 1.47 以上 

A-ディーゼル燃料貯蔵タンク 静水頭 ＊ 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンク 静水頭 ＊ 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

 

ディーゼル燃料デイタンク 静水頭 ＊ 

ディーゼル燃料移送ポンプ 0.98 1.5 以上 1.47 以上 

ディーゼル燃料貯蔵タンク 静水頭 ＊ 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機 

ガスタービン発電機用 

燃料移送ポンプ 
0.98 1.5 以上 1.47 以上 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク 
静水頭 ＊ 

ガスタービン発電機用 

サービスタンク 
静水頭 ＊ 

発
電
機 

緊
急
時
対
策
所
用 

緊急時対策所用燃料地下 

タンク 
静水頭 ＊ 

注記＊：消防法に準じた水圧試験に合格している。 
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2.2 ガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験 

ガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験の実績により評価を実施する

ものについては，火力基準解釈第 32 条第 1 項第 3 号及び第 39 条第 1 項第 2 号におい

て，「当該機種と同一の材料及び構造を有するガスタービン車室又は内燃機関ケーシ

ングにおいて火力基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有するもの」にあっては

水圧試験を要しないと規定されていることから，圧力バウンダリとして主要な耐圧部

であるガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験の試験結果を確認する。

また，水圧試験の実績には，「当該設備と同一の材料及び構造を有するガスタービン車

室又は内燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有

するもの」として当該評価対象機種のガスタービン車室又は内燃機関ケーシングにお

ける水圧試験を含める。 

試験条件を以下に示す。 

名 称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

（
非
常
用
電
源
設
備
）

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関＊1 
＊ 2 1.5 以上 以上 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電設備 

ディーゼル機関＊1 

＊ 2 1.5 以上 以上 

ガスタービン発電機 

ガスタービン機関 
1.10＊ 3 1.5 以上 1.65 以上 

注記＊1：ディーゼル機関に附属する冷却水設備として冷却水ポンプを含む。 

＊2：ケーシングとしてシリンダヘッドにおける圧力を記載 

＊3：ガスタービン車室における圧力を記載 
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2.3 強度計算方法 

ガスタービン又は内燃機関のうち強度計算を実施する管については，火力基準解釈

第 32 条第 1 項第 3 号ロ及び第 39 条第 1 項第 2 号ロに定める強度計算において，火力

基準解釈第 12 条第 1 項第 7 号に記載されている計算式を準用し，ガスタービン及び

内燃機関の管として最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐える強度を有することを確認す

る。 

また，火力基準解釈別表第 1 に記載されている材料の許容引張応力を用いて強度計

算する際に，温度が記載値の中間値の場合は，比例法を用いて許容引張応力を計算し，

その場合の端数処理は，小数点以下第 1 位を切り捨てた値を用いるものとする。 

強度計算は火力基準解釈に基づき適切な裕度を持った許容値を使用して実施するこ

とから，強度計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

フランジについては，火力基準解釈第 13 条第 1 項に規定される日本産業規格等に

適合するものを使用する。 

また，ガスタービン発電機の燃料移送配管に取りつく伸縮継手の強度計算は，Ⅵ-3-

2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」(1) 重大事故等クラス２管であってク

ラス２管の基本板厚計算方法（以下「計算方法」という。）に基づき計算するものとす

る。なお，伸縮継手の計算においては，計算方法で定義された記号を使用する。 

2.3.1 記号の定義 

管の厚さ計算に用いる記号について，以下に説明する。 

記号 単位 定  義 

管
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｑ ％，mm 厚さの負の許容差 

σａ N/mm2 
最高使用温度における火力基準解釈別表第 1 に規

定する材料の許容引張応力 

do mm 管の外径 

ｔ mm 管の計算上必要な厚さ 

ｔｓ mm 管の最小厚さ 

η ― 継手の効率 
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2.3.2 管の厚さの計算 

管の厚さが，以下の計算式から求められる計算上必要な厚さ以上であることを

確認する。 

区 分 適用基準 計 算 式 

その他管 
火力基準解釈 

第 12 条第 1 項第 7 号 

注記＊：継手の効率η 

長手継手の効率は，火力基準解釈第 12 条第 1 項に規定されるＪＩＳ Ｂ 

８２０１における表 8.2 を用いるが，今回の評価では継手の種類から以下のと

おりとする。 

継手の種類 

溶接継手の効率 

ボイラー等及び独立節炭器に属する容器及

び管にあっては火力基準解釈第 125 条及び

第 127 条第 2 項第 1 号の規定に準じて放射

線透過試験を行い，同条第 3 項第 1 号の規

定に適合するもの，それ以外のものにあって

は同解釈第 143 条及び第 145 条第 2 項第 1

号の規定に準じて放射線透過試験を行い，同

条第 3 項第 1 号の規定に適合するもの 

放射線透過試

験を行わない

もの 

突合せ両側溶接又は

これと同等以上とみ

なされる突合せ片側

溶接継手 

1.00 0.70 

 Ｐ・do ＊

t＝ 
 2σａ・η＋0.8Ｐ 
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3. 強度評価書のフォーマット

3.1 強度評価書のフォーマットの概要 

水圧試験結果のフォーマットは，試験条件及び結果を記載し，強度計算書のフォー

マットは，耐圧部分を構成する部材についてフォーマット中に計算に必要な条件及び

結果を記載する。 

3.2 記載する数値に関する注意事項 

フォーマットに挙げた諸元のうち，計算に使用しないものや計算結果のないものは，

計算結果表の欄には として記載する。 

3.3 強度評価書のフォーマット 

強度評価書のフォーマットは，以下のとおりである。 

FORMAT－Ⅰ  水圧試験結果 

FORMAT－Ⅱ  ガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

FORMAT－Ⅲ  管の厚さ計算結果 

FORMAT－Ⅳ  伸縮継手の強度計算結果 



S2 補 Ⅵ-3-別添 4-2 R1 

8 

FORMAT－Ⅰ 水圧試験結果 

設備区分 

名 称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 



S2 補 Ⅵ-3-別添 4-2 R1 

9 

FORMAT－Ⅱ ガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

設備区分 

名 称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 
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FORMAT-Ⅲ 管の厚さ計算結果 

設備区分 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do 

(mm) 

公称厚さ 

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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FORMAT－Ⅳ 伸縮継手の強度計算結果 

設備区分 

設計・建設規格 PPC-3416 準用 

番

号

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温  度 

(℃) 

材  料 

縦弾性係数 

Ｅ 

(MPa) 

ｔ 

(mm) 

全伸縮量 

δ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
ｎ ｃ 

算

式

継手部 

応 力 

σ 

(MPa) 

Ｎ 

×103 

Ｎｒ 

×103 
Ｕ 

評  価：Ｕ≦1，よって十分である。 

注：管番号○の外径は，○○.○mm 
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Ⅵ-3-別添 4-3 発電用火力設備の技術基準による強度評価書 
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1. 概要 

本書は，Ⅵ-3-別添 4-2「発電用火力設備の技術基準による強度評価方法」に基づき，

非常用ディーゼル発電設備及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備の内燃機関，ガ

スタービン発電機のガスタービン並びにガスタービン又は内燃機関に係る燃料設備（燃

料配管，燃料タンク及び燃料ポンプ）が十分な強度を有することを確認した結果を示す。 
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2. その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）のガスタービン及び内燃機関の強度評価書 

2.1 水圧試験結果 

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） 非常用発電装置 

名     称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 

非常用ディーゼル発電設備 

A-ディーゼル燃料移送ポンプ 
0.98 1.47 1.5 良 適合 

非常用ディーゼル発電設備 

B-ディーゼル燃料移送ポンプ 
0.98 1.47 1.5 良 適合 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料移送ポンプ 
0.98 1.47 1.5 良 適合 

ガスタービン発電機 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 
0.98 1.47 1.5 良 適合 
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2.2 ガスタービン車室又は内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） 非常用発電装置 

名 称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関＊1 
＊2 1.5 良 適合 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関＊1 
＊2 1.5 良 適合 

ガスタービン発電機 

ガスタービン機関 
1.10＊3 1.65 1.5 良 適合 

注記＊1：ディーゼル機関に附属する冷却水設備として冷却水ポンプを含む。 

＊2：ケーシングとしてシリンダヘッドにおける圧力を記載 

＊3：ガスタービン車室における圧力を記載 
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2.3 強度計算結果 

2.3.1 管の設計仕様 

名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

(mm) 

厚 さ＊1 

(mm) 

材 料 番 号 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備

A-ディーゼル燃料貯

蔵タンク 

～ 

A-ディーゼル燃料移

送ポンプ 

静水頭 

40 

76.3 7.0 STPT42 1 

76.3 5.2 STPT42 2 

0.98 
76.3 5.2 STPT42 3 

60.5 5.5 STPT42 4 

A-ディーゼル燃料移

送ポンプ 

～ 

A-ディーゼル燃料デ

イタンク 

0.98 40 

48.6 5.1 STPT42 5 

60.5 5.5 STPT42 6 

60.5 5.5 STPT410 7 

B-ディーゼル燃料貯

蔵タンク 

～ 

B-ディーゼル燃料移

送ポンプ 

静水頭 

40 

76.3 5.2 STPT410 8 

0.98 76.3 5.2 STPT410 9 

B-ディーゼル燃料移

送ポンプ 

～ 

B-ディーゼル燃料デ

イタンク 

0.98 40 

60.5 5.5 STPT410 10 

60.5 5.5 STPT42 11 
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名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

(mm) 

厚 さ＊1 

(mm) 

材 料 番 号 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

ディーゼル燃料貯蔵

タンク 

～ 

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

ディーゼル燃料移送

ポンプ

静水頭 

40 

76.3 7.0 STPT42 12 

76.3 5.2 STPT42 13 

0.98 

76.3 5.2 STPT42 14 

60.5 5.5 STPT42 15 

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

ディーゼル燃料移送

ポンプ 

～ 

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

ディーゼル燃料デイ

タンク 

0.98 40 

48.6 5.1 STPT42 16 

60.5 5.5 STPT42 17 

60.5 5.5 STPT410 18 
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名 称 

最高使用 

圧  力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

 

(mm) 

厚 さ＊1 

 

(mm) 

材 料 番 号 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機 

ガスタービン発

電機用軽油タン

ク 

～ 

２号-ガスタービ

ン発電機用燃料

移送ポンプ入口

ライン分岐部 

静水頭＊2 66＊ 2 

60.5 5.5 STPG370 19 

60.5 3.9 SUS304TP 20 

78.2 0.8×1＊ 3 SUS304 E1 

60.5 5.5 STPT410 21 

76.3 5.2 STPT410 22 

２号-ガスター

ビン発電機用燃

料移送ポンプ入

口ライン分岐部 

～ 

２号-ガスター

ビン発電機用燃

料移送ポンプ 

静水頭＊2 66＊ 2 76.3 5.2 STPT410 23 

２号-ガスター

ビン発電機用燃

料移送ポンプ入

口ライン分岐部 

～ 

予備-ガスター

ビン発電機用燃

料移送ポンプ 

静水頭＊2 66＊ 2 76.3 5.2 STPT410 24 

２号-ガスター

ビン発電機用燃

料移送ポンプ 

～ 

２号-ガスター

ビン発電機用サ

ービスタンク 

0.98＊ 2 66＊ 2 60.5 5.5 STPT410 25 
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名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

 

(mm) 

厚 さ＊1 

 

(mm) 

材 料 番 号 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機 

２号-ガスター

ビン発電機用サ

ービスタンク 

～ 

２号-ガスター

ビン発電機用ガ

スタービン発電

機関 

静水頭＊2 66＊ 2 

48.6 5.1 STPT410 26 

42.7 4.9 STPT410 27 

予備-ガスター

ビン発電機用燃

料移送ポンプ 

～ 

予備-ガスター

ビン発電機用サ

ービスタンク 

0.98＊ 2 66＊ 2 60.5 5.5 STPT410 28 

予備-ガスター

ビン発電機用サ

ービスタンク 

～ 

予備-ガスター

ビン発電機用ガ

スタービン発電

機関 

静水頭＊2 66＊ 2 

48.6 5.1 STPT410 29 

42.7 4.9 STPT410 30 
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名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

 

(mm) 

厚 さ＊1 

 

(mm) 

材 料 番 号 

高
圧
発
電
機
車 

ガスタービン発

電機用軽油タン

ク 

～ 

タンクローリ接

続口 

静水頭＊2 66＊ 2 60.5 5.5 STPG370 31 

注記＊1：公称値を示す。 

＊2：重大事故等時における使用時の値 

＊3：層数を示す。 
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2.3.2 管の厚さ計算結果 

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）  非常用ディーゼル発電設備 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do  

(mm) 

公称厚さ 

  

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

1 静水頭 40 76.30 7.00 STPT42 ― ― 12.5 ％ 6.12 ― 

2 静水頭 40 76.30 5.20 STPT42 ― ― 12.5 ％ 4.55 ― 

3 0.98 40 76.30 5.20 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.55 0.37 

4 0.98 40 60.50 5.50 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

5 0.98 40 48.60 5.10 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.46 0.23 

6 0.98 40 60.50 5.50 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

7 0.98 40 60.50 5.50 STPT410 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

8 静水頭 40 76.30 5.20 STPT410 ― ― 12.5 ％ 4.55 ― 

9 0.98 40 76.30 5.20 STPT410 103 1.00 12.5 ％ 4.55 0.37 

10 0.98 40 60.50 5.50 STPT410 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）  非常用ディーゼル発電設備 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do  

(mm) 

公称厚さ 

  

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

11 0.98 40 60.50 5.50 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do  

(mm) 

公称厚さ 

  

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

12 静水頭 40 76.30 7.00 STPT42 ― ― 12.5 ％ 6.12 ― 

13 静水頭 40 76.30 5.20 STPT42 ― ― 12.5 ％ 4.55 ― 

14 0.98 40 76.30 5.20 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.55 0.37 

15 0.98 40 60.50 5.50 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

16 0.98 40 48.60 5.10 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.46 0.23 

17 0.98 40 60.50 5.50 STPT42 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

18 0.98 40 60.50 5.50 STPT410 103 1.00 12.5 ％ 4.81 0.29 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） ガスタービン発電機 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do  

(mm) 

公称厚さ 

  

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

19 静水頭 66 60.50 5.50 STPG370 ― ― 12.5 ％ 4.81 ― 

20 静水頭     66    60.50  3.90  SUS304TP ― ― 0.50mm  3.40  ― 

21 静水頭     66    60.50  5.50  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.81  ― 

22 静水頭     66    76.30  5.20  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.55  ― 

23 静水頭     66    76.30  5.20  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.55  ― 

24 静水頭     66    76.30  5.20  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.55  ― 

25 0.98     66    60.50  5.50  STPT410 103      1.00 12.5 ％   4.81  0.29  

26 静水頭     66    48.60  5.10  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.46  ― 

27 静水頭     66    42.70  4.90  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.28  ― 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） ガスタービン発電機 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do  

(mm) 

公称厚さ 

  

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

28 0.98     66    60.50  5.50  STPT410 103      1.00 12.5 ％   4.81  0.29  

29 静水頭     66    48.60  5.10  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.46  ― 

30 静水頭     66    42.70  4.90  STPT410 ― ― 12.5 ％   4.28  ― 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） 高圧発電機車 

番号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外  径 

do  

(mm) 

公称厚さ 

  

(mm) 

材  料 

許容引張応力 

σａ 

(N/mm2) 

継手の 

効率 

η 

厚さの 

負の 

許容差 

Ｑ 

最小厚さ 

ｔｓ 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

31 静水頭 66 60.50 5.50 STPG370 ― ― 12.5 ％ 4.81 ― 

評  価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 

 

  



S2 補 Ⅵ-3-別添 4-3 R1E 

 

 

15 

15 

2.3.3 伸縮継手の強度計算結果 

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備） ガスタービン発電機 

設計・建設規格 PPC-3416 準用 

番 
 

号 

最高使用 

圧  力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用 

温  度 

 

（℃） 

材  料 

縦弾性係数 

Ｅ 

（MPa） 

ｔ 

（mm） 

全伸縮量 

δ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

ｈ 

（mm） 
ｎ ｃ 

算 
 

式 

継手部 

応 力 

σ 

（MPa） 

Ｎ 

×103 

Ｎｒ 

×103 
Ｕ 

E1 静水頭 66      SUS304 192000    0.80    21.00    6.50    13.00    68    1 A 595       27.4  7.0  0.2552  

評  価：Ｕ≦1，よって十分である。 

注：管番号 E1の外径は，78.2mm 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」にて，「発電用火力

設備の技術基準を定める省令」を引用している「可搬型発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３

３１-2005）」（以下「可搬型発電設備技術基準」という。）の準用を確認した可搬型の非常用

発電装置の内燃機関が，十分な強度を有することを確認するための強度評価方針，強度評価方

法について説明するものである。 

 

2. 強度評価の基本方針 

非常用発電装置（可搬型）の内燃機関の強度評価は，常設の非常用発電装置の内燃機関と同

様に耐圧部の強度評価を行う。ただし，可搬型発電設備技術基準には耐圧部の強度に関連する

事項がないため，完成品として一般産業品の規格及び基準により，耐圧部が要求される強度を

有していることを確認する。 

 

2.1 評価対象設備 

強度評価を行う非常用発電装置（可搬型）の内燃機関を表 2―1に示す。 

 

表 2―1 強度評価の対象設備 

施設 

分類 
強度評価の対象設備 

そ
の
他
発
電
機
用
原
子
炉
の
附
属
設
備 

・高圧発電機車ディーゼル機関 

・可搬式窒素供給装置用発電設備ディーゼル機関 

・緊急時対策所用発電機ディーゼル機関 

 

2.2 評価方法の選定 

強度評価については，内燃機関等を含めた一体構造品の完成品として製作されている非常

用発電装置（可搬型）が重大事故等時に給電で要求される強度を有することを確認するた

め，日本電機工業会規格 「ＪＥＭ １３５４」（以下「ＪＥＭ １３５４」という。）又

は日本電機工業会規格 「ＪＥＭ １３９８」（以下「ＪＥＭ １３９８」という。）に規

定される温度試験により，非常用発電装置（可搬型）が内燃機関等を含めた一体構造品とし

て，定格負荷状態において安定した運転が維持されることの確認による評価を実施する。 
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3. 強度評価方法 

非常用発電装置（可搬型）は，ＪＥＭ １３５４又はＪＥＭ １３９８に規定される温度試

験により，強度の要求を満たしていることを以下のとおり確認する。 

また，温度試験による強度評価は，対象となる非常用発電装置（可搬型）又はその発電装置

と同一型式の発電装置の試験結果にて実績を確認する。 

 

3.1 ＪＥＭ １３５４又はＪＥＭ １３９８に規定される温度試験による評価 

(1） 使用条件に対する強度の確認 

ＪＥＭ １３５４又はＪＥＭ １３９８に基づいた温度試験により，対象となる非常用

発電装置（可搬型）の定格負荷状態における最高使用温度が，メーカ許容値の範囲内であ

ることを確認し，当該非常用発電装置（可搬型）が十分な強度を有することを確認する。 

 

4. 強度評価結果 

4.1 ＪＥＭ １３５４又はＪＥＭ １３９８に規定される温度試験による評価結果 

非常用発電装置（可搬型）は，内燃機関等を含めた一体構造品としてＪＥＭ １３５４又

はＪＥＭ １３９８に規定される温度試験により強度評価を実施しているため，強度評価結

果を重大事故等クラス３機器である非常用発電装置（可搬型）の冷却水ポンプが記載されて

いるⅥ-3-3-8-1-1-3-1「冷却水ポンプの強度計算書（高圧発電機車）」，Ⅵ-3-3-8-1-1-4-1

「冷却水ポンプの強度計算書（可搬式窒素供給装置用発電設備）」及びⅥ-3-3-8-1-1-5-1

「冷却水ポンプの強度計算書（緊急時対策所用発電機）」並びに燃料タンクが記載されてい

るⅥ-3-3-8-1-1-3-2「高圧発電機車付燃料タンクの強度計算書」，Ⅵ-3-3-8-1-1-4-2「可搬

式窒素供給装置付燃料タンクの強度計算書」及びⅥ-3-3-8-1-1-5-2「緊急時対策所用発電機

付燃料タンクの強度計算書」に示す。 

強度評価結果より，表 2―1の非常用発電装置（可搬型）の内燃機関は，重大事故等時にお

ける非常用発電装置（可搬型）の所要負荷に対する給電で要求される強度を有している。 
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1. 概要

本計算書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成

25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第

50 条，第 51 条，第 52 条，第 54 条，第 59 条，第 60 条，第 62 条及び第 63 条において，

重大事故等時に流路としての機能が要求される原子炉圧力容器内の炉心支持構造物が，

十分な強度を有することを説明するものである。 



2 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

2. 炉心支持構造物の強度評価の基本方針

重大事故等時における炉心支持構造物の評価は，重大事故等時の評価条件が設計基準

事故時の評価条件に包絡されており，燃料支持金具を除き，既に認可された工事計画の

添付資料（以下「既工認」という。）における評価結果があるため，材料，構造及び強

度の要求は同じであることから，その評価の適用性を確認し，既工認の確認による評価

を実施する。 

なお，シュラウドサポートについては，既工認における評価結果はあるが，シュラウ

ドサポートの耐震計算書との整合性を考慮し，最新の知見を反映した解析モデルを用い

て発電用原子力設備規格（ 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ

　Ｓ　ＮＣ１-2005/2007）による評価を5章で実施する。また，燃料支持金具について

は，既工認における評価結果がないため，施設時に適用された規格である通商産業省告

示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」による評価を6章で実施

する。 
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3. 炉心支持構造物の強度評価方法

炉心支持構造物の強度評価について，シュラウドサポート及び燃料支持金具を除き，

以下の3.1節に示す確認内容のとおり，既工認における評価結果の確認による評価を実

施する。 

3.1 確認内容 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故事象に対して原子炉

の安全性を損なうことがないように設計することが求められる構造物，系統及び機器

の安全機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

重大事故等時の事故時荷重を表3－1に，設計基準時の事故時荷重を表3－2に示す。

両表に示すとおり，起因となる運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳの事故時荷重は，重大事故

等時の事故時荷重を包絡している。 
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表3－1 重大事故等事象に対する荷重の整理表 

重大事故等時 運転状態Ⅲ及びⅣの評価（表3－2）との関係 

事故シーケンス 

グループ 
重要事故シーケンス 事故時荷重＊1 事故時荷重の包絡性 ピーク差圧の包絡性 

高圧・低圧注水機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋低圧原子炉代替注水系（常

設）＋原子炉格納容器除熱（代替スプレ

イ/ベント）

高圧注水・減圧機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋残留熱除去系（低圧注水モー

ド）＋原子炉格納容器除熱（残留熱除去

系） 

全交流動力電源喪失 

（長期ＴＢ） 

全交流動力電源喪失＋原子炉隔離時冷却

系停止＋低圧原子炉代替注水系（可搬

型）＋残留熱除去系（低圧注水モード）

＋原子炉格納容器除熱（代替スプレイ/

残留熱除去系） 

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

全交流動力電源喪失/全電源喪失＋高圧

原子炉代替注水＋低圧原子炉代替注水系

（可搬型）＋残留熱除去系（低圧注水モ

ード）＋原子炉格納容器除熱（代替スプ

レイ/残留熱除去系）

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＰ） 

全交流動力電源喪失＋原子炉隔離時冷却

系停止＋低圧原子炉代替注水系（可搬

型）＋残留熱除去系（低圧注水モード）

＋原子炉格納容器除熱（代替スプレイ/

残留熱除去系） 
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（続き） 

崩壊熱除去機能喪失 

（取水機能喪失） 

給水喪失＋全交流動力電源喪失＋原子炉

隔離時冷却系停止＋残留熱除去系（低圧

注水モード）＋原子炉格納容器除熱（残

留熱除去系） 

崩壊熱除去機能喪失 

（ＲＨＲ機能喪失） 

給水喪失＋原子炉隔離時冷却系停止＋低

圧原子炉代替注水系（常設）＋原子炉格

納容器除熱（代替スプレイ/ベント）

原子炉停止機能喪失 主蒸気隔離弁誤閉止＋スクラム失敗 

ＬＯＣＡ時注水機能 

喪失（中小破断） 

中小ＬＯＣＡ＋外部電源喪失＋低圧原子

炉代替注水系（常設）＋原子炉格納容器

除熱（代替スプレイ/ベント）

格納容器バイパス 
インターフェースシステムＬＯＣＡ（残

留熱除去系（低圧注水モード）の破断）

大破断ＬＯＣＡ 

大ＬＯＣＡ＋低圧原子炉代替注水系（常

設）＋原子炉格納容器除熱（代替スプレ

イ/残留熱代替除去系）

注記＊1：事故時に発生する機械的荷重 

＊2：
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表3－2 設計基準事故事象に対する事故時荷重 

事象 事故時荷重＊ 強度評価上の取扱い 備考 

運転状態Ⅲ 過大圧力 

運転状態Ⅳ 冷却材喪失事故 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重
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4. 強度評価結果

本計算書は，炉心支持構造物の重大事故等対処設備としての応力評価結果を示すもの

であるが，シュラウドサポート及び燃料支持金具を除く機器は，設計基準対象施設とし

ての使用条件を超えないことから，炉心シュラウドの評価結果については，平成 16 年 7

月 1 日付け電原運第 24 号にて届出した既工認の添付書類Ⅳ-3-1-1「炉心シュラウドの

応力計算書」，上部格子板，炉心支持板及び制御棒案内管の評価結果については，昭和 60

年 12 月 25 日付け 60 資庁第 11431 号にて認可された既工認の添付書類Ⅳ-2-2-3「炉心

支持構造物の耐震性についての計算書」による。 

シュラウドサポートについては，評価結果を 5 章に，燃料支持金具については，評価

結果を 6 章に示す。 
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5. シュラウドサポートの強度計算

5.1 一般事項 

本章は，シュラウドサポート（炉心シュラウド下部胴とシュラウドサポートシリン

ダとの接合部を含む。）の応力計算について示すものである。 

注 1：以下，シュラウドサポートレグ，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポ

ートプレート及び炉心シュラウド下部胴を，それぞれ「レグ」，「シリンダ」，

「プレート」及び「下部胴」という。 

注 2：図表は，原則として巻末に示す。 

5.2 適用規格・基準等

適用基準を以下に示す。 

(1) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））   

 ＪＳＭＥ　Ｓ　ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。）＊ 

注記＊：本章において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△

△△△ ◇)a.(a)」として示す。
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5.3 記号の説明 

本章において，以下の記号を使用する。ただし，本章に別途記載ある場合は，この

限りでない。 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｆ 

ƒｃ

Ｈ 

Ｉ 

ｉ 



ｋ

Ｍ 

Ｎａ 

Ｎｃ 

Ｐｂ 

Ｐｍ 

Ｓ 

Ｓ１２ 

Ｓ２３ 

Ｓ３１ 

Ｓ 

Ｓ' 

Ｓｍ 

Ｓｎ 

Ｓｎ' 

Ｓｐ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 



Ｓｙ（ＲＴ） 

レグ1本当たりの断面積

レグの幅

部材両端の拘束条件に対する座屈長さの係数 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

許容応力 設計・建設規格 SSB-3121.1(3)に定める値 

水平力 

座屈軸についての断面二次モーメント 

座屈軸についての断面二次半径 

レグの長さ

座屈長さ 

モーメント

Ｓ'に対応する許容繰返し回数 

実際の繰返し回数 

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

1011回に対応する許容繰返しピーク応力強さ 

主応力差σ１－σ２ 

主応力差σ２－σ３ 

主応力差σ３－σ１ 

繰返しピーク応力強さ 

補正繰返しピーク応力強さ 

設計応力強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表1に 

定める値 

供用状態Ａ及びＢにおける一次＋二次応力の応力差最大範囲 

Ｓｎのうち熱曲げ応力を除く一次＋二次応力の応力差最大範囲 

一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

設計引張強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に 

定める値 

設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に 

定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8 に定める材料の 

40℃における設計降伏点 

mm2

mm 

─ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

回 

回 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Ｔ 

Ｖ 

η 

Λ 

λ 

ν 

σ１ 

σ２ 

σ３ 

σ 

σｒ 

σｔ 

τｒ 

τｒｔ 

τｔ 

レグの板厚

鉛直力 

溶接部の継手効率 

限界細長比 

有効細長比 

設計・建設規格 SSB-3121.1(3)a.におけるν 

主応力 

主応力 

主応力 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

mm 

N 

─ 

─ 

─ 

─ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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5.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表5－1 に示すとおりとする。 

表5－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

応力 MPa 小数点以下第 1 位 四捨五入 整数位 

応力強さ MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

疲労累積係数 ─ 小数点以下第 4 位 切上げ 小数点以下第 3 位 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計応力

強さ，設計降伏点及び設計引張強さは，比例法により補間した値の小数点

以下第 2 位を切捨て，小数点以下第 1 位までの値として算出する。許容応

力として得られた値の小数点以下第 1 位を切捨てて整数化する。 

5.5 形状・寸法・材料 

本章で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 5－1 に示す。 

5.6 解析範囲 

解析範囲を図5－1 に示す。 

5.7 計算結果の概要 

計算結果の概要を表5－2 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用

点に着目し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を記載する。 
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図5－1 形状・寸法・材料・応力評価点 （単位：mm） 
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表5－2(2) 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

部分及び材料 供用状態 
座屈に対する評価 

圧縮応力 許容応力 

レグ

NCF600-P 

Ａ，Ｂ 4 155 

Ｃ 4 233 

Ｄ 5 249 
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5.8 計算条件 

5.8.1 評価対象機器 

応力評価を行う機器は，次のとおりである。（図5－1 参照） 

機器名称 

評価対象 

供用状態に対する評価 

設計条件 Ａ，Ｂ Ｃ Ｄ 重大事故等時 

シュラウドサポート ○ ○ ○ ○ ─ 

注：「○」は評価対象を示す。 

5.8.2 設計条件 

原子炉圧力容器の最高使用圧力：8.62 MPa 

設計差圧 ：  MPa 

最高使用温度   ：302℃ 

設計機械的荷重 ：表 5－3 に示す。 

5.8.3 運転条件 

運転条件及び記号は，参照図書(1)a.に定めるとおりである。 

シュラウドサポートの応力評価において考慮する差圧は，参照図書(1)a.に定

める差圧Ｐ１２であり，考慮する外荷重の値は表5－3 に示すとおりである。 

5.8.4 材料 

各部の材料を図5－1 に示す。 

5.8.5 物性値 

温度分布計算，応力計算及び繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値は，以

下のとおりである。 

(1) 材料の物性値

材料の物性値は，次のように定める。

a. 縦弾性係数Ｅ及び熱膨張係数αは，設計・建設規格 付録材料図表 Part6

表 1 及び表 2 に定められたものによる。

また，熱伝導率λ及び温度伝導率ａは，引用文献(1)に定められたものによ

る。

b. 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度（302℃）に

対する値を用いる。温度分布計算及び熱応力計算に使用する物性値は，その
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温度依存性を考慮する。 

なお，常温は 20℃とする。 

c. 繰返し荷重の評価に使用する物性値は，運転温度（ ℃：定格出力運転時

の蒸気温度）に対する値を用いる。

d. 主な温度における材料の物性値を表5－4 に示す。

繰返し荷重の評価に使用する物性値を表5－5 に示す。

(2) 流体の物性値

温度分布計算に使用する流体の物性値は，引用文献(2)（改訂第 4 版）の表に

定められたものによる。主な温度における物性値を表5－6 に示す。 

5.8.6 解析モデルの物性値補正 

シュラウドサポートの応力計算には，軸対称モデルを用い，次の部位について

は，解析モデルにおいて物性値補正を行い，その剛性を考慮する。 

5.8.7 荷重の組合せ及び供用状態 

荷重の組合せ及び供用状態を表 5－7 に示す。 

なお，本章において，設計・建設規格 GNR-2120(1)の規定による最高使用圧力

（供用状態Ａを定義する運転状態において機器が受ける最高の圧力以上の圧力で

あって，設計上定めるものをいう。）を「設計差圧」と呼び，設計差圧と設計機

械的荷重を組み合わせた条件を「設計条件」という。 
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5.8.8 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価項目の対応を表5－8 に示す。本章において，荷重

の種類と記号は以下のとおりである。 

荷重   記号 

(1) 原子炉圧力容器の内圧   ［L01］ 

(2) 差圧   ［L02］ 

(3) 設計機械的荷重   ［L03］ 

(4) 死荷重   ［L04］ 

(5) ジェット反力   ［L09］ 

(6) 熱負荷   ［L10］ 

5.8.9 許容応力 

シュラウドサポートの許容応力は，設計・建設規格 CSS-3100 に基づき

表 5－10 に示す。 

5.8.10 許容応力評価条件 

(1) 許容応力評価において，設計応力強さＳｍ，設計降伏点Ｓｙ及び設計引張強さ

Ｓｕは，それぞれ設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1，表 8 及び表 9 に定

められたものを使用する。 

(2) 設計条件の評価には，最高使用温度（302℃）に対する許容応力を用いる。

供用状態Ａ及びＢ，供用状態Ｃ並びに供用状態Ｄの一次応力の評価には，各供

用状態を定義する運転状態における流体の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ：

℃，運転状態Ⅲ： ℃，運転状態Ⅳ： ℃）に対する許容応力を用い

る。供用状態Ａ及びＢの一次＋二次応力及び繰返し荷重の評価には，運転温度

（ ℃：定格出力運転時の蒸気温度）に対する許容応力を用いる。 

(3) シュラウドサポートの許容応力評価条件を表 5－11 に示す。
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5.8.11 溶接部の継手効率 

(1) 溶接部の継手効率は，継手の種類と分類及び継手に適用する検査の種類によ

り，設計・建設規格 CSS-3150 に従って定める。溶接部の継手効率を表 5－12

に示す。 

(2) 溶接部の許容応力は，材料の許容応力に継手効率を乗じたものとする。

5.8.12 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σｔ  ： 周方向応力 

σ   ： 軸方向応力 

σｒ  ： 半径方向応力 

σｔ

σ

σｒ

σ

σｔ

σｒ
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5.9 応力解析の手順 

応力解析の手順について述べる。 

応力解析の概要を図 5－2 に示す。 

5.9.1 温度分布計算 

(1) 境界の熱伝達率

温度分布計算に使用する容器内面，容器外面及びシュラウドサポート外面の熱

伝達率の計算条件と計算結果を表 5－13 に示す。 

(2) 温度分布の計算

a. 荷重条件

参照図書(1)a.に定める運転条件に基づいて計算する。

b. 計算方法

温度分布計算は，二次元軸対称の有限要素でモデル化し，計算機コード「Ｔ

ＡＣＦ」により行う。なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

温度分布計算のモデルを図 5－3 に示す。 

境界における熱伝達率は，5.9.1 項の計算結果を用いる。 

c. 温度遷移図

温度分布計算を行った運転条件について，評価断面における熱応力が厳しく

なる時点を検出するため，あらかじめ指定した数点の温度の時間的変化を 

図 5－4 に示す。 

シュラウドサポート，下部胴及び下鏡内に指定した 2 点間の温度差が極値と

なる時点を図 5－4 に記号で示す。 

なお，同図において，その差が極値をとった時点を熱応力が厳しくなるもの

とする。 

d. 温度分布図

5.9.1 項(2)c.で選定した 2 点間の温度差が極値となる時点の温度分布を

図 5－5 に示す。 
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(3) 熱応力の計算時点

熱応力計算は，5.9.1 項(2)c.で選定した 2 点間の温度差が極値となる時点，

圧力ピークとなる時点［C10-01，C20-01，C20-03 及び C20-05］及び定格出力運

転［C12-01］（計算時点を図 5－4 中に示す。）並びに耐圧試験［C02-01］に対

して行う。 

5.9.2 応力計算 

(1) 応力評価点

応力評価点の位置を図 5－1 に示す。

応力集中が生じる箇所の応力集中係数を表 5－14 に示す。

(2) 内圧及び差圧による応力

a. 荷重条件（L01 及び L02）

各運転条件における内圧及び差圧を 5.8.2 項及び 5.8.3 項に示す。

b. 計算方法

内圧及び差圧による応力の計算は，二次元軸対称の有限要素でモデル化し，

計算機コード「ＡＳＨＳＤ２－Ｂ」により行う。なお，評価に用いる計算機コ 

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件（拘束条件）を図 5－3 に示す。 

なお，各供用状態での内圧及び差圧による応力は，最高使用圧力及び設計差

圧での応力を用いて，圧力比により計算する。 

(3) 外荷重による応力

a. 荷重条件（L03，L04 及び L09）

シュラウドサポートに作用する外荷重を表 5－3 に示す。

b. 計算方法

外荷重による応力の計算は，二次元軸対称の有限要素でモデル化し，計算機

コード「ＡＳＨＳＤ２－Ｂ」により行う。

応力計算のモデル及び仮定した境界条件（拘束条件）を図 5－3 に示す。

なお，各荷重での応力は，単位荷重（鉛直力，水平力等）での応力を用い

て，荷重比（鉛直力，水平力等）により計算する。 
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(4) 熱応力

a. 荷重条件（L10）

熱応力計算には，5.9.1 項で求めた温度分布を用いる。

b. 計算方法

熱応力の計算は，二次元軸対称の有限要素でモデル化し，計算機コード「Ａ

ＳＨＳＤ２－Ｂ」により行う。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件（拘束条件）を図 5－3 に示す。 

5.10 応力強さの評価 

5.10.1 主応力 

荷重ごとに計算した応力を重ね合わせた結果から，主応力を求める。 

応力成分は，一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ，τｒｔの 6 成分であるが，

主応力σは，引用文献(4)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3 根σ1，σ2，σ3

として計算する。 

σ3－（σｔ＋σ＋σｒ）・σ2＋（σｔ・σ＋σ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ2 

－τｒ2－τｒｔ
2）・σ－σｔ・σ・σｒ＋σｔ・τｒ2＋σ・τｒｔ

2

＋σｒ・τｔ 2－2・τｔ・τｒ・τｒｔ＝ 0 

5.10.2 応力強さ 

以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ１２＝σ１－σ２ 

Ｓ２３＝σ２－σ３ 

Ｓ３１＝σ３－σ１ 

5.10.3 一次一般膜応力強さの評価 

各供用状態における評価をまとめて，表 5－15 に示す。 

表 5－15 より，各供用状態の一次一般膜応力強さは，5.8.9 項に示す許容応

力を満足する。 

5.10.4 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各供用状態における評価をまとめて，表 5－16 に示す。 

表 5－16 より，各供用状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，5.8.9 項に

示す許容応力を満足する。 
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5.10.5 一次＋二次応力強さの評価 

供用状態Ａ及びＢにおける評価をまとめて，表 5－17 に示す。 

表 5－17 より，以下の評価点を除くすべての評価点において一次＋二次応力

の応力差最大範囲は，η・3・Ｓｍ以下であり，5.8.9 項に示す許容応力を満足

する。 

P17，P17’，P18 及び P18’ 

一次＋二次応力の応力差最大範囲がη・3・Ｓｍを超える上記の評価点にあっ

ては，5.11 節で簡易弾塑性解析の方法を適用する。 

5.11 繰返し荷重の評価 

5.11.1 疲労解析 

シュラウドサポートの応力評価点について，詳細な繰返し荷重の評価を行

う。 

(1) 設計・建設規格 CSS-3300 の適用性の検討

一次＋二次応力強さの最大範囲がη・3・Ｓｍを超える応力評価点について

は，以下に示すとおり，設計・建設規格 CSS-3300 による簡易弾塑性解析の方法

を適用する。 

a. 材料の最小降伏点と最小引張強さの比は，以下に示すとおり，0.8 以下であ

る。（設計・建設規格 CSS-3311） 

応力評価点 材 料 
最小降伏点 

(MPa) 

最小引張強さ 

(MPa) 

最小降伏点と 

最小引張強さの比 

P17，P17' 

P18，P18' 
SUS316L 175 480 0.37 

b. 原子炉圧力容器の運転温度は，430℃以下である。（設計・建設規格 CSS-

3312） 

c. 熱応力のうち曲げ応力を除く一次＋二次応力の評価結果を表 5－17 に示す。

表 5－17 より，一次＋二次応力（熱曲げを除く。）の応力差の最大範囲 

（Ｓｎ’）は，η・3・Ｓｍを超えない。（設計・建設規格 CSS-3313） 

d. 計算された繰返しピーク応力強さ（Ｓ’）に対する許容繰返し回数

（Ｎａ）は，10 回以上である。（設計・建設規格 CSS-3314） 

e. 繰返しピーク応力強さは，表 5－9 に示す方法により割増ししたものを使用

する。（設計・建設規格 CSS-3320） 

(2) 考慮する運転条件

疲労解析に考慮する運転条件及び回数の組合せを図 5－6 に示す。
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(3) 疲労累積係数

各応力評価点における疲労累積係数をまとめて，表 5－18 に示す。

表 5－18 より，各応力評価点において疲労累積係数は 1.0 以下であり，許容値

を満足する。 

5.12 特別な応力の評価 

5.12.1 座屈に対する評価 

レグには，シュラウドサポートに作用する鉛直力及びモーメントにより，圧

縮応力が生じる。したがって，これらの荷重の組合せにより発生する圧縮応力

の評価を行う。 

(1) 計算データ

a. 座屈長さ ｋ

ｋ＝Ｃ・＝0.7× ＝  mm

ここで，Ｃ：部材両端の拘束条件に対する座屈長さの係数＝0.7 

：レグの長さ＝  mm 

b. 座屈軸についての断面二次半径 ｉ

ｉ＝ඨＩ
Ａ

＝ඨ ＝ mm 

ここで，Ｉ：座屈軸についての断面二次モーメント 

＝
1

12
Ｔ

3
∙Ｂ＝  mm4

Ｔ：レグの板厚＝  mm 

Ｂ：レグの幅 ＝  mm 

Ａ：レグ 1 本当たりの断面積 

＝Ｔ・Ｂ＝  mm2 

c. 有効細長比 λ

λ＝
ｋ
ｉ

＝ ＝

(2) 圧縮荷重

シュラウドサポートに作用する鉛直力及びモーメントを表 5－3 に示す。

(3) 圧縮応力

各供用状態においてレグに発生する圧縮応力を表 5－19 に示す。
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レグに発生する圧縮応力は，応力評価面 P03'-P04'での一次一般膜応力

（σ）を示す。 

(4) 許容応力

各供用状態における許容応力の計算は，設計・建設規格 SSB-3121 を準用し

て計算する。 

a. 供用状態Ａ及びＢ

供用状態Ａ及びＢにおけるＦは，以下の 3 つの値のうち小さい方を用いる。

1.35・Ｓｙ＝  MPa （ ℃における値） 

0.7 ・Ｓｕ＝  MPa （ ℃における値） 

Ｓｙ＝  MPa （ における値） 

したがって，Ｆ＝  MPaとする。 

供用状態Ａ及びＢにおける許容圧縮応力 ƒｃは，Ｆ＝  MPa に対して次の

ように得られる。 

限界細長比：Λ＝ඨπ2∙Ｅ

0.6∙Ｆ
＝ඨπ2×

0.6×

＝

ここで，Ｅ：縦弾性係数＝  MPa （ ℃における値） 

ゆえに，λ＜Λなので ƒｃは，

ƒｃ＝ ቐ1－0.4∙ቆλ
Λ
ቇ2ቑ ∙Ｆ

ν

＝ ቊ1－0.4× ൬ ൰2ቋ× ＝155 MPa 

ここで，ν＝1.5＋
2

3
∙ቆλ

Λ
ቇ2

＝1.5＋
2

3
× ൬ ൰2＝  

b. 供用状態Ｃ

供用状態ＣにおけるＦは，以下の 3 つの値のうち小さい方を用いる。

1.35・Ｓｙ＝  MPa （ ℃における値） 

0.7 ・Ｓｕ＝  MPa （ ℃における値） 

Ｓｙ＝  MPa （ における値） 
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したがって，Ｆ＝  MPa とする。 

供用状態Ｃにおける許容圧縮応力 ƒｃは，Ｆ＝  MPa に対して次のように

得られる。 

限界細長比：Λ＝ඨπ2∙Ｅ

0.6∙Ｆ
＝ඨπ2×

0.6×

＝

ここで，Ｅ：縦弾性係数＝  MPa （ ℃における値） 

ゆえに，λ＜Λなので ƒｃは，

ƒｃ＝1.5∙ቐ1－0.4∙ቆλ
Λ
ቇ2ቑ ∙Ｆ

ν

＝1.5× ቊ1－0.4× ൬ ൰2ቋ× ＝233 MPa 

ここで，ν＝1.5＋
2

3
∙ቆλ

Λ
ቇ2

＝1.5＋
2

3
× ൬ ൰2＝

c. 供用状態Ｄ

供用状態ＤにおけるＦ＊は，以下の 3 つの値のうち小さい方を用いる。

注記＊：供用状態ＤにおけるＦは，設計・建設規格 SSB-3121.3より

Ｓｙ（ＲＴ）を 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替えるものとする。 

1.35・Ｓｙ＝  MPa （ ℃における値） 

0.7 ・Ｓｕ＝  MPa （ ℃における値） 

1.2 ・Ｓｙ＝  MPa （ における値） 

したがって，Ｆ＝  MPaとする。 

供用状態Ｄにおける許容圧縮応力 ƒｃは，Ｆ＝  MPa に対して次のように

得られる。 

限界細長比：Λ＝ඨπ2∙Ｅ

0.6∙Ｆ
＝ඨπ2×

0.6×

＝

ここで，Ｅ：縦弾性係数＝  MPa （ ℃における値） 

ゆえに，λ＜Λなので ƒｃは，
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ƒｃ＝1.5∙ቐ1－0.4∙ቆλ
Λ
ቇ2ቑ ∙Ｆ

ν

＝1.5× ቊ1－0.4× ൬ ൰2ቋ× ＝249 MPa 

ここで，ν＝1.5＋
2

3
∙ቆλ

Λ
ቇ2

＝1.5＋
2

3
× ൬ ൰2＝

(5) 座屈に対する評価

各供用状態における座屈に対する評価を表 5－19 に示す。

表 5－19 より，各供用状態における圧縮応力は，許容応力を満足するため，座

屈は発生しない。 
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a. Ⅳ-2-2-3(1) 炉心支持構造物の応力解析の方針
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c. Ⅳ-3-1-1-1 原子炉圧力容器の応力解析の方針
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注：（　　）内は，本書において説明の

 ある節及び項の番号を示す。

　 
 　

疲労解析

計 算 始 め

荷 重 の 選 定

温度分布計算 内圧及び差圧による
応力の計算とその分類

外荷重による
応力の計算とその分類

熱応力計算と
応力の分類

計 算 終 り

（5.8節）

（5.9.1項）

（5.9.2項） （5.9.2項）

（5.10.3項及び5.10.4項）

（5.10.5項）

（5.11節）

（5.11節）

η・3・Ｓｍを超えるもの

η・3・Ｓｍ以下

（5.9.2項）

一次応力の
評 価

一次＋二次
応力の評価

特別な
応力の評価

（5.12節）

簡易弾塑性解析による
繰返しピーク応力の割増し

図5－2 応力解析の手順 
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図5－3 温度分布及び応力計算のモデル 



30

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

表5－3 外荷重

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ 

(kN) 

Ｈ 

(kN) 

Ｍ 

(kN･m) 

L03 設計機械的荷重 

L04 死荷重 

L09 ジェット反力 
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表5－4 温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値 

材料 

温度 

(℃) 

Ｅ 

×105 

(MPa) 

α 

×10-6 

(mm/(mm･℃)) 

λ 

(W/(m･K)) 

ａ 

×10-6 

(m2/s) 

ν 

SFVQ1A 

SUS316L 

NCF600-P 

注 1：αは 20℃より表記の温度までの平均熱膨張係数 

注 2：温度分布計算及び熱応力計算においては，5.8.5 項に示す物性値の出典に基づき，

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 及び表 2 に示される温度に対する物

性値を算出し，さらに，これらの値から直線補間により任意の温度における物性値

を算出し計算に用いる。 

表5－5 繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 

Ｅ 

×105 

(MPa) 

α 

×10-6 

(mm/(mm･℃)) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｅ０ 

×105 

(MPa) 

q Ａ０ Ｂ０ 

SUS316L 3.1 0.7 2.15 

NCF600-P 3.1 0.7 2.15 

注： 

Ｅ ：運転温度（ ℃）に対する縦弾性係数 

α ：運転温度（ ℃）に対する瞬時熱膨張係数 

Ｓ ：設計・建設規格 表 添付 4-2-2 の曲線Ｃの 1011 回に対する繰返し

ピーク応力強さ 

Ｅ０     ：設計・建設規格 添付 4-2 に記載された縦弾性係数 

q，Ａ０，Ｂ０：設計・建設規格 表 PVB-3315-1 に示された簡易弾塑性解析に使用

する係数の値 
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表5－6 流体の物性値 

種類 
温度 

(℃) 

λ 

(W/(m･K)) 

Ｃｐ 

(J/(kg･K)) 

ρ 

(kg/m3) 

ν０ 

(m2/s) 

Ｐｒ

水 

20 

160 

300 

注：温度分布計算及び熱応力計算においては，5.8.5 項に示す物性値の出典に基づき，

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に示される温度に対する物性値を算

出し，さらに，これらの値から直線補間により任意の温度における物性値を算出し

計算に用いる。 
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表5－7 荷重の組合せ及び供用状態 

区分 
荷重の組合せ 

各運転状態による荷重 

設計条件 設計条件による荷重 

供用状態Ａ 運転状態Ⅰによる荷重 

供用状態Ｂ 運転状態Ⅱによる荷重 

供用状態Ｃ 運転状態Ⅲによる荷重 

供用状態Ｄ 
運転状態Ⅳ（Ｌ）による荷重 ＊1 

運転状態Ⅳ（Ｓ）による荷重 ＊2 

注記＊1：運転状態Ⅳ（Ｌ）による荷重とは，運転状態Ⅳによる荷重 

のうち長期荷重を表す。 

＊2：運転状態Ⅳ（Ｓ）による荷重とは，運転状態Ⅳによる荷重 

のうち短期荷重を表す。 

表5－8 荷重の組合せ

条件 荷重の組合せ 応力評価 

設計条件 L02＋L03 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

供用状態Ａ及びＢ L01＋L02＋L04＋L10 
Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ 

疲労解析 

供用状態Ｃ L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

供用状態Ｄ L02＋L04＋L09 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 
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表5－9 繰返しピーク応力強さの割増し方法 

Ｓｎ Ｓ 

3・Ｓｍ未満 
2

Ｓ
＝Ｓ

ｐ


3・Ｓｍ以上 

2

・ＳＫ
＝Ｓ

ｐｅ


Ｋｅは，次の手順により計算する。 

(1) Ｋ＜Ｂ０

① 
Ｓｎ

3・Ｓｍ
＜

ቆｑ＋
Ａ０

Ｋ
－1ቇ－ඨቆｑ＋

Ａ０

Ｋ
－1ቇ2 －4・Ａ０൫ｑ－1൯

2・Ａ０

Ｋｅ＝1＋Ａ０・ ቆ Ｓｎ

3・Ｓｍ
－

1

Ｋ
ቇ

② 
Ｓｎ

3・Ｓｍ
≧

ቆｑ＋
Ａ０

Ｋ
－1ቇ－ඨቆｑ＋

Ａ０

Ｋ
－1ቇ2 －4・Ａ０൫ｑ－1൯

2・Ａ０

Ｋｅ＝1＋൫ｑ－1൯・ ቆ1－ 3・Ｓｍ

Ｓｎ
ቇ

(2) Ｋ≧Ｂ０

① 
Ｓｎ

3・Ｓｍ
＜

൫ｑ－1൯－ඨＡ０・ ቆ1－ 1

Ｋ
ቇ・൫ｑ－1൯

ａ

Ｋｅ＝ａ・
Ｓｎ

3・Ｓｍ
＋Ａ０・ ቆ1－ 1

Ｋ
ቇ＋1－ａ

② 
Ｓｎ

3・Ｓｍ
≧

൫ｑ－1൯－ඨＡ０・ ቆ1－ 1

Ｋ
ቇ・൫ｑ－1൯

ａ

Ｋｅ＝1＋൫ｑ－1൯・ ቆ1－ 3・Ｓｍ

Ｓｎ
ቇ

ここで，

Ｋ＝
Ｓｐ

Ｓｎ

ａ＝Ａ０・ ቆ1－ 1

Ｋ
ቇ＋൫ｑ－1൯－2・ඨＡ０・ ቆ1－ 1

Ｋ
ቇ・൫ｑ－1൯

注：ｑ，Ａ０，Ｂ０は，表5－5に示す。 
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一
次
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般

膜
応

力
一
次

一
般
膜

＋
一
次

曲
げ

応
力

一
次

＋
二

次
応

力

設
計

条
件

Ｓ
ｍ

1
.
5
・
Ｓ

ｍ
─

Ａ
，

Ｂ
─

─
3
・

Ｓ
ｍ

Ｃ
1
.
5
・
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ｍ
2
.
2
5
・
Ｓ

ｍ
─

Ｄ
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n
(
2
.
4
・
Ｓ

ｍ
，
2
/
3
・
Ｓ

ｕ
)

M
i
n
(
3
.
6
・
Ｓ

ｍ
，
Ｓ

ｕ
)

─

供
用

状
態

許
容

限
界

表
5
－

1
0
　

許
容

応
力

評
価
部
位

Ｓ
ｍ

（
M
P
a
）

Ｓ
ｙ

（
M
P
a
）

Ｓ
ｕ

（
M
P
a
）

Ｓ
ｙ

（
Ｒ
Ｔ
）

（
M
P
a
）

流
体
の
最
高
温

度
（
運
転
状
態
Ⅳ
）
及

び
定
格

出
力
運
転
時
の
蒸

気
温
度

最
高
使
用
温

度
3
0
2

9
4

1
0
4

3
7
3

─

流
体
の
最
高
温

度
（
運
転
状
態
Ⅲ

）

流
体
の
最
高
温

度
（
運
転
状
態
Ⅳ
）
及

び
定
格

出
力
運
転
時
の
蒸

気
温
度

最
高
使
用
温

度
3
0
2

1
6
4

1
9
3

5
0
1

─

流
体
の
最
高
温

度
（
運
転
状
態
Ⅲ

）

表
5
－
1
1
　
許
容

応
力
評
価
条
件

材
料

温
度
条
件
（
℃
）

オ
ー
ス
テ
ナ
イ
ト
系

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
及
び

高
ニ
ッ
ケ
ル
合
金

シ
ュ
ラ
ウ
ド

サ
ポ
ー
ト

S
U
S
3
1
6
L

N
C
F
6
0
0
-
P
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継
手
の
箇
所

継
手

の
分
類

継
手
の
種
類

対
応
す
る
応

力
評
価
面

検
査
の
種
類

＊
継
手
効
率
η

 
炉

心
シ
ュ
ラ
ウ
ド
と

シ
リ
ン
ダ
の
溶
接
継
手

 
胴
と
胴
の
周
継
手

シ
リ
ン
ダ
と
プ
レ
ー

ト
の
継
手

 
プ
レ
ー
ト
と
原
子
炉

圧
力
容
器
の
周
継
手

シ
リ
ン
ダ
と
レ
グ
の

継
手

レ
グ
と
原
子
炉
圧
力

容
器
の
継
手

注
記
＊
：
検
査
の

種
類
を
示
す
記
号
は
次
の
と
お

り
で
あ
る
。

 
Ｐ
Ｔ
＋
Ｒ
Ｔ
 
：
設
計
・
建
設
規
格
 
C
S
S
-
3
1
5
0
に
規

定
す
る
Ａ
の
検
査

 
Ｐ
Ｐ
Ｔ
　
　
 
：
設
計
・
建
設
規
格
 
C
S
S
-
3
1
5
0
に
規

定
す
る
Ｃ
の
検
査

シ
ュ
ラ
ウ
ド
サ
ポ
ー
ト

表
5
－
1
2
　
溶
接
部
の
継
手
効
率
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図5－5(1) 温度分布図 （単位：℃）



44

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

図5－5(2) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(3) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(4) 温度分布図 （単位：℃） 
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図5－5(5) 温度分布図 （単位：℃）



48

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

図5－5(6) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(7) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(8) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(9) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(10) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(11) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(12) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(13) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(14) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(15) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(16) 温度分布図 （単位：℃）



59

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

図5－5(17) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(18) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(19) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(20) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(21) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(22) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(23) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(24) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(25) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(26) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(27) 温度分布図 （単位：℃）
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図5－5(28) 温度分布図 （単位：℃）



耐圧試験最高使用圧力以下

起動（昇温）
起動（昇温）
起動（タービン起動）

発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ

スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）

定格出力運転

停止（高温待機）
停止（高温待機）
停止（容器満水）

スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）

スクラム（逃がし安全弁誤作動）
スクラム（逃がし安全弁誤作動）

No.

1

図5－6(1)  応力差の変動(P03，Ｓ２３)

運転条件 運転条件 Ｓｐ
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図5－6(2)  応力差の変動(P07，Ｓ１２)

運転条件 運転条件 Ｓｐ
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耐圧試験最高使用圧力以下

起動（昇温）
起動（昇温）
起動（タービン起動）

発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ

スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）

定格出力運転

停止（高温待機）
停止（高温待機）
停止（容器満水）

スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）

スクラム（逃がし安全弁誤作動）
スクラム（逃がし安全弁誤作動）
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図5－6(3)  応力差の変動(P14，Ｓ３１)

運転条件 運転条件 Ｓｐ
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耐圧試験最高使用圧力以下

起動（昇温）
起動（昇温）
起動（タービン起動）

発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ

スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）

定格出力運転

停止（高温待機）
停止（高温待機）
停止（容器満水）

スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）

スクラム（逃がし安全弁誤作動）
スクラム（逃がし安全弁誤作動）
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図5－6(4)  応力差の変動(P17，Ｓ２３)

運転条件 運転条件 Ｓｐ
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耐圧試験最高使用圧力以下

起動（昇温）
起動（昇温）
起動（タービン起動）

発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ
発電機トリップ

スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）
スクラム（タービントリップ）

定格出力運転

停止（高温待機）
停止（高温待機）
停止（容器満水）

スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）
スクラム（給水ポンプ停止）

スクラム（逃がし安全弁誤作動）
スクラム（逃がし安全弁誤作動）



表5－13(1)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(2)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(3)　熱伝達率の計算 

温度 熱伝導率 ﾚｰﾚｰ数＊ 熱伝達率

流体 Ｔf λ Ｒa ｈ

(℃) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：垂直流体層の高さ　Ｌ ＝  m

注記＊：温度差　ΔＴ ＝  ℃に対する値を示す。
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表5－13(4)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  mS
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表5－13(5)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(6)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(7)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(8)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(9)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （円筒胴とシリンダ間の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m

S
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表5－13(10)　熱伝達率の計算

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （シリンダ内面の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(11)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （シリンダ内面の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m

S
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表5－13(12)　熱伝達率の計算

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （シリンダ内面の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(13)　熱伝達率の計算 

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

 水 

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h × 20

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （シリンダ内面の断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m

S
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表5－13(14)　熱伝達率の計算

温度 流量 熱伝導率 ﾚｲﾉﾙｽﾞ数 熱伝達率

流体 Ｔf Ｑ λ Ｒe ｈ

(℃) (％) (W/(m･K)) (──) (W/(m
2
･K))

空気

注1：計算方法及び記号の説明は，添付1による。

注2：100％流量 ＝  m
3
/h

注3：流路断面積 ＝  m
2
 （ダクト総断面積）

注4：代表長さ　Ｌ ＝  m
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表5－13(15)　熱伝達率の計算 

  

温度 熱伝導率 エアギャップ 形態係数 対面金属のふく射率 熱伝達率
流体 Ｔｍ λ の距離 Ｆ ε１，ε２ ｈ

(K) (W/(m･K)) (m) (──) (──) (W/(m
2
･K))

空気

注：計算方法及び記号の説明は，添付1による。
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表5－14 応力集中係数 

応力評価点 
デ ー タ Ｋｎ 

（引張り）

）

Ｋｂ 

（曲げ） Ｔ(mm) ｔ(mm) ｒ(mm) θ(°) 

  P01，P01’    1.4    1.2 

  P02，P02’    2.0    1.6 

  P03，P03’    1.3    1.1 

  P04，P04’    1.3    1.1 

  P05，P05’    1.3    1.1 

  P06，P06’    1.3    1.1 

  P08，P08’    2.3    1.8 

  P10，P10’    2.3    1.8 

  P11，P11’    1.8    1.5 

  P12，P12’    1.8    1.5 

  P13，P13’    3.0＊2    3.0＊2 

  P14，P14’    3.0＊2    3.0＊2 

  P15，P15’    1.8    1.5 

  P16，P16’    1.8    1.5 

  P17，P17’    2.0＊3    2.0＊3 

  P18，P18’    2.0＊3    2.0＊3 

注：計算方法及び記号の説明は，添付 2 による。 

注記＊1：Ｔを無限大として計算した。 

＊2：西田正孝著「応力集中」による。 

＊3：設計・建設規格 CSS-3140 の完全溶け込み溶接部に対する値 
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表5－15 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 

(単位：MPa)

応力評価面

応力 許容 応力 許容 応力 許容

強さ 応力 強さ 応力 強さ 応力

P01

P02 59 147
＊ 10 221

＊ 11 300
＊

P01'

P02' 51 147
＊ 10 221

＊ 9 300
＊

P03

P04 108 164 18 246 20 334 

P03'

P04' 91 164 18 246 16 334 

P05

P06 47 164 9 246 9 334 

P05'

P06' 39 164 9 246 8 334 

P07

P08 50 164 7 246 8 334 

P07'

P08' 44 164 7 246 6 334 

P09

P10 41 164 8 246 10 334 

P09'

P10' 34 164 8 246 9 334 

P11

P12 16 147
＊ 6 221

＊ 6 300
＊

P11'

P12' 17 147
＊ 6 221

＊ 6 300
＊

P13

P14 7 164 6 246 6 334 

P13'

P14' 10 164 6 246 5 334 

P15

P16 9 147
＊ 5 221

＊ 5 300
＊

P15'

P16' 7 147
＊ 5 221

＊ 6 300
＊

P17

P18 71  85
＊ 18 127

＊ 19 208
＊

P17'

P18' 63  85
＊ 18 127

＊ 19 208
＊

供用状態Ｄ設計条件 供用状態Ｃ
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表5－16 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 

(単位：MPa)

応力評価面

応力 許容 応力 許容 応力 許容

強さ 応力 強さ 応力 強さ 応力

P01

P02 59 221
＊ 10 332

＊ 11 450
＊

P01'

P02' 51 221
＊ 10 332

＊ 9 450
＊

P03

P04 108 246 18 369 20 501 

P03'

P04' 91 246 18 369 16 501 

P05

P06 47 246 9 369 9 501 

P05'

P06' 39 246 9 369 8 501 

P07

P08 50 246 7 369 8 501 

P07'

P08' 44 246 7 369 6 501 

P09

P10 41 246 8 369 10 501 

P09'

P10' 34 246 8 369 9 501 

P11

P12 16 221
＊ 6 332

＊ 6 450
＊

P11'

P12' 17 221
＊ 6 332

＊ 6 450
＊

P13

P14 7 246 6 369 6 501 

P13'

P14' 10 246 6 369 5 501 

P15

P16 9 221
＊ 5 332

＊ 5 450
＊

P15'

P16' 7 221
＊ 5 332

＊ 6 450
＊

P17

P18 71 127
＊ 18 190

＊ 19 312
＊

P17'

P18' 63 127
＊ 18 190

＊ 19 312
＊

供用状態Ｄ設計条件 供用状態Ｃ
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表5－17 一次＋二次応力強さの評価のまとめ 

注記＊1：Ｓｎは供用状態Ａ及びＢによる一次＋二次応力差の最大範囲を示す。 

＊2：Ｓｎ’はＳｎのうち熱曲げを除く一次＋二次応力差の最大範囲を示す。 

＊3：継手効率 を乗じた値を示す。 

＊4：簡易弾塑性解析により安全性を示す。 

（単位：MPa）

＊1 ＊2 許容応力

Ｓｎ Ｓｎ’ η・3・Ｓｍ

P01 109 ―― 442 
＊3

P01' 109 ―― 442 
＊3

P02 111 ―― 442 
＊3

P02' 111 ―― 442 
＊3

P03 142 ―― 492  

P03' 142 ―― 492  

P04 115 ―― 492  

P04' 115 ―― 492  

P05 214 ―― 492  

P05' 214 ―― 492  

P06 235 ―― 492  

P06' 235 ―― 492  

P07 476 ―― 492  

P07' 476 ―― 492  

P08 330 ―― 492  

P08' 330 ―― 492  

P09 369 ―― 492  

P09' 369 ―― 492  

P10 246 ―― 492  

P10' 246 ―― 492  

P11 254 ―― 442 
＊3

P11' 254 ―― 442 
＊3

P12 314 ―― 442 
＊3

P12' 314 ―― 442 
＊3

P13 277 ―― 492  

P13' 277 ―― 492  

P14 310 ―― 492  

P14' 310 ―― 492  

P15 205 ―― 442 
＊3

P15' 205 ―― 442 
＊3

P16 177 ―― 442 
＊3

P16' 177 ―― 442 
＊3

P17 307 
＊4 137 260 

＊3

P17' 307 
＊4 137 260 

＊3

P18 292 
＊4 111 260 

＊3

P18' 292 
＊4 111 260 

＊3

一次＋二次応力差最大範囲

（Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ）
応力評価点
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表5－18 疲労累積係数の評価のまとめ 

Ｕｎ 許容値

P01 0.000 1.0

P01' 0.000 1.0

P02 0.000 1.0

P02' 0.000 1.0

P03 0.000 1.0

P03' 0.000 1.0

P04 0.000 1.0

P04' 0.000 1.0

P05 0.000 1.0

P05' 0.000 1.0

P06 0.000 1.0

P06' 0.000 1.0

P07 0.001 1.0

P07' 0.001 1.0

P08 0.000 1.0

P08' 0.000 1.0

P09 0.000 1.0

P09' 0.000 1.0

P10 0.000 1.0

P10' 0.000 1.0

P11 0.000 1.0

P11' 0.000 1.0

P12 0.000 1.0

P12' 0.000 1.0

P13 0.005 1.0

P13' 0.005 1.0

P14 0.013 1.0

P14' 0.013 1.0

P15 0.000 1.0

P15' 0.000 1.0

P16 0.000 1.0

P16' 0.000 1.0

P17 0.019 1.0

P17' 0.019 1.0

P18 0.011 1.0

P18' 0.011 1.0

疲労累積係数
応力評価点
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表5－19 座屈に対する評価 

（単位：MPa） 

応力評価面 供用状態 圧縮応力 許容応力 

P03'-P04' 

Ａ，Ｂ  4 155 

Ｃ  4 233 

Ｄ  5 249 
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6. 燃料支持金具の強度計算

6.1 一般事項 

本章は，燃料支持金具（中央燃料支持金具及び周辺燃料支持金具）の応力計算につ

いて示すものである。 

注：図表は，原則として巻末に示す。 

6.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。

(1) 通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（以

下「告示」という。） 

注：本章において，告示の条項は「告示第○条第△項第◇号」として示す。 
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6.3 記号の説明 

本章において，以下の記号を使用する。ただし，本章に別途記載ある場合は，この

限りでない。 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

Ｄｉ 内径 mm

Ｄｏ 外径 mm

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

Ｐｂ 一次曲げ応力 MPa 

Ｐｍ 一次一般膜応力 MPa 

Ｑ 二次応力 MPa 

Ｓ12 主応力差σ1－σ2 MPa 

Ｓ23 主応力差σ2－σ3 MPa 

Ｓ31 主応力差σ3－σ1 MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ 告示 別表第 2 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ 告示 別表第 10 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 告示 別表第 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 室温における設計降伏点 告示 別表第 9 に定める値 MPa 

ｔ 厚さ mm 

Ｖ 鉛直力 N 

η 溶接部の継手効率 ― 

σ1 主応力 MPa 

σ2 主応力 MPa 

σ3 主応力 MPa 

σ  軸方向応力 MPa 

σｒ 半径方向応力 MPa 

σｔ 周方向応力 MPa 

τ ｒ せん断応力 MPa 

τｒｔ せん断応力 MPa 

τｔ  せん断応力 MPa 
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6.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表6－1 に示すとおりとする。 

表6－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

応力強さ MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊：告示別表に記載された許容引張応力及び設計引張強さは，各温度の値

を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点以下第 1 位を四捨

五入して，整数位までの値とする。

6.5 形状・寸法・材料 

本章で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 6－1 に示す。 

6.6 解析範囲 

解析範囲を図 6－1 に示す。 

6.7 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 6－2 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用

点に着目し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を記載する。 



99 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

図6－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点 （単位：mm） 

中央燃料支持金具 

〔SCS19A〕 

炉心支持板 

P02,P02’
P01,P01’

制御棒案内管 

：応力評価点 

〔 〕 ：材   料 
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図6－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点 （単位：mm） 

周辺燃料支持金具 

〔SUS316LTP〕 

炉心支持板 

P03,P03’

P04,P04’

：応力評価点 

〔 〕 ：材   料 
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表6－2 計算結果の概要 

部分及び材料 運転状態 

一次一般膜 
応力強さ (MPa) 

一次一般膜＋一次曲げ 
応力強さ (MPa) 

一次＋二次 
応力強さ (MPa) 

疲労解析 

応力 
強さ 

許容 
応力 

応力 
評価面 

応力 
強さ 

許容 
応力 

応力 
評価面 

応力 
強さ 

許容 
応力 

応力 
評価点 

疲労 
累積 
係数 

許容値 
応力 

評価点 

中央燃料 

支持金具 

SCS19A 

設計条件 3 108 P01-P02 3 163 P01-P02 － － － － － － 

Ⅲ 3 162 P01-P02 3 244 P01-P02 － － － － － － 

Ⅳ 3 247 P01-P02 3 371 P01-P02 － － － － － － 

重大事故等時 3 247 P01-P02 3 370 P01-P02 － － － － － － 

Ⅰ，Ⅱ － － － － － － 3 330 P01 －＊1 －＊1 －＊1 

周辺燃料 

支持金具 

SUS316LTP 

設計条件 2  37＊2 P03-P04 2  56＊2 P03-P04 － － － － － － 

Ⅲ 2  56＊2 P03-P04 2  84＊2 P03-P04 － － － － － － 

Ⅳ 2  92＊2 P03-P04 2 138＊2 P03-P04 － － － － － － 

重大事故等時 2  90＊2 P03-P04 2 135＊2 P03-P04 － － － － － － 

Ⅰ，Ⅱ － － － － － － 2 115＊2 P03 －＊1 －＊1 －＊1 

注記＊1：疲労解析は，告示第 96 条第 1 項第 3 号により不要である。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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6.8 計算条件 

6.8.1 評価対象機器 

応力評価を行う機器は，次のとおりである。（図 6－1 参照） 

機器名称 

評価対象 

運転状態に対する評価 

設計条件 Ⅰ，Ⅱ Ⅲ Ⅳ 重大事故等時 

燃料支持金具 ○ ○ ○ ○ ○ 

注：「○」は評価対象を示す。 

6.8.2 設計条件 

設計差圧   ：表 6－3 に示す。 

最高使用温度 ：302℃ 

設計機械的荷重：表 6－4 に示す。 

6.8.3 運転条件 

運転条件及び記号は，参照図書(1)a.に定めるとおりである。 

なお，重大事故等時の条件は以下のとおりである。 

温度条件：運転状態Ⅲと同じ。 

差圧条件：運転状態Ⅳと同じ。 

燃料支持金具の応力評価において考慮する差圧は，表 6－3 に示す参照図書(1)a.

に定める差圧Ｐ13 であり，考慮する外荷重の値は表 6－4 に示すとおりである。 

6.8.4 材料 

各部の材料を図 6－1 に示す。 

6.8.5 荷重の組合せ及び運転状態 

荷重の組合せ及び運転状態を表 6－5 に示す。 

なお，本章において，告示第 96 条第 1 項第 1 号イの規定による最高使用圧力

を「設計差圧」と呼び，設計差圧と設計機械的荷重を組み合わせた条件を「設計

条件」という。 
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6.8.6 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価項目の対応を表 6－6 に示す。本章において，荷重

の種類と記号は以下のとおりである。 

荷重 記号 

(1) 差圧 [L02]

(2) 設計機械的荷重 [L03]

(3) 死荷重 [L04]

6.8.7 許容応力 

燃料支持金具の許容応力は，告示第 96 条第 1 項第 1 号に基づき表 6－7 に示す。 

6.8.8 許容応力評価条件 

(1) 許容応力評価において，設計応力強さＳｍ及び設計引張強さＳｕは，それぞれ告

示別表第 2 及び第 10 に定められたものを使用する。 

(2) 設計条件の評価には，最高使用温度（302℃）に対する許容応力を用いる。運転

状態Ⅲ及び運転状態Ⅳの一次応力の評価には，各運転状態における流体の最高温 

度（運転状態Ⅲ： ℃，Ⅳ： ℃）に対する許容応力を用いる。運転状態Ⅰ及 

びⅡの一次＋二次応力及び繰返し荷重の評価には，運転温度（ ℃：定格出力

運転時の流体温度）に対する許容応力を用いる。 

(3) 重大事故等時の一次応力の評価には，重大事故等時における流体の最高温度

（ ℃）を上回る運転状態Ⅲにおける流体の最高温度（ ℃）に対する許容応 

力を用いる。 

(4) 燃料支持金具の許容応力評価条件を表 6－8 に示す。

6.8.9 溶接部の継手効率 

(1) 中央燃料支持金具の応力評価点は，溶接部でないためη＝1.00 を用いる。

(2) 周辺燃料支持金具の溶接部の継手効率は，継手の種類と分類及び継手に適用す

る検査の種類により，告示第 99 条第 4 項に従って定める。溶接部の継手効率を表 

6－9 に示す。 

(3) 溶接部の許容応力は，材料の許容応力に継手効率を乗じたものとする。
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6.8.10 応力の記号と方向 

 応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σｔ ： 周方向応力 

σ  ： 軸方向応力 

σｒ ： 半径方向応力 

6.9 応力評価の手順 

応力評価の手順について述べる。 

応力評価の概要を図 6－2 に示す。 

6.9.1 温度分布計算 

燃料支持金具は，参照図書(1)a.に示すとおり，同一温度領域内（領域Ｂ）にあ

ること，また，薄肉構造で材料の異なる部分はなく温度勾配は無視し得ることか

ら温度分布計算を行わない。 

6.9.2 応力の評価 

(1) 主応力

荷重ごとに計算した応力を重ね合わせた結果から，主応力を求める。

応力成分は一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ，τｒｔの 6 成分であるが，主応

力σは，引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3 根σ1，σ2，σ3 とし

て計算する。

σ3－（σｔ＋σ ＋σｒ）・σ2＋（σｔ・σ ＋σ ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ 
 2

－τ ｒ
2－τｒｔ

2）・σ－σｔ・σ ・σｒ＋σｔ・τ ｒ
2＋σ ・τｒｔ

2

＋σｒ・τｔ 
 2－2・τｔ ・τ ｒ・τｒｔ＝0 

σ  

σｒ  

σｔ  
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(2) 応力強さ

以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。

Ｓ12＝σ1－σ2 

Ｓ23＝σ2－σ3 

Ｓ31＝σ3－σ1

(3) 一次応力強さ

設計条件，運転状態Ⅲ，運転状態Ⅳ及び重大事故等時において生じる一次一般

膜応力及び一次一般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，6.8.7 項に示す許容応力を

満足することを示す。 

(4) 一次＋二次応力強さ

運転状態Ⅰ及びⅡにおいて生じる一次＋二次応力の応力差最大範囲（Ｓｎ）が，

6.8.7 項に示す許容応力を満足することを示す。 

6.9.3 繰返し荷重の評価 

繰返し荷重の評価は，運転状態Ⅰ及びⅡによる荷重を用いて，告示第 96 条第 1 項

第 3 号に従い疲労解析（詳細な繰返し荷重の評価）の必要性の検討を行い，疲労解

析が不要であることを示す。 
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6.10 応力計算 

6.10.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 6－1 に示す。 

なお，各応力評価点の断面性状は，表 6－10 に示すとおりである。 

6.10.2 差圧による応力 

(1) 荷重条件（L02）

各運転状態による差圧を表 6－3 に示す。

(2) 計算方法

中央燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面で，外

径を mm とし，かつ，厚さが最小となる円筒を考え，内圧を受ける円筒に

モデル化し，計算する。

中央燃料支持金具の差圧による応力計算のモデルを図 6－3 に示す。

周辺燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面の円

筒を考え計算する。 

a. 一次一般膜応力

差圧Ｐ13 による一次一般膜応力は，次式で求める。

13・Ｐ
Ｙ－1

1
＝σt

13・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2


13・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝
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b. 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ

応力は，一次一般膜応力と同じである。 

c. 一次＋二次応力

差圧Ｐ13 による一次＋二次応力は，次式で求める。

13
2

2

・Ｐ
－1Ｙ

1＋Ｋ
＝σt

13
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

13
2

2

・Ｐ
－1Ｙ

1－Ｋ
＝σr

ここで，Ｋ＝Ｙ（内表面）

  Ｋ＝1 （外表面）

6.10.3 外荷重による応力 

(1) 荷重条件（L03 及び L04）

外荷重を表 6－4 に示す。

(2) 計算方法

中央燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面で，

その断面の最小幅を内径とし，かつ，厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の外荷重による応力計算のモデルを，図 6－4 に示す。 

周辺燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面の

円筒を考え計算する。 
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a. 一次一般膜応力

外荷重による一次一般膜応力は，外荷重と各応力評価断面の断面性状によ

り次式で求める。 

Ａ

Ｖ
＝σ

b. 一次一般膜＋一次曲げ応力

外荷重による一次曲げ応力は，存在しない。したがって，一次一般膜＋一次

曲げ応力は，一次一般膜応力と同じである。 

c. 一次＋二次応力

外荷重による二次応力は，存在しない。したがって，一次＋二次応力は，一

次一般膜＋一次曲げ応力と同じである。 

6.10.4 熱応力 

6.9.1 項に示すとおり熱応力は無視できる。 
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6.11 応力強さの評価 

6.11.1 一次一般膜応力強さの評価 

各運転状態における評価を表 6－11 に示す。 

表 6－11 より，各運転状態の一次一般膜応力強さは，6.8.7 項及び 6.8.9 項に

示す許容応力を満足する。 

6.11.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各運転状態における評価を表 6－12 に示す。 

表 6－12 より，各運転状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，6.8.7 項及び

6.8.9 項に示す許容応力を満足する。 

6.11.3 一次＋二次応力強さの評価 

運転状態Ⅰ及びⅡにおける評価を表 6－13 に示す。 

表 6－13 より，運転状態Ⅰ及びⅡの一次＋二次応力強さは，6.8.7 項及び 

6.8.9 項に示す許容応力を満足する。 
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6.12 繰返し荷重の評価 

6.12.1 告示第 96 条第 1 項第 3 号についての検討 

燃料支持金具について，告示第 96 条第 1 項第 3 号により疲労解析が不要とな

ることを以下の(1)から(4)に示す。 

(1) 告示第 96 条第 1 項第 3 号イ及び同号ロ

6.9.1 項で述べたように，燃料支持金具の温度差は無視し得るので，告示第 96 条

第 1 項第 3 号イ及び同号ロの検討は不要である。 

(2) 告示第 96 条第 1 項第 3 号ハ（異なる材料よりなる部分の温度変動）

燃料支持金具には，縦弾性係数又は熱膨張係数の異なる材料よりなる部分は存

在しない。 

(3) 告示第 96 条第 1 項第 3 号ニ（機械的荷重変動）

機械的荷重により生じる応力の全振幅が，荷重変動回数 106 回に対応する繰返

しピーク応力強さを超えないことを確認する。 

告示別図第 2 より求めた 106 回に

対応する繰返しピーク応力強さ  
：Ｓ＝178 MPa 

機械的荷重変動による応力の全振幅 ：Δσ 

全応力評価点の機械的荷重変動（死荷重）による一次＋二次応力のうち，応力

の全振幅が最大となる応力評価点 P01 での一次＋二次応力は以下である。 

Δσ＝  MPa 

したがって，Ｓ＞Δσであり，条件を満足する。 

(4) 検討結果

以上(1)から(3)より燃料支持金具は，告示第 96 条第 1 項第 3 号の要求をすべ

て満足している。 

6.12.2 疲労解析 

6.12.1 項に示すように，燃料支持金具は，疲労解析は不要である。 
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a. Ⅳ-3-1-1 炉心シュラウドの応力計算書
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図6－2 応力評価の手順 

計算始め
注：（  ）内は，本章において

説明のある節及び項の番号を示す。

荷重の選定

温度分布計算

（6.10.2 項） 

熱応力計算と

応力の分類

差圧による

応力の計算とその分類

外荷重による

応力の計算とその分類

（6.10.3 項） 

一次応力
の評価

（6.11.1 項及び 6.11.2 項） 

一次＋二次
応力の評価

疲労解析の
必要性検討

計算終り

（6.9.1 項） 

（6.10.4 項） 

（6.11.3 項） 

（6.12 節） 



113 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

図6－3 中央燃料支持金具の差圧による応力計算モデル（単位：mm） 

図6－4 中央燃料支持金具の外荷重による応力計算モデル（単位：mm） 
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表6－3 各運転状態における差圧 

（単位：MPa） 

運転状態 差圧Ｐ13 

設計条件 

Ⅰ，Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

重大事故等時 



115 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
3-
別
添

6
-1

 R
1 

表6－4 外荷重 

記号 荷重名称
荷重

作用点＊

鉛直力

Ｖ 

(kN) 

L03 設計機械的荷重

L04 死荷重
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表6－5 荷重の組合せ及び運転状態 

運転状態 
荷重の組合せ 

各運転状態による荷重 

設計条件 設計条件による荷重 

Ⅰ 運転状態Ⅰによる荷重 

Ⅱ 運転状態Ⅱによる荷重 

Ⅲ 運転状態Ⅲによる荷重 

Ⅳ 運転状態Ⅳによる荷重 

重大事故等時 重大事故等時による荷重 
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表6－6 荷重の組合せ 

運転状態 荷重の組合せ 応力評価 

設計条件 L02＋L03 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

Ⅰ，Ⅱ L02＋L04 
Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ 

疲労解析 

Ⅲ L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

Ⅳ L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

重大事故等時 L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 
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表6－7 許容応力 

運転状態 
許容限界 

一次一般膜応力 一次一般膜＋一次曲げ応力 一次＋二次応力 

設計条件 Ｓｍ 1.5・Ｓｍ ― 

Ⅰ，Ⅱ ― ― 3・Ｓｍ 

Ⅲ 1.5・Ｓｍ 2.25・Ｓｍ ―

Ⅳ Min(2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ) Min(3.6・Ｓｍ，Ｓｕ) ― 

重大事故等時＊ Min(2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ) Min(3.6・Ｓｍ，Ｓｕ) ― 

注記＊：重大事故等時の許容限界として運転状態Ⅳの許容限界を用いる。 
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表6－8 許容応力評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｙ

（ＲＴ） 

(MPa) 

中央燃料 

支持金具 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SCS19A 

流体の最高温度 

流体の最高温度 

流体の最高温度 

周辺燃料 

支持金具 
SUS316LTP 

流体の最高温度 

流体の最高温度 

流体の最高温度 
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表6－9 溶接部の継手効率 

継手の箇所 継手の分類 継手の種類 検査の種類＊ 継手効率η 

燃料支持金具 
周辺燃料支持金具と 

炉心支持板の継手 

注記＊：検査の種類を示す記号は次のとおりである。 

ＰＴ：告示第 99 条第 4 項に定めるホの検査 
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表6－10 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

(mm) 

Ｄｏ

(mm) 

Ｄｉ

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

P01，P02＊ 

P03，P04 

注記＊：上段は差圧による応力計算モデルの断面性状を示し，下段は外荷重による応

力計算モデルの断面性状を示す。 
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表6－11 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 
設計条件 運転状態Ⅲ 運転状態Ⅳ 重大事故等時 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
3 108 3 162 3 247 3 247 

P01’
P02’ 3 108 3 162 3 247 3 247 

P03 

P04 
2  37＊ 2  56＊ 2  92＊ 2  90＊ 

P03’
P04’ 2  37＊ 2  56＊ 2  92＊ 2  90＊ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。
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表6－12 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 
設計条件 運転状態Ⅲ 運転状態Ⅳ 重大事故等時 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
3 163 3 244 3 371 3 370 

P01’
P02’ 3 163 3 244 3 371 3 370 

P03 

P04 
2  56＊ 2  84＊ 2 138＊ 2 135＊ 

P03’
P04’ 2  56＊ 2  84＊ 2 138＊ 2 135＊ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表6－13 一次＋二次応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

分類 
一次＋二次応力差最大範囲 

（Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ） 

応力評価点 Ｓｎ
＊1 

許容値 

η・3・Ｓｍ 

P01 3 330 

P01’ 3 330 

P02 3 330 

P02’ 3 330 

P03 2 115＊2 

P03’ 2 115＊2 

P04 2 115＊2 

P04’ 2 115＊2 

注記＊1：Ｓｎは運転状態Ⅰ及びⅡによる一次 

＋二次応力差の最大範囲を示す。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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添付 1 熱伝達率の計算 

1. 熱伝達率の計算式

熱伝達率の計算は，以下の式を用いて計算する。

(1) 強制対流による平板の層流熱伝達

a. 計算式の出典

5.13 節の引用文献(2)（改訂第 4 版）の P46 の(8)式

b. 計算式

ｈ＝0.664・Ｐｒ
1／3

・Ｒｅｘ
1／2

・
λ

Ｌ
･･･････････････････････････････ (1) 

ここで，Ｌ  ：代表長さ(m) 

Ｒｅｘ：レイノルズ数（＝ｖ・ｘ／ν０）（ｘ＝Ｌ） 

ｖ  ：流体の流速(m/s) 

λ  ：流体の熱伝導率(W/(m･K)) 

c. 使用基準

Ｒｅ ≦ 3.2×105 

ここで，Ｒｅ：レイノルズ数（＝ｖ・Ｌ／ν０） 

(2) 強制対流による平板の乱流熱伝達

a. 計算式の出典

5.13 節の引用文献(5)の P122 の(6･46)式

b. 計算式

ｈ＝
1

Ｌ
・ න ｈｘ・dx ･･･････････････････････････････････････････ (2)Ｌ

0

ここで，ｈｘ＝
0.0296・Ｒｅｘ

0.8
・Ｐｒ

1＋1.54・Ｐｒ
－1／4

・Ｒｅｘ
－0.1

・(Ｐｒ－1)

・
λ

ｘ

Ｌ ：代表長さ(m) 

Ｒｅｘ：レイノルズ数（＝ｖ・ｘ／ν０）（0≦ｘ≦Ｌ） 

ｖ  ：流体の流速(m/s) 

λ  ：流体の熱伝導率(W/(m･K)) 

c. 使用基準

Ｒｅ ＞ 3.2×105 

ここで，Ｒｅ：レイノルズ数（＝ｖ・Ｌ／ν０）
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(3) 自然対流による熱伝達

a. 計算式の出典

5.13 節の引用文献(2)（改訂第 3 版）の P113 の(1)，(2)及び(4)式

b. 計算式

ｈ＝
λ

Ｌ
   （Ｒａ ＜ 103） 

ｈ＝0.28・Ｒａ
1／4

・(Ｌ／Ｄ)
－1／4

・
λ

Ｌ
  (103 ≦Ｒａ＜  107) 

ｈ＝0.0516・Ｒａ
1／3

・
λ

Ｌ
 (107≦Ｒａ) 

ここで，Ｄ   ：流体層の厚さ(m) 

Ｇｒ ：グラスホフ数（＝g・β・ΔＴ・Ｌ3／ν０
2） 

g   ：重力加速度(m/s2) 

Ｌ   ：垂直流体層の高さ(m) 

Ｒａ ：レーレー数（＝Ｇｒ・Ｐｒ） 

ΔＴ ：流体とそれに接する物体の温度差(K) 

β   ：体膨張係数(1/K) 

λ   ：流体の熱伝導率(W/(m･K)) 

(4) エアギャップの熱伝達

a. 計算式の出典

5.13 節の引用文献(2)（改訂第 4 版）及び引用文献(6)

b. 計算式

ｈ＝
λ

 ＋
4・σ・Ｔｍ

3

1

Ｆ
＋ ൬ 1

ε１
− 1൰＋ Ａ１

Ａ２
・ ൬ 1

ε２
− 1൰ ････････････････････････ (4) 

ここで，Ａ１ ：対面金属の表面積(m2) 

Ａ２ ：対面金属の表面積(m2) 

Ｆ   ：形態係数 

 ：エアギャップの距離(m)

Ｔｍ ：対面金属表面温度の平均温度(K) 

ε１ ：対面金属のふく射率 

ε２ ：対面金属のふく射率 

λ   ：空気の熱伝導率(W/(m･K)) 

σ   ：ステファンボルツマン定数（＝5.67×10-8 W/(m2･K4)） 

････････ (3)
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2. 計算方法

熱伝達率の計算は，流体の種類，流体温度（Ｔｆ）,流量（Ｑ）及び代表長さ（Ｌ）

を用いて行う。 

熱伝達率の表においては，計算に用いた熱伝達形態のほか，次のものを記載する。 

流体     ： 流体の種類 

Ｆ   ： 形態係数（エアギャップの熱伝達の場合） 

ｈ   ： 熱伝達率 

Ｌ   ： 代表長さ 

 ： エアギャップの距離（エアギャップの熱伝達の場合）

Ｑ    ： 流量 

Ｒａ  ： レーレー数（自然対流による熱伝達の場合）

Ｒｅ  ： レイノルズ数

Ｔｆ   ： 流体温度 

Ｔｍ  ： 対面金属表面温度の平均温度（エアギャップの熱伝達の場合） 

ε１，ε２： 対面金属のふく射率（エアギャップの熱伝達の場合） 
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添付 2 応力集中係数の計算 

1. 応力集中係数の計算式

(1) 板厚が変化する部分の応力集中係数は，5.13 節の引用文献(3)の Appendix B に示

された手法によって求める。

(2) この手法の概要は，次のとおりである。

a. 以下のような，ステップ状のはりの応力集中係数を求める実験式（Heywood によ

る。）を用いる。

Ｋｎ＝1＋ ⎩⎪⎨
⎪⎧ Ｈ

ｈ
－1

4・ ቆ1.4・ Ｈ

ｈ
－1ቇ・ ｈ

ｒ⎭⎪⎬
⎪⎫0.65

････････････････････････････ (1) 

Ｋｂ＝1＋ ⎩⎪⎨
⎪⎧ Ｈ

ｈ
－1

2・ ቆ5.37・ Ｈ

ｈ
－4.8ቇ・ ｈ

ｒ⎭⎪⎬
⎪⎫0.85

･････････････････････････ (2) 
b. 隅部にテーパのあるときは，次のように補正する。

(1)式，(2)式で求めた応力集中係数をＫ０，補正した係数をＫ'として

2・ｒ≦Ｈ－ｈのとき 
Ｋ'－1

Ｋ０－1
＝1－ ቆθ

90
ቇｎ

2・ｒ＞Ｈ－ｈのとき 
Ｋ'－1

Ｋ０－1
＝1－ ቆθ－α

90－α
ቇｎ

ｈＨ

ｒ

θ

ｈＨ

ｒ
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ただし， 

ｎ＝1＋2.4・ඨ 2・ｒ

Ｈ－ｈ

α＝sin－1 ቆ1－ Ｈ－ｈ

2・ｒ
ቇ

c. 円筒部については，a 項及び b 項の式のＨ，ｈをＨ＝2・Ｔ，ｈ＝2・ｔとする。

なお，Ｔ及びｔは，下図に示す寸法を用いるものとする。

Ｔ

ｒ

θ

ｔ 引張り又は曲げ

2. 計算方法

応力集中係数の計算は，Ｔ，ｔ，ｒ及びθを用いて行う。

応力集中係数の表においては，次のものを記載する。

Ｔ   ： 大きい方の板厚 （＝Ｈ／2） 

ｔ   ： 小さい方の板厚 （＝ｈ／2） 

ｒ   ： 隅部の半径 

θ   ： テーパ角度

Ｋｎ ： 引張に対する応力集中係数 

Ｋｂ ： 曲げに対する応力集中係数 
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1. 概要

本計算書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成

25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第

50 条，第 51 条，第 52 条，第 54 条，第 59 条，第 60 条，第 62 条，第 63 条，第 65 条及

び第 66 条において，重大事故等時に流路としての機能が要求される原子炉圧力容器内

の原子炉圧力容器内部構造物が，十分な強度を有することを説明するものである。 
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2. 原子炉圧力容器内部構造物の強度評価の基本方針

重大事故等時における原子炉圧力容器内部構造物の評価は，重大事故等時の評価条件

が設計基準事故時の評価条件に包絡されており，既に認可された工事計画の添付資料 

（以下「既工認」という。）における評価結果があるため，材料，構造及び強度の要求

は同じであることから，その評価の適用性を確認し，既工認の確認による評価を実施す

る。 
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3. 原子炉圧力容器内部構造物の強度評価方法

原子炉圧力容器内部構造物の強度評価について，既工認における評価結果があるた

め，以下の3.1節に示す確認内容のとおり，その評価結果の確認による評価を実施す

る。 

3.1 確認内容 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故事象に対して原子炉

の安全性を損なうことがないように設計することが求められる構造物，系統及び機器

の安全機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

重大事故等時の事故時荷重を表3－1に，設計基準時の事故時荷重を表3－2に示す。

両表に示すとおり，起因となる運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳの事故時荷重は，重大事故

等時の事故時荷重を包絡している。 
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4. 強度評価結果

本計算書は，原子炉圧力容器内部構造物のうち以下の機器の重大事故等対処設備とし

ての応力評価結果を示すものであるが，設計基準対象施設としての使用条件を超えない

ことから，評価結果については，昭和 60 年 12 月 25 日付け 60 資庁第 11431 号にて認可

された既工認の添付書類Ⅳ-3-1-2「圧力容器内部構造物の強度計算書」による。 

(1) ジェットポンプ

(2) 給水スパージャ

(3) 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ

(4) 低圧注水系配管（原子炉圧力容器内部）

(5) 高圧及び低圧炉心スプレイ系配管（原子炉圧力容器内部）

(6) 差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部）



S2 補 Ⅵ-3-別添 7-1 R1 

5 

表3－1 重大事故等事象に対する荷重の整理表(1/2) 

重大事故等時 運転状態Ⅲ及びⅣの評価（表3－2）との関係 

事故シーケンス 

グループ 
重要事故シーケンス 事故時荷重＊ 事故時荷重の包絡性 ピーク差圧の包絡性 

高圧・低圧注水機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋低圧原子炉代替注水系（常

設）＋原子炉格納容器除熱（代替スプレ

イ/ベント） 

高圧注水・減圧機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋残留熱除去系（低圧注水モー

ド）＋原子炉格納容器除熱（残留熱除去

系） 

全交流動力電源喪失 

（長期ＴＢ） 

全交流動力電源喪失＋原子炉隔離時冷却

系停止＋低圧原子炉代替注水系（可搬

型）＋残留熱除去系（低圧注水モード）

＋原子炉格納容器除熱（代替スプレイ/

残留熱除去系） 

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

全交流動力電源喪失/全電源喪失＋高圧

原子炉代替注水＋低圧原子炉代替注水系

（可搬型）＋残留熱除去系（低圧注水モ

ード）＋原子炉格納容器除熱（代替スプ

レイ/残留熱除去系）

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＰ） 

全交流動力電源喪失＋原子炉隔離時冷却

系停止＋低圧原子炉代替注水系（可搬

型）＋残留熱除去系（低圧注水モード）

＋原子炉格納容器除熱（代替スプレイ/

残留熱除去系） 
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崩壊熱除去機能喪失 

（取水機能喪失） 

給水喪失＋全交流動力電源喪失＋原子炉

隔離時冷却系停止＋残留熱除去系（低圧

注水モード）＋原子炉格納容器除熱（残

留熱除去系） 

崩壊熱除去機能喪失 

（ＲＨＲ機能喪失） 

給水喪失＋原子炉隔離時冷却系停止＋低

圧原子炉代替注水系（常設）＋原子炉格

納容器除熱（代替スプレイ/ベント）

原子炉停止機能喪失 主蒸気隔離弁誤閉止＋スクラム失敗 

ＬＯＣＡ時注水機能 

喪失（中小破断） 

中小ＬＯＣＡ＋外部電源喪失＋低圧原子

炉代替注水系（常設）＋原子炉格納容器

除熱（代替スプレイ/ベント）

格納容器バイパス 
インターフェースシステムＬＯＣＡ（残

留熱除去系（低圧注水モード）の破断） 

大破断ＬＯＣＡ 

大ＬＯＣＡ＋低圧原子炉代替注水系（常

設）＋原子炉格納容器除熱（代替スプレ

イ/残留熱代替除去系）

注記＊：事故時に発生する機械的荷重

表3－1 重大事故等事象に対する荷重の整理表(2/2) 



S2 補 Ⅵ-3-別添 7-1 R1E 

7 

表3－2 設計基準事故事象に対する事故時荷重 

事象 事故時荷重＊ 強度評価上の取扱い 備考 

運転状態Ⅲ 過大圧力 

運転状態Ⅳ 冷却材喪失事故 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 




